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第１章 総則 

第１節 計画の目的 

第１ 計画の目的 

この計画は、「災害対策基本法」（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条及び「甘楽町防災

会議条例」（昭和 38 年条例第２号）第２条の規定に基づき、甘楽町防災会議が作成する

計画であり、甘楽町の地域に係る防災に関し、災害予防、災害応急対策及び災害復旧等

の対策を実施するにあたり、防災関係機関がその機能のすべてをあげて住民の生命、身

体及び財産を自然災害や事故災害から保護するため、次の事項を定め本町防災の万全を

期することを目的とする。 

１ 処理すべき事務又は業務の大綱 

甘楽町における、公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者の処理

すべき事務又は業務の大綱 

２ 災害予防に関する計画 

防災施設の新設又は改良、防災教育及び訓練等、災害予防に関する計画 

３ 災害応急対策に関する計画 

災害に関する予報又は警報の発表及び伝達、情報の収集及び伝達、避難、消防、水防、

救難、救助、衛生その他の災害応急対策に関する計画 

４ 災害復旧に関する計画 

災害予防、災害応急対策を踏まえた災害復旧に関する計画 
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第２ 計画の位置づけ 

甘楽町地域防災計画は、災害対策基本法により「防災基本計画」（中央防災会議）、「群馬

県地域防災計画」（群馬県防災会議）との整合性を図り、地域における特性や災害環境に合わ

せた計画とする。 

第３ 計画の構成 

甘楽町地域防災計画の構成は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

第４ 計画の修正 

甘楽町防災会議は、災害対策基本法第 42 条第１項の規定により、毎年計画内容に検討

を加え、必要があると認めるときは、これを修正するものとする。 

●資料１－１ 甘楽町防災会議条例[p.193] 

  

 中央防災会議 防災基本計画  国 

町 防災会議  町地域防災計画 町 

県 県 防災会議  県地域防災計画 

第１章 総則 

第２章 災害予防計画 

第３章 風水害等応急対策計画 

第４章 地震災害応急対策計画 
甘 楽町地域 防災計画  

第５章 大規模事故等応急対策計画 

第６章 災害復旧・復興 

資料集 
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第２節 防災の基本理念 

第１ 防災の基本方針 

町は、災害発生時における住民の生命、財産を守るとともに、災害に強いまち・組織

づくりを推進するため、災害対策の基本方針を定め、町、防災関係機関、住民等が連携

して防災・減災対策に取り組むものとする。 

１ 災害に強い組織をつくる 

災害発生時において、町や防災関係機関の対応には限界があることから、住民自らが

判断し、行動できることが重要となる。 
このことから、「自助（自らの安全を自らで守る）」・「共助（自分たちの地域は自分た

ちで守る）」・「公助（町及び防災関係機関が実施する対策）」が、相乗的・効果的に推進

され、住民、自主防災組織、企業、町及び防災関係機関の協働により、地域一体となっ

た防災組織体制の確立を目指す。 

また、防災訓練や防災教育の推進により、防災意識の高揚を図るとともに、女性や高

齢者など多様な視点を取り入れた防災体制を確立し、地域の防災力向上を図る。 

２ 災害に強いまちをつくる 

地震などの異常な自然現象は、発生そのものを防ぐことはできないが、その被害の大

きさは防災対応のあり方によって大きく異なる。 
このことから、災害時の被害を最小化する「減災」の考え方を取り入れ、たとえ被災

したとしても人命が失われないことを最重視し、また、経済的被害ができるだけ少なく

なるよう、平常時から防災関係機関との連携を深めて情報共有を図るとともに、地域の

気候特性や浸水区域、土砂災害区域の状況把握、住宅の耐震改修促進等に努めるものと

する。 

３ 災害に備えた体制をつくる 

災害発生時において迅速な対応ができるよう、初動マニュアルや災害の種類に応じた

行動マニュアルの整備を図るとともに、ハザードマップの見直しや備蓄品の整備、民間

企業との防災協定の締結を推進し、物資供給や救援体制の強化を図る。 
また、情報収集や住民への避難情報を的確に伝達できるよう、通信、情報伝達手段の

多重化を図り、情報ネットワーク体制の確立を目指す。 
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第３節 防災関係機関の処理すべき事務及び業務の大綱 

甘楽町、群馬県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、その他の公

共的団体及びその他防災上重要な施設の管理者は、おおむね次の事務又は業務を処理す

るものとする。 

１ 甘楽町 

事 務 又 は 業 務 

（１）防災に関する組織の整備に関すること。 

（２）防災に関する訓練に関すること。 

（３）防災に関する物資及び資材の備蓄、整
備及び点検に関すること。 

（４）災害応急対策の実施の支障となるべき
状態等の改善に関すること。 

（５）予報・警報並びに災害に関する情報収
集・伝達及び広報に関すること。 

（６）避難の勧告又は指示に関すること。 

（７）消防、水防その他の応急措置に関する
こと。 

（８）被災者の救難、救助その他保護に関す
ること。 

（９）被災した児童及び生徒の応急の教育に
関すること。 

（10）施設及び設備の応急復旧に関すること。 

（11）清掃、防疫その他の保健衛生に関する
こと。 

（12）緊急輸送の確保に関すること。 

（13）災害の発生の防御又は拡大の防止のた
めの措置に関すること。 

（14）災害復旧及び復興計画に関すること。 

（15）甘楽町防災会議に関すること。 

（16）町内の防災関係機関が行う災害対策の
総合調整に関すること。 

２ 群馬県 

事 務 又 は 業 務  

（１）防災に関する組織の整備に関すること。 

（２）防災に関する訓練に関すること。 

（３）防災に関する物資及び資機材の備蓄、
整備及び点検に関すること。 

（４）災害応急対策の実施の支障となるべき
状態等の改善に関すること。 

（５）予報・警報の伝達に関すること。 

（６）消防、水防その他の応急措置に関する
こと。 

（７）被災者の救難、救助その他保護に関す
ること。 

（８）被災した児童及び生徒の応急の教育に
関すること。 

（９）施設及び設備の応急復旧に関すること。 

（10）清掃、防疫その他の保健衛生に関する
こと。 

（11）犯罪の予防、交通の規制その他災害地
における社会秩序の維持に関すること。 

（12）緊急輸送の確保に関すること。 

（13）災害の発生の防御又は拡大の防止のた
めの措置に関すること。 

（14）災害復旧及び復興計画に関すること。 

（15）群馬県防災会議に関すること。 

（16）市町村その他県内の防災関係機関が行
う災害対策の総合調整に関すること。 
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３ 指定地方行政機関 

機関名 事 務 又 は 業 務 

関東管区警察局 

(1) 管区内各県警察の災害警備活動及び相互援助の指導・調整に関すること。 
(2) 他管区警察局及び警視庁との連携に関すること。 
(3) 管区内各県警察及び防災関係機関等からの情報収集及び報告連絡に関

すること。 
(4) 警察通信の確保及び統制に関すること。 

関東総合通信局 

(1) 電波及び有線電気通信の監理に関すること。 
(2) 災害時における非常通信の確保並びに非常通信の運用監督に関すること。 
(3) 非常通信訓練の計画及びその実施についての指導に関すること。 
(4) 非常通信協議会の育成及び指導に関すること。 

関東財務局 
(前橋財務事務所） 

(1) 金融機関に対する非常金融措置のあっせん、指導等に関すること。 
(2) 災害復旧事業費の査定立合いに関すること。 
(3) 災害つなぎ資金及び災害復旧事業資金の融資に関すること。 
(4) 国有財産の貸付、譲与及び売払いに関すること。 
(5) 提供可能な未利用地、合同宿舎に関する情報提供に関すること。 

関東信越厚生局 

(1) 国立病院の避難施設の整備及び防災訓練等の指導に関すること。 
(2) 国立病院収容患者の医療等の指示調整に関すること。 
(3) 負傷者の国立病院における医療助産救助の指示調整に関すること。 
(4) 医療救護班の応援派遣に関すること。 

群馬労働局 

(1) 事業場における労働災害の防止に関すること。 
(2) 災害応急工事、災害復旧工事等に必要な労働力の確保に関すること。 
(3) 災害による離職者の早期再就職の促進に関すること。 

関東農政局 
(群馬県拠点) 

(1) 災害予防 
① ダム、堤防、ひ門等の防災上重要な施設の点検整備等の実施又は指

導に関すること。 
② 農地、農業用施設等を防護するための防災ダム、ため池、湖岸、堤

防、土砂崩壊防止、農業用河川工作物、たん水防除、農地侵食防止
等の施設の整備に関すること。 

(2) 災害応急対策 
① 農業に関する被害状況の取りまとめ及び報告に関すること。 
② 種もみ、その他営農資機の確保に関すること。 
③ 主要食糧の供給に関すること。 
④ 生鮮食料品等の供給に関すること。 
⑤ 農作物、蚕、家畜等に係る管理指導及び病害虫の防除に関すること。 
⑥ 土地改良機械器具及び技術者等の把握並びに緊急貸出及び動員に

関すること。 
(3) 災害復旧 

① 農地、農業用施設等について特に必要がある場合の査定の実施に関
すること。 

② 被災農林漁業者等に対する資金の融通に関すること。 
(4) その他 

農業関係被害状況の情報収集及び報告に関すること。 

関東森林管理局 
群馬森林管理署 
下仁田森林事務所 

(1) 国有林野の保安林、保安施設(治山施設）等の維持及び造成に関すること。 
(2) 災害復旧用材(国有林材）のあっせんに関すること。 

関東経済産業局 

(1) 生活必需品、復旧資材等防災関係物資の円滑な供給の確保に関すること。 
(2) 商工鉱業事業者の業務の正常な運営の確保に関すること。 
(3) 被災中小企業の振興に関すること。 
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関東東北産業保安 
監督部 

(1) 火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、電気、ガス等危険物等の保安に関
すること。 

(2) 鉱山に関する災害防止及び災害時の応急対策に関すること。 

関東地方整備局 
(高崎河川国道事務
所、利根川水系砂防
事務所） 

管轄する河川・道路・砂防・地すべり・ダムについての計画、工事及び
管理のほか、次の事項に関すること。 
(1) 災害予防 

① 防災上必要な教育及び訓練 
② 通信施設等の整備 
③ 公共施設等の整備 
④ 災害危険区域等の関係機関への通知 
⑤ 官庁施設の災害予防措置 
⑥ 豪雪害の予防 

(2) 災害応急対策 
① 災害に関する情報の収集及び予警報の伝達等 
② 水防活動、土砂災害防止活動及び地方公共団体による避難誘導のため

の住民への情報伝達に関する指導助言等 
③ 建設機械の現況及び技術者の現況の把握 
④ 災害時における復旧用資材の確保 
⑤ 災害発生が予想されるとき又は災害時における応急工事等 
⑥ 災害時のための応急復旧用資機材の備蓄 
⑦ 緊急を要すると認められる場合の緊急対応の実施 

(3) 災害復旧等 
災害発生後できる限り速やかに現地調査を実施し、被災施設の重要度、

被災状況等を勘案の上、再度災害の防止に努めるとともに迅速かつ適切
な復旧を図ること。 

関東運輸局 
(群馬運輸支局） 

(1) 自動車運送業者に対する運送の協力要請に関すること。 
(2) 被災者、必要物資等の輸送調整に関すること。 
(3) 不通区間におけるう回輸送等の指導に関すること。 

東京航空局 
(東京空港事務所) 

(1) 航空機による輸送に係る安全の確保に関すること。 
(2) 遭難航空機の捜索及び救助に関すること。 
(3) 指定地域上空の飛行規制とその周知徹底に関すること。 

東京管区気象台 

(前橋地方気象台) 

(1) 気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること。 
(2) 気象、地象(地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る。）、

水象の予報・警報等の防災情報の発表、伝達及び解説に関すること。 
(3) 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること。 
(4) 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること。 
(5) 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること。 

４ 陸上自衛隊 

機関名 事 務 又 は 業 務 

第 12旅団 
第 12施設隊 

(1) 災害派遣の準備 
① 防災関係情報資料の整備に関すること。 
② 防災関係機関との連絡、調整に関すること。 
③ 自衛隊災害派遣計画の作成に関すること。 
④ 防災に関する教育訓練の実施に関すること。 

(2) 災害派遣の実施 
① 人命又は財産保護のため緊急に行う必要のある応急救援又は応急

復旧に関すること。 
② 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与に

関すること。 
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５ 指定公共機関 

機関名 事 務 又 は 業 務 

日本郵便（株） (1) 郵便事業の業務運行管理及びこれらの施設等の保全に関すること。 
(2) 災害特別事務取扱に関すること。 

① 災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び
援護対策 
ア 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 
イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 
ウ 被災地あて救援用郵便物等の料金免除 
エ 被災地あて寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

 避難所における臨時の郵便差出箱の設置 
(3) その他、要請のあったもののうち協力できる事項 

東日本電信電話(株) 
（群馬支店） 

(1) 電気通信設備の保全に関すること。 
(2) 重要通信の確保に関すること。 

（株）NTTドコモ
(群馬支店） 

(1) 携帯電話設備の保全に関すること。 
(2) 重要通信の確保に関すること。 

日本銀行 
(前橋支店) 

(1) 通貨の円滑な供給確保、金融の迅速適切な調整、信用制度の保持運営
及び被災地金融機関に対する緊急措置についての要請等に関すること。 

日本赤十字社 
(群馬県支部) 

(1) 医療救護班の編成及び医療救護の実施に関すること。 
(2) 救護所の開設及び運営に関すること。 
(3) 日赤奉仕団及び防災ボランティアの活動に関すること。 
(4) 輸血用血液の確保及び供給に関すること。 
(5) 義援金品の受領、配分及び募金に関すること。 
(6) 日赤医療施設等の保全及び運営に関すること。 
(7) 外国人の安否の調査に関すること。 

日本放送協会 
(前橋放送局) 

(1) 防災思想の普及に関すること。 
(2) 気象予報・警報の周知に関すること。 
(3) 災害の状況、その見通し、応急対策の措置状況等の周知に関すること。 
(4) 放送施設に対する障害の排除に関すること。 
(5) 避難場所等における受信機の貸与・設置に関すること。 
(6) 社会事業団等による義援金品の募集及び配分への協力に関すること。 

東日本高速道路(株) 
(関東支社) 

(1) 高速自動車国道の保全及び復旧に関すること。 
(2) 緊急通行路の確保に関すること。 

日本通運(株） 
(群馬支店) 

(1) 貨物自動車による救援物資、避難者等の輸送の協力に関すること。 

東京電力パワー 
グリッド(株） 
(高崎支社) 

(1) 電力施設の保安の確保に関すること。 
(2) 電力の供給の確保に関すること。 

６ 指定地方公共機関 

機関名 事 務 又 は 業 務 

上信電鉄(株） (1) 鉄道施設の保全及び輸送の安全確保に関すること。 
(2) 鉄道車輌による救援物資、避難者等の輸送の協力に関すること。 

(公社)群馬県 
医師会 

(1) 医療及び助産活動の協力に関すること。 
(2) 防疫その他保健衛生活動の協力に関すること。 
(3) 医療救護活動の実施に関すること。 
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(公社)群馬県 
歯科医師会 

(1) 被災者の医療及び口腔衛生の協力に関すること。 
(2) 歯科治療痕等による身元確認作業の協力に関すること。 

(公社)群馬県 
看護協会 

(1)救護活動に必要な看護の確保に関すること。 

(一社)群馬県 
LPガス協会 

(1) エルピーガス設備の保安の確保に関すること。 
(2) エルピーガスの供給の確保に関すること。 
(3) 会員事業者の連絡調整に関すること。 

群馬県 
石油協同組合 

(1) 石油等燃料の供給に関すること。 

(一社)群馬県 
バス協会 

(1) バスによる救援物資、避難者等の輸送の協力に関すること。 
(2) 被災地の交通の確保に関すること。 

(一社)群馬県 
トラック協会 

(1) 貨物自動車による救援物資、避難者等の輸送の協力に関すること。 

放送機関 
群馬テレビ(株) 
(株)エフエム群馬 

(1) 防災思想の普及に関すること。 
(2) 気象予報・警報の周知に関すること。 
(3) 災害の状況、その見通し、応急対策の措置状況等の周知に関すること。 
(4) 社会事業団等による義援金品の募集及び配分への協力に関すること。 

甘楽多野用水 
土地改良区 

(1) 土地改良区の水門、水路、ため池等の整備、防災管理及び災害復旧に
関すること。 

鏑川土地改良区 
(1) 土地改良区の水門、水路、ため池等の整備、防災管理及び災害復旧に

関すること。 

７ その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

機関名 事 務 又 は 業 務 

報道機関 

(1) 防災思想の普及に関すること。 
(2) 気象予報・警報の周知に関すること。 
(3) 災害の状況、その見通し、応急対策の措置状況等の周知に関すること。 
(4) 社会事業団等による義援金品の募集及び配分への協力に関すること。 

甘楽富岡農業協同組合 
鏑川東部森林組合 

(1) 共同利用施設の保全に関すること。 
(2) 農業者又は林業者に対する災害応急対策及び災害復旧の支援に関する

こと。 
(3) 県又は町が行う農林関係の災害応急対策及び被害調査等への協力に関

すること。 

(一社)富岡市甘楽郡
医師会 

(1) 医療及び助産活動の協力に関すること。 
(2) 防疫その他保健衛生活動の協力に関すること。 
(3) 医療救護活動の実施に関すること。 

(公社)富岡甘楽 
歯科医師会 

(1) 被災者の医療及び口腔衛生の協力に関すること。 
(2) 歯科治療痕等による身元確認作業の協力に関すること。 

富岡甘楽薬剤師会 
(1) 医療及び助産活動の協力に関すること。 
(2) 防疫その他保健衛生活動の協力に関すること。 

病院経営者 
(1) 入院患者及び通院患者の安全の確保に関すること。 
(2) 被災傷病者の救護に関すること。 

社会福祉施設経営者 (1) 入所者及び通所者の安全の確保に関すること。 

甘楽町社会福祉 
協議会 

(1) 被災生活困窮者の生活の支援に関すること。 
(2) 義援金品募集及び配分に関すること。 
(3) ボランティア活動の支援及び推進に関すること。 
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甘楽町商工会 

(1) 被災事業者に対する支援に関すること。 
(2) 県又は町が行う商工業関係の被害調査への協力に関すること。 
(3) 救援物資及び復旧用資材の確保についての協力に関すること。 
(4) 物価の安定についての協力に関すること。 

金融機関 (1) 被災事業者に対する復旧資金の融資その他の緊急措置に関すること。 

危険物等施設の 
管理者 

(1) 危険物等施設の保安の確保に関すること。 
(2) 周辺住民の安全の確保に関すること。 

(一社)群馬県建設
業協会富岡支部 

(1) 建築物及び構築物に係る災害応急対策及び災害復旧への協力に関する
こと。 

甘楽町建設業協会 
(1) 建築物及び構築物に係る災害応急対策及び災害復旧への協力に関す

ること。 

区長会、民生委員・
児童委員、婦人団体

等 

(1) 町が行う災害救助等についての協力に関すること 
(2) 義援金品の募集・配分等ボランティア活動の協力に関すること 

８ 住民・自主防災組織・事業者 

機関名 事 務 又 は 業 務 

住 民 

(1) 防災・減災の知識習得 
(2) 自宅建物・設備の減災措置、避難行動の検討 
(3) 飲料水・食料・生活用品等の 3日分以上の備蓄と点検 
(4) 消防団・自主防災組織への参加及び活動への協力 
(5) 気象情報等の収集、家族・近所への伝達 
(6) 家族・近所の避難行動要支援者等の避難支援 
(7) 災害廃棄物の分別 
(8) その他自ら災害に備えるために必要な手段を講じること。 

自主防災組織 

(1) 自主防災活動マニュアル、資機材の整備、点検 
(2) 地域の災害危険性の把握、点検 
(3) 避難行動要支援者の把握、避難支援プランの作成協力 
(4) 地区の孤立化対策(通信機器・食料備蓄等） 
(5) 自主防災リーダーの養成 
(6) 自主防災活動、訓練の実施 
(7) 気象情報等の収集、伝達 
(8) 地区内の避難行動要支援者、被災者の救助・救援対策の協力 
(9) 災害時の避難場所の自主運営 
(10)災害廃棄物の分別、集積所の管理協力 

事業者 

(1) 従業員の防災教育、訓練 
(2) 事業継続計画(BCP）の作成・更新 
(3) 所管施設・設備の減災措置、避難対策の検討 
(4) 従業員等の飲料水・食料・生活用品等の備蓄と点検 
(5) 自衛消防活動・訓練 
(6) 気象情報等の収集、従業員・所管施設利用者等への伝達、避難誘導 
(7) 消防団・自主防災組織への参加及び活動への協力 
(8) 要配慮者等の避難支援 
(9) 災害廃棄物の分別 
(10)その他自ら災害に備えるために必要な手段を講じること。 
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第４節 地域の災害環境 

第１ 町の地勢 

本町は、群馬県の南西部甘楽郡の最東部に位置し、面積は58.61㎢で南北に細長い町

域を形成している。北は関東平野に続く平坦地で、南は稲含山と一連の山地に通じて

いる。 

地形は、南の標高1,370ｍの稲含山から北に傾斜し、南部から中央部にかけては、山

間地と丘陵地帯があり、北部は平坦地である。 

町を流下する主要な河川として、富岡市との境界を鏑
かぶら

川が流れ、町の中央部に雄
お

川、

西部に下
くだ

川、東部に天引
あまびき

川、白倉川が流れ、北部で鏑川に注いでおり、その流域一体

を基盤として集落を形成している。 

地質は中央部から南部にかけて稲含、熊倉、物見、雲津の連山に関連する一帯が、

長瀞系結晶変岩からなる古生層におおわれ、中央部を東西に細く帯状に第三紀層（牛

伏層）があり小幡丘陵、多胡台地の中央部丘陵台地は第三紀層（福島層、吉井層）が

連坦し、鏑川段丘の北部平坦地は第四紀層が形成している。 

本町は、南部に山間部が多いため、河川は急流で川幅が狭く、出水による被害を受

けることが多く、台風や梅雨前線による風水害、その他凍霜害による農業災害が多い。 

気候は、年間平均気温14℃前後、年間降水量は1,000mm前後であり、降雪も少なく、

年間を通じて温暖な気候である。 

第２ 災害履歴 

【甘楽町において昭和60年以降発生した主な災害の状況】 

年月 種別 被害状況 備考 

S60.7 
台    風 
6号被害 

公共施設（道路等含む）10箇所 被害金額 16,020千円におよぶ 

S61.9 
台    風 
15号被害 

公共施設（道路等含む）8箇所 被害金額 17,410千円におよぶ 

H2.7 降ひょう 
水稲、コンニャク、キウイフル－ツ、

リンゴ等被害面積 258.4ha 
被害金額 247,412千円におよぶ 

H3.10 
台    風 
19号被害 

水稲、コンニャク、キウイフル－ツ等

被害面積 106.7ha 
被害金額 75,600千円におよぶ 

H5.5 冷    夏 
水稲､コンニャク、キウイフルーツ､露

地野菜等被害面積 596ha 
被害金額 149,280千円におよぶ 

H6.9 降ひょう 
水稲、コンニャク、キウイフル－ツ等

被害面積 274.8ha 
被害金額 190,751千円におよぶ 
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H8.7 降ひょう 
コンニャク、キウイフル－ツ、キュウ

リ、リンゴ、トウモロコシ等被害面積

290ha 

被害金額 349,720千円におよぶ 

H10.9 
台    風 
5号被害 

水稲、コンニャク、ネギ、ナス等被害

面積 226.5ha 
被害金額 148,931千円におよぶ 

H13.9 
台    風 
15号被害 

公共施設（道路等含む）14箇所 被害金額 56,490千円におよぶ 

H14.9 集中豪雨 
土砂崩落 2 箇所、公共施設（道路等含

む）2箇所 
被害金額 41,707千円におよぶ 

H18.7 
台    風 
17号被害 

公共施設（河川、道路等含む）５箇所 被害金額 7,025千円におよぶ 

H19.9 
台    風 
9号被害 

家屋一部損壊１棟、避難者 27 世帯 73

人、土砂崩れ 22 箇所、町道 80 箇所、

林道 26 箇所、公園施設、水道施設、そ

の他防災・交通安全施設等被害多数 

水稲、コンニャク、キウイフル－ツ、

タラの芽、ナス、キュウリ、リンゴ等

被害面積 147.1ha 

被害金額 337,094千円におよぶ 

稻含山で総降水量 594mmを記録 

H21.10  
台    風 
18号被害 

水稲、コンニャク、キウイフル－ツ等

被害面積 106.7ha 
 

H22.7 集中豪雨 床下浸水 3棟  

H23.3 
東日本 
大震災 

家屋一部損壊 2 棟、停電 11 時間 36 分

間外計画停電 5 回、燃料の供給不足、

福島第一原子力発電所事故に伴う農作

物等の風評被害等 

甘楽町で震度４を観測 

H26.2 大雪被害 

軽傷者 2 名、住宅一部損壊 111 棟、そ

の他工場、倉庫、物置、車庫、カーポ

ート等損壊多数 

国道、県道、町道外すべての路線通行不能。 

広範囲で停電及び断水 

農業施設及びビニールハウス等多数被害 

被害総額 251,513千円におよぶ 
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第３ 災害危険箇所 

１ 土石流、地すべり及び急傾斜地崩壊危険区域 

（１）土石流危険渓流 

土石流が発生する危険性があり、人家５戸以上又は公共的建物に被害が生ずるお

それのある渓流（危険渓流Ⅰ）が、町内では 23 渓流となっている。 

●資料３－１ 土石流危険渓流[p.227] 

（２）地すべり危険箇所 

地すべりが発生する危険性があり、河川、道路、鉄道、公共建物、人家等に被害

が生ずるおそれがある箇所が、町内では 8 箇所 となっている。 

●資料３－２ 地すべり危険個所・地すべり防止区域[p.229] 

（３）急傾斜地崩壊危険区域 

崩壊により相当数の居住者等に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接す

る土地のうち、当該急傾斜地の崩壊を防止するために一定の行為を制限すべき土地

として、知事が指定する区域が、町内では 16 区域となっている。 

●資料３－３ 急傾斜地崩壊危険区域[p.230] 

（４）急傾斜地崩壊危険箇所 

急傾斜による崩壊が発生するおそれがあり、人家５戸以上又は公共的建物に被害

を及ぼすおそれのある箇所（危険個所Ⅰ）が、町内では 30 箇所となっている。 

●資料３－４ 急傾斜地崩壊危険個所[p.231] 

２ 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 

群馬県が「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

12年法律第 57号）」に基づき、平成 28年 4月 1日時点で、秋畑ほか 6地区において 194

箇所の土砂災害警戒区域が指定されており、この土砂災害警戒区域のうち、169箇所が土

砂災害特別警戒区域に指定されている。 

●資料３－５ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域[p.234] 

３ 山地災害危険地区 

 （１）山腹崩壊危険地区 
    山腹が崩壊したか、又は発生するおそれがあり、人家、公共的施設等に被害が生

ずるおそれのある地区が、町内では 18 地区となっている。 
 （２）地すべり危険地区 
    地すべりが発生したか、又は発生するおそれがあり、人家、公共的施設等に被害

が生ずるおそれのある地区が、町内では 9 地区となっている。 
 （３）崩壊土砂流失危険区域 
    山腹の崩壊等により発生した土砂、火山噴出物が土石流となり流失するおそれが

あり、人家、公共的施設等に被害が生ずるおそれのある地区が、町内では 26 地区

となっている。 
●資料３－６ 山地災害危険地区[p.242]  
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第４ 県による地震被害想定 

群馬県では、防災対策の強化・充実に役立てるため、最新の知見及び技術を用いて、

平成 24 年６月に地震被害想定調査の見直しを行った。 
この調査は、県内に大きな地震が発生した場合を想定し、県内各地の揺れや各種の被

害、影響を科学的に予測したものである。 
以下に地震被害想定調査の概要を示す。 

１ 想定した地震 

この調査では、群馬県に大きな被害を与える可能性のある地震として、県内の次の３つ

の断層・断層帯による地震を想定地震としている。 
【想定地震ごとの被害想定（冬の 5 時、風速 9ｍ/秒）】 

項 目 
想定地震ごとの被害（県内） 

関東平野北西縁 
断層帯主部 太田断層 片品川左岸断層 

想定 
震度 

規  模 M8.1 M7.1 M7.0 
最大震度 7 7 7 

死 者 数 3,133 人 1,133 人 23 人 
負 傷 者 数 17,743 人 7,874 人 85 人 

建物

被害 

全 壊 59,044 棟 21,897 棟 341 棟 
半 壊 133,317 棟 53,151 棟 1,374 棟 
焼 失 1,412 棟 380 棟 0 棟 

【３つの断層(帯)と想定断層の位置図】 

甘楽町 
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２ 被害の想定 

  甘楽町では、前述の３つの活断層（帯）の地震のうち、「関東平野北西縁断層帯主部」

による地震（マグニチュード８．１）の被害が最も甚大であると想定されており、各季

節及び時刻における想定被害状況は次のとおりである。 
  関東平野北西縁断層帯主部による地震（冬の午前５時）による県全体の被害想定は、

死者数 3,133 人、負傷者数 17,743 人、物的被害のうち建物の被害は、倒壊、焼失合わせ

て 193,773 棟となっている。 
  なお、この被害は、想定地震に対して最大限の被害を想定したものであり、同規模の

地震が発生することにより、必ず下記の被害が発生することを示すものではない。 

【関東平野北西縁断層帯主部による甘楽町の被害想定】 

  

項  目 想定する条件と甘楽町の被害想定 

条  件 
季節・時刻 冬の５時 夏の12時 冬の18時 

風   速 ９ｍ/秒 ７ｍ/秒 ９ｍ/秒 

想定地震 規模（震度） Ｍ８.１（震度７） 

物的被害 建物被害 

全壊棟数 
半壊棟数 
焼失棟数 
 合計 

1,960 棟 
2,618 棟 

5 棟 
4,583 棟 

1,960 棟 
2,618 棟 

5 棟 
4,583 棟 

1,960 棟 
2,618 棟 
281 棟 

4,859 棟 

人的被害 

避難者数 

発災直後 
１日後 
２日後 
４日後 
１ヶ月後 

関東平野北西縁断層帯主部による
地震（M8.1）のうち、冬の午後６時
における避難者数 

4,015 人 
5,804 人 
5,759 人 
4,552 人 
4,015 人 

帰宅困難者数 同上の帰宅困難者数 355 人 

死 者 数 

建物被害 
塀等転倒 
土砂災害 
火災 
 小計 

78 人 
0 人 
8 人 
0 人 

86 人 

41 人 
0 人 
3 人 
0 人 

44 人 

50 人 
0 人 
4 人 
1 人 

55 人 

負傷者数 

建物被害 
塀等転倒 
土砂災害 
火災 
 小計 

192 人 
0 人 

10 人 
1 人 

203 人 

143 人 
1 人 
3 人 
1 人 

148 人 

147 人 
3 人 
5 人 
4 人 

159 人 
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第２章 災害予防計画 

第１節 災害に強いまちづくり 

第１ 水害防止対策 

１ 治水対策の推進 

町は、内水はん濫等による浸水被害の解消、軽減を図るため、住民からの要望や雨水

対策に係る事業の計画に基づき事業の円滑な推進を図る。 

また、国、県は、外水はん濫による被害を防止、軽減するため鏑川等をはじめとする

重要水防箇所について河川改修を促進するものとする。 

２ 水防体制の充実 

  町は、消防団と連携して、水防計画を作成し、水防訓練の実施、水防倉庫、資機材の

整備・点検等を行い、洪水への備えに万全を期する。 

３ 危険区域の巡視 

  町は、水害による危険性を事前察知し、災害の拡大を防止するため、予想される危険

区域を消防団その他関係団体、地域住民協力のもと巡視し、警戒に当たる。 

４ 甘楽町防災マップの普及 

町内全域を水防区域とし、特に土砂災害特別警戒区域等における災害への備えや避難

場所等を記載した「甘楽町防災マップ」を活用し、浸水想定区域や洪水時避難場所の位

置、緊急連絡先や情報連絡経路などを住民等に対し周知徹底する。 
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第２ 土砂災害対策 

１ 砂防事業の促進等 

町は、土砂災害危険箇所や山地災害危険地区について、県による急傾斜地崩壊危険区

域等の法指定を推進し、砂防事業や治山事業による防災工事を推進する。 

また、町及び県は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（以下「土砂災害防止法」という。）による土砂災害特別警戒区域について、特定の開

発行為や建築物の構造等の規制及び必要に応じて建築物の移転勧告等を行うものとする。 

２ 警戒避難体制の強化 

町は、次の対策を講じる。 

（１）土砂災害警戒区域対策 

土砂災害防止法による土砂災害警戒区域が指定された場合には、次の事項を本計

画の風水害等応急対策計画に定める。 

ア 土砂災害に関する情報・伝達、避難及び救助等に関する事項 

イ 同区域内に、要配慮者利用施設がある場合には、当該施設の利用者の円滑な警

戒避難が行われるよう、土砂災害に関する情報の収集・伝達、避難及び救助等に

関する事項 

（２）甘楽町防災マップの活用 

土砂災害等の危険箇所について、甘楽町防災マップの配布等により住民に周知する。 

特に、土砂災害警戒区域については、国土交通省令で定めるところにより、土砂

災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩落等のおそれがある場合の避難地に関

する事項、その他警戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を

ハザードマップ等を活用して住民に周知する。 

●資料３－５ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域[p.234] 

 

【土砂災害警戒区域】とは、土砂災害防止法第７条の規定に基づき、急傾斜地の崩壊等が

発生した場合に住民等の生命又は身体に著しい危害を生ずるおそれがあると認められ

るとして知事が指定する区域 

【土砂災害特別警戒区域】とは、同法７条の規定に基づき、警戒区域のうち、一定の開発

行為の制限及び居室を有する建築物の構造規制をすべき土地の区域として、知事が指

定する区域 
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第３ 地震に強いまちづくりの推進 

１ 地震による水害防止事業の推進 

地震による堤防や水門等の損壊に伴う水害の発生を防止するため、河川管理者、農業用

用排水施設管理者その他堤防・水門等の管理者は、それぞれが管理する施設について平

常時から巡視・点検を励行し、危険度の高い箇所から順次計画的に補強又は改修を進め

るものとする。 

２ 地震に強いまちづくり 

町は、総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定めるに当たっては、

地域住民の生命、身体及び財産を地震から守るための施策を位置づけるよう努める。 

また、都市計画を定めるに当たって、災害時の避難、消防、救急活動等に寄与する道

路・公園等の公共施設の整備を図るなど、防災に配慮したまちづくりを推進するよう努

める。 

特に、防災活動拠点ともなる幹線道路、都市公園（防災公園）、河川、緑地帯などに

ついて計画的に整備し、災害時における電気・水道・ガス・電話等のライフラインの安

全性・信頼性を確保するための施設等の整備に努める。 

  



第２章 災害予防計画 第１節 災害に強いまちづくり 第４ 建築物等の耐震化 

 

~ 22 ~ 
 

第４ 建築物等の耐震化 

１ 一般建築物の耐震化 

建築基準法施行令（昭和 56年６月１日施行（昭和 55年政令第 196号））による新耐震

設計以前の建築物の所有者及び管理者に対し、耐震化の重要性について啓発を行い、一般

建築物の耐震化を指導する。 

２ 防災上重要な建築物の耐震性 

災害時の拠点となる庁舎、指定避難所等について、非構造部材を含む耐震対策等によ

り、発災時に必要と考えられる高い安全性を確保するよう努めている。 
指定避難所等に老朽化の兆候が認められる場合には、優先順位をつけて計画的に安全

確保対策を進める。 
（１）災害時に災害復旧の拠点となる施設を選定し、優先的に耐震診断を行い、必要に

応じて耐震補強工事を行う等、耐震性の向上を図る。 
（２）町及び公共的施設管理者は、県が行う耐震化事業に準じ、耐震診断、耐震補強工

事及び定期の点検を実施する。 

３ 窓ガラス等の落下防止対策 

建築物の所有者（管理者）に対し、窓ガラス、看板等の落下防止対策、建築物の天井

材等の脱落防止、家具の転倒防止対策及びエレベーター閉じ込め防止対策等の重要性に

ついて啓発を行い、落下のおそれのある建築物について、その所有者（管理者）に対し

改修を指導する。 

４ ブロック塀等の倒壊防止対策 

ブロック塀等の安全点検及び耐震性の確保について啓発を行い、危険なブロック塀等

の所有者（管理者）に対し、補強工事や改築、生け垣等を奨励指導する。 
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第５ 地盤災害の予防 

１ 土砂災害等の危険箇所の把握 

町は、災害危険箇所を把握し、危険地域における住宅等の安全立地に努めるとともに、

計画的に災害防止工事を実施し、地震に伴う地すべり、土石流、がけ崩れ等の地盤災害

の予防を図る。 

２ 危険箇所の調査 

地すべり、土石流、がけ崩れ、山崩れ等地震時に発生が予想される崩壊危険箇所の調

査を実施する。 
なお、地図にがけ崩れ危険箇所及びそれぞれに対する避難場所を標示し、県防災担当

課、消防関係機関等が保管し、地震発生時に迅速な対応を図る。 

３ 住宅等の安全立地 

危険区域における宅地開発、住宅建築等を未然に指導抑制するとともに危険区域にお

ける住宅等の移転を促進し、住宅等の安全立地に努める。 

４ 災害防止工事の促進 

危険区域について施設整備計画を策定し、住宅、公共施設の多い箇所から逐次防止工

事を実施する。 
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第６ ライフライン施設の機能の確保 

１ 施設機能の確保 

ライフラインが地震によって被害を受けると、日常生活や各種災害応急対策活動に

大きな影響を及ぼすため、町は下水道施設の耐震化及び液状化対策に努めるとともに、

必要に応じて各ライフライン事業者と日頃から情報交換を行い、その防災対策を把握

するとともに、必要に応じて防災対策の向上を要請するものとする。 

（１）設備の設置又は改修にあたっては、各種技術基準に従うとともに、被害想定に配

慮した設計を行う。 

（２）系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等により代替性を確保する。 

（３）ライフライン施設の機能の確保策を講じるに当たっては、大規模な風水害が発生

した場合の被害想定を行い、想定結果に基づいた主要設備の風水害に対する安全性

の確保、災害後の復旧体制の整備、資機材の備蓄等を行うものとする。 

２ 防災体制の整備 

（１）保安規程を遵守し、設備の巡視・点検を励行する。 

（２）応急復旧に係る組織体制、動員体制を整備し、従業員に周知徹底させる。 

（３）情報連絡体制を整備する。 

（４）同業事業者及び関連事業者との相互応援体制を整備する。 

（５）町が実施する防災訓練において、住民の防災体制を整備する。 

（６）医療機関等の人命に係わる重要施設への供給ラインの重点的な耐震化を進めると

ともに、早期復旧が可能な体制を整備する。 

３ 応急復旧用資機材の整備 

（１）ライフライン事業者は、迅速な応急復旧を確保するため、応急復旧用資機材を備

蓄するとともに同資機材の保守・点検を励行する。 

（２）下水道管理者は、民間事業者等との協定締結などにより発災後における下水道施

設の維持又は修繕に努めるとともに、災害の発生時においても下水道の機能を維持

するため、可搬式排水ポンプその他の必要な資機材の整備等に努めるものとする。 

４ 需用者への防災意識の普及 

ライフライン事業者は、災害時に需用者が実施すべき安全装置及び平常時から心が

けるべき安全対策について広報等を行い、需用者への防災意識の普及に努める。 
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第７ 危険物施設等の安全確保 

１ 災害予防の推進 

危険物施設が損傷すると、周辺住民のみならず広範囲にわたる被害をもたらすおそ

れがあることから、危険物施設等の現況を的確に把握しておくとともに、法令上の基

準の遵守及び施設・設備等の耐震化に関する指導の徹底並びに自衛消防組織による訓

練等の充実や防災関係機関との連携体制の強化を進める。 
（１）技術基準の遵守 

危険物事業者は、法令で定める技術基準を遵守する。 

（２）立入検査の徹底 

県及び富岡甘楽広域消防本部（以下「消防本部」という。）は、危険物等関係施設

に対する立入検査を徹底し、施設の安全の確保に努める。 

（３）自主保安体制の整備 

危険物事業者は、予防規程等の遵守、自衛消防組織等の設置及び定期点検・自主

点検の実施等の自主保安体制の整備を推進する。 

（４）講習会・研修会の実施 

県及び消防本部は、危険物事業者及び危険物取扱者等の有資格者に対し、講習会・

研修会の実施等により保安管理及び危険物等に関する知識の向上を図ることにより、

危険物等関係施設における保安体制の強化を図る。 

（５）再発防止の徹底 

県及び消防本部は、危険物等災害が生じた場合には、その原因の徹底的な究明に

努め、原因究明を受けて必要な場合には、法令で定める技術基準の見直し等を行い

危険物等関係施設の安全性の向上に努める。 

２ 救助・救急、医療及び消火活動体制の整備 

（１）救助・救急活動体制の整備 

消防本部、警察署、自衛隊、県は、救助工作車、救急車、照明車等の車両、エン

ジンカッター、チェーンソー等の救助・救急用資機材及び危険物施設から発生する

有毒ガス等の漏洩に対する救助・救急用資機材の整備に努める。 

（２）医療活動体制の整備 

ア 県、町、日本赤十字社及び災害拠点病院は、負傷者が多人数にのぼる場合を

想定し、応急救護用医薬品、医療資機材等の備蓄に努める。 

イ 消防本部と医療機関は、群馬県広域災害・救急医療情報システムの情報を共

有することにより、迅速に負傷者を適切な医療機関に搬送できるよう、連絡体

制の整備を図る。 
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（３）消火活動体制の整備 

ア 町は、平常時から消防本部、消防団、自衛消防組織等の連携強化を図り、消

防水利の確保、消防体制の整備に努める。 

イ 町は、河川等を消防水利として活用するための施設の整備を図る。 

ウ 消防本部及び事業者は、危険物等の種類に対応した化学消火薬剤等の備蓄及

び資機材の整備促進に努める。 

３ 防災訓練の実施 

事業者、消防本部、警察署、その他の防災関係機関は、次の訓練を実施する。 

（１）防災訓練の実施 

ア 事業者、消防本部、警察署等は、実践的な消火、救助・救急等の訓練を実施する。 

イ 訓練には、地域住民を参加させるよう努める。 

（２）実践的な訓練の実施と事後評価 

ア 訓練を行うに当たっては、危険物等の事故及び被害の想定を明らかにするとと

もに、実施時間を工夫する等様々な条件を設定するなど実践的なものとなるよう

工夫する。 

イ 訓練後には評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行う。 

４ その他災害予防対策 

（１）防災業務関係者の安全確保 

危険物業者、消防本部、警察署は、応急対策活動を行う防災要員の安全を確保す

るため、危険物等の性状に応じた防護マスク、防護服、環境測定機器等防護用資機

材の整備を図る。 

（２）防災活動体制の整備 

ア 危険物業者、消防本部等は、危険物等が大量に流失した場合に備えて、防除活

動のための体制の整備に努める。 

イ 危険物業者、消防本部、県、河川管理者等は、危険物等が河川等に大量に流失

した場合に備えて、オイルフェンス等防除資機材の整備を図る。 

ウ 石油事業者団体は、油が大量に流失した場合に備えて、油防除資機材の整備を

図る。 

（３）応急復旧活動体制の整備 

危険物事業者は、施設、設備の被害状況の把握及び応急復旧を行うため、あらか

じめ体制、資機材を整備する。 
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第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 

第１ 情報の収集・連絡体制の整備 

情報収集及びその伝達は、その後の災害応急対策の規模や内容を左右することから、

迅速性かつ正確性が求められるため、関係組織内及び組織相互間における連絡体制の

整備に努める必要がある。 

１ 気象・河川情報の収集・伝達の迅速化 

気象観測又は河川観測を行う防災関係機関は、雨量等と河川水位等の状況を観測し、

これらの情報を迅速かつ正確に収集・伝達するための体制及び施設の充実を図る。 

２ 情報伝達の多様化及び情報収集・連絡体制の明確化 

町、その他防災関係機関は、災害が各機関の中枢機能に重大な影響を及ぼす事態に備

え、関係機関相互の連絡が迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達の多様化及び情報収集・

連絡体制の明確化に努める。 

３ 情報収集・連絡に係る初動準備体制の整備 

町、その他防災関係機関は、夜間・休日を含め、常時、情報の収集・伝達機能が保持

できるよう、必要な要員の配置、宿日直体制等を整備する。 

４ 多様な情報の収集体制の整備 

町、その他防災関係機関は、多様な災害関連情報を迅速に収集できるよう、電話や

ＦＡＸによる情報収集手段のほかに防災行政無線、インターネット等による情報収集体

制を整備する。 

５ 無線局開設者との連携 

町及び防災関係機関は、災害時に防災関係機関や群馬県アマチュア無線赤十字奉仕団

加盟分団等が開設している無線局を利用できるよう、平常時から連携を図っておくもの

とする。 

６ 緊急地震速報の伝達等 

迅速な緊急地震速報の伝達のため、その伝達体制及び通信施設、設備の充実を図るよ

う努める。 
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第２ 応急活動体制の整備 

１ 職員の応急活動体制の整備 

災害が発生し、又は発生しようとしている場合に災害応急対策を円滑に推進するた

めには、災害応急対策に従事する職員の参集基準、連絡手段及び参集方法をあらかじめ

定めておくとともに、応急活動の内容を職員に周知徹底させておくことが必要である。 

（１）職員の非常参集体制の整備 

ア 町は、次により職員の非常参集体制の整備を図る。 

① 参集基準の明確化、連絡手段の確保、参集手段の確保、参集職員の確保等を図る。 

② 交通・通信の途絶、職員又は職員の家族等の被災などにより職員の動員に支障

が生ずる場合を想定し、災害応急対策ができるよう、訓練等の実施に努める。 

③ 参集のためのマニュアルを職員に普及するとともに、定期的に非常招集訓練を

実施する。 

イ 関係機関は、それぞれの防災上の責務を踏まえ、必要に応じ①に準じた体制の

整備を図る。 

（２）職員に対する応急活動内容の周知徹底 

ア 町は、職員災害対応マニュアルを毎年点検するとともに、定期的に訓練を行い、

活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟を図る。 

イ その他関係機関は、それぞれの防災上の責務を踏まえ、必要に応じ応急活動内

容の周知徹底を図る。 

２ 連携体制の整備 

町及び関係機関は、大規模災害発生時における相互の応援が重要であることに鑑み、

災害応急活動及び復旧活動について、関係機関相互で応援協定を締結する等平時から

連携を強化しておくものとする。 

（１）町における応援体制の整備 

町は、災害対策基本法第 67条の規定に基づく応援要請に関し、あらかじめ県内及

び県外の市町村との間での応援協定の締結に努める。 

（２）一般事業者等との連絡体制の整備 

町及び関係機関は、災害時における食料、水、生活必需品等の調達又は土木等の

役務の提供について、一般事業者等との間で優先的な供給に関する協定の締結を推

進する。 

●資料２ 協定一覧表[p.197] 
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３ 防災中枢機能等の確保 

（１）防災中枢機能等の整備 

町及び関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能等を果たす施設、設備の充実

及び災害に対する安全性の確保、総合的な防災機能を有する拠点等の整備、推進に

努める。 

（２）災害応急対策に当たる機関の責任 

町、救急医療機関等、災害応急対策にあたる機関は、その保有する施設、設備に

ついて防災中枢機能等の確保を図るため、代替エネルギーシステムの活用を含め自

家発電設備等の整備を図り、停電時でも利用可能になるよう努める。 

（３）災害活動拠点等の整備 

ア 地域における災害活動の拠点として、非常用食料・資機材の備蓄倉庫、避難場

所及び避難所等の機能を持つ施設の整備に努める。 

イ 町は、道路及び都市公園等に町域を超える支援を行うための広域防災拠点や被

災自治体を支援するための防災拠点を整備するよう努めるものとする。 

（４）公的機関等の業務継続性の確保 

町は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災

害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備

体制と事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画（ＢＣＰ）の

策定により、業務継続性の確保を図るものとする。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、

定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化に応

じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂などに努めるものとする。 
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第３ 救助・救急及び医療活動体制の整備 

１ 救助・救急活動体制の整備 

（１）救助・救急隊員の育成 

ア 消防本部は、隊員の教育訓練体制の強化に努める。 

イ 消防本部は、隊員の専門的な知識・技術の習得に努める。 

（２）救助・救急用資機材の整備 

ア 町及び消防本部は、救助工作車、救急車、その他の消防車両及びエンジンカッ

ター、チェーンソー等の救助用資機材の整備に努める。 

イ 自主防災組織は救助用資機材の整備に努める。 

２ 医療活動体制の整備 

（１）救護所の設置・運営体制の整備 

町、富岡市甘楽郡医師会及び災害拠点病院（富岡総合病院）は、救護所の設置・

運営体制、県や消防等の関係機関との連携体制を具体化し、訓練等により点検、見

直しを行う。 

（２）医薬品、医療資機材の備蓄 

町、富岡市甘楽郡医師会及び災害拠点病院は、負傷者が多人数にのぼる場合を想

定し、応急救護用医薬品及び医療資機材の備蓄や災害時の調達体制の整備に努める。 

（３）消防と医療機関等との連携 

ア 救急搬送を受け持つ消防本部と医療機関は、迅速に患者を適切な医療機関に搬

送できるよう、連携体制の整備を図る。 

イ 災害時において救急患者を適切な医療機関に搬送する場合、被災地に近い医療

機関への迅速な搬送が望ましいが、被災地に近い医療機関が被災した場合は遠隔

地の医療機関へ迅速に患者を搬送するシステムが必要となる。このため、医療機

関及び消防本部は、ヘリコプターによる患者の搬送体制及び広域的な消防機関相

互の連絡体制の整備を図る。 

（４）災害医療の研究 

富岡市甘楽郡医師会、医療機関等の災害医療に関係する者は、連携してトリアージ

技術、災害時に多発する傷病の治療技術等について研究、研修に努める。 
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第４ 消火活動体制の整備 

１ 消防力の整備 

町は、「消防力の整備指針」に適合するように消防組織の拡充・強化、消防施設の充実

に努める。 

また、地震火災に備え、「消防水利の基準」に適合するように消火栓、防火水槽の整備、

河川等の自然水利、水泳用プール、ため池等を指定消防水利として活用し、その多様化

を図るとともに、適正な配備に努める。 

２ 出火の防止 

（１）住民に対する啓発 

消防本部及び町は、地震時における火災予防思想の普及に努めるとともに、自主防

災組織の指導者に対し、消火に必要な技術等を指導する。 

（２）防火管理等の教育 

消防本部は、防火管理者の講習において、地震時の防災対策について教育する。 

（３）予防査察における指導 

消防本部は、防火対象物の状況を把握し、予防査察において関係者に対し地震時の

防火安全対策を指導する。 

３ 住民及び企業の消火活動体制の整備 

地震発生後の火災は、同時多発的に発生することが考えられるので、初期消火が特に

重要となる。 

また、初期消火は、住民や企業が地域ぐるみで取り組むことがもっとも効果的である

ことから、消防本部及び町は、次の対策を講ずる。 

（１）地域ぐるみの消火訓練を実施し、地域住民に対して初期消火に関する知識、技術の

普及を図る。 

（２）企業の防火管理者を対象に防火研修を行うとともに、消防法に基づく消防計画の作

成指導及び消防訓練指導を行い、企業における自衛消防力の強化を図る。 

４ 消火活動計画の作成及び消火訓練の実施 

大規模地震は、同時多発的火災が発生し、道路の破損も加わり、迅速な消火活動が困

難となる場合が多い。このため、消防本部は、消防水利の確保及び迅速な消火活動の具

体的な方法について計画を作成し、当該計画に基づき消火訓練を行う。 

また、当該計画には、消火活動、救急活動及び救助活動の振り分け又は優先順位を定

めることとし、必要に応じ広域応援又は県を通じての警察署、自衛隊の応援を要請する

ことを検討しておくものとする。    
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第５ 緊急輸送活動体制の整備 

大規模災害時には、救急搬送、消火活動、救援物資輸送等を円滑に実施するため、輸

送施設（道路、ヘリポート等）及び輸送拠点（物資集積、配分スペース）が重要な施設

となる。このため、これら施設が円滑に使用できるような体制を整備しておく必要がある。 

１ 輸送拠点の確保 

町は、輸送拠点として利用可能な施設を把握するとともに、災害時におけるこれらの

施設の使用について、あらかじめ当該施設の管理者の同意を得ておくものとする。 

なお、輸送拠点の選定に当たっては、ヘリポートの位置を考慮するものとする。 

●資料４－９ 輸送拠点[p.255] 

２ ヘリポートの確保 

大規模災害時には、陸路の寸断が予想されるため、その場合にヘリコプターによる救

急搬送及び救援物資輸送等が余儀なくされる。 

このため、町は、臨時ヘリポートとして利用可能な施設を把握するとともに、災害時

におけるこれらの施設の使用について、あらかじめ当該施設の管理者の同意を得ておく

ものとする。 

また、常設及び臨時へリポートが災害時に有効に利用できるよう、これらの所在地を

関係機関及び住民等に周知する。 

●資料４－７ ヘリポート予定地[p.255] 

３ 道路の応急復旧体制等の整備 

（１）道路管理者は、それぞれが管理する道路について、事前に交通障害の防止又は軽

減の措置に努め、発災後速やかに道路の啓開が行えるよう、動員体制及び資機材等

を整備しておくものとする。 

（２）（１）については、緊急輸送道路を優先して実施する。 

（３）道路管理者は、発災後の道路の障害物除去、応急復旧等に必要な人員、資機材等

の確保について、建設業者との協定の締結に努める。 

●資料４－８ 緊急輸送道路[p.255] 

●資料２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定書[p.212] 

４ 運送業者との連携 

町は、災害時の緊急輸送が迅速かつ円滑に行われるよう、あらかじめ、運送業者と

の協定の締結に努めるものとする。 

また、災害時に備えた燃料の調達体制の整備に努める。 
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第６ 避難誘導・収容活動体制の整備 

災害時には、建物の損壊、焼損等による二次災害や避難住民の大量発生等が予想される。 

このため、町及び関係機関は、住民を適切に誘導し避難させるとともに、避難住民に

対し、避難場所及び避難所、応急仮設住宅を迅速に提供できる体制を整備しておく必要

がある。 

１ 避難誘導計画 

（１）町は、避難場所及び避難所、避難路について、住民への周知徹底に努める。 

（２）町は、消防本部、警察署と協議して、避難誘導計画を定め、これらの機関と協力

して避難誘導訓練を行う。 

（３）不特定多数の者が利用する施設の管理者は、避難誘導に係る計画を作成し、避難

誘導訓練を行うよう努める。 

２ 避難場所及び避難所の整備 

（１）指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 
町は、学校、公民館等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、

災害に対する安全性等を考慮し、その管理者の同意を得た上で、災害の危険が切迫

した緊急時において安全が確保される「指定緊急避難場所」及び被災者が避難生活

を送るための「指定避難所」について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定

し、住民への周知徹底を図るものとする。 
（２）指定緊急避難場所の指定基準 

被災が想定されない安全区域内に立地する施設等又は安全区域外に立地するが災

害に対して安全な構造を有し、想定される洪水等の水位以上の高さに避難者の受入

れ部分及び当該部分への避難経路を有する施設であって、災害発生時に迅速に避難

場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定する。 
（３）指定避難所の指定基準 

被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を受

け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害によ

る影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指

定する。 
なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

（４）避難所における生活環境の確保 
指定避難所における貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡

易ベッド、非常用電源、特設公衆電話などの通信機器等避難生活に必要な施設・設

備の整備に努めるものとする。 
また、テレビ、ラジオ等、被災者が災害情報を入手する手段としての機器の整備
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を図るとともに、空調、洋式トイレなど要配慮者に配慮した避難の実施に必要な施

設・設備の整備に努めるものとする。 
（５）物資の備蓄 

指定避難所又はその近傍で、食料、水、非常用電源、常備薬、炊き出し用具、毛

布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めるものとする。 
（６）案内標識の設置 

避難が迅速かつ安全に行われるよう、避難場所及び避難所の案内標識の設置に努

める。 
また、案内標識の作成に当たっては、観光客等地元の地理に不案内な者でも理解

できるように配慮するものとする。 
（７）福祉避難所 

一般の避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者のため、介護保険

施設、障がい者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 
●資料４－１ 指定緊急避難場所及び指定避難所一覧表[p.245] 

●資料４－３ 災害用備蓄品等備蓄状況[p.249] 

●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 

 

３ 応急仮設住宅等 

（１）資機材の調達・供給体制の整備 
町は企業等と連携を図りつつ、応急仮設住宅の建設に要する資機材に関し、供給

可能量を把握するなど、あらかじめ調達・供給体制を整備しておくものとする。 
（２）用地供給体制の整備 

町は災害に対する安全性を考慮しつつ、応急仮設住宅の用地に関し、建設可能な

用地を把握するなど、あらかじめ供給体制を整備しておくものとする。 
（３）住居のあっせん及び民間賃貸住宅の借り上げ 

町は、被災者用の住居として利用可能な公営住宅の把握に努め、災害時に迅速に

あっせんできるよう、あらかじめ体制を整備しておくものとする。 
また、民間賃貸住宅借り上げの円滑化に向け、その際の取扱い等について、あら

かじめ定めておくよう努める。 
●資料４－10 応急仮設住宅設置予定地[p.255] 
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第７ 災害備蓄物資及び資機材の確保 

１ 食料・飲料水及び生活必需品等の調達・供給体制の整備 

（１）備蓄計画 

ア 町は、災害時に必要とされる食料、飲料水、生活必需品及び関連資機材の備蓄

を推進するとともに、備蓄目標の設定に努めるものとする。 

イ 備蓄に当たっては、物資の性格に応じ、集中備蓄及び避難所の位置を勘案した

分散備蓄を組み合わせて行い、備蓄拠点を設置するなどの整備に努める。 

ウ 備蓄拠点については、輸送拠点として指定するなど、円滑な緊急輸送が行われ

るよう配慮する。 

エ 町は、各家庭において最低３日分の非常用の飲料水、食料等を備蓄するよう、

住民に対し啓発を行うものとし、住民はこれらの備蓄に努めるものとする。 

（２）調達計画 

町は、災害時に必要とされる食料、飲料水、生活必需品及び関連資機材の調達に

ついて、一般事業者等の協力を得てあらかじめ調達体制を構築しておくものとする。 

２ 町における備蓄・調達・供給の体制 

（１）備蓄場所は、役場、地域防災センター（甘楽中）、各地区の防災倉庫等とする。 

（２）備蓄量は、被害想定や住民の備蓄量を勘案して決定する。被災後３日間は、他の

公共団体等の援助物資を待つことなく、被災者及び災害応急現場従業員等に食料等

が供給できるよう備蓄に努めるものとする。 

（３）備蓄品目は、乳幼児、高齢者、病弱者等の要配慮者の特性にも配慮して決める。

特に、食料については、通常の食事を摂取できない要配慮者等への配慮に努める（ア

レルギー対応の食料、粉ミルクやお粥等）。 

（４）備蓄品目は、男女のニーズの違いにも配慮して決める。 

●資料４－３ 災害備蓄品等備蓄状況[p.249] 

３ 資材・機材等の点検整備 

（１） 点検整備を要する資機材 
ア 水防用備蓄資機材 
イ 衣料生活必需品 
ウ 救助用資機材及び医療品等 
エ 避難設備 
オ 防疫用資機材 
カ 給水用資機材 
キ 消防用資機材 



第２章 災害予防計画 第２節 迅速かつ円滑な災害応急対策への備え 第７ 災害備蓄物資及び資機材の確保 

 

~ 36 ~ 
 

ク 備蓄食料 
ケ 災害警備実施活動用資機材 
コ その他電気、ガス、水道、通信、気象観測、交通施設復旧に必要な資機材 

（２）実施機関 
資材及び機材等を保有する各機関とする。 

（３）点検実施期日 
各機関は、毎年の年度当初に実施し、点検整備を完了する。 
ただし、災害発生のおそれのある場合は、状況に応じ随時実施する。各機関の点検

責任者は、それぞれ点検計画を作成し実施する。 
（４）実施内容 

点検整備は、次の事項に留意し実施する。 
ア 資機材等 

① 規格ごとの数量の確認 
② 不良品の取替え 
③ 薬剤等の効果測定 
④ その他の必要な事項 

イ 機械類 
① 不良箇所の有無及び故障の整備 
② 不良部品の取替え 
③ 機能試験の実施 
④ その他の必要な事項 

４ 調達計画 

町は、食料・飲料水・生活必需品及び関連資機材の調達について、一般事業者等の

協力を得てあらかじめ調達体制を構築しておくものとする。 
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第８ 広報・広聴体制の整備 

１ 広報体制の整備 

（１）町は、災害関連情報の広報が迅速かつ的確に行えるよう、次のとおり広報体制の

整備を図るものとする。 

ア 広報事務の担当部署をあらかじめ定めておく。 

イ 広報する事項をあらかじめ想定しておく。 

（例） 

気象・水象状況 

被害状況 

二次災害の危険性 

応急対策の実施状況 

住民、関係団体等に対する協力要請 

避難の勧告又は指示の内容 

避難所の名称・所在地・対象地区 

避難時の注意事項 

受診可能な医療機関・救護所の所在地 

交通規制の状況 

交通機関の運行状況 

ライフライン・交通機関の復旧見通し 

食料・飲料水､生活必需品の配給日時・場所 

各種相談窓口 

住民の安否 

 

ウ 広報媒体をあらかじめ想定しておく。 

   （例） 

防災行政無線  広報車  携帯電話（緊急速報メール機能を含む。） 

インターネット ソーシャルメディア等 

 

エ 災害時における報道要請及びその受入れ方法等に関する体制を整備する。 

２ 広聴体制の整備 

町は、住民等からの問い合わせ等に的確に対応できるよう、広聴体制の整備を図る

ものとする。 
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第９ 二次災害予防体制の整備 

１ 建築物・宅地の応急危険度判定体制等の確保 

（１）町は、宅地が被災した場合に、被災宅地危険度判定士を活用して被害の発生状況

を迅速かつ的確に把握し、危険判定を実施することによって二次災害を軽減、防止

し、住民の安全の確保を図るものとする。 

また、応急危険度判定士の養成を推進する。 

（２）町は、災害時の危険度判定作業が円滑に行えるよう調査票、ステッカー等を計画

的に備蓄する。 

２ 危険物等による被害の防止 

消防法に定める危険物、火薬、高圧ガスその他の火災や爆発を引き起こすおそれのあ

る物質若しくは毒物・劇物、放射性物質その他の有害物質を製造し、貯蔵し、又は取扱

う施設等の管理者は、地震時によって、これらの危険物等による二次災害が発生しない

よう、災害予防計画を策定するとともに防災訓練を行う。 
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第 10 防災訓練の実施 

１ 地域防災訓練 

町は、地域における災害応急対策の円滑な実施を確保するため、防災関係機関、民間

企業及び住民の協力を得て、防災訓練の実施に努める。 

２ 個別防災訓練 

（１）関係機関は、それぞれの防災上の責務に応じ、次に例示する訓練を適宜実施する。 

ア 非常招集訓練 

イ 消防訓練 

ウ 水防訓練 

エ 避難訓練 

オ 非常通信訓練 

カ 応急復旧訓練 

（２）要配慮者利用施設の管理者は、災害時の避難確保に関する計画に基づき、避難誘

導等の訓練の実施に努めるものとする。 

３ 広域的な訓練 

関係機関は、災害応急対策の相互応援が円滑に行えるよう、県等が主催する広域的な

防災訓練に積極的に参加するものとする。 

４ 図上訓練 

町及び関係機関は、関係職員の状況判断能力等の災害対応能力の向上を図るため図上

訓練の実施に努めるものとする。 

５ 実践的な訓練の実施と事後評価 

（１）町及び関係機関が訓練を行うに当たっては、訓練の目的を具体的に設定した上で、

被害の想定を明らかにするとともに、訓練参加者、使用する機材及び実施時間等の

訓練環境等について具体的な設定を行い、参加者自身の判断も求められる内容を盛

り込むなど実践的なものとなるよう工夫するものとする。この際、各機関の救援活

動等の連携強化に留意するものとする。 

また、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の

実施にも努めるものとする。 

（２）町及び関係機関は、防災訓練の実施後には事後評価を行い、課題等を明らかにし、

必要に応じ体制等の改善を行うものとする。 

●資料２－12 大規模土砂災害時等に備えた相互協力に関する協定書[p.216] 
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第３節 住民等の防災活動の促進 

第１ 防災知識の普及・啓発 

町及び防災関係機関は、職員等に対して防災知識の普及を図るとともに、相互に協力

して住民等に対して防災知識の普及を図り、常に防災意識の高揚に努めるものとする。 

１ 広報の担当者 

防災知識の普及事務を担当するそれぞれの機関において適宜の方法により行うものとする。 

町においては、総務課が中心となって実施するものとする。 

２ 職員等に対する防災知識の普及 

防災業務に従事する町及び防災関係機関の職員等に対し、災害時における適正な判断

力を養い、各機関における防災活動を円滑に実施するため、次により防災知識の普及徹

底を図るものとする。 

（１）普及の方法 

ア 講習会、研修会等の実施による普及 

イ 現地視察、現地調査等の実施による普及 

ウ 防災活動の手引等印刷物の配布による普及 

（２）普及の内容 

ア 防災計画及びこれに伴う各機関の防災体制と各自の任務分担 

イ 非常参集の方法 

ウ 災害の特性及び過去の主な被害事例 

エ 防災に関する一般知識と町の防災対策の現況と課題 

オ 防災関係法令の運用 

カ その他必要な事項 

３ 住民に対する防災知識の普及 

災害対策の万全を期するためには、住民の一人ひとりが正しい防災知識を持ち、「自ら

の安全は自分で守る」という意識を持つことが重要であるため、町及び消防本部は、防

災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、以下の事項の周知、徹底を図る。 

（１）家庭内の危険防止 

ア 家具類の転倒防止 

家具や大型家庭電気製品等の転倒による死傷を防ぐため、家具等の転倒防止措

置を施す。 

イ 物の落下防止 

家具類の上に重い物を置かない。置く場合は、落下防止措置を施す。 
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ウ ガラスの飛散防止 

食器棚等のガラスが割れて飛散しないよう、粘着テープや透明フィルムを貼っ

ておく。また、スリッパを身近に用意しておく。 

エ 火気器具周辺の整理整頓 

コンロやストーブ等の火気を使用する物の周りには、燃え易い物を置かない。

ガスボンベ等は屋外の平らな場所に設置し、固定する。灯油等の燃料は缶に密閉

して保存する。 

オ 家屋、ブロック塀等の倒壊防止 

家屋（柱、土台、屋根瓦）、ブロック塀、石垣、門柱等の倒壊による死傷を防ぐ

ため、これらの補強措置を施す。 

（２）家庭防災会議の開催 

災害への対応について、日頃から家族で話し合いをしておく。 

ア 地震が起きたときの各自の役割 

（誰が何を持ち出すか、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等避難行動要支援者の

避難は誰が責任を持つか。） 

イ 消火器具の備え付け及び使用方法 

ウ 家族間の連絡方法 

エ 避難場所、避難所及び避難路の確認 

オ 安全な避難経路の確認 

カ 非常持出し品のチェック 

キ 家具転倒防止措置や室内の整理整頓 

ク 高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦等避難行動要支援者の避難方法 

ケ 地震情報の入手方法 

コ 愛玩動物との同行避難や避難所での飼養可否等の情報収集と準備 

（３）非常持出し品の準備 

ア 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水の家庭内備蓄（乾パン、缶詰、

飲料水等の保存食料・飲料） 

イ 貴重品（現金、権利証書、預貯金通帳、免許証、印鑑、健康保険証等） 

ウ 応急医薬品等（消毒薬、目薬、胃腸薬、救急絆創膏、常用薬、三角巾、携帯

トイレ、簡易トイレ、トイレットペーパー等） 

エ 携帯ラジオ 

オ 照明器具（懐中電灯（電池は多めに）、ろうそく（マッチ、ライター）） 

カ 衣類（下着、上着、タオル等） 

（４）屋内、屋外及び自動車運転中にとるべき措置 

ア 身の安全の確保 

① 机や椅子に身を隠す。 

② 玄関等の戸を開けて脱出口を確保する。 
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③ あわてて外に飛び出さない。 

イ 火災を防ぐ 

① 火の始末をする。 

② 火が出たら初期消火に努める。 

ウ 狭い路地、塀ぎわ、崖や川べりに近づかない。 

エ 避難方法 

① 徒歩で避難する。 

② 携行品は必要な物のみにして、背負うようにする。 

③ 山ぎわや急傾斜地域では､山崩れ､がけ崩れが起こり易いので､すばやく判断

し避難する。 

オ 応急救護 

① 対応可能なケガは、互いに協力し合って応急救護を行う。 

カ 救出活動 

① 建物の倒壊や落下物の下敷きになった人がいたら、地域の人々が協力し合って

救出活動を行う。 

キ 自動車運転者のとるべき行動 

① 道路の左側又は空き地に停車し、エンジンを止める。 

② ラジオで災害情報を聞く。 

③ 警察官が交通規制を行っているときは、その指示に従う。 

④ 避難するときは、キーをつけたまま徒歩で避難する。 

（５）正しい情報の入手 

ア ラジオやテレビの情報に注意して、デマに惑わされない。 

イ 町役場、消防署、警察署（駐在）等からの情報には絶えず注意する。 

（６）電話に関する留意事項 

ア 不要不急な電話はかけない。特に消防署等に対する災害情報の問合せ等は、消

防活動に支障を来すので控える。 

イ 輻輳
ふくそう

等により電話がつながりづらくなったときは、ＮＴＴが提供する「災害用

伝言ダイヤル（１７１）」を利用する。 

４ 学校教育による防災知識の普及 

町は、学校教育を通じて地震に対する知識の普及を図るとともに、避難訓練を実施す

るなど、児童、生徒の防災意識の高揚を図る。 

５ 防災知識の普及啓発資料の作成・配布等 

町は、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中で、地域住民の適切な避難

や防災活動に資する甘楽町防災マップ等を分かり易く作成し、住民等に配布するなど、

防災知識の普及啓発に努める。 
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６ 防災訓練の実施指導 

町は、消防本部と協力し、地域、職場、学校等において定期的な防災訓練を行うよう

指導し、住民の災害時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟に努める。 

７ 要配慮者等への配慮 

防災知識の普及及び訓練の実施にあたっては、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、

外国人等、要配慮者の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体

制が整備されるよう努める。 

●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 
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第２ 住民等の防災活動の環境整備 

災害時においては、町をはじめ防災関係機関が総力を挙げて対策を講じなければなら

ないが、これに加えて地域住民の一人ひとりが災害に対する十分な防災意識を持ち、防

災知識・技能を身につけ、これを家庭、地域、職場等で確実に実践できるよう、消防団

の育成強化及び自衛防災組織等の育成に努めるものとする。 

１ 消防団、自主防災組織の育成強化 

（１）消防団の育成強化 
町は、地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の施設・装備

の充実を図る。 
また、団員の加入促進等消防団の活性化を推進し、その育成を図る。 

（２）自主防災組織の育成強化 
町は、各行政区の自主防災組織の完全な組織化を目指し育成・指導に努めるとと

もに、防災活動に必要な資材・機器の整備等の支援に努める。 
ア 自主防災組織の結成、自主防災リーダーの育成、防災活動に必要な資材・機器

の整備等の支援等に努める。 
イ 自主防災組織への参加及び自主防災リーダーとしての育成の促進に努める。 
ウ 防災士（群馬地域アドバイザー防災士）等の養成を検討する。 

２ 災害時救援ボランティア活動の環境整備 

町は、災害時における救援ボランティアの果たす役割の重要性を認識し、災害時に備

えたボランティアネットワークの形成に努め、災害時に対応できる体制の整備を促進す

るとともに、専門分野における行政とボランティアの連携体制を確立する。 
（１）災害時救援ボランティア活動の啓発 

町及び社会福祉協議会は、広報紙、パンフレット等を活用し、災害時における救

援ボランティア活動の啓発に努める。 
また、県等が主催する災害時救援ボランティア連絡会議と連携して、災害時に対

応できるボランティアコーディネーターの養成やボランティアの受入れ、調整等の

体制づくりを推進する。 
（２）各領域における専門ボランティアとの連携 

町及び社会福祉協議会は、通信や建物危険度判定、外国語等の専門分野において、

平常時の登録や研修制度についても検討しつつ、専門ボランティア等との災害時の

連携体制を確立する。 

３ 企業防災の促進 

事業者は、生命の安全確保、二次災害の防止、地域貢献・地域との共生、事業の継続を



第２章 災害予防計画 第３節 住民等の防災活動の促進 第２ 住民等の防災活動の環境整備 

 

~ 45 ~ 
 

十分認識し、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）

を策定するよう努めるものとする。 
また、防災体制の整備、防災訓練の実施、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点

検・見直し、燃料・電力等の重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプ

ライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど事業継続マネジメン

ト（ＢＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努めるものとする。 
（１）災害時の顧客や従業員の安全確保、二次災害等の防止を図るため、自主的な事業

所等自衛防災組織を作り、次の活動を行う。 
ア 従業員の防災教育 
イ 情報収集伝達体制の確立 
ウ 火災その他災害予防対策 
エ 避難体制の確立 
オ 防災訓練の実施 
カ 応急救護体制の確立 
キ 飲料水、食料、生活必需品等災害時に必要な物資の確保（備蓄） 

（２）地域コミュニティの一員として、平時から地域住民、自主防災組織等と連携して

災害に対応する仕組みの構築に努める。 
（３）事業者の自主的判断による地域貢献だけでなく、町や関係機関が行う災害対策の

一部を事業所が、その得意な業務において協力することについて、あらかじめ協定

を締結するなど、平時から町や関係機関との連携に努める。 
（４）町は、企業等に対し、地域の防災訓練への積極的参加の呼びかけ及び防災に関す

るアドバイスを行う。 
（５）町地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管

理者は、防災体制に関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための

施設の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、自衛水防組織の業務に関

する事項等の計画の作成、当該計画に基づく自衛水防組織の設置に努めるものとし、

作成した計画及び自衛水防組織の構成員等について町長に報告するものとする。 
また、当該計画に基づき、避難誘導等の訓練の実施に努めるものとする。 

（６）要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、介護保険法関係法令等に基づき、自然

災害からの避難を含む非常災害に関する具体的計画を作成するものとする。 
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第４節 要配慮者対策 

近年の高齢化、国際化等社会情勢の変化、核家族化等による家庭や地域の養育・介護

機能の低下に伴い、災害発生時には、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、傷病者、外

国人などの要配慮者が被害を受ける可能性が高まっている。 

このため、町、防災関係機関及び要配慮者利用施設の管理者は、平素より連携して要

配慮者の安全を確保するための対策を行うものとする。 

 

要 配 慮 者 高齢者、障がい者、乳幼児、その他災害時に特に配慮を要する者 

 
避難行動 

要支援者 

要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ

る場合に、自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ

迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者 

 

第１ 避難行動要支援者名簿の作成及び更新 

１ 名簿の作成に関する事項 

（１）町は、内閣府（防災担当）作成「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組

指針」を参考にして、地域防災計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導

し、安否確認等を行うための措置について定める。 
（２）町は、地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、平常

時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

２ 名簿に掲載する者の範囲 

本町における避難行動要支援者とは、次のいずれかに該当する者のうち、直接的な援

護が必要であり、在宅かつ家族による避難支援が困難な者を主な対象とする。 
（１）介護保険における要介護者で要介護認定３以上の者 
（２）身体障がい者手帳１・２級を所持する者 
（３）療育手帳区分表記Ａを所持する知的障がい者 
（４）精神障がい者精神保健福祉手帳１級を所持する者 
（５）難病患者 
（６）一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯の者 
（７）その他町長が認める者 

３ 名簿作成に必要な情報及びその入手方法 

町は、次に掲げる通常業務等を通じて避難行動要支援者情報の把握に努める。 
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（１）要介護者の情報に関しては、要介護認定情報等により把握する。 
（２）障がい者の情報に関しては、各種障がい者手帳台帳における情報、障がい程度区

分情報等により把握する。 
（３）一人暮らしの高齢者世帯などの高齢者の情報に関しては、ひとり暮らし高齢者基

礎調査を活用することなどにより把握する。 
（４）民生委員・児童委員等からの情報収集により把握する。 
（５）福祉団体、国際交流団体など関係団体からの情報収集により把握する。 

４ 名簿等の記載事項 

町は、次の情報を収集して、名簿情報として避難行動要支援者名簿に記載する。 
（１）避難行動要支援者の氏名 
（２）性別 
（３）生年月日 
（４）住所及び方書 
（５）電話番号 
（６）避難支援等を必要とする事由（要介護度、障がいの程度その他の身体の状況） 
（７）避難支援者の氏名 

５ 名簿の更新に関する事項 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難

支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新する。 
なお、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、

名簿情報の適切な管理に努めるものとする。 

６ 避難支援等関係者となる者 

町は消防機関、警察、住民、自主防災組織等のほか、平常時から要配慮者と接してい

る社会福祉協議会、民生委員、介護保険事業者、障がい者団体等の協力を得ながら、要

配慮者家族への自助・共助の啓発、緊急連絡体制、避難誘導等の防災体制の整備に努め

るものとする。 
●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 
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第２ 避難行動要支援者名簿の提供及び緊急連絡体制の整備 

１ 名簿情報の提供方法 

（１）町は、災害の発生に備え、避難支援等に必要な限度で、消防機関、警察、民生委

員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等実施に携わる関

係者に対し、名簿情報の提供に本人の同意が得られた場合に限って情報提供するも

のとする。 

（２）町は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援

者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難

支援等に必要な限度で、避難支援等実施に携わる関係者に対して、名簿情報を提供

することができる。 

２ 名簿情報を提供する場合の配慮 

名簿情報を提供するときは、名簿情報を受ける者に対して名簿情報の漏えい防止のた

めに必要な措置を講じるよう求める。 

３ 秘密保持義務 

名簿情報を受けた者若しくはその職員又は避難支援等の実施に関わる者は、正当な理

由がなく、当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らない。 

４ 緊急連絡体制 

町は、避難行動要支援者が災害発生のおそれがある時や災害発生時に迅速・的確な行

動がとれるよう、地域の避難行動要支援者の実態に合わせ、家族や地域の協力のもとに避

難行動要支援者ごとに担当者を配置するなど、きめ細やかな緊急連絡体制の確立を図る。 

避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避

難訓練の実施等を一層図るものとする。 

また、町及び福祉関係者等は、避難行動要支援者の特性に応じた情報伝達機器の整備・導

入について推進に努める。 

●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 
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第３ 支援体制の整備 

１ 避難体制の強化 

町は、在宅の避難行動要支援者の避難に関して、以下の点に留意し「避難行動要支援

者の避難行動支援に関する取組指針」を参考にして、「避難支援プラン」を作成し、地域

の実情に応じた避難行動要支援者の避難支援体制の整備に取り組むものとする。 

（１）避難勧告の伝達体制の整備 

町長が発令する避難情報が避難行動要支援者に迅速・正確に伝達できる手段・方

法を整備する。 

（２）避難誘導体制の整備 

避難行動要支援者が避難するにあたっては、介助が必要であることから、避難支

援者をはじめ、自主防災組織等地域ぐるみの避難誘導の方法を具体化する。 

なお、災害時には避難支援者自身と家族の安全を確保した上で、避難誘導を行う

ものとする。 

（３）緊急避難場所から避難所への移送 

町は、安全が確認された後に、避難行動要支援者を円滑に緊急避難場所から避難

所へ移送するため、運送業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法等について、

あらかじめ定めるよう努めるものとする。 

（４）避難行動要支援者が参加する防災訓練の実施 

災害時に避難行動要支援者の避難誘導が適切に実施されるよう避難行動要支援者

が参加する防災訓練を実施するよう努める。 

（５）福祉避難所の指定・整備 

福祉避難所をあらかじめ指定し、整備するように努める。福祉避難所の指定に当

たっては、民間の社会福祉施設等との協定締結なども検討し、指定数の確保及び福

祉避難所の運営支援体制の確立に努める。 

また、整備に当たっては、可能な限り、避難行動要支援者ごとの特性に応じた対応

をとれるよう資機材や人的支援体制等の整備に努める。 

（６）福祉避難所の設置・運営訓練 

災害時に福祉避難所の設置・運営に係る取組事項が円滑に実施されるよう、福祉

避難所指定施設の管理者等の協力を得て、福祉避難所の設置・運営訓練を実施する

よう努める。 

（７）避難支援等関係者の安全確保 

災害時には避難支援者自身と家族の安全を確保した上で、災害情報の伝達や的確

な避難誘導を行うものとする。 

●資料４－１ 指定緊急避難場所及び指定避難所一覧表[p.245] 

●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 
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２ 環境整備 

町は、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人等が安全に避難できるよう歩道の

拡幅、段差の解消、点字案内板の設置及びわかりやすい避難所案内板の設置を行うなど、

環境整備に努める。 

３ 人材の確保 

町は、避難行動要支援者の支援に当たり、福祉避難所などにおける介助者等の確保を

図るため、平常時からヘルパー、手話通訳者、外国語通訳者等の広域的なネットワーク

化に努める。 

４ 要配慮者利用施設管理者との連携 

（１）要配慮者利用施設の安全性の確保 

要配慮者利用施設の管理者は、施設の建物や防災設備について定期的に点検を行

い、風水害及び雪害に対する安全性を確保する。 

（２）要配慮者利用施設の防災体制整備 

要配慮者利用施設の管理者は、次により、施設の防災体制を整備する。 

ア 施設の立地環境による災害危険性の把握及び職員への周知 

イ 防災気象情報の的確な入手手段の整備 

ウ 職員の動員基準及び動員伝達体制の整備 

エ 施設周辺のパトロール体制の整備 

オ 避難場所、避難所及び避難経路の確認 

カ 避難、救出及び安否確認の体制の整備 

キ 町、消防機関、警察機関等防災関係機関との連絡体制の整備 

ク 避難誘導、救出等についての地域住民や自主防災組織との協力体制の整備 

ケ 防災訓練等防災教育の充実 

コ 食料品、避難生活用の医療・介護用品等の備蓄 

サ 燃料の調達体制の確保 

（３）町の支援 

町は、要配慮者施設における防災体制の整備について、次の支援を行う。 

ア 要配慮者施設の立地環境による災害危険性に関する情報の提供 

イ 防災気象情報の提供 

ウ 要配慮者施設との緊急連絡体制を整備する。 

エ 避難情報の発令基準、避難所、避難経路、避難方法等に関する情報の提供と

ともに、そのための伝達体制を整備する。 

オ 緊急時における町と要配慮者施設との連絡体制の整備 

カ 避難誘導、救出等に対する支援体制の整備（地域住民や自主防災組織の協力を含む。） 
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キ 要配慮者施設における防災教育への協力 

５ 消防機関及び警察機関の支援 

消防機関及び警察機関は、避難行動要支援者の避難体制の整備について、町と協力し

て次の支援を行うものとする。 

ア 緊急時における消防機関・警察機関と避難行動要支援者との連絡体制の整備 

イ 避難誘導、救出等に対する支援体制の整備（地域住民や自主防災組織の協力を含む。） 

ウ 避難行動要支援者に対する防災教育・啓発への協力 

６ 地域住民及び自主防災組織の支援 

地域住民及び自主防災組織は、避難行動要支援者の避難誘導、救出等の体制の整備に

協力するものとする。 

 

７ 防災教育及び啓発 

（１）在宅高齢者、障がい者に対する防災知識の普及 

町は、避難行動要支援者及びその家族に対し、災害時に円滑に避難し、できるだ

け被害にあわないため、避難行動要支援者の実態に合わせた防災知識の普及・啓発

に取り組むものとし、防災パンフレット等の配布や地域の防災訓練等への積極的な

参加の呼びかけを行う。 

地域における防災訓練においては、必ず避難行動要支援者のための地域ぐるみの

情報伝達訓練や、避難訓練を実施する。 

町は、ホームへルパーや民生委員など高齢者、障がい者の居宅の状況に接するこ

とのできる者に対し、家庭における家財点検等の防災知識普及を推進する。 

（２）外国人対策 

外国人に対しては、住居地の届出の際などに、外国語を付記した防災パンフレット

等を配布するなどして、居住地の災害危険性や防災体制等について十分説明等を行う

ものとする。 
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第５節 その他の災害予防対策の推進 

第１ 雪害対策 

１ 雪害に強いまちづくり 

町は、地域の特性に配慮しつつ、大量の降雪に伴う交通の途絶による集落の孤立防止

及び生活環境の確保等、雪害に強いまちづくりを行うものとする。 

２ 道路の除雪体制の整備 

（１）道路管理者は、冬期の交通を確保するため、次により除雪体制の整備を進める。 

ア 除雪資機材の整備 

イ 排雪場所の確保 

ウ 融雪剤の備蓄 

エ 除雪要員の確保 

（２）道路管理者は、平常時から大雪のおそれがあるときに的確な情報収集による迅速

な対応ができるよう、必要な要員の動員体制を整備するとともに、速やかに除雪を

開始できるよう除雪体制を整備する。 

３ 除雪計画等の策定 

（１）基本的な方針の策定 

道路管理者及びその他関係機関は、群馬県道路除雪会議の中で、大雪発生時に迅

速かつ確実な道路除雪が行えるよう、各機関が連携した道路除雪の方法等について

事前に協議、確認し、次の事項に考慮した基本的な方針を定めるものとする。 

ア 各道路管理者の連携強化による効率的な除雪体制 

イ 優先して除雪作業を行うべき区間 

ウ 効率的な除雪作業を行うための通行規制の実施 

エ 道路管理者間の道路交通規制情報の共有 

オ 道路利用者等に対する情報提供 

カ 災害の危険があり、早急に人命救助の必要な孤立集落が発生するおそれがあ

る地域等における関係道路管理者の相互協力 

(２)各道路管理者による除雪計画の策定 

各道路管理者は、迅速かつ効率的な道路除雪が行えるよう、上記(１)の基本的な

方針を踏まえ、次のことに留意し、除雪計画を策定するよう努めるものとする。 

 ア 除雪の優先順位 

町道等の道路管理者は、緊急輸送道路を優先に除雪を実施するとともに、孤

立集落が発生するおそれがある地域等を考慮し、各道路管理者間で連携し、道
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路の除雪優先順位と応援体制のルールを定めておく。 

また、町道等の道路管理者は、歩道について優先的に除雪する区間をあらか

じめ定めておくよう努める。 

    イ 道路の通行規制 

a 町道等の道路管理者は、降雪時において車両が通行不能となる前に必要に

応じ、通行規制を実施できるよう、体制整備に努める。 

また、迅速かつ円滑に通行規制を実施するため、各道路管理者間で連携し、

通行規制の実施基準を設定するよう努める。 

b 町道等の道路管理者は、山間地道路において、大雪時には早期に通行止め

とし、車両の立ち往生等を防ぎ、除雪作業を迅速かつ効率的に進めるため、

警察と連携し、大雪による事前通行止めのルールを定める。 

４ 雪害対策マニュアルの整備等 

町は、体制整備、人命救助活動、除雪体制、孤立集落への対応、道路の交通規制及び

広域応援の要請等の応急活動等を実施するためのマニュアルを作成し、職員へ周知する

とともに、訓練を行い活動手順や他機関等との連携等について徹底を図るものとする。 

５ 除雪援助体制の整備 

山間部、一人暮らし高齢者世帯、障がい者世帯、母子家庭等、個人での除雪作業が困

難な地区等では、民生委員・児童委員、行政区、消防団等の地域コミュニティ、町によ

る対応も必要となってくるため、町は、地域住民等による除雪体制の充実や支援のため

の仕組みづくりを進める。 

６ 住民に対する大雪時の留意事項の周知 

町は、防災週間、防災等関連行事等を通じ、住民に対し、第３節 第１「防災知識の普

及・啓発」に加え、以下の留意事項の周知、徹底を図る。 

○ 雪害時には、次のことに留意し、落ち着いて行動する。 

ア ラジオやテレビ等で気象情報、防災上の注意事項をよく聞く。 
イ 不要不急な外出は見合わせる。 
ウ 自家用車の使用は極力避ける。やむを得ず車で外出する場合は、タイヤチェーン・

携帯トイレ等を持っていくよう心がける。 
エ エンジンをかけたままの駐車における一酸化炭素中毒に注意する。 
オ カーポート等車庫の倒壊に注意し、屋根下に近づかないようにする。 
カ 屋根の雪下ろしは、安全確保のため、命綱や滑り止めの着用をするとともに、複数

で作業を行うなどに留意する。 
キ 屋根雪の落下に注意し、極力、屋根下に近づかないようにする。 
ク 消防車や救急車等の緊急車両が通行できるよう、生活道路の除雪等に協力する。 
ケ 協力しあって生活道路、歩道等を除排雪する。 
コ 雪崩に注意し、がけ、川べりには近づかない。 
サ 協力しあって応急救護を行う。 
シ 水道管の破裂に注意する。 
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第２ 孤立化対策 

町内の山間集落では、地震や大雨等により道路が被災し、さらに通信が途絶し、孤立化

するおそれがあるため、事前に集落の状況を把握し、道路危険箇所の対策、無線通信手

段の確保、孤立時の備え、救援対策等を検討しておく必要がある。 

１ 孤立化するおそれのある集落の把握 

町は、地震や風水害によって、道路や通信手段が途絶し、孤立化が予測される集落に

ついて、事前の把握に努める。 
なお、孤立化するおそれのある集落は、次の事項を参考に想定する。 
ア 集落につながる道路等において迂回路がない。 
イ 集落につながる道路において落石、土砂崩れ及び雪崩の発生が予測される道路危

険箇所が多数存在し、交通の途絶の可能性が高い。 
ウ 集落につながる道路において橋梁等の耐震化がなされておらず、交通途絶の可能

性が高い。 
エ 土砂災害危険箇所等が道路に隣接し、交通途絶要因となる可能性が高い。 
オ 架空線の途絶によって、有線通信が途絶する可能性が高い。 
カ 一般加入電話以外の多様な通信手段が確保されていない。 

●資料３－５ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域[p.234] 

２ 孤立化対策 

（１）町 
孤立化のおそれのある集落について、次の対策を行う。 
ア 集落の代表（区長、自主防災組織会長、消防団員等）を災害時の連絡担当者

としてあらかじめ決めておくなどして、災害時の情報連絡体制を整備する。 
また、自主防災組織を育成、強化して集落内の防災力の向上に努める。 

イ 集落内に公共施設等がある場合には、それらの持つ通信手段を確認し、災害

時の活用方法を調整しておく。 
ウ アマチュア無線を災害時の連絡手段として有効に活用できるよう、平時から

関係者との連携に努める。 
エ 停電時でも、防災行政無線の使用が可能となるよう、非常用電源設備の整備

を行う。 
オ 一般加入電話を災害時優先電話に指定するとともに、衛星固定電話及び衛星

携帯電話を活用する。 
カ 救助や物資投下等のための緊急ヘリポート用地を確保しておく。 
キ 水、食料等の生活物資、負傷者発生に備えた医薬品、救出用具、簡易トイレ

等の備蓄を確保する。この際、自主防災組織及び個々の世帯レベルでの備蓄も
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積極的に推進する。 
また、備蓄量に応じた倉庫の確保・拡充に努める。 

●資料２-11 災害時非常無線通信の協力に関する協定書[p.215] 

●資料４－７ ヘリポート予定地[p.255] 

●資料６－１ 防災行政無線一覧表[p.266] 

（２）道路管理者 
孤立化するおそれのある集落に通じる道路の橋梁の耐震化対策等に計画的に取り

組むものとする。 
（３）土砂災害等防止事業者 

県や国が実施する土砂災害危険箇所の対策工事を促進する。 
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第３ 観光客保護・帰宅困難者対策 

町は大規模災害が発生し、交通機関や道路網が被災した場合に、観光客及び帰宅困難

者を支援するため、平常時から県、近隣市町村、関係機関等と連携を図り、災害時に適

切かつ迅速な対応がとれるよう体制整備に努めるものとする。 

１ 安全確保対策 

（１）観光客等の安全確保 
   町、観光施設、宿泊施設の管理者及び交通機関等は、観光客等の行動特性を考慮

し、地理に不案内な観光客・旅行者・外国人等が大規模災害に遭遇した場合を想定

した安全確保体制を検討する。 
（２）観光客・帰宅困難者への啓発 
   発災直後は、救命救助、消火、避難者の保護に重点を置くため、観光客・帰宅困

難者に対する公的支援は制限されることから、以下のことについて普及啓発を行う。 
  ア 二次被害防止のため「むやみに移動を開始しない」という基本原則を周知 
  イ 災害用伝言ダイアル（171）、携帯電話による災害用伝言サービス等の活用 
  ウ 徒歩帰宅に必要な装備の準備、家族との連絡手段、徒歩帰宅ルートの確認 
  エ 公共機関が提供する正確な情報を入手し冷静に行動 
（３）徒歩帰宅者の広域的支援 
   町は、関係機関等と連携を図り、帰宅支援のため、交通機関による代替輸送の

調整、コンビニエンスストアやガソリンスタンド等の民間事業者にも協力を求め、

トイレ、飲料水等の提供や道路情報の提供など、徒歩帰宅者の支援に努める。 

２ 一時避難施設の提供 

町は、観光客及び帰宅困難者の指定避難所への収容や新たな避難施設の設置など、一時

避難施設の提供に努める。特に観光シーズンでは、多数の帰宅困難者の発生が予測される

ことから、事前に観光客用の避難施設の指定を行う。 

３ 集客施設等における対策 

観光施設、宿泊施設等の管理者は、大規模災害時の避難誘導マニュアルや避難支援体

制を整備しておくなど、観光・宿泊客及び従業員の安全を確保するほか、帰宅困難者と

なった観光客等が待機できるよう平素から食料・水・寝具等生活必需品の備蓄に努める。 

４ 外国人の安全確保 

町は、国際化の進展に伴い、本町に居住・来訪する言語・文化・生活環境の異なる外

国人に対して、災害時における避難対策等の充実強化を図り、的確な行動がとれるよう

な支援方策と環境づくりに努める。  
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第４ 大規模火災の予防 

１ 大規模火災の予防 

（１）火災に強いまちづくり 

ア 町及び消防本部は、次により、火災に強いまちの形成を図るものとする。 

① 避難路、避難地、延焼遮断帯、幹線道路、都市公園、河川など骨格的な社会

基盤施設の整備 

② 建築物や公共施設の耐震・不燃化 

③ 水面・緑地帯の計画的確保 

④ 耐震性貯水槽や備蓄倉庫、河川水等を消防水利として活用するための施設の

整備 

イ 公共施設の管理者・事業者等は、火災時に消防活動が制約される可能性のある

建築物、緊急時に速やかな傷病者の搬送・収容等が必要とされる医療用建築物等

について、緊急救助用のスペースの設置を促進するよう努める。 

（２）火災に対する建築物の安全化 

ア 消防用設備等の整備、維持管理 

公共施設の管理者・事業者等は、多数の人が出入りする事業所、病院、宿泊施

設等の防火対象物について、消防法に基づくスプリンクラー設備等の消防用設備

の設置を促進するとともに、定期的に点検を行うなど適正な維持管理を行う。 

イ 建築物の防火管理体制 

公共施設の管理者・事業者等は、多数の人が出入りする防火対象物について、

防火管理者を適正に選任するとともに、防火管理者が当該建築物についての消防

計画の作成、当該防災計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施等防火管理上

必要な業務を適正に行うなど、防火管理体制の充実を図る。 

ウ 建築物の安全対策の推進 

① 公共施設の管理者・事業者等は、避難経路・火気使用店舗等の配置の適正化、

防火区画の徹底などによる火災に強い構造の形成を図るとともに、不燃性材

料・防炎物品の使用、店舗等における火気の制限、ガスの安全な使用などに

よる火災安全対策の充実を図る。 

② 町は、文化財保護のための施設・設備の整備等の防火対策に努めるものとする。 

エ 一般住宅への火災警報器の設置 

平成 16年６月２日に消防法が改正され、全ての家庭に住宅用火災警報器を設置

することが義務付けられた。これを受けて、消防本部は、設置及び維持管理に関

する基準を設けて、住宅用火災警報器の推進を図る。 

（３）消火活動体制の整備 

町及び消防本部は、大規模な火災に備え、消火栓のみに偏ることなく、防火水槽
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の整備、河川水等の自然水利の活用、水泳用プール、ため池等の活用により、消防

水利の多様化を図るとともに、その適正な配置に努める。 

また、平時から消防本部、消防団及び自主防災組織等の連携を図り、区域内の被

害の想定の実施及びそれに伴う消防水利の確保、消防体制の整備に努める。 

さらに、消防ポンプ自動車等の消防用機械器具の整備促進に努める。 

（４）防災訓練の実施 

大規模火災を想定し、より実践的な消火、救助・救急等の訓練を実施するととも

に、消防本部、町、警察署、事業者、地域住民等が相互に連携して実施するものと

する。 

（５）防火知識の普及 

町及び消防本部は、防火意識の向上を図る。 

ア 全国火災予防運動を通じ、住民に対し、大規模な火災の危険性を周知させると

ともに、災害時にとるべき行動、避難所での行動等防災知識の普及を図る。 

イ 住民に対して消火器、避難用補助具等の普及に努める。 

ウ 地域、職場、学校等において、定期的な防火訓練を行うよう指導し、大規模な

火災発生時の住民の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図る。 

２ 林野火災の予防 

林野火災は建物火災と異なり、交通、水利の便も悪く、発見、通報が遅れがちで急速

な延焼拡大のおそれがあることから、林野火災予防思想の普及・徹底等により、林野

火災予防に努めるものとする。 

（１）防火に資する林道の整備 

町、県及び関東森林管理局は、林野火災の延焼防止に資する林道の整備を図る。 

（２）監視パトロール等の強化 

町は、県及び関東森林管理局と連携して、林野火災多発時期における監視パトロ

ール等の強化、火入れを行う者に対する適切な対応等を行う。 

（３）林野火災消火体制の整備 

消防本部は、林野火災用工作機器、可搬式消火機材等の消防用機械器具の整備促

進に努める。 

（４）防災訓練の実施 

消防本部は、大規模林野火災を想定し、より実践的な消火、救急・救助等の訓練

を実施するとともに、消防本部、町、警察、自衛隊、林業関係機関、地域住民等が

相互に連携して実施する。 

訓練にあたっては、被害の想定を明らかにするとともに、実施時間を工夫する等、

様々な条件を設定し、実践的なものとなるよう工夫する。 

また、訓練後には評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を

行う。 
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（５）防火思想の普及 

ア 一般住民及び入山者に対する、森林愛護と防火思想の普及徹底 

イ 行楽期における防火パンフレット等の配布、呼びかけ 

ウ 煙草の吸い殻の投げ捨て行為の注意指導 

エ 強風注意報、乾燥注意報又は火災警報発令時の火気使用の注意指導等 

オ 立看板等の掲示 

カ その他、防火思想の普及に必要な事項 
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第３章 風水害等応急対策計画 

第１節 応急活動体制の確立 

第１ 災害対策本部の設置 

１ 災害対策本部設置前 

（１）警戒体制の配備 
災害処理に関係を有する各課（局）の長は、気象警報の発表等により各種の災害

の発生が予測され、あるいは現実に小災害が発生した場合は、通常の職務系統により

これらに対処するとともに災害警戒本部の設置に備え、警戒体制をとるものとする。 
（２）災害警戒本部の設置 

風水害等の発災時には、初期段階の防災機関の迅速な立ち上がりがその後の防災

対策の成否を左右することとなるが、災害時の情報の混乱等から遅れがちになる場

合がある。特に、このことは、休日、夜間の災害発生に際し問題となる。 
そのため、町長は、災害、事故が発生し、又は発生するおそれがあると認めると

きは、災害対策本部設置前の段階として、また災害対策本部に円滑に移行できる組

織として、災害警戒本部を設置し、初動体制に万全を期するものとする。 
ア 災害警戒本部の設置基準 
① 大雨、洪水、暴風等の警報が発表されたとき。 
② 本町に台風が接近し、本町への影響のおそれがあるとき。 
③ その他気象警報・注意報が発表され災害の発生が予想されるとき。 

イ 災害警戒本部の解散 
気象警報等が解除され、災害の危険性が解消されたと認めたとき、災害警戒

本部を解散する。 
ウ 災害警戒本部の構成 

災害警戒本部の構成は、災害の規模に応じて災害対策本部の組織、編成、事

務分掌の例に準じて適宜計画するものとする。 
エ 災害対策本部への切り替え 

災害が拡大して、災害救助法の適用などが想定される程度の被害が発生し、

災害対策を総括的かつ統一的に処理する必要があると認めたときは、「災害警戒

本部」を「災害対策本部」に切り替える。 
●資料４－４ 気象警報・注意報の種類及び発表基準[p.250] 
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２ 災害対策本部の設置 

町長は、災害対策基本法第 23 条の２第１項及び甘楽町災害対策本部条例等の規定によ

り、次のいずれかに該当するときは、防災の推進を図るため災害対策本部の設置を決定

する。 
また、被災地への救援活動をより的確に実施するため、現地災害対策本部を適宜設置

し、被災地において、県及び各防災関係機関等と連携をとって活動を推進する。 

【災害対策本部設置基準】 

ア 町内に風水害等による大規模な災害が発生したとき、又は災害が発生するおそれ

があるとき。 
イ その他町長が必要と認めるとき。 

●資料１－３ 甘楽町災害対策本部条例[p.196] 

●資料２－６ 災害時の情報交換に関する協定（国土交通省関東地方整備局）[p.207] 

３ 設置場所 

災害対策本部は、甘楽町役場又は甘楽町地域防災センターに設置し、当該施設の正面

玄関に「甘楽町災害対策本部｣の標識を掲げ、災害対策本部の設置場所を明示する。 
なお、災害の状況により、上記役場庁舎等に災害対策本部を設置できない場合は、代

替施設に災害対策本部を設置する。 

４ 廃止の決定 

災害対策本部長は、災害の危険がなくなり、災害発生後における応急対策が概ね完了

したと認めたときは、災害対策本部の廃止を決定する。 

５ 設置及び廃止の通知 

災害対策本部長は、災害対策本部を設置したとき、又は廃止したときは、直ちに消防本部、

警察署、県、報道機関その他関係機関に対し、その旨を通知するものとする。 

６ 現地災害対策本部 

（１）災害対策本部長は、特定の区域において災害応急対策を実施するため必要と認め

たときは、当該区域内に現地災害対策本部を設置する。 
（２）現地災害対策本部には、現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職

員を置き、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本

部長が指名する者をもってあてる。 
（３）現地災害対策本部長の指名の順位は、副町長、その他の職員の順とする。 
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７ 災害対策本部の組織及び事務分掌 

（１）本部会議 
本部会議は、本部長、副本部長及び本部員で構成し、災害対策に関する重要事項

を決定し、その推進を図る。 
本部員は、必要によりそれぞれ所管事項について、会議に必要な資料を提出する。 

（２）職務の代理 
本部長が事故等により職務を遂行できない場合は、副本部長がその職務を代理する。 

（３）組織図及び対策本部の組織構成 
   災害対策本部の構成は、次のとおりとする。 

 

【災害対策本部の組織構成】 

本 

部 

室 

本部長  町長 

副本部長 副町長 

本部員 教育長・課(局)長 
本部長の指名する者 

 

【組織図】 
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（４）各班の事務分掌 
    災害対策本部内の事務分掌は、概ね次のとおりとする。 

班 課名 事務分掌 

総務班 
総務課  
企画課 
議会事務局 

1.本部長の指示又は指令等に関すること。 

2.各班の連絡調整に関すること。 

3.配置人員の調整に関すること。 

4.県・町防災会議との連絡・報告に関すること。 

5.各班が把握した災害・被害情報及びその他関係情報の収

集整理に関すること。 

6.自衛隊・市町村・その他公共機関への要請に関すること。 

7.予警報等の伝達及び避難情報の周知に関すること。 

8.物資の輸送に関すること。 

9.自動車等の管理配車に関すること。 

10.り災者の救出、避難所の開設収容等に関すること。 

11.救助物資の配分及び供与に関すること。 

12.交通安全対策に関すること。 

13.消防団との連絡調整に関すること。 

14.関係指定地方行政機関等との連絡・調整・災害の発表・

広報 

15.その他いずれの班にも属さない事項に関すること。 

建設班 建設課 

1.土木施設等の災害情報の収集・応急修理に関すること。 

2.道路、橋梁、河川等の応急災害予防に関すること。 

  3.町営住宅の保全に関すること。 

  4.災害等における都市公園等公共施設の災害情報の収集

及び応急措置に関すること。 

  5.公社関係の災害情報及び応急措置に関すること。 

  6.応急仮設住宅に関すること。 

水道班 水道課 

1.水道関係施設の災害情報の収集に関すること。 

  2.水道施設の応急修理・保全に関すること。 

  3.災害時における飲料水の供給等に関すること。 

  4.公共下水道施設の保全に関すること。 

 5.農業集落排水施設の保全に関すること。 

商工班 産業課 

  1.商工関係の災害情報の収集に関すること。 

  2.商工関係業者に対する災害応急措置に関すること｡ 

  3.被害に対する金融対策に関すること。 

  4.観光施設の災害情報の収集に関すること。 

救護衛生班 
住民課 
健康課 
会計課 

1.救護班の編成に関すること。 

  2.被災者の医療助産に関すること。 

  3.救助施設・物資の保管・管理に関すること。 

  4.医療機関との連絡に関すること。 

  5.防疫業務に関すること。 

  6.救急薬品等の確保に関すること。 
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  7.奉仕団、救援金等に関すること。 

  8.更生資金等の貸与に関すること。 

  9.社会福祉協議会との連絡調整に関すること。 

10.防災ボランティアの受入れ・調整に関すること。 

 11.保育所施設の被害調査、応急対策に関すること。 

 12.保育児童の安全確保に関すること。 

 13.墓地埋葬に関すること。 

 14.ごみ・し尿に関すること。 

農林班 
産業課 
農業委員会
事務局 

1.農林業関係の災害情報の収集及び被害農作物の応急措

置に関すること。 

  2.農林業施設関係の災害情報の収集及び応急修理に関す

ること。 

  3.被害に対する金融対策に関すること。 

  4.家畜防疫に関すること。 

  5.家畜飼料の供給に関すること。 

  6.被害農家の応急対策に関すること。 

教育班 
学校教育課 
社会教育課 

1.教育関係災害の情報収集に関すること。 

  2.教育施設等の被害応急措置に関すること。 

  3.関係機関への連絡に関すること。 

  4.児童生徒の避難指示等に関すること。 

  5.災害時における児童・生徒の応急教育に関すること。 

  6.文化財の保護対策に関すること。 

  7.災害時における教育施設の被害住民緊急受入に関すること。 

  8.災害時における給食施設緊急利用に関すること。 

消防（水防）団 

1.被害防除に関すること。 

  2.被害者の救助活動に関すること。 

  3.災害時における防災活動に関すること。 

  4.水防活動に関すること。 
 

（５）任務の分担 
   ① 各班の班長は、本部長の命を受けて班内の事務又は業務を掌理し、所属の職員を

指揮監督する。 
② 班ごとの任務分担は、事務又は業務を遂行するに当たっての具体的な処理方法等

を協議し、各自の責任分担を定めておくものとする。 
③ 各班長は、次の警報の一つ以上が町の地域に発せられたときは、その状況により

災害対策本部の設置の場合に備え、所要の措置をとる。この場合の班員の配備等

についてはあらかじめ計画し、所属班員に徹底しておくものとする。 

・大雨警報 ・暴風雨警報 ・洪水警報 ・暴風雪警報 ・大雪警報 

・暴風警報  ・その他異常現象等による警報又はこれに類するもの 
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第２ 職員の動員 

災害が発生し又は発生するおそれがある場合の動員体制は、次のとおりとする。 

１ 職員動員体制 

 （１）動員基準 

区 分 動員基準 配備体制 

初 期 動 員 

気象警報（大雨・洪水・暴風雨等）

の発令、又は台風が本県を通過するお

それがあり、警戒の必要があるとき。 

各班の職員のうち、情報連絡活動
等を円滑に行いうる必要最小限
度の配備とし、状況に応じて速や
かに１号配備に切り替えうる態
勢とする。 

第１号動員 

気象警報（大雨・洪水・暴風雨等）

が発令され、災害が発生するおそ

れがあるとき。 

各班の必要最小限度の所要人員
を持って災害に対する警戒態勢
をとり、あわせて小規模災害が発
生した場合に対処しうる態勢と
する。 

第２号動員 
町内に局地的な災害が発生したと

き、又は発生するおそれがあるとき。 

町内の全地域に中規模災害又は
一部の地域において大規模災害
が発生した場合に対処しうる相
当規模な配備態勢とする。 

第３号動員 

町内の広域にわたる災害や甚大な

局地的災害が発生し、更に拡大す

るおそれがあるとき。 

各班の全員を持って大規模災害
が発生した場合にただちに完全
な活動を行うことができる態勢
とする。 

 

 （２）本部要員の動員 

    災害対策本部設置における要員の動員は、原則として次のとおりとする。 

予 備 動 員 総務課長、総務課庶務係長、総務課行政係長、防災担当 

初 期 動 員 予備動員の他、課（局）長、広報担当、総務課員 

第１号動員 初期動員の他、課（局）補佐、水道担当、土木担当、都市計画担当、農林業担

当、林道担当、福祉担当、環境担当、文化財担当、消防団長、消防団副団長 

第２号動員 第１号動員の他、主査、係長 

第３号動員 全職員 

  ※消防団招集があった場合、消防団に所属している職員については、原則として消防団活動
を優先する。 

 

（３）緊急登庁職員の指定 

災害発生時に職員が車両等による登庁が不能あるいは著しく困難な場合に備え、

概ね徒歩 30分以内で登庁できる職員の中から、勤務場所に関わることなく緊急登庁

職員に指定する。 
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緊急登庁職員に指定された職員は、震度５弱以上の地震及び著しい災害が発生し

た場合は自主登庁し、災害対策本部（本部が設置されていない場合には総務課）に

出頭し、災害対策本部長（本部長が登庁していない場合には、副本部長又は上級職

員）の指揮を受け、所属する部署の業務に関係なく応急初動措置を行う。 

（４）職員の動員 

ア 勤務時間中における動員 

         職員の動員は、本部長の配置計画に基づき、総務課長を通じて課長・班長に

伝達するとともに、庁内放送を通じて庁内各班員に伝達するものとする。 

         本部における配置の通知を受けた各班長は、速やかに関係職員を動員する。

出先機関等については、所管の課長等に伝達するものとする。 

イ 勤務時間外における動員 

         日曜・休日・夜間等勤務時間外においては、宿日直者等が次の順序で電話又

はメール等により、速やかに伝達し、本部長は要員の確保に努めるものとする。 

２ 動員の方法 

（１）動員の伝達 

本部員及び班長は、動員職員の動員順位及び連絡の方法について、計画しておく

ものとする。 

（２）登庁場所 

勤務時間外において、動員の伝達を受け、あるいは自主登庁する職員は、甘楽町

役場又は自己の勤務場所に登庁する。 

（３）登庁の方法 

登庁にあたっては、被害の状況、道路状況等を適切に判断し、通常の通勤手段の

ほか、徒歩、自転車又はオートバイ等の活用に配意すること。 

（４）登庁時の留意事項 

ア 登庁にあたっては、事故防止に十分注意するとともに、登庁途上における被害

等の状況を把握し、登庁後直ちに災害対策本部・総務班に報告すること。 

イ カメラ付携帯電話を所持する職員は、被害等の状況を簡単な説明とともに写真

を総務課宛送信すること。 

 

(本部員) (班長) (班員) 

（本部長） 
宿日直者等 

町 長 

副 町 長 

総務課長 

課長･局長 

緊急登庁職員 

係員 補佐･係長 
(副本部長) 

教 育 長 
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３ 消防団に対する伝達及び出動 

配備体制についての消防団への伝達は、つぎの伝達系統に従い行うものとする。 

 
●資料４－５ 消防団責任分担区域[p.252] 

 （１）消防団等の出動 
      災害時には、消防団は定められた伝達系統に従い、最も迅速な方法により行うも

のとする。 
（２）応急復旧従事の始期・終期 

消防団の応急復旧従事の始期・終期は町長の指示に基づき従事するものとする。 
      なお、消防団が出動した場合、公務災害補償の関係が生じるので記録は明確にし

ておくものとする。 
 
 

  

 

第２分団長 副分団長 

団 員 部 長 

災害対策 
本 部 長 消防団長 

消防団副団長 

第１分団長 副分団長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 
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第３ 広域応援の要請 

災害時において、町は指定地方行政機関及び他の地方公共団体と緊密な連絡をとり職員

の派遣要請、救援物資等の相互融通、応援等に協力して災害応急対策の迅速かつ円滑化

を図るものとする。 

１ 相互応援協定等の締結 

町は、災害時における応急対策の万全を期するため、災害対策基本法第 67 条に基づ

き、隣接市町村等と相互応援協定の締結に努めるものとする。 
また、大規模な風水害等による同時被災を避けるため、遠方の市町村との協定締結

も検討する。 
さらに、消防機関からの、応援を必要とするときは、あらかじめ締結した協定又は

消防組織法第 39 条に基づき応援要請をする。 

２ 応援要請 

（１）知事に対する応援要請（災害対策基本法第 68 条） 
町長は、知事に対し応急措置等の応援要請を行う場合は、知事（富岡行政県税事

務所長）に対して、次に掲げる事項を、県防災無線又は電話により要請し、事後す

みやかに文書をもって要請するものとする。 
なお、緊急を要する場合は、直接、知事（危機管理室）に要請し、事後すみやか

に行政県税事務所を経由して、文書で要請するものとする。 
ア 災害救助法の適用を要請する場合 
① 災害発生の場所及び日時 
② 災害発生の原因及び被害の状況 
③ 適用を要請する理由 
④ 適用を必要とする期間 

 

甘楽町 指定地方行政機関 

近隣市町村 

災害対策基本法 

（職員の派遣のあっせん） 

第 30 条 

地方自治法 

（職員の派遣） 

第 252条の 17 

災害対策基本法 

（職員の派遣の要請） 

第 29 条 

災害対策基本法 

（他の市町村長に対する 

応援の要求） 

第 67 条 

消防組織法 

（消防の相互の応援） 

第 39 条 

群馬県 相互応援協定 

災害対策基本法 

（県知事に対する応援の要求等） 

第 68条 
災害対策基本法 

（他の市町村長に対する 

応援の要求） 

第 67 条 
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⑤ 既にとった救助措置及びとろうとする救助措置 
⑥ 連絡責任者名 
⑦ その他必要となる事項 

イ り災者の移送を要請する場合 
① 移送を要請する理由 
② 移送を必要とするり災者の数 
③ 希望する移送先 
④ 他の地区へ収容を要する予定期間 
⑤ 連絡責任者 
⑥ その他必要となる事項 

ウ 県各部局への応援要請又は応急措置の実施の要請 
① 災害の状況及び応援を要する理由 
② 応援を希望する物資、資材、機械器具等の品名及び数量 
③ 応援を必要とする活動内容 
④ 応援の場所及び応援場所への経路 
⑤ 応援を必要とする期間 
⑥ 連絡責任者 
⑦ その他必要となる事項 

（２）他の市町村に対する応援要請（災害対策基本法第 67 条、消防組織法第 39 条） 
町長は、他の市町村長に応急措置等の応援要請を行う場合は、次に掲げる事項に

ついて、電話等をもって要請し、事後速やかに文書をもって要請する。 
ア 災害の状況及び応援を要する理由 
イ 応援を希望する物資、資材、機械器具等の品名及び数量 
ウ 応援を必要とする活動内容 
エ 応援の場所及び応援場所への経路 
オ 応援を必要とする期間 
力 連絡責任者 
キ その他必要となる事項 

●資料２－１ 災害時の相互応援協定（富岡市）[p.198] 

●資料２－２ 北区と甘楽町との災害時における相互応援に関する協定（東京都北区）[p.200] 

●資料２－５ 富岡甘楽広域市町村圏消防相互応援協定書（富岡市､下仁田町､南牧村）[p.205] 

（３）民間団体等に対する応援要請（災害対策基本法第 62 条第２項） 
町長は、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者又は応援締結団体等に応援要

請を行う場合は、次に掲げる事項を電話又は口頭で要請し、事後すみやかに文書を

もって要請するものとする。 
災害対策基本法第 62 条第２項等の規定に基づき、公共的団体及び防災上重要な施
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設の管理者又は応援締結団体等に応援要請を行う場合は、次に掲げる事項を電話又

は口頭をもって要請し、事後速やかに文書をもって要請する。 
ア 建設業者等へ応援を要請する場合 

① 応急仮設住宅の場合 
ａ 被害戸数（全焼、全壊、流失） 
ｂ 建設を必要とする住宅の戸数 
ｃ 調達を必要とする資機材の品名及び数量 
ｄ 応援を必要とする建設業者数 
ｅ 連絡責任者 
ｆ その他参考となる事項 

② 住宅の応急修理の場合 
ａ 被害戸数（半焼、半壊） 
ｂ 修理を必要とする住宅の戸数 
ｃ 調達を必要とする資機材の品名及び数量 
ｄ 応援を必要とする建築業者数 
ｅ 連絡責任者 
ｆ その他参考となる事項 

３ 職員の派遣要請、あっせん要求 

（１）国の機関に対する職員の派遣要請（災害対策基本法第 29 条第２項） 
町長は、指定地方行政機関の長に対して当該指定地方行政機関の職員の派遣要請

を行う場合は、災害対策基本法施行令第 15 条の規定に基づく次に掲げる事項につい

て、文書をもって要請するものとする。 
なお、緊急を要する場合は、口頭で行い、後日文書を送達するものとする。 
ア 派遣を要請する理由 
イ 派遣を要請する職員の職種別人員数 
ウ 派遣を必要とする期間 
エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 
オ 連絡責任者 
カ その他職員の派遣について必要な事項 

（２）県に対する職員の派遣のあっせん要請（災害対策基本法第 30 条） 
町長は、知事に対し指定地方行政機関の職員の派遣のあっせんを求めるときは、

災害対策基本法施行令第 16 条の規定に基づく次に掲げる事項について、文書をもっ

て要請するものとする。 
なお、緊急を要する場合は、口頭で行い、後日文書を送達するものとする。 
ア 派遣のあっせんを求める理由 
イ 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数 
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ウ 派遣を必要とする期間 
エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 
オ 連絡責任者 
カ その他職員のあっせんについて必要な事項 

（３）他の市町村等に対する職員の派遣要請 
町長は、他の市町村に対し職員の派遣要請を行う場合は、地方自治法第 252 条の

17 の規定に基づく次に掲げる事項について、文書をもって要請するものとする。 
なお、緊急を要する場合は、口頭で行い、後日文書を送達するものとする。 
ア 派遣を要請する理由 
イ 派遣を要請する職員の職種別人員数 
ウ 派遣を必要とする期間 
エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 
オ 連絡責任者 
カ その他職員の派遣について必要な事項 

４ 受援体制の確立 

（１）町は、受援計画を策定するよう努め、また、受援のための連絡窓口となる部署を

定め、当該部署の名称、連絡責任者名、電話番号等を応援機関に通知する。 
（２）受援内容に応じて必要となる輸送ルート、臨時ヘリポート、活動拠点、資機材、

宿泊場所等を確保する。 

５ 連絡調整 

県、他の市町村及びその他の機関に応援要請のための連絡、又は求めに対する調整は、

総務班があたるものとする。受け入れ後は、応援を受ける各班が対応する。 

６ 派遣職員の経費負担 

県及び他市町村並びにその他の関係機関の応援要請に係る派遣職員の経費負担につい

ては、災害対策基本法第 32 条、同第 92 条及び同施行令の定めるところによる。 
なお、災害時における相互応援協定及び覚書等を締結している市町村においては、協

定等の定めるところによる。 

７ 撤収要請 

町長は、応援の目的が達成されたとき、又はその必要がなくなったときは、要請先と

協議の上、撤収要請を行う。 

●資料２ 協定一覧表[p.197] 
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第４ 自衛隊への災害派遣要請 

災害応急対策実施のため、自衛隊法第 83 条の規定に基づき、自衛隊の派遣を要する場

合の手続きを定める。 

１ 要請する災害 

災害時における人命又は財産保護のため、必要な応急対策の実施が町等において不

可能又は困難であるため、自衛隊による活動が必要である、若しくは効果的である場合

とする。 

２ 自衛隊の災害派遣活動の範囲 

自衛隊の災害派遣活動の範囲は、次のとおりとする。 
（１）車両、航空機等による被害状況の把握 
（２）避難者の誘導、輸送等避難のために必要がある場合の援助 
（３）行方不明者、負傷者等の捜索、救助 
（４）堤防等の決壊に対する水防活動 
（５）消防機関の消火活動への協力 
（６）道路又は水路が損壊し、又は障害物がある場合の啓開又は除去 
（７）被災者に対する応急治療、救護及び防疫並びに病害虫防除等の支援 
（８）通信支援 
（９）救急患者、医師その他救急活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送 
（10）被災者に対する炊き出し、給水の支援 
（11）救援物資の支給又は貸付の支援（防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与

等に関する総理府令） 
（12）交通規制への支援 
（13）その他災害の発生時において町長が必要と認め、自衛隊の対応が可能な事項 

３ 自衛隊に対する災害派遣要請 

（１）町長は、自衛隊の災害派遣が必要であると認めるときは、災害対策基本法第 68 条

の２第１項の規定に基づき、自衛隊に対し災害派遣要請を行うよう知事（危機管理

室）に要求する。 
（２）（１）の要求は、文書で行う。ただし、緊急を要する場合は、口頭で行い、後日文

書を送達する。 
（３）町長は、通信の途絶等により知事に対して自衛隊の災害派遣要請の要求が行えな

い場合は、災害対策基本法第 68 条の２第２項の規定に基づき、その旨及び当該町の

地域に係る災害の状況を第 12 旅団長（司令部第三部）に通知する。 
（４）町長は、前項の通知をしたときは、災害対策基本法第 68 条の２第３項の規定に基
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づき、速やかにその旨を知事に通知する。 
●資料６－６ 自衛隊災害派遣要求様式[p.280] 

【要請事項】 

① 災害の情況及び派遣を要請する事由 
② 派遣を希望する期間 
③ 派遣を希望する区域及び活動内容 
④ その他、参考となるべき事項 
例）○必要な車両、航空機、資機材 ○必要な人員 ○連絡場所及び連絡責任者 

 

４ 派遣部隊の受入れ 

（１）町における派遣部隊の宿泊施設は、町有施設等を充てる。 
 （２）町における派遣部隊結集地の候補地（ヘリポート）は、以下のとおりとし、状況

により他の場所を選定する。 
施 設 名 所 在 地 発着位置 

甘楽総合公園 甘楽町大字小幡地内 グランド 
琴平山運動公園 甘楽町大字秋畑地内 運動場 
甘楽ふれあいの丘 甘楽町大字白倉地内 陸上競技場 

●資料４－７ ヘリポート予定地[p.255] 

５ 自衛隊の自主派遣 

（１）第 12 旅団長又は第 12 後方支援隊長は、特に緊急を要し、知事からの派遣要請を

待ついとまがないと認めるときは、自衛隊法第 83 条第２項ただし書きの規定に基づ

き、当該要請を待たないで部隊等を派遣（以下「自主派遣」という。）する。 
（２）自主派遣の基準は、次のとおりとする。 

ア 災害に際し、関係機関に対し当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が

情報収集を行う必要があると認められる場合 

 

連絡 

連絡（通知） 

①派遣要請依頼 

要請 

②派遣要請通知 

文書 
電話 

防災行政無線 

町 長 知 事 
（県危機管理室） 

警察署長 警察本部長 

第 12 旅団長(第三部防衛班) 
0279-54-2011 

内線 234・239・208（夜間） 
県防災 4-361-6301 

新町駐屯地 
第 12 後方支援隊 
（第 12 施設隊） 

0274-42-1121 
内線 266 
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イ 災害に際し、知事が自衛隊の災害派遣に係る要請を行うことができないと認

められる場合に、町長等から災害に関する通報を受け、又は、部隊等が入手し

た情報から、直ちに救援の措置をとる必要があると認められる場合 
ウ 航空機の異常を察知する等、災害に際し、自衛隊が捜索又は救助の措置を迅

速にとる必要があると認められる場合 
エ その他、災害に際し、前記に順じ、特に緊急を要し、知事からの要請を待つ

いとまがないと認められる場合 
（３）第 12 旅団長又は第 12 後方支援隊長は、自主派遣を行ったときは、速やかに知事

に連絡し、密接な連絡調整のもとに適切かつ効率的な救援活動を実施する。 
（４）第 12 旅団長又は第 12 後方支援隊長は、自主派遣を行った後に知事から派遣要請

があった場合には、その時点から知事の派遣要請に基づく救援活動を実施する。 

６ 派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の権限 

派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害対策基本法に基づき以下の権限を行使する

ことができる。 
（１）警戒区域の設定（災害対策基本法第 63 条第３項） 

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身

体に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、町長若しくは町長

の職権を行う町の吏員及び警察官がその場にいない場合に限り、警戒区域を設定し、

災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立入を制限し、若しくは

禁止し、又は当該区域からの退去を命ずることができる。 
この措置をとった場合は、直ちにその旨を町長に通知しなければならない。 

（２）応急公用負担等（災害対策基本法第 64 条第８項、第９項、第 10 項） 
ア 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を

実施するため緊急の必要があると認めるときは、町長若しくは町長の職権を行

う町の吏員及び警察官がその場にいない場合に限り、他人の土地、建物その他

の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用

することができる。 
イ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を

実施するため緊急の必要があると認めるときは、町長若しくは町長の職権を行

う町の吏員及び警察官がその場にいない場合に限り、現場の災害を受けた工作

物又は物件で当該応急措置の実施の支障となるものの除去その他必要な措置を

することができる。 
ウ 上記ア、イの措置をとった場合は、直ちにその旨を町長に通知しなければな

らない。 
エ 上記イにより、工作物等を除去したときは、これを保管しなければならない。 
オ その他手続きについては、災害対策基本法第 64 条による。 
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（３）応急公用負担等（災害対策基本法第 65 条） 
災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施

するため緊急の必要があると認めるときは、町長若しくは町長の職権を行う町の吏

員及び警察官がその場にいない場合に限り、住民又は当該応急措置を実施すべき現

場にある者を当該応急措置の業務に従事させることができる。 
この措置をとった場合は、直ちにその旨を町長に通知しなければならない。 

７ 災害派遣活動の総合調整 

要救助者の救出に当たっては、警察、消防、自衛隊の役割分担及び協力関係の構築が

不可欠であるため、災害対策本部に自衛隊連絡室を設置するほか、必要に応じて県の現

地災害対策本部又は町災害対策本部に県、警察署、町、消防機関及び自衛隊の責任者で

構成する調整会議を設置して各機関の活動の円滑化を確保するものとする。 

８ 派遣要請後の変更手続 

町長は、派遣要請の依頼後において、自衛隊の部隊等の活動内容、派遣期間の変更を

要求する場合は、派遣要請の要求の例により手続きを行うものとする。 

９ 派遣部隊等の撤収要請 

町長は、派遣活動又は派遣期間が終了し、自衛隊の災害派遣の必要がなくなったと

認めるときは、直ちに知事（危機管理室）に対し、文書で撤収の要請を要求するものと

する。 
ただし、緊急を要する場合は、口頭で行い、後日文書を送達するものとする。 

10 費用負担区分 

（１）派遣部隊等の活動に要した費用のうち次の費用については、原則として町が負担

するものとする。 
ア 宿泊施設の借上料 
イ 宿泊施設の汚物処理費用 
ウ 災害派遣活動に係る電気、ガス、水道及び電話料金 
エ 災害派遣活動に係る資機材の調達費用 

（２）前項に掲げた費用以外の費用の負担区分については、町と自衛隊とで協議して定

めるものとする。 
（３）派遣部隊の活動が２以上の市町村にわたって行われた場合の費用の負担割合につ

いては、関係市町村が協議して定めるものとする。 
 
  



第３章 風水害等応急対策計画 第２節 情報収集・連絡及び通信の確保 第１ 気象予報の収集・伝達 

 

~ 79 ~ 
 

第２節 情報収集・連絡及び通信の確保 

第１ 気象予報の収集・伝達 

気象業務法関係法令に基づき発表される注意報・警報の関係機関及び住民への迅速か

つ正確な通報伝達体制等は、本計画の定めるところによる。 

１ 体制の整備 

町長は、注意報・警報等の受信伝達が迅速かつ的確に行われるよう、町における体制

を常時整備しておくものとする。 

２ 気象業務法に基づく特別警報・警報・注意報 

大雨や強風等の気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには「注意報」が、

重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大な災害が起こるおそれが著

しく大きい場合には「特別警報」が、群馬県内の市町村ごとに発表される。 
なお、大雨や洪水等の警報等が発表された場合のテレビやラジオによる放送等では、

重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり市町村等をまとめた地

域の名称を用いる場合がある。 
（１）特別警報・警報・注意報の種類及び概要 

前橋地方気象台が発表する特別警報・警報・注意報の種類は、次表のとおり。 

【特別警報・警報・注意報の概要】 

現象の種類 概      要 

特別警報 

大雨（土砂災害、浸水害）、暴風、暴風雪、大雪が特に異常である
ため、重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合、その旨を警
告して行う予報 

警  報 
大雨（土砂災害、浸水害）、洪水、暴風、暴風雪、大雪によって重
大な災害の起こるおそれがある場合、その旨を警告して行う予報 

注 意 報 
大雨、洪水、強風、大雪等によって災害が起こるおそれがある場合
に、その旨を注意して行う予報 

【特別警報の発表基準】 

現象の種類 基      準 

大 雨 
(土砂災害、浸水害) 

特別警報 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想さ
れ、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧に
より大雨になると予想される場合 

暴 風 
特別警報 

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により、暴風が吹
くと予想される場合 

暴風雪 
特別警報 

数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う
暴風が吹くと予想される場合 

大 雪 
特別警報 

数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 
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 【警報・注意報の種類と概要】 

現象の種類 概  要 

警 

報 

大 雨 警 報 
大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ
れる。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、大雨警報（浸水害）、大雨
警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべき事項が明記される。 

洪 水 警 報 
大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、重大な災害が発生するおそれが
あると予想されたときに発表される。対象となる重大な災害として、河川
の増 水や氾濫堤防の損傷や決壊による重大な災害があげられる。 

大 雪 警 報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ
れる。 

暴 風 警 報 
暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ
れる。 

暴風雪警報 
雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想されたとき
に発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる
視程障害等による重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。 

注 

意 

報 

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

洪水注意報 
大雨、長雨、融雪等により河川が増水し、災害が発生するおそれがあると
予想されたときに発表される。 

大雪注意報 大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

強風注意報 強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

風雪注意報 
雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害等に
よる災害」のおそれについても注意を呼びかける。 

濃霧注意報 濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

雷 注 意 報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」
による災害についての注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への
注意についても雷注意報で呼びかけられる。 

乾燥注意報 
空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表され
る。具体的には、火災の危険が大きい気象条件を予想した場合に発表される。 

なだれ注意報 
「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ
れる。 

着氷注意報 
著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ
れる。具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあ
るときに発表される。 

着雪注意報 
著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表さ
れる。具体的には、通信線や送電線、船体等への被害が起こるおそれのあ
るときに発表される。 

融雪注意報 
融雪により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
具体的には、浸水、土砂災害等の災害が発生するおそれがあるときに発表
される。 

霜 注 意 報 
霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
具体的には、早霜や晩霜により農作物への被害が起こるおそれのあるとき
に発表される。 

低温注意報 
低温により災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
具体的には、低温のために農作物等に著しい被害が発生したり、冬季の水
道管凍結や破裂による著しい被害の起こるおそれがあるときに発表される。 

●資料４－４ 気象警報・注意報の種類及び発表基準[p.250] 
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（２）特別警報・警報・注意報の発表区域 
注意報・警報の発表地域区分は、原則「市町村単位」（二次細分区域）になってい

るが、気象状況によって、「高崎・藤岡地域」（一次細分区域）が使用される場合が

ある。 
 【発表地区区分】 

一次細分区域 二次細分区域 

北部 

利根・沼田地域 沼田市、片品村、川場村、昭和村、みなかみ町 

吾妻地域 
中之条町、東吾妻町、長野原町、嬬恋村、草津町、

高山村 

南部 

前橋・桐生地域 前橋市、桐生市、渋川市、みどり市、榛東村、吉岡町 

伊勢崎・太田地域 
伊勢崎市、太田市、館林市、玉村町、板倉町、明和町、 

千代田町、大泉町、邑楽町 

高崎・藤岡地域 
高崎市、藤岡市、富岡市、安中市、上野村、神流町、 

下仁田町、南牧村、甘楽町 

２ 気象業務法に基づく気象情報等 

（１）全般気象情報、関東甲信地方気象情報、群馬県気象情報 
気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合

や、特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説す

る場合等に発表する。 
（２）記録的短時間大雨情報 

群馬県内で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地

上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分

析）したときに、府県気象情報の一種として前橋地方気象台が発表する（１時間に

100mm 以上の猛烈な雨を観測・解析した場合）。 
（３）竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を

呼びかける情報で、群馬県内に雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の

激しい突風の発生しやすい気象状況になっている時に、前橋地方気象台が群馬県を

対象に発表する。 
また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その

周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を、前

橋地方気象台が群馬県を対象に発表する。この情報の有効期間は、発表から１時間

である。 
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３ 消防法に基づく火災気象通報 

（１）前橋地方気象台は、気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、消防

法第 22 条第１項の規定に基づき当該状況を県（危機管理室）に通報する。 
（２）火災気象通報は、次のいずれかの条件に該当したときに行う。 

ア 実効湿度が 50％以下で最小湿度が 25％以下になる見込みのとき。（乾燥注意報

の発表基準と同じ。） 
イ 平均風速が 13m/s 以上になる見込みのとき。（強風注意報の発表基準と同じ。た

だし降雨、降雪中又はまもなく降り出すと予想されるときは通報しないことがある。） 
ウ 実効湿度が 60％以下で最小湿度が 35％以下になり、平均風速が８m/s 以上にな

る見込みのとき。 
（３）火災気象通報は、天気予報等の発表区分に従い、群馬県南部、群馬県北部の２区

域により行う。 

４ 消防法に基づく火災警報 

町は、火災気象通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認める

ときは、消防法第 22 条第３項の規定に基づき、必要に応じ火災警報を発する。 

５ 水防法に基づく洪水予報・水防警報 

群馬県水防計画の定めるところによる。 

６ 気象業務法、災害対策基本法に基づく土砂災害警戒情報 

群馬県（砂防課）と前橋地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報（土砂災害）

発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が高まったとき、町長が避難勧告等を発令

する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう市町村ごとに発表する。 
 

土砂災害警戒情報が発表されているときは、避難勧告等の対象地区の範囲が十分

であるかどうか等、既に実施済みの措置の内容を再度確認し、その結果、必要に応

じて避難勧告の対象地域の拡大等の更なる措置を検討する必要がある。 

 

７ 住民等への周知方法 

町長は、県等関係機関から警報等の伝達を受けたとき、又は異常現象を承知したとき

は、次の方法により住民及び関係機関に周知するとともに、その対策をすみやかに実施する。 
（１）県及び関係機関と緊密に連絡を取るとともに、テレビ・ラジオ放送には特に注意

し、的確な気象情報の把握に努め、その対策に万全を期する。なお、大雨、暴風、大

雪、暴風雪等の特別警報の伝達を受けたときは、直ちに住民等に周知するものとする。 
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（２）県から火災気象通報の伝達を受けたときは、その地域の条件を考慮して、火災警

報を発する。なお、火災警報を発したときは、消防計画の定めるところにより、必

要な措置をとる。 
（３）警報等を住民及び関係機関に周知するときは、予想される災害の事態及びこれに

対する措置についても徹底する。 
（４）警報等の周知は、おおむね次の方法により行う。 

ア 防災行政無線 
イ 広報車 
ウ サイレン、警報 
エ 一般の加入電話、携帯電話（緊急速報メール、甘楽町安全安心メール） 
オ 伝達組織（区長等） 
カ フェイスブック（facebook）などの SNS 

８ 勤務時間外等における通報伝達 

町長は、勤務時間外等に通報伝達される警報及び火災気象警報等の通達が、迅速、か

つ的確に行われるよう常時体制を整備するものとする。 
なお、伝達系統は 第３章 第１節 第２「職員の動員」に定めるところによる。 

９ 異常現象発見の措置 

町地域内において豪雨、激しい突風、河川の著しい増水、頻繁地震等の異常な気象現

象を発見した場合は、次の方法によりすみやかに関係機関に通報するものとする。 
（１）発見者の通報 

異常現象を発見した者は、すみやかに自己又は他人により、町長もしくは警察官

に通報する。 
（２）警察官の通報 

異常現象を発見し、あるいは通報を受けた警察官は、すみやかに富岡警察署長に

報告し、富岡警察署長が町長に通報する。 
（３）町長の通報 

上記 (１) 及び (２) によって異常現象を承知した町長は、次の機関にすみやかに

通報又は連絡する。 
ア 前橋地方気象台 
イ その他異常現象に関係のある隣接市町村 
ウ 行政県税事務所、土木事務所等その地域を管轄する異常現象に関係のある県

の出先機関 
（４）通報を要する異常現象 

ア 強い突風、竜巻、強い降ひょう、激しい雷雨、河川の著しい増水等の著しく

異常な現象 
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イ 急傾斜地等で湧出、地割れ等の地形変化 
ウ 涌泉の新生あるいは枯渇、量、臭、色、温度の異常等顕著な変化 
エ 頻発地震（数日間以上にわたり頻繁に感ずるような地震） 

（５）通報手段 
通報は、電話又は FAX によることを原則とする。 

10 気象注意報・警報等の伝達協力 

気象注意報・警報等の通報伝達に当たっては、各防災関係機関は当該気象注意報・警

報等が速やかに関係者に到達するよう相互に協力するものとする。 

11 J-ALERT（全国瞬時警報システム）における伝達系統 

緊急地震速報、弾道ミサイル情報といった対処に時間的余裕のない事態が発生した場

合、J アラートによって、防災行政無線から住民に対して瞬時に情報伝達される。 

資料 ：「 J-ALERT  リーフレット 」（ 総務省消防庁） 
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第２ 災害情報の収集・報告 

被害状況及び災害応急対策の情報の調査、収集あるいは、被害報告の取扱いは、本計

画に定めるところにより実施するものとする。 

１ 被害報告等取扱責任者 

町は、被害報告等が迅速かつ的確に処理できるよう被害報告取扱責任者を定めておく

ものとする。 

２ 被害等の調査 

（１）被害等の調査は、次に掲げる班が被害状況を収集・把握し、随時総務班に報告する。 

調査事項 調査班 協力団体等 

総合調整 総務班 区長、消防団 

人的被害 総務班 区長、消防団 

家屋被害 総務班 区長、消防団 

医療関係被害 救護衛生班 医師会、環境保健協会 

社会福祉施設関係被害 救護衛生班 各施設の長 

防疫衛生環境被害 救護衛生班 環境保健協会 

公共土木施設関係被害 建設班 区長、消防団 

農業土木施設関係被害 建設班 区長 

農業・林業・畜産関係被害 農林班 農業共済組合、農業協同組合、森林組合 

商工業関係被害 商工班 商工会 

上水道関係被害 水道班  

下水道関係被害 水道班  

学校教育関係施設被害 教育班 各施設の長 

社会教育関係施設被害 教育班 各施設の長 

文化財関係被害 教育班 所有者・管理者 

町有財産被害 総務班  

火災・水害関係被害 消防署・消防団 区長 

 

（２）被害状況の調査にあたっては、関係機関相互に連絡を密にし、脱ろう、重複調査

のないよう十分留意し、異なった被害状況は調整すること。 

総務班は、各班、消防団、区長等からの災害情報を確実に受領・整理し、本部長

に報告する。 

（３）被災世帯員数等については、現地調査のほか住民登録等の照合を行い、的確に処

理する。 
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３ 報告の種別 

（１）知事に対する報告 

町長は、町内の被害状況について、次により富岡行政県税事務所を経由して、知

事あて報告する。 

災害発生直後の被害情報等の報告にあたっては、人的被害の状況、建築物の被害

状況及び火災、土砂災害発生状況等のほか、被害規模に関する概括的情報を含めて

収集し、把握できた範囲から直ちに報告する。 

なお、県に報告できない場合には、直接国（総務省消防庁）に報告する。 

また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住民登録を行っていること

が判明した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県（外国人のうち、旅行者な

ど住民登録の対象外の者は外務省）に連絡する。 

ア 災害対策基本法に基づく報告 

① 災害概況即報 

災害の発生を覚知したときは、30 分以内に様式「災害概況即報」により下記

事項を主体にして富岡行政県税事務所長あて、電話等によりすみやかに通報す

るとともに関係機関に連絡する。 

a 災害発生の日時 

b 災害の原因 

c 災害発生場所又は地域 

d 被害の状況 

e 災害に対し既にとられた措置（災害対策本部の設置、主な応急措置の状況、

その他必要事項） 

f 救助法適用の要否及び必要な救助の種類 

g その他必要な事項 

② 被害状況即報 

災害概況即報報告後、様式「被害状況即報」により被害状況等が判明したも

のから逐次報告するものとし、特に人的被害、家屋被害の状況を優先する。 

なお、報告方法はアに準じ行うものとし、報告時期はおおむね次の区分によ

るものとする。 

災害情報 

報告回数 
第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 

報告時期 
災害発生後 
２時間以内 

災害発生後 
３時間後 

災害発生後 
10時間後 

災害発生後 
24時間後 

災害応急対
策実施まで
毎日１回 

③ 災害確定報告 

応急対策が終了した後 10日以内に様式「災害確定報告」を富岡行政県税事務
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所長あてに報告する。 

イ 災害対策基本法以外に基づく被害報告は、それぞれの法令等に定められた報告

方法により報告する。 

４ 被害程度の認定基準 

報告するにあたっての被害程度の認定基準は、次の基準による。 

（１）人的被害 

次により、区分して掲げるが、重軽傷者の別が把握できない場合は、負傷者とし

て報告する。 

ア 「死者」とは、当該災害が原因で死亡し、遺体を確認したもの又は遺体は確認

できないが、死亡したことが確実な者とする。 

イ 「行方不明者」とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのあ

る者とする。 

ウ 「重傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要

のある者のうち１ヶ月以上の治療を要する見込みの者とする。 

エ 「軽傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要

のある者のうち１ヶ月未満で治療できる見込みの者とする。 

（２）住家被害 

ア 「住家」とは、現実の居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家

であるかどうかを問わない。 

イ 「全壊」とは、住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、もしくは流失

した部分の床面積が、その住家の延べ面積の 70％以上に達したもの、又は住家

の主要構造部の被害額が、その住家の時価の 50％以上に達した程度のものとす

る。 

ウ 「半壊」とは、住家の損害が著しいが、補修すれば元通りに使用できるもので、

具体的には損壊部分が、その住宅の延べ面積の 20％以上 70％未満のもの、又は

住家の主要構造部の被害額がその住家の時価の 20％以上 50％未満のものとする。 

エ 「一部破損」とは、全壊及び半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必

要とする程度のもの（ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さいものは

除く）。 

オ 「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当し

ないが、土砂竹木の堆積により一時的に居住することができないものとする。 

カ 「床下浸水」とは、床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

（３）非住家被害 

ア 「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないも

のとする。これらの施設に居住していたときは、当該部分は住家とする。 

イ 「公共建物」とは、役場庁舎、公民館等の公用又は公共の用に供する建物とする。 
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ウ 「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

エ 非住家被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみとする。 

 

（４）その他 

ア 「田の流出、埋没」とは、田の耕土が流出し、又は砂利等の堆積のため、耕作

が不能になったもの。 

イ 「田の冠水」とは、稲の先端が見えなくなる程度に水に浸かったものとする。 

ウ 「畑の流出、埋没」及び「畑の冠水」については、田の例に準ずる。 

５ 被害状況等の報告系統 

 （１）災害対策基本法及び消防組織法に基づく報告 

 

（２）災害対策基本法及び消防組織法に基づかない連絡 
町は、各行政分野の災害情報を、それぞれの関係法令等に基づき、県の関係課又

は関係地域機関その他関係機関に連絡する。 
 

●資料６－１ 風水害・地震災害等報告様式[p.269] 

  

                【情報連絡系統図】 
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第３ 通信手段の確保 

災害時における情報の収集・連絡については、通信の確保が不可欠となる。 
このため、町は、通信施設の整備及び保守管理について、大規模災害を考慮した対策

を講じておくものとする。 

１ 通信施設の整備及び保守管理の徹底 

町は、大規模災害発生時における通信を確保するため、通信施設の整備、拡充及び構

造の強化等防災対策を推進し、施設の被災を考慮して通信施設・手段等の複数化、予備

電源の確保、点検等の保守管理を徹底する。 
また、通信施設が被災した場合に迅速に復旧できるよう、体制を強化するものとする。 

２ 防災行政無線による通信 

気象予報等の伝達、災害情報の収集、その他災害応急措置等の迅速かつ円滑な実施を

図るため、防災行政無線の通信の確保に努めるものとする。 
●資料５－１ 防災行政無線一覧表[p.266] 

３ 災害時優先電話による通信 

防災関係機関は、災害時の救援、復旧時に必要な重要通信を確保するために NTT 電話

サービスであらかじめ登録された災害時優先電話を利用し、通信手段の確保・運用を行

うものとする。              ●資料５－２ 災害時優先電話等[p.268] 

４ 衛星携帯電話による通信 

災害等により有線が途絶した場合は、衛星携帯電話により通信の確保を図るものとする。 
●資料５－２ 災害時優先電話等[p.268] 

５ アマチュア無線による通信 

アマチュア無線クラブ等に対し、あらかじめ災害時におけるアマチュア無線の活用に

ついて理解と協力を求め、組織化することにより協力体制を確立し、災害発生時には緊

密な連帯のもとにその活用を図るとともに、可能な支援を行うものとする。 
●資料２－11 災害時非常無線通信の協力に関する協定書[p.215] 

６ すべての通信が途絶した場合の措置 

災害によりすべての通信が途絶した場合は、次により措置するものとする。 
（１）すべての通話が途絶した場合の通話は、使者を派遣して行う。 
（２）消防無線移動局を災害現地に派遣し、通信の確保を図る。 
（３）ＮＴＴの衛星通信移動車を確保依頼し、通信の確保を図る。  
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第３節 被災者等への的確な情報伝達活動 

第１ 災害広報・広聴体制の整備 

災害応急対策の実施に当たり、正確な情報を迅速に提供し、被災者の家族及び住民等

の混乱を防止するため、災害広報・広聴体制の整備充実を図るものとする 

１ 広報活動 

次の方法により住民等に災害広報を行うものとする。 
（１）広報内容は、概ね次のとおりとする。 

【広報内容】 

ア 警戒段階 
① 台風・気象情報          ⑧ 公共交通機関の運行状況 
② 河川情報             ⑨ ライフラインの状況 
③ 各種警報             ⑩ 医療機関の活動状況 
④ 避難情報 
⑤ 災害対策の状況（対策本部、水防活動、通行規制の状況・予定等） 
⑥ 被害状況（浸水、土砂災害等） 
⑦ 道路交通状況（渋滞、通行規制等） 

イ 災害発生直後（災害発生時から３日目まで） 
① ライフラインの被害状況と復旧見込 ⑥ 教育関連情報 
② 仮設住宅の設置、入居の情報    ⑦ 災害ごみの処理方法 
③ 生活必需品の供給状況       ⑧ 相談窓口の開設状況 
④ 道路・交通情報          ⑨ 安否情報 
⑤ 医療情報 

ウ 生活再開時（災害発生４日目から１０日目まで） 
① ライフライン被害状況と復旧見込  ⑥ 教育関連情報 
② 仮設住宅の設置、入居の情報    ⑦ 災害ごみの処理方法 
③ 生活必需品の供給状況       ⑧ 相談窓口の開設状況 
④ 道路・交通情報          ⑨ 被災地からの情報発信（災害規模等） 
⑤ 医療情報 

エ 復興期（災害発生から１０日以降） 
① り災証明・義援金の受付手続情報  ④ 復興関連情報 
② 各種減免措置等の状況       ⑤ 被災地からの情報発信（復興状況等） 
③ 各種貸付け・融資制度情報 
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（２）広報媒体 
広報媒体は、概ね次のとおりとする。 

【広報媒体】 

① 防災行政無線による放送        ⑤ ホームページによる掲示 
② 緊急速報メールによる配信       ⑥ 災害広報紙等の発行 
③ 甘楽町安全安心メールによる配信    ⑦ 避難所、公共施設等の掲示板 
④ 広報車による巡回放送 

２ 避難場所での広報活動 

町は、避難所担当と連携して行うものとする。 
広報にあたっては、避難所自治組織、ボランティア等との連携を保ち、情報の混乱が

生じないようにする。 
なお、障がい者、高齢者、外国人等情報入手が困難な避難者に十分配慮するものとする。 

【避難所での広報】 

① 災害広報紙等の配布 
② 避難所広報板の設置 
③ 避難所自治組織による口頭伝達 

３ 要配慮者への広報 

要配慮者に対し、広報内容を理解できるよう住民組織による伝達などを要請する。 
また、通訳ボランティアによる外国人への相談や広報などを実施する。 

４ 報道機関への発表 

（１）記者発表 
町は、掲示板への情報提供や定期的な記者発表を行い、情報及び必要な資料を提

供する。 
（２）取材活動への要請 

町は、取材殺到により町の災害対策活動に支障がある場合は、幹事社等による代

表取材のみとし、関係者以外の災害対策本部内への立入、取材を原則的に禁止する

よう要請する。 
また、避難者への取材は、個人情報に配慮するよう要請する。 
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５ 情報の入手が困難なものへの配慮 

町は、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、所在を把握できる広域避難者、

帰宅困難者等災害情報の入手が困難な被災者に対して、確実に情報伝達できるよう必要

な体制の整備を図るものとする。 

６ 広聴活動 

必要に応じ、発災直後速やかに住民等からの問い合わせに対応する専用電話を備えた

窓口の設置、人員の配置等体制の整備を図るものとする。 
また、情報のニーズを見極め、収集・整理を行うものとする。 

７ 安否情報の提供 

町は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利益を

不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発生

直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答す

るよう努める。 

なお、提供に際しては当該被災者の個人情報の管理を徹底するものとする。 
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第４節 災害の警戒防ぎょ、二次災害の防止活動 

第１ 洪水・土砂災害対策 

１ 警戒・防ぎょ活動 

（１）パトロール 
町は、河川管理者、消防団、警察署からの情報により、町内の浸水や土砂災害等

の状況を把握する。災害発生の危険がある場合は、付近住民への呼びかけ、通行の

制限等を行う。 
また、浸水、土砂災害等を発見した場合は、被災者の有無を確認し消防等へ通報する。 

（２）水防活動 
町及び消防団は、河川堤防等の巡視を行い、水防上危険な箇所を発見したときは、

直ちに応急措置を行う。河川管理者、農業用用排水施設管理者は、洪水の発生が予

想される場合、適切な措置を行う。 

２ 浸水被害の拡大防止 

町は、浸水被害が発生したときは、被害の拡大を防止するため、排水対策を実施する。 
河川管理者、農業用用排水施設管理者は、被害の拡大を防止するため、被害を受け

た堤防等の応急復旧を行う。 

３ 土砂災害の拡大防止 

県及び町は、専門技術者等を活用して土砂災害危険箇所の点検を行い、危険性が高

い箇所について、関係機関や住民に周知を図り、警戒や避難について適切に対処する。 
また、土砂災害が発生したときは、早急に被害状況や今後の被害拡大の可能性等に

ついて現地調査を行い、必要に応じて不安定土砂の除去等の応急対策を行う。 

４ 被災宅地の危険度判定 

（１）危険度判定実施本部の設置 
町は、災害対策本部に被災宅地危険度判定実施本部を設置し、調査資機材、調査

区域の分担などの準備を行うとともに、県等を通じて被災宅地危険度判定士の派遣

を要請して判定を実施する。 
（２）危険度判定の実施 

被災した宅地の二次災害を防止し、住民の安全を図るため斜面造成宅地の危険度

判定を行い、施設等に著しい被害を生じるおそれのある場合は、速やかに関係機関

や住民に連絡するとともに、必要に応じ、適切な避難対策、被災施設・危険箇所へ

の立入制限を行う。  
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第２ 風害・雪害対策 

１ 風倒木による二次災害の防止 

道路管理者は、風倒木による二次災害の発生を防止するため、必要に応じ道路におけ

る風倒木の除去など応急対策を講ずる。 

２ 雪害の拡大防止 

道路管理者は、積雪による交通事故の発生を防止するため、道路の除雪を実施する。 
町は、積雪による交通の混乱を軽減するため、行政区に対し、必要に応じた支援に努

めるものとする。 
特に、一人暮らし高齢者世帯、障がい者世帯、母子家庭等の除雪の担い手が不足する

場合においては、民生委員、区長、消防団等との連携により支援できるよう調整する。 
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第５節 救助・救急及び医療活動 

第１ 救助・救急活動 

災害発生後、被災者に対し救助・救急活動を行うとともに、負傷者に対し必要な医療

活動を行うことは、住民の生命・身体の安全を守るために最優先されるべき課題である。 
大規模災害時における救助・救急活動については、多数の負傷者を迅速に処置するこ

とが求められるため、速やかな救護班の派遣、円滑で効率的な救護活動の実施、医薬品・

医療用資機材の供給体制の確保、他の地方公共団体との相互支援体制の整備等について

関係機関が連携を密にし、一貫性のある的確な対応を行うものとする。 

１ 町による救助・救急活動 

町は、消防本部、警察署及び管内駐在所、医療機関等と連携して、的確かつ円滑な救

助・救急活動を行うとともに、被害状況の早急な把握に努め、必要に応じて、他の地方

公共団体等との相互応援協定に基づく応援要請等を 第３章 第１節 第３「広域応援の要

請」及び 第４「自衛隊への災害派遣要請」により行い、住民の安全確保を図る。 

２ 住民、自主防災組織及び事業所（企業）による救助・救急活動 

（１）大規模災害の発生直後は、道路の破損等により、道路交通網が寸断され、消防機

関、警察機関等による救助・救急活動が一時的に機能しない事態が予測される。 
このため、住民、自主防災組織及び事業所は、自主的に被災者を倒壊建物等から救

出し、応急処置を施し、医療機関に搬送するなど救助・救急活動を行うよう努める。 
（２）救助・救急活動に必要な資機材は、自ら所有する資機材を使用するほか、県行政

県税事務所等の資機材の貸し出しを受ける。 
（３）住民、自主防災組織及び事業所は、消防機関、警察機関等による救助・救急活動

に協力するものとする。 

３ 消防機関による救助・救急活動 

消防本部及び消防団は、次の要領で救助・救急活動を実施する。 
（１）救助・救急活動の原則 

ア 災害発生後、直ちに救助・救急体制を整えて必要な活動を行う。 
イ 生存者の救出を最優先に人員を投入する。 
ウ 要救助者が多数いる場合は、救命を必要とする者を優先する。 
エ 重機類等資機材を有効に活用する。 
オ 要救助案件が多発し多数の救助隊が活動する場合は、各隊相互間の連携を密に

し、情報を共有するとともに役割分担及び携行資機材を調整するなどして効率的

な救助活動を行う。 
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（２）活動要領 
ア 救助対象の状況把握 

消防本部及び消防団は、次の事項について被災地域の情報を収集し、実態の把

握に努める。 
① 医療機関の被害状況及び道路、橋梁等の被害状況に伴う危険度 
② 建築物の倒壊状況 
③ 多数の負傷者及び要救助者が発生した地域 
④ 車両部隊の出動可否と通行可能道路 
⑤ その他救助、救急活動上必要な事項 

イ 救助活動 
救助隊を編成し、被害状況等を考慮し、緊急度に応じて救助現場に派遣する。 

ウ 傷病者の搬送 
災害状況及び通行可能道路並びに医療機関等の収容可否を総合的に判断し、医

療機関等に搬送する。搬送した傷病者及び病床数については、常に把握し搬送に

支障のないように努める。 
また、道路等の途絶により救急車等による搬送が困難な場合は、ヘリコプター

の出動を県に要請する。 
エ 道路障害等により救急車が出動不可能時の活動 

担架隊を編成し、重傷者を優先して救護所又は安全な場所へ搬送する。要搬送

者が多数の場合は、付近住民の協力を求める。 
オ 重機類の活用 

協定に基づき、建設業協会等に重機の出動を求める。 
●資料２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定書[p.212] 

４ 応援要請 

消防本部は、必要に応じ広域応援協定等に基づき他の消防機関に応援を求め、又は消

防組織法第 44 条の規定に基づき、消防庁長官に対し他都道府県の消防機関（「緊急消防

援助隊」を含む。）の派遣を要請するよう知事に求める。 
●資料２－４ 群馬県防災航空隊支援協定[p.203] 

●資料２－５ 富岡甘楽広域市町村圏消防相互応援協定書[p.205] 

５ 関係機関の連携 

消防本部、警察署、自衛隊及び消防団は、救助・救急活動が円滑かつ効率的に行われ

るよう、情報を共有し、それぞれの役割を定め、協力して活動するものとする。 
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第２ 医療活動 

１ 医療機関による医療活動 

被災地域内の公的医療機関及び民間医療機関は、次により医療活動を行う。 
（１）来院した傷病者又は搬送された傷病者に対し治療を施す。 
（２）病院建物、医療設備等が被害を受けたときは、応急復旧を実施するとともに、必

要に応じライフライン事業者等に対し応急復旧の要請を行い、機能の回復に全力を

尽くす。 
（３）医療機能の低下により傷病者の受入れができなくなった場合、又はより設備の整

った医療機関に傷病者を転送する必要があると認める場合は、直ちに転院の措置を

講ずる。 
（４）転送先の検討にあたっては、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）及び群

馬県統合型医療情報システムを活用する。 
（５）傷病者の転送に当たっては、必要に応じ、町又は県（消防保安課）に要請し、

ヘリコプターを有効に活用する。 

２ 救護所の設置及び救護班の派遣 

（１）町は、医療機関の医療機能が低下した場合、多数の負傷者が生じた場合、被災地

と医療機関が離れている場合等で医療機関のみでは対応できないときは、被災地に

救護所を設置する。 
（２）町は、救護所を設置したときは、必要に応じ、速やかに日本赤十字社群馬県支部

又は県（医務課）に対し、救護班の派遣を要請する。 
（３）救護班を編成した場合は、その旨を県（医務課）に連絡する。 

【救護所での活動】 

①傷病者の応急手当 
②負傷者の傷害等の程度の判別（トリアージ） 
③後方医療施設への転送の要否及び転送順位の決定 
④転送困難な患者に対する医療の実施 
⑤死亡の確認 
⑥緊急時の助産 

４ 後方医療活動の要請 

（１）医療施設の確保 
町は、重症者を地域内の救急告示病院又は災害拠点病院に収容するよう要請する。 

（２）医療施設への搬送 
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救護所から救急告示病院又は災害拠点病院へは救急車で搬送する。 
交通の状況により救急車での搬送が困難な場合は、ヘリコプターでの搬送を県、

自衛隊に要請する。 

【後方医療機関】 

救急告示病院 公立富岡総合病院 

災害拠点病院 

○基幹災害医療センター 
前橋赤十字病院、 

○地域災害医療センター 
群馬県済生会前橋病院、医療法人社団日高会日高病院 
桐生厚生総合病院、SUBARU 健康保険組合総合太田病院 
公立藤岡総合病院、公立富岡総合病院、原町赤十字病院 
伊勢崎市民病院、伊勢崎佐波医師会病院 
国立病院機構沼田病院、利根中央病院、渋川総合病院 

５ 医薬品及び医療資機材の確保 

（１）医療機関又は救護所の管理者は、医薬品又は医療資機材が不足する場合は、町又

は県（薬務課）に手配を要請する。 
（２）町又は県（薬務課）は、医薬品又は医療資機材の製造業者若しくは販売業者に連

絡し、医療機関への供給を要請する。 

６ 慢性疾患患者等への対応 

町は、人工透析患者等の慢性疾患患者への医療を確保するため、人工透析患者等の把

握、対応可能な医療機関の把握、患者の搬送、情報の周知等を行うものとする。 
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第６節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

第１ 交通の確保 

１ 交通状況の把握 

道路管理者は、通行可能な道路を迅速に把握して、県及び警察署に連絡する。 

２ 交通規制等の実施 

（１）警察の交通規制 
警察署は、緊急輸送を確保するため必要な場合は、県及び市町村と協議の上、災

害対策基本法第 76 条第１項の規定に基づき、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止

又は制限すべき道路区間を決定し、交通規制を実施する。 
この場合において、被災地への流入車両等を抑制する必要がある場合には、隣接

警察署の協力を求め、周辺地域を含めた広域的な交通規制を実施する。 
（２）町の交通規制 

町は、町管理道路について、道路法第 46 条に基づき、道路の浸水、土砂の堆積、

破損、決壊、その他の事由により交通が危険であると認められる場合、道路の構造

を保全し、又は交通の危険を防止するため、区間を定めて道路の通行を禁止し、又

は制限することができる。その場合は、警察署にその旨を連絡する。 
（３）交通指導員による交通整理 

町長は、警察署長の要請により、交通指導員に緊急交通路の確保等、緊急時の交

通整理を行わせることができる。 
●資料２－３ 災害発生時における交通指導員の運用に関する協定書[p.202] 

３ 路上の車両等の撤去 

（１）警察による措置 
警察官（警察官がその場にいないときは消防吏員又は自衛官）は、緊急輸送道路

における緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要があるときは、災害対策基

本法第 76 条の３の規定に基づき、道路上の車両その他の物件を道路外の場所に移転

させる措置をとるよう、当該物件の占有者、所有者又は管理者に命じるものとする。 
上記の命令を受けた者が当該措置をとらないとき又はその命令の相手方が現場に

いないときは、警察官（警察官がその場にいないときは消防吏員又は自衛官）は、

自ら当該措置をとるものとする。 
（２）道路管理者による措置 

道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の

通行を確保するため緊急の必要があるときは、災害対策基本法第 76 条の６の規定に
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基づき、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うものとする。運転者がいない場

合等においては、道路管理者は、自ら車両の移動等を行うものとする。 
●資料４－８ 緊急輸送道路[p.255] 

４ 道路の応急復旧 

道路管理者は、所管の道路、橋梁について被害状況を把握し、緊急輸送道路を最優先

に、道路交通の確保を図る。 
町は、町管理道路について、警察署と連携して危険な道路の通行の禁止又は制限等の

措置などを講じるとともに、被災道路、橋梁に対する応急措置を行う。 
（１）被災状況の把握 

あらかじめ定めた道路パトロール区分図に基づき所管内の道路パトロールを行い、

道路・橋梁及び占用物件の被災状況を把握する。 
（２）道路上の障害物の除去 

路肩の崩壊、がけ崩れ、倒壊物等により通行に支障がある場合には、建設業協会

等に出動を依頼して障害物の除去を行い、迅速に通行を可能にする。 
また、危険箇所には道路標識や警戒要員を配置するなどの措置をとる。なお、道

路上の障害物の除去は、緊急輸送等に必要な路線を優先して行う。 
（３）道路・橋梁の復旧対策 

緊急巡回、緊急点検によって得られた情報を整理検討のうえ、道路管理者及び占

用者と協議し、応急復旧の方針を決定し、応急復旧を行う。 
●資料２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定書[p.212] 

５ ヘリポートの確保 

町は、航空輸送の必要がある場合は、開設予定箇所の状況を把握して、臨時ヘリポー

トの開設場所を決定し、その周知徹底を図る。 
また、被災により使用不能な場合は、直ちに応急復旧を行う。 

●資料４－７ ヘリポート予定地[p.255] 

６ 輸送拠点の確保 

町は、県が定める緊急輸送道路ネットワークを参考にして、被害状況、道路等の損壊

状況を考慮して、最も適切な場所に輸送拠点を開設するとともに、関係機関、住民等に

その周知徹底を図るものとする。 
また、輸送拠点に災害応急対策に使用する物資、救援物資等を集積し、効果的な収集

配送が行われるよう、職員を配置して管理する。 
●資料４－９ 輸送拠点[p.255] 
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第２ 輸送手段の確保 

町は、関連機関と連携し、次により輸送手段を確保するものとする。 

１ 輸送手段の確保 

（１）自動車の確保 
町は、自ら保有する自動車を第一次的に使用し、不足が生じた場合は、他の防災

関係機関又は民間の自動車を借り上げるものとするが、その確保は次の順序による。 
ア 町及び災害応急対策実施機関所有の車両等 
イ 公共的団体等の車両等 
ウ 営業用車両等 
エ その他の自家用車両等 

（２）鉄道の確保 
町は、自動車による輸送が困難な場合又は鉄道による輸送が効率的な場合は、鉄

道による輸送を鉄道事業者に要請する。 
（３）ヘリコプターの確保 

町は、陸上輸送が困難な場合又はヘリコプターによる輸送が効率的な場合は、防災ヘ

リコプター、県警ヘリコプター、自衛隊機の派遣等、ヘリコプターの運航を要請する。 

２ 調達方法 

（１）庁用車両の配車 
災害時における庁用車両の集中管理及び自動車の確保・配備は、総務班が行い、

各班は緊急輸送用の自動車等を必要とするときは次の事項を明示して、総務班に依

頼するものとする。 
総務班は、稼働可能な車両数を掌理し、要請に応じ適正に配車を行う。 
ア 輸送区間及び借上期間 
イ 輸送量及び台数 
ウ その他必要事項 

（２）車両の借上げ 
各班からの要請等により庁用車両だけでは不足する場合又は不足が予想される場

合は、総務班は、直ちに公共的団体の所有する自動車又は町内運送関係業者等に協

力を依頼し調達を図るものとする。 
なお、特殊車両については、建設班又は水道班が町内建設業者等から調達を図る

ものとする。 
（３）応援要請 

町内で車両の確保が困難な場合は、必要により（社）群馬県トラック協会等に対

し協力を要請するとともに、近隣市町村又は県に応援を要請するものとする。 
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３ 費用の基準及び支払い 

（１）輸送業者による輸送又は車両等の借上げは、通常の料金による。 
（２）自家用車等の借上げについては、借上げ謝金として、輸送業者に支払う料金の範

囲内で町が所有者と協議して定める。 
（３）官公署及び公共機関所有の車両使用については、無料又は燃料費程度の費用とする。 

４ 災害救助法による輸送の基準 

災害時の輸送のうち災害救助法に基づいて支出し得る輸送費の範囲は、次に掲げる場

合の輸送とする。 
（１）被災者の避難のため 
（２）医療及び助産のため 
（３）被災者救出のため 
（４）飲料水供給のため 
（５）救助用物資の輸送 
（６）死体の捜索及び処理のため 

５ 輸送上の注意事項 

災害時の輸送に当たっては、次の事項に留意して行うものとする。 
（１）自動車等の借上げに当たっては、被災地に近い地域で確保すること。 
（２）災害輸送に当たっては、輸送責任者を同乗させる等の措置をとること。 
（３）自動車の確保に当たっては、運転者を含め借上げ（雇上げ）するようにすること。 

６ 緊急通行車両の確認 

（１）趣旨 
知事（危機管理室・行政県税事務所）又は県公安委員会（警察本部・警察署）は、

一般車両の通行を制限し、緊急通行車両の通行を優先することによって災害応急対

策を迅速かつ的確に実施するため、災害対策基本法施行令第 33 条の規定に基づき、

緊急通行車両の確認を行う。 
（２）緊急通行車両の区分 

緊急通行車両の確認に当たっては、災害応急対策の緊急度及び重要度に応じ、次

のとおり対象車両を区分するものとする。 
ア 第１順位の対象車両 
① 救助・救急活動、医療活動従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物資 
② 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 
③ 被害情報収集のための政府、地方公共団体の人員 
④ 医療機関に搬送する重傷者 
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⑤ 交通規制に必要な人員及び物資 
これらを輸送する車両については、緊急通行車両の確認事務を行うことな

く通行可能とする。 
⑥ 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水

道施設保安要員等初動の応急対策に必要な要員・物資等 
⑦ 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧等に必要な人員及び物資 

これらを輸送する車両については、上記の車両の活動に支障がないと認め

られるときは、緊急通行車両の確認事務を行うことなく通行可能とする。 
イ 第２順位の対象車両 
① 食料、水等生命の維持に必要な物資 
② 軽傷者及び被災者の被災地外への輸送 
③ 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

これらを輸送する車両については、第１順位の車両の活動に支障がないと

認められる場合に、緊急通行車両の確認事務を行うことにより通行可能とする。 
ウ 第３順位の対象車両 
① 災害復旧に必要な人員及び物資 
② 生活必需品 

これらを輸送する車両については、第１順位、第２順位の車両の活動に支

障がないと認められる場合に、緊急通行車両の確認事務を行うことにより通

行可能とする。 
（３）確認手続き 

町は、災害対策に使用する車両について、「緊急通行車両使用申出書」を県又は公

安委員会に提出する。 
県又は公平委員会は、緊急通行車両であることを確認したときは、「緊急通行車両

確認証明書」及び標章を交付する。 
また、交付された標章は、助手席側のフロントガラス内側上部の前面から見やす

い箇所に貼付し、証明書は、当該車両に備えつける。 
●資料４－８ 緊急輸送道路[p.255] 

●資料６－７ 緊急通行車両確認申請書、証明書及び標章[p.281] 
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第７節 避難収容活動 

第１ 避難誘導 

災害が発生し、又は発生するおそれがある危険区域の居住者、滞在者、その他の者に

対して避難情報の伝達、誘導等を実施することにより居住者等の生命、身体等を災害か

ら保護するため、被災者を速やかに避難誘導するものとする。 

１ 避難情報の発令 

（１）町長は、住民の生命、身体又は財産を災害から守るため必要と認めるときは、速や

かに避難情報の発令を行うものとする。 
（２）町長のほか法令に基づき避難情報の発令を行う権限を有する者は、住民の生命、身

体又は財産を災害から守るため必要と認めるときは、速やかに発令するものとする。 
（３）町長は、避難時の周囲の状況等により避難のために立退きを行うことがかえって

危険を伴う場合等やむを得ないときは、居住者等に対し、屋内での待避等の安全確

保措置を指示するものとする。 
（４）町長は、避難情報の発令に関する事項について、指定行政機関、指定地方行政機

関及び県に対し、助言を求めることができる。 
助言を求められた指定行政機関、指定地方行政機関及び県は、避難情報発令の対

象地域、判断時期等について助言するものとする。 
（５）避難情報の「種類」及び「発令者及び措置等」並びに「住民がとるべき行動」は、

次表のとおりである。 

【避難情報の種類】 

避難準備・高齢者等 
避難開始 

・避難に時間を要する避難行動要支援者(高齢者・障がい者・

乳幼児)とその支援者は、避難を開始してください。 
・その他の人は、避難の準備をしてください。 

避 難 勧 告 

・避難できる方は避難を始めなければならない段階です。 
速やかに避難場所へ避難してください。 

・外出することがかえって危険な場合は、近くの安全な場所や

自宅内のより安全な場所に避難してください。 

避難指示（緊急） 

・災害による被害の発生する可能性が非常に高まっています。 
まだ避難していない人は、速やかに指定された避難所へ避難

してください。 
・もし避難が間に合わない場合や外出することがかえって危険な

場合は、近くの安全な場所や自宅内のより安全な場所に避難し

てください。 
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【避難情報の発令者・措置等】 

区分 発令者 措置 発令する場合 

避
難
準
備
・
高
齢
者

等
避
難
開
始 

町長 

（災害対策基本法第 56条） 

・要配慮者の避難

開始 

・一般住民の避難

準備 

災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合におい

て、特に必要があると認めら

れるとき。 

避
難
勧
告 

町長又は知事 

（災害対策基本法第 60条） 

・立退きの勧告 

・立退き先の指示 

・屋内安全確保の

指示 

災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合におい

て、特に必要があると認めら

れるとき。 

知事は、町長がその全部又

は大部分の事務を行うこと

ができなくなったとき。 

避
難
指
示
（
緊
急
） 

知事及びその命を受けた職

員又は水防管理者 

（水防法第 29条） 

・立退きの指示 洪水により著しい危険が

切迫していると認められる

とき。 

知事及びその命を受けた職員 

（地すべり等防止法第25条） 

・立退きの指示 地すべりにより著しい危

険が切迫していると認めら

れるとき。 

町長又は知事 

（災害対策基本法第 60条） 

・立退きの指示 

・立退き先の指示 

・屋内安全確保の

指示 

（避難勧告と同じ） 

警察官 

（災害対策基本法第 61条） 

・立退きの指示 

・立退き先の指示 

町長が避難のための立退

きを指示することができな

いと認めるとき、又は町長か

ら要求があったとき。 

警察官 

（警察官職務執行法第 4条） 

・避難の指示 天災、事変、工作物の損壊

等により、人の生命、身体、

財産が危険又は重大な損害

を被る事態において、特に急

を要するとき。 

自衛官 

（自衛隊法第 94条） 

・避難の指示 天災、事変、工作物の損壊

等により、人の生命、身体、

財産が危険又は重大な損害

を被る事態で、特に急を要す

る場合で、警察官がその場に

いないとき。 
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【住民がとるべき行動】 

区 分 立ち退き避難が必要な住民がとるべき行動 

避難準備・高齢 

者等避難開始 

 

○要配慮者（避難行動要支援者）とその支援者は、立ち退き避難する。 

○その他の人は、立ち退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気

象情報、水位情報等に注意を払い、自発的に避難を開始することが望

ましい（避難準備情報の段階から主要な指定緊急避難場所が開設され

始める）。 

○特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害については、避難準備が整

い次第、土砂災害に対応した開設済みの指定緊急避難場所へ立ち退き

避難することが強く望まれる。 

避 難 勧 告 

○予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ立ち退き避難する（た

だし、土砂災害や水位周知河川、小河川による浸水については、突発

性が高く精確な事前予測が困難であるため、指定緊急避難場所の開設

を終える前に、避難勧告が発令される場合があることに留意が必要で

ある）。 

○小河川による浸水については、危険な区域が地下空間や局所的に低い

土地に限定されるため、地下空間利用者等は安全な区域に速やかに移

動する。 

○指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしか

ねないと自ら判断する場合には、「緊急的な待避場所」（近隣のより

安全な場所、より安全な建物等）への避難や、少しでも命が助かる可

能性の高い避難行動として、「屋内での安全確保措置」（屋内のより

安全な場所への移動）をとる。 

避難指示(緊急) 

○避難の準備や判断の遅れ等により、立ち退き避難をしていなかった場

合は、直ちに立ち退き避難を完了する。 

○指定緊急避難場所への立ち退き避難はかえって命に危険を及ぼしか

ねないと自ら判断する場合には、近隣のより安全な建物等への避難や、

少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、屋内でもより安全

な場所へ移動する安全確保措置をとる。 

 
（６）避難準備・高齢者等避難開始、避難の勧告又は指示を行う際に明示する事項は、

次のとおりとする。 
ア 避難対象地域 
イ 避難を必要とする理由 
ウ 避難先 
エ 避難経路 
オ 避難時の注意事項（災害危険箇所の存在等） 
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（７）避難の勧告又は指示は、防災行政無線、登録制メール（甘楽町安全安心メール）、緊

急速報メール、サイレン、広報車、使走、テレビ・ラジオ放送等の伝達手段を複合的

に活用し、対象住民に迅速かつ的確に伝達するものとする。 

 
（８）町は、避難情報を発令したときは、その内容を速やかに県（行政県税事務所を経

由して危機管理室）、警察署、消防本部等に連絡するものとする。 
●資料４－２ 防災関係機関連絡先[p.246] 

２ 避難誘導 

（１）避難誘導 
地域の避難誘導は、自主防災組織、消防団等が協力し、災害の規模、状況に応じ

て、あらかじめ地域ごとに定められた避難場所及び避難所まで行う。避難は原則と

して徒歩とする。避難誘導は、負傷者、要配慮者を優先して行う。 
施設等の避難誘導は、施設管理者等が最寄りの避難場所及び避難所まで行う。 

（２）避難行動要支援者の避難誘導 
在宅の避難行動要支援者の避難は、民生委員・児童委員、地域の自主防災組織等

が支援する。 
ただし、自力及び家族等の支援による避難が困難な避難者は、町で準備した車両

等で避難させる。 
 

 
県災害対策本部 
（県知事） 

町災害対策本部 
（町長） 

消防本部 
（甘楽分署） 

富岡警察署 

住      民 

報道機関 

サイレン 
防災行政無線 
緊急速報メール 

電話 
口頭伝達 

安心安全メール 

巡回広報 
電話 

個別巡回 巡回広報・個別巡回 

報告 

指示・報告 

情報提供 

情報提供 

報告 

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ 

該当地区組織 
（区長・民生委員等） 消防団 甘楽分署 
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（３）携行品の制限 
携行品は、円滑な避難行動に支障をおこさない最小限度のものとする。 

●資料４－６ 要配慮者利用施設[p.252] 

●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 

３ 要配慮者への配慮 

町は、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人等要配慮者について、避難の遅れ

や避難途中での事故が生じないよう、地域住民や自主防災組織の協力を得て、避難情報

を確実に伝達するとともに避難の介助及び安全の確保に努める。 

●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 

４ 警戒区域の設定 

（１）町長による警戒区域の設定 
災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身

体に対する危険を防止するため時に必要があると認めるときは、町長は、災害対策

基本法第 63 条第１項の規定に基づき警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者

以外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域か

らの退去を命ずるものとする。 
（２）町から関係機関への連絡 

町は、警戒区域を設定したときは、その内容を速やかに県（行政県税事務所を経由

して危機管理室、又は直接危機管理室）、警察署、消防本部等に連絡するものとする。 
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第２ 避難所の開設・運営 

避難情報が発令された場合においては、住民を安全な場所に避難させ、良好な避難生

活の確保を図るものとする。 

１ 避難所の収容対象者 

（１）災害によって現に被害を受けた者 
ア 住居が全壊、全焼、流出、半壊、半焼、床上浸水等の被害を受け、日常起居

する場所を失った者 
イ 自己の住宅には直接被害はないが、現実に災害に遭遇し、速やかに避難しな

ければならない者 
（２）災害により、現に被害を受けるおそれがある者 

ア 避難準備・高齢者等避難開始、避難の勧告又は指示が発令された場合 
イ 避難準備・高齢者等避難開始、避難の勧告又は指示は発せられないが、緊急

に避難することが必要である者 
（３）町内等に観光又は仕事で来ており、災害により帰宅が困難となった者 
（４）その他避難が必要と認められる場合 

２ 避難所の開設 

（１）避難所の開設 
あらかじめ指定した避難所の中から安全な避難を確保できる施設を選定し、避難

所を開設するものとする。 
また、必要があれば、あらかじめ指定された施設以外の施設についても、災害に対す

る安全性を確認の上、当該施設の管理者の同意を得て避難所を開設するものとする。 
（２）避難所開設の報告 

避難所を開設したときは、開設の状況を速やかに県（行政県税事務所を経由して

危機管理室、又は直接危機管理室）、警察署、消防本部等に連絡するものとする。 
ア 開設の日時、場所 
イ 箇所数及び収容人数 
ウ 開設期間の見込み 
エ 避難対象地区名 

（３）避難所管理責任者の配置 
避難所を開設したときは、当該避難所に常駐する避難所管理責任者を配置するも

のとする。 

３ 避難者の受け入れ 

（１）避難所管理責任者は、避難地域の避難者を収容するとともに、他地区より避難し



第３章 風水害等応急対策計画 第７節 避難収容活動 第２ 避難所の開設・運営 

 

~ 110 ~ 
 

てきた避難者についても収容するものとする。 
（２）避難所管理責任者は、避難者の収容をしたときは、直ちに避難者名簿を作成する。 
（３）避難所管理責任者は、避難者の収容にあたり当該避難所が被害を受け、収容困難

となったとき、又は収容能力に余力がないときは、災害対策本部の指示を受け、他

地区の避難所にこれを収容するののとする。 
（４）避難所の収容能力を超える避難者が生じた場合は、民間施設の管理者等関係機関へ

の要請、屋外避難所の設置、県への要請等により必要な施設の確保を図るものとする。 
（５）東日本大震災における県境を越えた広域避難者の受け入れを踏まえ、本町におい

ても県と調整のうえ、広域避難者の受入れ施設の選定、開設ができる態勢を整備す

るものとする。 

４ 避難所の運営・管理 

（１）町は、避難所内の円滑な運営を行うため、避難生活が長期に渡ることが予想され

る場合には、運営委員会の設置を推進するものとする。 
なお、運営委員会が設置されない場合においても、地域の状況に応じて自主運営

の推進を図り、それが不可能な場合は、町職員が主体となり施設管理者、地域住民、

ボランティア等の支援を得て避難所の開設、運営を行うこととし、この場合におい

ても、可能な限り早期に避難者の組織化を促し、自主運営を図るものとする。 
（２）避難所の管理者及び施設の管理者は、住民、自主防災組織及び赤十字奉仕団等

ボランティアの協力を得て、避難所の管理をするものとする。 
（３）町は、避難所管理責任者から報告に基づき、避難所ごとに避難者名簿を作成し、

避難者の氏名・人数等を明確にすることにより、応急物資等に対する避難者の需要

を把握する。 
（４）避難所管理責任者は、次の事項が発生したときは、直ちに災害対策本部に報告する。 

ア 被災者の収容を開始したとき。 
イ 収容者全部が退出又は転出したとき。 
ウ 収容者が死亡したとき。 
エ 避難所に悪疫が発生したとき。 
オ その他報告を必要とする事項が発生したとき。 

（５）町は、避難所の自治組織の結成を促し、被災者が互いに助け合う自主的な避難生

活が行えるよう支援するとともに、混乱防止のための避難者心得の掲示等を行うも

のとする。 
（６）学校は、児童・生徒の安全確保と教育の早期再開に努めることを基本とするが災

害初期において教員は可能な範囲で避難所の運営に協力するとともに、学校職員が

学校長の指示を受け必要に応じて避難所の支援業務を行うものとする。 
（７）常に災害対策本部と情報交換を行い、応急対策の実施状況・予定等、適切な情報

を適宜避難者に知らせ、流言、飛語の流布防止と不安の解消に努めるものとする。 
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（８）避難生活が長期化する場合、関係各部は協議のうえ、仮設トイレや公衆電話の設

置等避難生活の環境整備に努める。 
また、高齢者や障がいを持つ人の介護や更衣・授乳等のための設備、スペースに

ついて配慮するものとする 
なお、要介護高齢者や障がい者等については、本人の意思を尊重したうえで、社

会福祉施設への二次的避難についても対応するものとする。 

５ 良好な生活環境の確保 

（１）町は、次により、避難所における良好な生活環境の確保に努めるものとする。 
ア 収容する避難者の人数は当該避難場所の収容能力に見合った人数とし、避難者

数が収容能力を超える場合は、近隣の避難場所と調整し適切な収容人数の確保に

努める。 
イ 保健・衛生面等に注意を払い、必要に応じ避難所に救護所を設置又は救護班を

派遣する。 
ウ 避難の長期化等により、必要に応じプライバシーの確保等に配慮する。 
エ 自主防災組織やボランティア等の協力を得て、役割分担を確立し秩序ある生活

を保持する。 
オ 水、食料その他生活必需品の配給については、平等かつ効率的な配給に努める。 
カ 安全の確保と秩序の維持を図るため必要と認めるときは、警察署や自主防犯組

織等の協力を得て防犯活動を実施する。 
キ 防災拠点となる避難所については、停電時の電力確保等の施設整備に努める。 

（２）避難者は、避難所の運営に積極的に参加し、自治の確立に努めるものとする。 

６ 要配慮者への配慮 

避難所の運営に当たっては、要配慮者の健康状態の保持に十分配慮するものとし、精

神衛生を含む健康相談を行い、必要に応じ福祉施設等への入所、ヘルパーの派遣、車椅

子等の手配を行うものとする。 
また、外国人に対しては、避難所内情報掲示板の外国語表記、語学ボランティアの派

遣や相談窓口の開設に努める。 

７ 在宅被災者への配慮 

ライフラインの途絶等により避難所の近隣に居住する在宅被災者がその生活に困難を

来している場合は、避難者用の応急物資を在宅者へも配給するなど配慮するものとする。 

８ 男女のニーズの違いへの配慮 

避難所の運営にあたっては、次により男女のニーズの違いや女性に対する暴力の防止

等に配慮した運営を行うよう努める。 
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（１）避難所運営担当職員に女性を配置する。 
（２）避難所運営に女性の参画を進める。 
（３）避難所内に更衣室や授乳室等のスペースを確保する。 
（４）プライバシーを確保するために間仕切り等を設置する。 
（５）関係機関等と連携し、女性相談窓口を開設する。 

●資料２－８ 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書[p.210] 

●資料２－17 災害発生時における甘楽町と日本郵便株式会社高崎郵便局及び 

甘楽町内郵便局の協力に関する協定[p.223] 

●資料４－１ 指定緊急避難場所及び指定避難所一覧表[p.245] 

●資料６－８ 避難者名簿[p.283] 
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第３ 応急仮設住宅等の提供 

避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供、公営住宅や

空き家等利用可能な既存住宅のあっせん等に努めるものとする。 

１ 応急仮設住宅等の提供 

（１）避難者の健全な住生活の早期確保のため、必要に応じ、あらかじめ把握してある

候補地の中から適当な場所を選定し、応急仮設住宅を迅速に建設し、避難所の早期

解消に努めるものとする。 
（２）応急仮設住宅は、災害発生の日から１ケ月以内に完成させることを目標とする。 
（３）応急仮設住宅の建設に当たっては、二次災害に十分配慮し、被災者の円滑な入居

の促進に努めるものとする。 
●資料４－10 応急仮設住宅設置予定地[p.255] 

２ 応急仮設住宅の建設に必要な資機材の調達 

応急仮設住宅の建設に必要な資機材が不足し、調達の必要がある場合には、国又は関

係団体等に調達を要請する。 

３ 住宅の応急修理 

必要に応じて、住宅事業者の団体と連携して、被災しながらも応急対策をすれば居住

を継続できる住宅の応急修繕を推進する。 

４ 賃貸住宅のあっせん 

公営及び民間の賃貸住宅の空室状況を調査し、当該住宅の所有者又は管理者の協力を

得て、被災者に対し入居のあっせんを行う。 

５ 避難行動要支援者への配慮 

応急仮設住宅等の提供に当たっては、避難行動要支援者の居住に適した構造の住宅の

建設に努めるとともに、避難行動要支援者の優先的入居に配慮する。 

６ 応急仮設住宅の運営管理 

応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引きこもりなどを防止するための

こころのケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女性の参

画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものとする。 
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第４ 広域一時滞在 

広域的かつ大規模な災害が発生し、被災した住民の避難が町内だけでなく、県内の他

市町村や他都道府県の他市町村にまで及ぶことが想定される。 
被災地域外への広域一時滞在が必要と判断される場合には、協定締結自治体や県に対

し、速やかに広域的避難を要請する。 
なお、市町村間の相互応援協定等に基づき、住民の広域一時滞在を行う場合は、本規

定は適用しないこととするが、この場合においても、町は、当該市町村へ住民の広域一時

滞在に係る協議を行う段階等において、県へ広域一時滞在に係る情報を適宜報告するも

のとする。 

１ 県内の他の市町村への広域的避難等 

（１）町は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等に鑑み、県内の他市町村

や相互応援協定締結自治体への広域的な一時滞在及び、応急仮設住宅等の提供が必

要であると判断した場合においては、当該市町村に直接協議する。 

（２）町は、（１）により協議しようとするときは、あらかじめ、その旨を県（危機管理

室）に報告しなければならない。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは、

協議の開始の後、遅滞なく、報告する。 

（３）町が受入れ可否の通知を受けたときは、速やかにその内容を公示し、県（危機管

理室）に報告する。 

（４）町は、協議先市町村と協議の上、具体的な住民の避難先、避難手段等を決定し、

住民に周知するとともに、迅速な避難誘導を行う。 

２ 他の都道府県の市町村への広域的避難等 

（１）町は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑み、他都道府

県の他の市町村への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であると判断

した場合においては、県（危機管理室）に対し当該他の都道府県との協議を求める。 
（２）町は、県から受入れ可否の通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示する。 
（３）町は、県外の協議先市町村と協議の上、具体的な住民の避難先、避難手段等を決

定し、住民に周知するとともに、迅速な避難誘導を行う。 
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第５ 県境を越えた広域避難者の受入れ 

甘楽町以外の地域で、広域的かつ大規模な災害が発生した場合には、近隣の都県等（以

下「被災県」という。）から多数の避難者を県内に受け入れることが想定される。 
このため、町においては、県境を越えた広域避難者（以下「広域避難者」という。）の

受入れに迅速に対応できるよう受入体制を整備するとともに、被災県からの災害救助法

等に基づく応援要請があった場合は、県内の被災状況等を勘案しつつ、要請内容に基づ

き、速やかに広域避難者の受入れを実施するものとする。 

１ 被災県からの情報収集及び連絡体制の整備 

町は、広域避難者が多数想定される場合、県又は被災自治体と連携を取り、避難者数

や避難者住所等の情報について積極的な情報収集に努める。 

２ 被災県からの応援要請内容の確認 

町は、原則として県を通じ、被災自治体からの災害救助法等に基づく応援要請通知を

受け、応援すべき救助内容について確認し、要請内容に基づき、応援実施体制の整備を行う。 
ただし、緊急を要する場合は、口頭で被災自治体に応援要請内容を確認し、後日文書

による要請通知の送達を受けるものとする。 

３ 収容可能な避難施設情報の報告 

町は、あらかじめ選定した避難所の中から、収容可能な施設を選定し、県に報告する。

なお、選定に当たっては、安全な避難が確保できる施設を選定する。 

４ 広域避難者受入総合窓口の設置 

町内の避難所間の連絡調整や広域避難者の避難所への割り振り等、町内の広域避難に

係る総合調整を実施するため「広域避難者受入総合窓口」を設置する。広域避難者受入

総合窓口を設置した場合は、速やかに県へ報告するものとする。 

５ 広域避難者の受入れ 

（１）県は、被災県及び県内市町村と調整し、受入れた広域避難者について実施する救

助の方針を決定し、市町村に通知する。 
（２）通知を受けた町は、避難所を開設し、広域避難者受入れを実施する。 
（３）被災市町村は、県と被災県との調整結果に基づき、広域避難者に対し、避難先施

設を伝達する。広域避難者は、伝達された避難所へ向かう。 
なお、県と被災県が調整するいとまがない場合は、広域避難者は、開設された県

又は県内市町村の広域避難者受入窓口へ連絡し、県及び県内市町村が調整した結果

に基づき、各市町村等の運営する避難所へ移動することとする。 
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（４）交通手段を持たない広域避難者の移動については、被災県又は被災市町村が手配

できない場合は、必要に応じて、県又は町においてバス等の移動手段を手配する。 

６ 避難場所及び避難所の運営 

第３章 第７節 第２「避難所の開設・運営」の規定を準用する。 

７ 広域避難者に係る情報等の県への報告 

避難所において、実施している救助の内容や広域避難者に係る情報など避難所運営の

状況を適宜、県へ報告する。 

８ 被災県からの情報等の広域避難者への提供 

町は、被災県から県を通して提供を受けた広域避難者の生活支援関連情報等について、

広域避難者へ随時提供するものとする。 
なお、広域避難者へのわかりやすい情報提供に努める。 

９ 被災児童・生徒の受入れについて 

県及び町教育委員会は、広域避難者の避難が長期化する場合などにおいて、避難児童・生

徒の県内小中学校等への通学が必要となる際は、避難児童・生徒及びその保護者の意向を

確認した上で、被災県教育委員会及び被災市町村教育委員会と調整し、転入学や学校へ

の一時受入れなどの対応を実施することとする。 

10 避難所の閉鎖 

町は、県及び被災自治体と連携を取り、被災自治体からの要請に基づき速やかに避難

所を閉鎖する。 
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第８節 食料･飲料水･生活必需品等の調達、供給活動 

第１ 飲料水の供給 

災害発生後、速やかに断水状況等の情報収集を行い、避難場所、避難所、学校等の給

水拠点で給水を開始するものとする。 

１ 需要の把握 

水道施設の被災・断水状況、避難所、病院等の情報を収集し、給水需要を把握する。 

２ 応急給水計画等の作成 

（１）応急給水計画等の作成 
町（水道事業管理者）は、被災状況等の情報に基づき、給水方法、給水資材の調

達、給水拠点、要員配備等を定めた応急給水計画を作成する。 
（２）水源の確保 

町は、配水場、浄水場、配水池等の水源を確認し、水補給水源とする。 
（３）保存水の確保 

町は、保存水を流通業者、製造販売業者から確保する。確保が困難な場合は、県、

他市町村に応援を要請する。 
（４）資機材、車両等の確保 

町は、応急給水に必要な資機材、車両等を協定に基づき、民間会社、水道業者、

日本水道協会等に要請し確保する。 
（５）給水拠点の周知・広報 

町は、給水拠点を設置したときは、災害対策本部等を通じて住民へ広報する。 
●資料２－７ 災害時における飲料水の提供に関する協定書[p.208] 

●資料２－10 災害時における生活物資の供給協力に関する協定[p.213] 

●資料２－13 災害時における救援物資提供に関する協定書[p.217] 

●資料２－14 災害時における応急生活物資供給等に関する協定書[p.218] 

●資料２－15 西毛地域水道事業者協議会災害時相互応援に関する協定[p.220] 

●資料４－３ 災害備蓄品等備蓄状況[p.249] 

３ 応急給水 

（１）優先給水 
町は、断水地区の医療機関、学校、避難行動要支援者施設等を優先して給水する。 

（２）給水方法 
町は、次の方法で、給水源の確保、搬送等を行う。 
ア 給水車による避難場所での給水 
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イ 病院・学校の受水槽への給水 
ウ 消火栓の活用 
住民へは、持参したポリ容器などに給水し、要配慮者には町で用意した携帯用給

水袋により、地域住民の協力を得て可能な限り戸口で給水できるようにする。 
なお、給水車等による給水が十分でない場合は、ペットボトル等の保存水を配布

する。 
【給水量の基準】 

項 目 
経過日数 

発生～３日 ４日～１０日 １１日～２１日 ２２日～ 

目標応急 
給水水量 

３リットル 
／人・日 

２０リットル 
／人・日 

１００リット 
／人・日 

２５０リットル 
／人・日 

用  途 
生命維持に必要

な飲料水 
調理・洗面など最 
低生活に必要な

水 

調理・洗面及び最

低の浴用、洗濯に

必要な水 

被災前と同様の

生活に必要な水 

 

４ 給水施設の応急復旧 

給水施設に被害が発生したときは、必要に応じ、甘楽町指定水道工事店組合及び甘楽

町建設業協会等に協力要請し、早急に応急復旧を行うものとする。 
●資料２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定書[p.212] 

５ 応急給水資器材の整備 

給水車、給水タンク、給水ポリ袋、ポリタンク等、応急給水資器材の整備・備蓄に努

めるものとする。 
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第２ 食料の供給 

  災害発生後、町は自らが備蓄している食料を放出するなど、速やかに供給を開始し、

不足分は速やかに調達するほか、炊き出しを自衛隊、赤十字奉仕団体、婦人団体等に要

請して実施するものとする。 

１ 需要の把握 

町は、各避難所担当職員からの請求をもとに食料の需要を把握する。 
対象は、避難者及び在宅の被災者を含むものとする。 

２ 食料の確保 

（１）食料供給の対象者 
食料供給の対象者は、次のとおりとする。 

【食料供給の対象者】 

① 避難指示等に基づき避難所に収容された人 
② 住家が被害を受け、炊事の不可能な人 
③ 孤立集落滞在者 
④ 旅行者、町内通過者などで他に食料を得る手段のない人 
⑤ 施設で調理することができない社会福祉施設等の入所者 
⑥ その他、食料の調達が不可能となった人 

（２）食料の確保 
町は、備蓄食料、事業者から食料を確保する。業者から調達できない場合は、県

に要請する。 
確保する食料は、おにぎり、パン、弁当、アルファ米食品、ペットボトル飲料等

とし、アレルギー除去食品や要配慮者に配慮した食品も供給する。 
（３）政府所有の米穀等の調達 

町は、災害救助法が適用され、政府所有米穀の供給が必要と認められた場合には、

「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」（平成 21 年５月 29 日付 21 総食第 113
号総合食料局長通知）に基づき、県を通じ、又は直接関東農政局に対し、応急用米

穀の供給を要請する。 
●資料２－10 災害時における生活物資の供給協力に関する協定[p.213] 

●資料２－14 災害時における応急生活物資供給等に関する協定書[p.218] 
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３ 食料の供給 

（１）備蓄食料の供給 
食料供給開始までの間は、原則として、住民、事業者自ら備蓄した食料をあてる。 
また、各避難所担当職員及び自主防災組織は、備蓄倉庫に保管してある備蓄食料

を必要に応じ避難者へ供給する。 
（２）食料の輸送 

食料の輸送は、食料供給業者又は輸送業者が直接、避難所に輸送し、孤立集落へ

はヘリコプターにて輸送する。 
必要に応じて集配拠点を設置する。 

（３）食料の配分 
各避難所担当職員は、避難所にて避難所自治組織、ボランティア等の協力により

食料を分配する。 
（４）炊き出し 

避難生活が落ち着いた段階で、パン、弁当等の供給に併せて炊き出しを実施する。 
また、自衛隊、赤十字奉仕団、各行政区の自主防災組織等に炊き出しを要請する

とともに、炊き出しに必要な食材、燃料、調理器具等を確保する。 
●資料４－３ 災害備蓄品等備蓄状況[p.249] 

●資料４－９ 輸送拠点[p.255] 
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第３ 生活必需品等の供給 

速やかに避難所生活等に必要な生活用品、消耗品等の供給を開始するものとする。 

１ 需要の把握 

町は、各避難所担当職員からの請求をもとに生活必需品の需要を把握する。 

対象は、避難者及び在宅の被災者を含むものとする。 

２ 生活必需品等の確保 

（１）生活必需品等供給の対象者 

生活必需品等供給の対象者は、次のとおりとし、このうち特に必要と認められる

者に支給する。 

  【生活必需品等供給の対象者】 

① 災害により住家に被害を受けた人 
② 被服、寝具その他生活上必要な最低限度の家財等を喪失した人 
③ 被服、寝具その他生活上必要な物資がないため、直ちに日常生活を営むことが

困難な人 

（２）生活必需品等の調達 
町は、備蓄物資、事業者から生活必需品を確保する。業者から調達できない場合

は、県に要請する。 
●資料２－10 災害時における生活物資の供給協力に関する協定[p.213] 

●資料２－14 災害時における応急生活物資供給等に関する協定書[p.218] 

●資料２－16 災害時における LP ガス等供給協力に関する協定書[p.222] 

３ 生活必需品等の供給 

（１）生活必需品等の輸送 
生活必需品等の輸送は、協定事業者又は協定輸送業者が直接、避難所に輸送する。

孤立集落へはヘリコプターにて輸送する。 
（２）生活必需品等の保管 

調達した生活必需品等の保管が必要なときは、集配拠点を設置する。 
（３）生活必需品等の分配 

避難所担当職員は、避難所おいて、避難所自治組織、ボランティア等の協力もと

に搬送された生活必需品等を避難者に分配する。 
●資料４－３ 災害備蓄品等備蓄状況[p.249] 
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４ 燃料の供給 

町は、燃料の供給が不足した場合、住民の安全を確保するために特に重要な施設、事業

について、優先的に燃料の供給を行うよう群馬県石油協同組合（富岡甘楽石油協同組合）、

群馬県ＬＰガス協会（富岡支部）へ要請する。 

総務班は、業務に関係する住民の安全を確保するために特に重要な施設等の燃料不足

の状況についての情報を取りまとめる。 

町は、円滑な燃料の供給実施のため、住民への燃料の供給状況等についての情報提供

に努める。 

５ 救援物資の受入・管理 

（１）集配拠点の設置 
町は、救援物資の受け入れのため、集配拠点を設置する。 

（２）救援物資の受入 
救援物資は、原則として個人からは受け入れないことを原則とする。 
公共団体や企業等からの申し出については、提供申出者を登録し、改めて配送先

等を連絡する登録制とし、必要なときに供給を要請する。 
（３）救援物資の管理 

集積拠点では、町が施設を管理者と協力して仕分け、管理を行う。人員が足りな

い場合にはボランティアを要請する。 
●資料４－９ 輸送拠点[p.255] 
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第９節 保健衛生・防疫・遺体の処理に関する活動 

第１ 保健衛生活動 

避難所を中心とした被災者の健康保持のためメンタルケア対策等必要な活動を行うと

ともに、地域の衛生状態に十分配慮するものとする。 
また、災害廃棄物等が日常生活に著しく支障を及ぼしている場合に備え、除去及び処

理についての対策を図る。 

１ 被災者の健康の確保 

（１）町は、被災者の心身の健康を確保するため、医師会、歯科医師会、薬剤師会等に

要請し、避難所や被災家庭に、医師、歯科医師、歯科衛生士、管理栄養士、保健師

等を派遣する巡回健康相談などを実施する。 
（２）町は、巡回健康相談等に従事する保健師等が不足する場合は、県に応援を要請する。 
（３）町は、健康相談等の実施に当たっては、高齢者、障がい者、乳幼児等要配慮者の

心身双方の健康状態に特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等への入所、ホーム

ヘルパーの派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等の協力を得

て実施するものとする。 
（４）町は、避難所等において、受診できる医療機関及び調剤薬局並びに受診方法等に

ついて情報提供を行う。 

２ 食品衛生の確保 

（１）食中毒の発生を防止するため、避難所や被災地で配給する飲料水や食料について、

良好な衛生状態の保持に努めるものとする。 
（２）食中毒患者が発生した場合は、県が行う食品衛生監視員による所要の調査に協力

し、原因の究明及び被害の拡大防止に努めるものとする。 

３ し尿の適正処理 

（１）下水道、し尿処理施設等の応急復旧に努めるとともに、人員及び収集運搬車両を

確保して、し尿の円滑な収集・運搬に努めるものとする。 
（２）下水道、し尿処理施設等の被害状況を把握し、必要に応じ、水洗トイレの使用を

制限するとともに、建設用資機材のレンタル業者等から仮設トイレを調達し、避難

所又は住宅密集地等に設置するものとする。 
（３）仮設トイレの管理に当たっては、必要な消毒剤を散布し、良好な衛生状態の保持

に努めるものとする。 
（４）町は、町内のし尿を処理しきれない場合は、県（廃棄物・リサイクル課）に応援

を要請するものとし、県（廃棄物・リサイクル課）は当該要請に対し、他市町村又

は隣接県の応援を求めるなどの広域的な調整を行うものとする。 
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４ 生活ごみの適正処理 

（１）町は、道路の被災、避難所の開設及び収集車の配車等の状況から収集計画を立案

し、ごみの収集、処理を行う。ゴミ排出量が多い場合は、生活ごみ（可燃ごみ）を

優先して収集運搬処理する。 
（２）収集した生活ごみを早期に処理できない場合は、一時的な保管場所を確保すると

ともに、保管にあたっては良好な衛生状態の保持に努めるものとする。 
（３）町は、町内の生活ごみを処理しきれない場合は、県（廃棄物・リサイクル課）に

応援を要請するものとし、県（廃棄物・リサイクル課）は当該要請に対し、他市町

村又は隣接県の応援を求めるなどの広域的な調整を行うものとする。 

５ 災害廃棄物の処理 

（１）災害廃棄物処理体制の確保 
 町は、災害発生時に排出される多量の廃棄物を速やかに処理する体制を確保するた

め、国が策定した「災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月）」又は「水害廃棄物対策指

針（平成 17年７月）」に基づき、災害廃棄物処理計画を策定する。 
   町のみでは廃棄物処理が困難な場合、情報提供や技術的な助言等を県に要請すると

ともに、県、国及び関係団体と調整し、広域処理体制を構築する。 
（２）仮置場、最終処分地の確保 
   町は、町内で災害廃棄物の仮置場、最終処分地の確保を行うことを原則とするが、それ

が困難な場合、県内の他市町村での仮置場及び最終処分地の確保について、県に要請する。 
（３）リサイクルの徹底 

 町は、災害廃棄物の処理に当たっては、適切な分別を行うことによって可能な限り

リサイクルに努めることとし、リサイクルの技術面の指導や対応可能な業者の選定等

を県に要請する。 
（４）環境汚染の未然防止、住民・作業者の健康管理 
   町は、障害物の除去に当たっては、有毒物質の漏洩やアスベストの飛散防止及び住

民、作業者の健康管理及び安全管理に十分配慮する。 

６ 災害時における動物の管理等 

（１）町は、関係団体等と連携を図り、被災した飼養動物の保護収容、危険動物の逸走

対策、動物伝染病予防等衛生管理を含めた災害時における動物管理等について必要

な措置を講ずる。 
（２）町は、死亡した愛玩動物等が放置されている場合は回収する。家畜が死亡した場

合は、所有者が対応することを原則とする。 
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第２ 防疫活動 

感染症や食中毒の発生を予防するため、避難所での保健指導、仮設トイレの消毒など、

県の指導により必要な防疫活動を実施するものとする。 

１ 防疫活動の実施 

県（富岡保健福祉事務所）の指示等を受けて次の防疫活動を実施する。 
（１）消毒措置の実施（感染症法第 27 条） 
（２）ねずみ族、昆虫等の駆除（感染症法第 28 条） 
（３）避難所等の衛生保持 
（４）臨時予防接種の実施（予防接種法第６条） 
（５）住民に対する衛生の保持に関する指導及び広報等の活動 

２ 資機材等の確保 

町は、薬剤師会、流通業者等から防疫活動に必要な薬品、資機材を調達、確保する。 

３ 感染症患者への措置 

町は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定する一類～三

類感染症が発生した場合、入院（三類を除く）や消毒等の措置、健康診断などを行う。 

４ 避難所における衛生管理 

（１）衛生指導 
町は、避難所自治組織、ボランティア等と協力して、避難所の衛生管理を行うよ

う指導する。 
また、石けん、消毒薬品等を調達し、避難所に配布する。 

（２）食中毒等の予防 
町は、食中毒の予防のため、避難所では食料の管理、炊事場の清掃、炊き出し時

の衛生管理を徹底するよう指導する。 
また、食料供給業者に対しても、食中毒の予防を要請する。 
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第３ 行方不明者の捜索及び遺体の処置 

大規模な災害により多数の行方不明者及び死者が生じた場合には、行方不明者の捜索

及び遺体の処置を遅滞なく進めるものとする。 

１ 行方不明者の捜索 

町は、消防本部、警察署、自衛隊等と相互に協力して行方不明者の捜索に当たるもの

とする。 

２ 遺体の処置 

（１）遺体の収容 
発見された遺体は、警察機関、消防機関の協力を得て検視及び検案を行うのに適

当な町有施設に収容する。遺体の数が多数に上り、町有施設で収容しきれない場合

は、町内の寺院等に依頼する。 
（２）遺体の安置 

身元不明の遺体又は災害の混乱により引取りがなされない遺体について、安置所

を設置し、検視及び検案を終えた遺体を次により安置する。 
ア 葬祭業者の協力を得て、必要な数量の棺を調達する。 
イ 遺体の腐敗を防止するため、ドライアイス等必要な資材を確保する。 
ウ 遺体に洗浄、縫合、消毒等の処置を施し、納棺する。 
エ 遺体処置表及び遺留品処理表を作成の上、「氏名札」を棺に添付する。 

（３）身元の確認 
町は、身元不明の遺体について警察機関と協力し、人相、着衣、所持品、特徴等

を記録するとともに遺品を保存し、必要に応じ歯科医師会等の協力を得て身元の確

認に努める。 
（４）遺体の引渡し 

町は、遺族等から遺体の引取りの申し出があったときは、遺体処置表に記録の上、

遺体を引き渡す。 
（５）遺体の埋火葬 

ア 遺体の埋火葬を行う者がいないとき又は判明しないときは、町長がこれを行う

ものとする。 
イ 遺体の損傷等により、正規の手続きを経ていると公衆衛生上問題が生じると認

めるときは、手続きの特例的な取扱いについて、県（富岡保健福祉事務所）を通

じて厚生労働省に協議する。 
ウ 遺体の数が多数に上り、又は埋火葬施設の被災等により、埋火葬能力では対応

しきれないときは、県（富岡保健福祉事務所）に応援を要請する。 
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第 10 節 施設・設備の応急復旧活動 

第１ 公共土木施設の応急復旧 

迅速かつ円滑な応急対策を実施するための公共土木施設の応急復旧に加え、被災者の

生活確保のため、ライフライン及び公共施設の応急復旧を迅速に行うものとする。 

１ 迅速な応急復旧の実施 

道路、橋梁、堤防等公共土木施設の管理者は、被災した施設で緊急を要するものにつ

いて、速やかに応急復旧を行うものとする。 

２ 重要施設の優先復旧 

公共土木施設の管理者は、施設の応急復旧を行うに当たっては、人命の保護や応急対

策活動の円滑な実施を確保するために必要な施設等、重要度の高い施設の復旧を優先さ

せるものとする。 

３ 関係業界団体に対する協力の要請 

公共土木施設の管理者は、施設の応急復旧を行うに当たり、必要に応じ建設業協会等

関係業界団体に対し、資機材の確保、工事の請負等について協力を要請するものとする。 
●資料２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定書[p.212] 
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第２ ライフライン施設の応急復旧 

ライフライン事業者等は、災害発生時において被害状況を迅速かつ的確に把握し、必要

な要員及び資機材を確保するとともに、機動力を発揮して応急復旧に努めるものとする。 

１ 上下水道施設の応急復旧 

（１）迅速な応急復旧の実施 
町は、被災した浄水設備、給水管、下水道管きょ等の上下水道施設について、速

やかに応急復旧を行う。 
（２）重要施設の優先復旧 

町は、上下水道施設の応急復旧に当たっては、次のような社会的優先度の高い箇

所等を優先させる。 
ア 医療機関、避難所、役場庁舎等応急対策の実施において重要度の高い箇所 
イ 各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所 

（３）代替設備の活用 
町は、必要に応じ、給水車等の代替設備を活用して応急給水を実施する。 

（４）水道関係機関相互間の応援 
町は、水道施設の応急復旧の実施に当たり要員や資機材が不足する場合は、他の

水道関係機関に応援を要請する。 
（５）水道関係機関の相互間の応援 

町は、水道施設の応急復旧の実施に当たり要員や資機材が不足する場合は、他の

水道関係機関に応援を要請する。 
（６）広報活動 

町は、断水の状況、復旧の見通し等について、住民に対し広報を行うものとする。 
●資料２－15 西毛地域水道事業者協議会災害時相互応援に関する協定[p.220] 

２ 電力施設の応急復旧 

町は、電気事業者（東京電力パワーグリッド(株)高崎支社）の行う、次の復旧対策に協力

するものとする。 
（１）迅速な応急復旧の実施 

電気事業者及び県は、被災した発電所、変電所又は送電設備について、速やかに

応急復旧を行うものとする。 
（２）重要施設の優先復旧 

電気事業者は、送電設備の応急復旧に当たっては、次のような社会的優先度の高

い箇所等を優先させるものとする。 
ア 医療機関、避難所、役場庁舎等応急対策の実施において重要度の高い箇所 
イ 各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所 
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（３）代替設備の活用 
電気事業者は、必要に応じ、発電機車、移動変圧器車を活用して応急送電を実施

するものとする。 
（４）電力関係機関相互間の応援 

電気事業者及び県は、電力施設の応急復旧の実施に当たり要員や資機材が不足す

る場合は、他の電力関係機関に応援を要請するものとする。 
（５）送電再開時の安全確認 

電気事業者は、通電火災や感電事故を防止するため、送電を再開するときは安全

を確認した上で送電を行うものとする。 
（６）広報活動 

電気事業者は、停電の状況、復旧の見通し、送電再開時における電気器具の使用

上の注意事項等について、住民に対し広報を行うものとする。 

３ ガスの応急復旧 

町は、ガス事業者（群馬県ＬＰガス協会）の行う、次の復旧対策に協力するものとする。 
（１）迅速な応急復旧の実施 

ガス事業者は、被災した施設について、速やかに応急復旧を行うものとする。 
（２）重要施設の優先復旧 

ガス事業者は、ガスの応急復旧に当たっては、次のような社会的優先度の高い箇

所等を優先させるものとする。 
ア 医療機関、避難所、役場庁舎等応急対策の実施において重要度の高い箇所 
イ 各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所 

（３）供給再開時の安全確認 
ガス事業者は、ガスによる爆発や火災を防止するため、ガスの供給を再開すると

きは安全を確認した上で供給を行うものとする。 
（４）広報活動 

ガス事業者は、ガスの供給停止の状況、復旧の見通し、ガス器具の使用上の注意

事項等について、住民に対し広報を行うものとする。 
●資料２－16 災害時における LP ガス等供給協力に関する協定書[p.222] 

４ 電気通信設備の応急復旧 

町は、電気通信事業者（東日本電信電話(株)群馬支店）の行う、次の復旧対策に協力する

ものとする。 
（１）迅速な応急復旧の実施 

電気通信事業者は、被災した電気通信設備について、速やかに応急復旧を行うも

のとする。 
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（２）重要施設の優先復旧 
電気通信事業者は、電気通信設備の応急復旧に当たっては、次のような社会的優

先度の高い箇所等の回線の復旧を優先させるものとする。 
ア 医療機関、避難所、役場庁舎等応急対策の実施において重要度の高い箇所 
イ 各設備の被災状況及び復旧の難易度を勘案して復旧効果の高い箇所 

（３）代替設備・代替サービスの提供 
電気通信事業者は、必要に応じ、代替設備又は代替サービスとして次の設備又は

サービスを提供するものとする。 
ア 避難所等への特設公衆電話の設置 
イ 避難所又は防災拠点等への携帯電話又は衛星携帯電話の貸出し 
ウ 「災害用伝言ダイヤル（171）」、「災害用伝言板（web171)」及び「災害用伝

言板」の提供 
（４）電気通信関係機関相互間の応援 

電気通信事業者は、電気通信設備の応急復旧の実施に当たり要員や資機材が不足

する場合は、他の電気通信関係機関に応援を要請するものとする。 
（５）広報活動 

電気通信事業者は、電気通信の途絶・輻輳
ふくそう

の状況、復旧の見通し等について、住

民に対し広報を行うものとする。 
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第 11 節 自発的支援の受入れ 

第１ ボランティアの受入れ 

速やかに社会福祉協議会を運営母体としたボランティアセンターを立ち上げるものと

する。 
町は、必要な資機材等の支援を行う。 

１ ボランティア活動の種類 

ボランティア活動の種類は、おおむね次のとおりである。 

【ボランティア活動の種類】 

一般ボランティア 専門ボランティア 

避難誘導 
情報連絡 
給食、給水 
物資の搬送・仕分け・配給 
入浴サービスの提供 
避難所の清掃 
ごみの収集・廃棄 
高齢者、障がい者等の介助 
防犯 
ガレキの撤去 
住居の補修 
ペットの保護 

被災者の救出（消防・警察業務経験者等） 
救護（医師、看護師、救命講習修了者等） 
建物応急危険度判定（建築士等） 
被災住宅地危険度判定 
外国語通訳 
手話通話 
介護（介護福祉士等） 
保育 
アマチュア無線 
各種カウンセリング 

２ ボランティア受入窓口の開設 

町は、社会福祉協議会と連携して「災害支援ボランティアセンター」を設置し、ボラ

ンティアの受付・登録を行う。 

３ ボランティアニーズの把握 

社会福祉協議会は、各避難所、防災拠点等におけるボランティアニーズ（種類、人数

等）を把握する。 

４ ボランティアの受入れ 

町及び社会福祉協議会は、各避難所等のボランティアニーズに基づき、相互・調整の

上、ボランティアの受入れを行う。 
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５ ボランティアセンターの運営 

社会福祉協議会は、ボランティア活動についてコーディネートを担当する職員又は

ボランティアコーディネーターを配置し、ボランティアの要請、情報収集・提供、活動

の調整を行う。 
なお、これらの運営は、原則としてボランティアにより行われるように配慮する。 

６ ボランティア活動の支援 

町は、災害支援ボランティアセンターに連絡員を派遣するほか、必要な資機材等の支

援を行う。 
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第２ 義援物資・義援金の受入れ 

１ 義援物資の受入れ 

（１）需要の把握 
町は、各避難所等について、受入れを希望する義援物資の種類及び数量を把握する。 

（２）受入機関の決定 
町は、県との調整の上、義援物資の受入機関（県と町が個別に受け入れるか共同

で受け入れるか）を定めるものとする。 
（３）集積場所の確保 

町は、送付された義援物資を保管及び仕分けできる集積場所をあらかじめ確保す

るものとする。 
（４）受入希望物資の公表 

町は、受入れを希望する物資リスト及び送り先を報道・放送機関を通じて公表す

るものとする。 
また、同リストは、現地の需給状況を勘案して随時改訂するよう努めるものとする。 

（５）受入物資の仕分け 
町は、受入物資を効率的に配分するため、集積場所において仕分けを行う。 

（６）受入物資の配分 
町は、社会福祉協議会と協議の上、受入物資について、配分先及び配分数量を決

定し、配分する。 
（７）ボランティア等の活用 

物資の仕分け及び配分は、相当の労力を要するため、ボランティアや委託業者を

活用するものとする。 
●資料４－９ 輸送拠点[p.255] 

２ 義援金の受入れ 

（１）義援金の募集 
町は、必要に応じ義援金の受付窓口及び専用口座を開設する。 
募集方法、募集期間等を定め、町のホームページ、報道・放送機関を通じて公表する。 

（２）「義援金の募集・配分委員会」の設置 
町は、「義援金の募集・配分委員会」を設置し、配分計画を作成する。 
県において「義援金の募集・配分委員会」が設置された場合は、義援金受入事務

を一元化する。 
（３）義援金の配分 

町は、義援金の募集・配分委員会で決めた配分基準により、被災者へ支給する。 
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第 12 節 要配慮者対策 

第１ 要配慮者への災害応急対策 

在宅の要配慮者について、地域の自主防災組織や民生委員・児童委員の協力のもとに、

安否の確認を開始する。 
避難後は、避難所の専用スペースや、福祉避難所を設置し収容するなど、要配慮者の

ニーズと生活環境に配慮するものとする。 
 

要 配 慮 者 高齢者、障がい者、乳幼児、その他災害時に特に配慮を要する者 

 
避難行動 

要支援者 

要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ

る場合に、自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ

迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者 

 

１ 要配慮者対策 

（１）災害に対する警戒 
ア 町は、気象に係わる注意報又は警報等が発表されたときは、河川管理者、砂防

関係者等と連絡を密にとり、河川水位等の防災情報を積極的に収集する。 
イ 町は、今後の気象予測や河川水位情報及び土砂警戒情報等から総合的に判断し

て、避難情報の発令を行う。 
特に「避難準備・高齢者等避難開始」は、要配慮者が避難行動を開始するため

の情報であるため、避難時間等必要な時間を考慮し、発令する。 
ウ 町は、避難情報が、確実に要配慮者に伝達できるよう体制（手段及び方法）を

整備する。 
エ 町は、必要に応じ、災害危険区域に立地している要配慮者利用施設の管理者に

対し、防災気象情報や避難情報を直接伝達する。 
●資料４－６ 要配慮者利用施設[p.252] 

（２）避難 
町は、避難情報を発令する場合には、次の事項を留意の上、災害時要支援者避難

支援プラン（個別計画）等に基づき避難行動要支援者を安全な場所へ避難させる。 
ア 要配慮者の避難において、遅れや途中での事故が生じないよう、地域住民、

民生委員・児童委員、自主防災組織、消防機関、警察署等の協力を得て、介助

及び安全の確保に努める。 
イ 避難所における要配慮者の負担を軽減するため、避難が予想される期間など

を勘案し、福祉避難所の開設を行う。 
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福祉避難所を開設した場合には、対象となる要配慮者に対し、速やかに周知する。 
福祉避難所においては、要配慮者の避難生活の負担軽減を図るため、食料品、

飲料水の生活必需品及び車いす、おむつ等の物資の調達や手話通訳者、外国語

通訳者、医師、看護職等の人材の派遣を迅速に行う。 
一般の避難所においても、要配慮者の避難生活が不自由にならないよう、福

祉避難所と同様に、これらの手配を迅速に行う。 
また、物資や人材等に不足が生じる場合は、県（要配慮者利用施設所管部署）

に応援を要請する。 
ウ 避難所での生活に不自由をきたし、健康の保持が困難な要配慮者については、

要配慮者利用施設への緊急入所を管理者に要請する。 
また、適切な入所先が確保できないときは、県（要配慮者利用施設所管部署）

に対し、入所先のあっせんを要請する。 
（３）安否の確認 

発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者

名簿を効果的に利用し、避難行動要支援者について迅速な安否確認等が行われるよ

うに努めるものとする。 
●資料４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画）[p.256] 

２ 要配慮者利用施設の管理者との連携 

（１）災害に対する警戒 
要配慮者施設の管理者は、気象に係る特別警報・警報・注意報が発表されたとき

は、次の措置を講ずるものとする。 
ア 発表された警報等の内容を施設の職員に周知するとともに、その後に発表さ

れる防災気象情報に十分注意を払う。 
イ 必要に応じ、避難所を選定するとともに職員を招集し、入（通）所者の誘導

態勢を整える。 
ウ 地域住民や自主防災組織との間で避難活動に係る協力体制が築かれている場

合は、必要に応じ、協力を要請する可能性がある旨を相手方に伝える。 
エ 施設周辺の河川の増水の兆候等を監視する。 

（２）避難 
要配慮者施設の管理者は、町長から避難情報の発令があったとき又は施設の被災

が切迫していると判断したときは、次の事項に留意の上、入（通）所者を安全な場

所に避難させるものとする。 
ア 避難誘導に必要な人員が不足する場合は、地域住民、自主防災組織、町、消

防機関、警察機関等に応援を要請する。 
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イ 入（通）所者が施設にとり残されたとき又は避難の途中で負傷したときは、

施設の職員により救出・救助に努め、必要に応じ、地域住民、自主防災組織、

消防機関、警察機関等に応援を要請する。 
ウ 避難した入（通）所者について、食料・飲料水・生活必需品の確保、健康の

保持及び保護者への連絡に努めるものとする。 
（３）他施設への緊急入所等 

ア 要配慮者施設の管理者は、被災により施設の使用が不能となったときは、他

の同種施設の管理者に対し自施設の入所者の緊急入所を要請し、又は保護者に

対し引取りを要請するものとする。 
イ 要配慮者施設の管理者は、アの緊急入所について、適当な入所先が確保でき

ないときは、県（要配慮者施設所管の部署）又は町に対し、入所先のあっせん

を要請するものとする。 
ウ 県（要配慮者施設所管の部署）及び町は、イの要請を受けたときは、相互に

連携し、あっせんに努めるものとする。 
●資料４－６ 要配慮者利用施設[p.252] 
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第 13 節 その他の災害応急対策 

第１ 農林業の災害応急対策 

早期に農産物の被害に係る病害虫の防除及び家畜の防疫対策を確立するものとする。 

（１）農作物関係 

ア 病害虫の防除 

町は、県から病害虫防除の指示を受けたときは、防除隊を編成して防除を実施

するものとする。 

イ 転換作物の導入指導 

町は、必要に応じ、農業協同組合等関係団体の協力を得て、転換作物の導入を

指導するものとする。 

（２）家畜関係 

ア 家畜の避難 

被害の拡大が予想される場合、必要に応じ家畜の飼養者に対し家畜を安全な場

所に避難させるよう呼びかける。 

イ 家畜の防疫及び診療 

家畜の伝染性疾病を防ぐため必要と認めるときは、家畜自衛防疫団体、農業協

同組合、獣医師会又は飼養者と協力して、薬品の確保、防疫指導等を行う。 

ウ 環境汚染の防止 

降雨等の影響により家畜の飼育施設から、し尿等の汚物が流出するおそれがあ

るときは、飼養者に対して、し尿の汲み取りや土のう積み等の流出防止措置を講

ずるよう指導する。 

（３）林産関係 

県と連携し、河川への木材の流出を防ぐため、必要に応じ、貯木してある木材の

所有者又は管理者に対し、安全な場所への移送、流出防止等の措置を講ずるよう指

導する。 

また、間伐されたまま山地に放置されている木材や風倒木のうち洪水等により流出

のおそれがあるものについては、極力林地外へ搬出するよう指導を行うものとする。 
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第２ 学校等の災害応急対策 

１ 気象状況の把握 

幼稚園、小学校及び中学校の管理者（以下「学校管理者」という。）は、台風その他の

低気圧や前線の接近により天候の著しい悪化が予想されるときは、テレビ、ラジオ等に

よる気象情報に注意を払い、気象状況の把握に努めるものとする。 

災害が発生したときは、災害情報に注意を払い、二次災害の危険性等の情報を把握する。 

●資料４－４ 気象警報・注意報の種類及び発表基準[p.250] 

２ 学校施設の安全性の点検 

学校管理者は、校舎周辺の巡視を行い、災害発生の兆候を調べ、学校施設の安全性を

点検するものとする。 

３ 園児・児童・生徒の安全確保 

学校管理者は、次により児童・生徒の安全を確保するものとする。 

（１）園児・児童・生徒の在校時に校舎等が被災した場合又は被災するおそれのある場

合は、災害の状況に応じ、園児・児童・生徒を安全な場所に移動させる。 

（２）傷病者が発生したときは、保護者に連絡するとともに応急措置を施し、速やかに

医療機関へ搬送する。 

（３）園児・児童・生徒を下校させる場合は、通学路の安全性を点検の上、必要に応じ

集団下校、教職員の引率、保護者による送迎等を行う。 

４ 被害状況の調査報告 

（１）応急対策策定のため、学校管理者は次の事項について、被害状況を速やかに調査

収集し、教育長に報告するものとする。 

なお、教育長は報告を受けた被害状況を、町長に遅滞なく報告するものとする。 

ア 学校施設の被害状況 

イ その他教育施設の被害状況 

ウ 教員、その他職員の被災状況 

エ 園児・児童・生徒の被災状況 

オ 応急措置を必要とする事項 

（２）教育長は、とりまとめた被害状況を県防災計画に定めるところにより遅滞なく県

教育委員会に報告するものとする。 

５ 教育の確保 

（１）教室の確保 
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町教育委員会は、校舎が被災したため授業を行えなくなったときは、被災校舎の

応急修理、公民館・図書館等の借上げ等により教室の確保を図るものとする。 

（２）代替教員の確保 

教育委員会その他教員の任命権者は、教員が被災等したため授業の担当が困難と

なった場合は、臨時教員の任用、非常勤講師の任用等により、代替教員の確保を図

るものとする。 

（３）学用品の支給 

ア 町は、被災により就学上欠くことのできない学用品を滅失又は損傷し、これら

の学用品を直ちに入手することができない児童・生徒に対し、必要最小限度の学

用品を支給するものとする。 

イ 県は、教科書を滅失又は損傷した児童・生徒に対し、町及び教科書供給業者と

協力して教科書を支給する措置を講ずるものとする。 

（４）給食の措置 

ア 施設、原材料等が被害を受けたため学校給食が実施できないときは、町教育委

員会は、速やかに代替措置として応急給食を実施するものとする。 

イ 学校給食施設が被災者向けの炊出し施設として利用される場合は、町教育委員

会は、学校給食の一時休止その他の対応により、被災者向けの炊出しとの調整に

留意するものとする。 

（５）避難所との関係 

町は、学校等が避難所となった場合は、当初は臨時休校とするなどして避難者の

援護を優先させる。 

授業を再開する場合は、教育場所と避難所とを区分するよう調整する。 

６ 保育園等の対策 

（１）園児の応急措置 

ア 安全の確保 

保育園等では、気象情報の把握に努め、園児、職員の安全を確保する。 

各園（所）長は、施設設備の被害状況を把握し、園児、職員の状況を含めて町

に報告する。 

イ 園児等の安否確認 

園（所）長は、災害用伝言ダイヤル（171）を活用するなどして、園児、職員の

安否確認を行うとともに、保護者の所在、安否情報の把握に努める。 

ウ 応急保育 

町は、保育園等の被害状況を把握し、既存施設において保育の実施ができない

場合、避難先の小学校などで臨時的な保育園や近隣の保育園で保育する。 

また、災害に関する理由により、緊急に保育が必要な場合は、保育措置の手続

を省き、一時的保育を行うよう努めるほか、保育料の減免等の措置をとる。  
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第３ 文化財施設の災害応急対策 

災害が発生するおそれがあるときは、観覧者等を安全な避難所（場所）に誘導する。 

また、重要文化財等の一時避難等の応急措置を行うものとする。 

１ 気象情報の把握 

文化財の所有者及び管理責任者（以下「文化財の管理者」という。）は、台風、低気圧、

前線等の接近により、天候の著しい悪化が予想されるときは、テレビ、ラジオ等による

気象情報に注意を払い、気象情報の把握に努める。 

２ 文化財収蔵施設の安全性の点検 

災害危険区域における文化財の管理者は、収蔵施設周辺の巡視を行い、洪水や土砂災

害等の兆候を調べ、文化財施設の安全性を点検する。 

３ 観覧者の安全確保 

文化財の管理者は、開館時に施設が被災した場合又は被災するおそれがある場合は、

災害の状況に応じ、観覧者を安全な場所に移動させる。 

負傷者が発生したときは、家族等関係者に連絡するとともに応急措置を施し、すみや

かに医療機関へ搬送する。 

４ 文化財の安全の確保 

町及び文化財の管理者は、浸水、転倒等による文化財の損傷を防ぐため、当該文化財

の種類に応じ、安全な場所への移動、固定等の措置を講ずる。 

５ 災害情報の連絡 

文化財の管理者は、観覧者及び文化財の被災状況を把握し、応急対策の実施状況と合

わせて町に連絡するものとする。 

６ 応急修復 

文化財の管理者は、災害により文化財が損傷した場合は、当該文化財の種類に応じ、

教育委員会等の協力を得て適切な応急修復を施すものとする。 

応急修復について文化財の管理者から協力を求められたときは、積極的に協力するも

のとする。 
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第４ 災害救助法の適用 

１ 災害救助法に基づく救助の実施 

知事は、当該災害が災害救助法の適用を受ける災害であると認めたときは、速やかに

同法に基づく救助を実施するものとする。 

なお、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができないときは、

災害救助法の規定による救助に着手するとともに、その状況を直ちに知事に報告し、そ

の後の処置に関して知事の指揮を受けなければならない。 

２ 災害救助法の適用基準 

災害救助法は、次のいずれかの場合に市町村ごとに適用される。 

（１）当該市町村の区域内の人口に応じ、それぞれ次表のＡ欄に掲げた数以上の世帯の

住家が滅失したこと。 

（２）群馬県の区域内において、1,500以上の世帯の住家が滅失した場合であって、当該

市町村の区域内の人口に応じ、それぞれ次表のＢ欄に掲げた数以上の世帯の住家が

滅失したこと。 

（３）群馬県の区域内において、7,000以上の世帯の住家が滅失した場合又は当該災害が

隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく困難とする

特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失したこと。 

（４）多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じたこと。 

【災害救助法適用基準表】 

市町村名 人口（人） Ａ Ｂ 

甘楽町 13,200 40 20 

（注）１ 人口は、平成 27年 10月１日現在（国勢調査） 

２ Ａ欄及びＢ欄の数字は、災害救助法の適用基準である滅失住家の数。 

３ 救助の種類 

災害救助法に基づく救助の種類は、次のとおりである。 

（１）収容施設（避難所及び応急仮設住宅）の供与 

（２）炊出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

（３）被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

（４）医療及び助産 

（５）災害にかかった者の救出 

（６）災害にかかった住宅の応急修理 

（７）生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 
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（８）学用品の給与 

（９）埋葬 

（10）死体の捜索及び処理 

（11）災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著しい支障

を及ぼしているものの除去 

４ 救助の実施機関 

災害救助は知事（危機管理室）が実施し、町長はこれを補助する。 

ただし、救助を迅速に行うため知事が必要と認めるときは、救助の一部を町長が行う

こととすることができる。 

５ 適用手続き 

町は、災害救助法適用の手続きのため、県に被害報告を行う。 

それに基づき、知事（危機管理室）は、災害救助法が適用されるか否かを判断する。

知事（危機管理室）は、災害救助法の適用を決定したときは、対象市町村名を公示する

とともに、厚生労働省社会援護局長に報告する。 

また、知事（危機管理室）は、救助の一部を町長が行うこととする場合は、当該救助

の内容及び当該事務を行うこととする期間を町長に通知するとともに公示する。 
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第５ 孤立対策 

１ 孤立地区の把握 

道路の被災状況等から孤立地区を抽出する。 

２ ヘリコプターの要請 

孤立地区の状況が不明、あるいは支援が必要な場合は、県を通じて自衛隊、県防災ヘ

リコプター等の出動を要請する。 

また、孤立地区のヘリコプター着陸可能場所の資料等を用いて、県、自衛隊とヘリコ

プターの運航計画を協議する。 

●資料４－７ ヘリポート予定地[p.255] 

３ 救助活動 

町及び関係機関は、次の対策を実施する。 

（１）情報の収集 

町は、孤立地区内の傷病者、要配慮者、観光客等の情報を収集する。 

要救助者がいる場合は、容態、人数等に関する情報を収集し県に報告する。 

（２）救助活動 

消防本部は、倒壊家屋や崩壊土砂による要救助者がいる場合は、救助隊員や資機

材をヘリコプターで搬送し、救助作業にあたる。 

（３）傷病者の救出 

消防本部は、傷病者について最優先でヘリコプター等により救出を行う。この際、

救出した傷病者の搬送先、ヘリポートから医療機関までの搬送手段を確保しておく。 

また、傷病者が多数いる場合は、町は、救護班を現地に派遣し対応する。 

（４）住民・観光客の避難 

孤立地区内での生活が困難な場合、あるいは土砂災害等の危険がある場合は、

ヘリコプターによる避難活動を行う。 

（５）食料・生活必需品等の供給 

災害発生当初は、原則的に地区内の備蓄食料や住民が所有する食料を融通しあっ

て生活することを原則とする。 

町は、道路が応急復旧するまでの間、孤立地区住民の生活を維持するため、ヘリ

コプター等による食料、生活必需品等の輸送を実施する。 

（６）道路の応急復旧 

町は、孤立地区に通じている道路の被害状況を把握し、二輪車、自動車の順に、

一刻も早い交通確保を行う。 
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第６ 観光客保護・帰宅困難者対策 

１ 避難収容 

  町は、観光客等の避難状況を把握し、一時的に収容する施設を確保する。施設が不足

する場合は、事業所等に施設の提供を要請する。 
  また、観光施設の管理者、観光関係団体、交通機関及び警察等と連携し、観光客等の

人数確認、負傷者及び不明者等の安否情報を把握し県に報告する。 
  なお、町及び観光施設の管理者等は、可能な限り飲料水・食料等を提供する。 

２ 帰宅困難者対策 

  町は、帰宅困難者に対し、災害の状況、飲料水・食料等の提供及び交通機関の復旧状

況などの情報提供に努める。 
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第７ 動物愛護 

１ ペット対策 

（１）動物救護本部の設置 

県は、獣医師会及び動物愛護団体と連携・協力して、動物救護本部を設置し、愛

玩動物等の収容対策を実施する。 

動物救護本部は、次の事項を実施する。 

ア 飼養されている動物に対する餌の配布 

イ 負傷した動物の収容・治療・保管 

ウ 放浪動物の収容・保管 

エ 飼養困難な動物の一時保管 

オ 動物の所有者や新たな所有者捜しのための情報の収集、提供 

カ 動物に関する相談の実施等 

（２）町の対応 

町は、避難所における生活場所へのペットの持ち込みは、原則的に禁止とし、飼

養者が自己責任において飼養するよう広報する。 

また、被災者のペットの状況を把握し、動物救護本部に情報を提供するとともに、

必要に応じ、避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努めるものとする。 

県、獣医師会及び動物愛護関係団体によりペットの救護所等を設置する場合は、

公共用地を提供するとともに、その旨を被災者に広報する。 

（３）飼養者の対応 

ペットの保護及び飼養は、原則として動物の所有者が行うものとし、飼養困難な

事情等により直ちに引き取ることが困難な場合にあっても、長期にわたり放置する

ことのないよう、適切な対応に努める。 

２ 放浪動物への対応 

町は、飼い主の被災により放置、遺棄又は逃亡したペット等が発生した場合は、保健

福祉事務所、動物救護本部と協力して捕獲等の対応をとる。 

危険動物が逃亡した場合は、人的危害を防止するため、飼養者、警察署と連携により

必要な措置を講ずる。 

３ 死亡動物への対応 

町は、死亡した愛玩動物等が放置されている場合は回収する。 

家畜が死亡した場合は、所有者が対応することを原則とする。 
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第４章 地震災害応急対策計画 

第１節 応急活動体制の確立 

第１ 災害対策本部の設置 

１ 災害対策本部の設置 

町長は、災害対策基本法第 23 条の２の規定により、次のいずれかに該当するときは、

災害対策本部を設置する。 
その組織及び編成は、第３章 第１節 第１「災害対策本部の設置」に準ずるものとする。 

【災害対策本部設置基準】 

ア 町内に震度５弱以上の地震が発生したとき 
イ 震度にかかわらず、町内に大規模な被害が発生したとき、又は被害が発生する 
おそれがあるとき。 

ウ その他町長が必要と認めるとき。 

２ 地震発生初期の対策 

町長は、町の地域で震度４以上の地震が発生した場合には、直ちに被害状況の把握並

びに地震に関する情報の収集を行うとともに、災害警戒本部を設置するものとする。 
災害対策本部の構成等は、第３章 第１節 第１「災害対策本部の設置」に準ずるものと

する。 

３ 災害対策本部の組織及び事務分掌 

災害対策本部の組織及び事務分掌については、第３章 第１節 第１「災害対策本部の

設置」に準ずるものとする。 
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第２ 職員の非常参集 

１ 動員体制 

 （１）動員基準 

配 備 基 準 配備体制 

初 期 動 員 震度４の地震が発生したとき。 
本部設置前の警戒態勢とし、情
報収集活動等が円滑に行い得る
必要最小限の配備とする。 

第１号動員 震度５弱の地震が発生したとき。 

特に関係ある課・係の少数人員
で情報収集及び連絡活動等が円
滑に行い得る体制で、２号動員
に移行し得る体制とする。 

第２号動員 震度５強の地震が発生したとき。 

所属職員の半数以上の人員を配
置して防災活動に当たるもの
で、状況により３号動員に直ち
に切り替え得る体制とする。 

第３号動員 震度６弱以上の地震が発生したとき。 
全員を配置して防災活動に従事
する。（全職員） 

 
（２）本部要員の動員 

    災害発生時の配備体制は次のとおりとし、災害対策本部長（町長）が震度、被害

状況に応じ配備決定を行う。 

予 備 動 員 総務課長、総務課庶務係長、総務課行政係長、防災担当 

初 期 動 員 予備動員の他、課（局）長、広報担当、総務課員 

第１号動員 
初期動員の他、課（局）補佐、水道担当、土木担当、都市計画担当、農林業担

当、林道担当、福祉担当、環境担当、文化財担当、消防団長、消防団副団長 

第２号動員 第１号動員の他、主査、係長 

第３号動員 全職員 

  ※消防団招集があった場合、消防団に所属している職員については、原則として消防団
活動を優先する。 

（３）緊急登庁職員の指定 

災害発生時に職員が車両等による登庁が不能あるいは著しく困難な場合に備え、

概ね徒歩 30分以内で登庁できる職員の中から、勤務場所に関わることなく緊急登庁

職員に指定する。 

緊急登庁職員に指定された職員は、震度５弱以上の地震及び著しい災害が発生し

た場合は自主登庁し、災害対策本部（本部が設置されていない場合には総務課）に

出頭し、災害対策本部長（本部長が登庁していない場合には、副本部長又は上級職

員）の指揮を受け、所属する部署の業務に関係なく応急初動措置を行う。 
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（４）職員の動員 

ア 勤務時間中における動員 

         職員の動員は、本部長の配置計画に基づき、総務課長を通じて課長・班長に

伝達するとともに、庁内放送を通じて庁内各班員に伝達するものとする。 

         本部における配置の通知を受けた各班長は、速やかに関係職員を動員する。

出先機関等については、所管の課長等に伝達するものとする。 

イ 勤務時間外における動員 

         日曜・休日・夜間等勤務時間外においては、宿日直者等が次の順序で電話又

はメール等により、速やかに伝達し、本部長は要員の確保に努めるものとする。 

    ウ 自主登庁 

職員は、勤務時間外において地震の発生を知ったときは、（１）（２）（３）の

基準に従って自主的に登庁しなければならない。 

      ア 震度４     予備動員及び初期動員 該当職員が登庁 

イ 震度５弱    第１号動員 該当職員が登庁 

ウ 震度５強    第２号動員 該当職員が登庁 

エ 震度６弱以上  第 3号動員 全職員が登庁 

２ 動員の方法 

（１）動員の伝達 

本部員及び班長は、動員職員の動員順位及び連絡の方法について、計画しておく

ものとする。 

（２）登庁場所 

勤務時間外において、動員の伝達を受け、あるいは自主登庁する職員は、甘楽町

役場又は自己の勤務場所に登庁する。 

（３）登庁の方法 

登庁にあたっては、被害の状況、道路状況等を適切に判断し、通常の通勤手段の

ほか、徒歩、自転車又はオートバイ等の活用に配意すること。 

（４）登庁時の留意事項 

ア 登庁にあたっては、事故防止に十分注意するとともに、登庁途上における被害

等の状況を把握し、登庁後直ちに災害対策本部・総務班に報告すること。 

 

(本部員) (班長) (班員) 

（本部長） 
宿日直者等 

町 長 

副 町 長 

総務課長 

課長･局長 

緊急登庁職員 

係員 補佐･係長 
(副本部長) 

教 育 長 
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イ カメラ付携帯電話を所持する職員は、被害等の状況を簡単な説明とともに写真

を総務課宛送信すること。 

３ 消防団に対する伝達及び出動 

配備体制についての消防団への伝達は、つぎの伝達系統に従い行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●資料４－５ 消防団責任分担区域[p.252] 

 
 （１）消防団等の出動 
      災害時には、消防団は定められた伝達系統に従い、最も迅速な方法により行うも

のとする。 
（２）応急復旧従事の始期・終期 

消防団の応急復旧従事の始期・終期は町長の指示に基づき従事するものとする。 
      なお、消防団が出動した場合、公務災害補償の関係が生じるので記録は明確にし

ておくものとする。 
 
  

第２分団長 副分団長 

団 員 部 長 

災害対策 
本 部 長 消防団長 

消防団副団長 

第１分団長 副分団長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 

団 員 部 長 
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第３ 広域応援の要請 

地震災害において、町は、指定地方行政機関及び他の地方公共団体と緊密な連絡をと

り、職員の派遣要請、救援物資等の相互融通、応援等に協力して災害応急対策の迅速か

つ円滑化を図る。 
具体的な対策については、第３章 第１節 第３「広域応援の要請」に準ずるものとする。 

第４ 自衛隊への災害派遣要請 

大規模な地震が発生し、住民の生命、財産の保護のため必要な応急対策の実施が町のみ

では困難であり、自衛隊の活動が必要かつ効果的であると認められた場合、知事に対し自

衛隊の災害派遣を要請し、もって効率的かつ迅速な応急活動の実施を期する。 
具体的な対策については、第３章 第１節 第４「自衛隊への災害派遣要請」に準ずるも

のとする。 
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第２節 情報収集・連絡及び通信の確保 

第１ 地震情報の収集・連絡 

地震が発生した場合、地震情報（震度、震源、規模、余震の状況等）、被害情報及び関係

機関が実施する応急対策の活動情報は、効果的に応急対策を実施する上で不可欠である。 
このため、地震の規模や被害の程度に応じ関係機関は情報の収集・連絡を迅速に行う

こととするが、この場合、概括的な情報も含め多くの情報を効果的な通信手段・機材を

用いて収集・伝達し、被害規模の早期把握を行うものとする。 

１ 震度情報の把握 

（１）震度情報ネットワークシステムによる震度情報の把握 
県は「震度情報ネットワークシステム」により、県内（旧 70 市町村）に設置してあ

る震度計から計測震度を受け、気象庁に伝達する。この情報は県総合防災情報システ

ムを介して、町でも受信可能である。 
なお、甘楽町小幡（甘楽町役場）の計測震度については、甘楽町防災行政無線室内

の表示板により即時に覚知できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）地震情報の伝達 

気象庁は、取りまとめた地震情報（規模、震源、震度等）を県その他の機関に伝

達する。町及び消防本部へは、県総合防災情報システムにて伝達される。 

（３）通信手段 

県が取り扱う震度情報については、すべて県防災情報通信ネットワークにより伝達する。 

２ 震度情報の伝達 

町は、県及び防災関係機関から地震に関する情報等を受理した場合は、速やかにその

内容に応じた適切な措置を講ずるとともに、住民、学校、団体等に対しても必要な事項

を周知させてその徹底を図るものとする。  

震度計 
(甘楽町小幡) 

無線室内 
表示盤 

気象庁 

群馬県 
総合防災 
情報システ
ムサーバ 

甘楽町端末 

県管理震度計 富岡甘楽広域

消防本部端末 

その他の震度計 

58 箇所 

11 箇所 

報道機関 

群馬県 
震度 
情報 
NWS 
サーバ 

ＴＶ等 

10 箇所 その他の震度計 
総務省 
消防庁 震度 4以上 

印は、群馬県防災情報通信ネットワークを示す。 

＜群馬県震度情報ネットワークシステムのイメージ＞ 
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第２ 災害情報の収集・報告 

町、県その他防災関係機関は、災害応急対策の内容及び規模を決定するため、被害の

状況及び応急対策の活動状況等に関する情報（災害情報）を迅速に収集しなければなら

ない。 

また、災害情報の収集に当たっては、住民の生命・身体に係る情報を優先的に収集す

るものとし、地震発生直後においては、情報の正確性よりも迅速性が優先されるため、

情報収集に当たっては概括的な情報を迅速に報告するものとする。 

具体的な対策については、第３章 第２節 第２「災害情報の収集・報告」に準ずるもの

とする。 

第３ 通信手段の確保 

地震災害により、通信・放送施設が被災した場合、速やかに復旧対策をとるとともに、

代替え機能を確保する。 

具体的な対策については、第３章 第２節 第３「通信手段の確保」に準ずるものとする。 
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第３節 被災者等への的確な情報伝達活動 

第１ 災害広報・広聴体制の整備 

大規模地震発生時には、様々な情報が錯乱するおそれがあるため、災害関連情報の広

報が迅速かつ的確に行えるよう、広報・広聴体制の整備を図る必要がある。 

具体的な対策については、第３章 第３節 第１「災害広報・広聴体制の整備」に準ずる

ものとする。 
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第４節 二次災害の防止活動 

余震又は降雨等による水害や余震による建築物・構造物の倒壊等を防止するため、町

は、関係機関と連携して二次災害の予防に努める。 

第 1 水害・土砂災害対策 

（１）河川管理者、農業用用排水施設管理者、その他の水門、水路等の管理者及び土砂

災害防止事業実施機関は、余震あるいは降雨等による二次的な水害・土砂災害等の

危険箇所の点検を専門技術者等を活用して行う。 

（２）上記点検の結果、危険性が高いと判断された箇所については、関係機関や住民に

周知を図り、施設の補強、不安定土砂の除去、仮設防護柵の設置等応急工事、適切

な警戒避難体制の整備などの応急対策を行うとともに、災害の発生のおそれのある

場合は速やかに避難対策を実施する。 

第２ 建物・宅地対策 

（１）被災建築物の応急危険度判定 

町は、災害対策本部に班を設置し、調査資機材、ステッカー、調査区域の分担な

どの準備を行うとともに、県等を通じて被災建築物応急危険度判定士の派遣を要請

して判定を実施する。 

判定は、被災状況を調査の上、判定を要する地区を決定し、災害対策本部、避難

施設、病院、緊急輸送路等に係る建築物を優先して行う。 

（２）被災宅地の危険度判定 

町は、災害対策本部に班を設置し、調査資機材、ステッカー、調査区域の分担な

どの準備を行うとともに、県等を通じて被災宅地危険度判定士の派遣を要請して判

定を実施する。 

第３ 危険物、有害物質等対策 

消防法に定める危険物、火薬、高圧ガスその他の火災や爆発を引き起こすおそれのあ

る物質若しくは毒物・劇物、放射性物質その他の有害物質を製造し、貯蔵し、又は取り

扱う施設等の管理者は、火災や爆発による二次災害を防止するため、速やかに施設の点

検を行う。 

また、火災や爆発のおそれが生じた場合は、直ちに応急措置を講ずるとともに、当該

物質の取扱規制担当官公署、消防機関、警察機関等に連絡する。 

 

  



第４章 地震災害応急対策計画 第５節 救助・救急・医療及び消火活動 第１ 救助・救急活動 

 

~ 158 ~ 
 

第５節 救助・救急・医療及び消火活動 

第１ 救助・救急活動 

大規模地震時における救急活動については、多数の負傷者を迅速に処置することが求

められるため、速やかな救護班の派遣、円滑で効率的な救護活動の実施、医薬品・医療

用資機材の供給体制の確保、他の地方公共団体との相互支援体制の整備等について関係

機関が連携を密にし、一貫性のある的確な対応を行う。 

具体的な対策については、第３章 第５節 第１「救助・救急活動」に準ずるものとする。 

第２ 医療活動 

地震災害発生時には、広域あるいは局地的に医療助産の救護を必要とする多数の傷病

者の発生が予想されるため、町は、医療機関、県等の関係機関と緊密な連携を図り、災

害の状況に応じた適切な医療助産活動を実施する。 

具体的な対策については、第３章 第５節 第２「医療活動」に準ずるものとする。 

第３ 消火活動 

大規模地震発生時には、同時多発火災の発生等により極めて甚大な被害が予想される

ため、町及び消防本部は、住民、自主防災組織、事業所等の協力も得ながら、他の消防

機関等との連携を図りつつ、全機能を挙げて被害を最小限に食い止めるため、出火防止

措置や消火活動を行う。 

１ 住民・自主防災組織及び企業による消火活動 

（１）住民及び自主防災組織による消火活動 

住民及び自主防災組織は、自発的に初期消火活動を行うとともに、消防活動に協力

するものとする。 

（２）企業による消火活動 

企業は、自らの事業所から出火したときは、その初期消火に努めるものとする。 

なお、自衛消防隊を組織する事業所は、近隣で発生した火災について、その消火に

協力するものとする。 

２ 消防による消火活動 

（１）地震火災への原則 

ア 避難場所及び避難路確保優先の原則 

大規模に延焼拡大した場合は、人命の安全を優先とした避難場所及び避難路確保

の消防活動を行う。 

イ 重要地域優先の原則 
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大規模に延焼拡大した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先に消火活動を行う。 

ウ 消火可能地域優先の原則 

大規模に延焼拡大した場合は、消火可能地域を優先して消火活動を行う。 

エ 市街地火災消火活動優先の原則 

大工場、大量危険物貯蔵取扱施設等から出火し、多数の消防隊を必要とする場合

は、市街地に面する部分及び市街地の延焼火災の活動を優先とする。 

オ 重要な消防対象物優先の原則 

重要な消防対象物周辺と他の一般市街地から同時に出火した場合は、重要な消防

対象物の防護上に必要な消火活動を優先する。 

（２）火災状況の把握及び応援要請 

ア 消防本部は、速やかに管轄区域内の火災の全体状況を把握するとともに、迅速に

重点的な部隊の配置を行うものとする。 

特に、同時多発的に火災が発生し対応ができなくなった場合は、最重要防御地域

等の優先順位を定め、迅速な消火に努めるものとする。 

イ 消防本部は、管内の消防力では対応できないと認めるときは、直ちに広域応援協

定等に基づき広域応援を求めるものとする。 

ウ 消防本部は、火災の様相により、ヘリコプターによる消火活動が最も効果がある

と判断した場合は、県に防災ヘリコプター、緊急消防援助隊の出動要請をするもの

とする。 

エ 消防本部は、県内の消防力では対応できないと認めるときは、消防組織法第 44条

の規定により、消防庁長官に対し他都道府県の消防機関（「緊急消防援助隊」を含む。）

の派遣を要請するよう、直ちに知事（危機管理室）に要求するものとする。 

３ 通電火災等の予防 

消防本部は、鎮火後の再燃及び電力回復時の通電火災の防止を図るため、住民への注

意喚起の広報を実施する。 

●資料２－４ 群馬県防災航空隊支援協定[p.203] 

●資料２－５ 富岡甘楽広域市町村圏消防相互応援協定書[p.205] 
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第６節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

交通の確保及び緊急輸送活動については、被害の状況、緊急度、重要度を考慮して、

交通規制、応急復旧、輸送活動を行うものとする。 

第１ 交通の確保 

具体的な対策については、第３章 第６節 第１「交通の確保」に準ずるものとする。 

第２ 緊急輸送 

具体的な対策については、第３章 第６節 第２「輸送手段の確保」に準ずるものとする。 
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第７節 避難収容活動 

地震発生時においては、突発的であるとともに、家屋の倒壊、火災拡大等が予想され、

地域住民の身体、生命に大きな被害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な避難

収容対策を実施する。 

また、応急仮設住宅の設置及び自己の資力では応急修理することができない者に対す

る住宅の対策を行うものとする。その際、避難行動要支援者についても十分考慮する。 

第１ 避難誘導 

具体的な対策については、第３章 第７節 第１「避難誘導」に準ずるものとする。 

第２ 避難所の開設・運営 

具体的な対策については、第３章 第７節 第２「避難所の開設・運営」に準ずるもの

とする。 

第３ 応急仮設住宅等の供給 

具体的な対策については、第３章 第７節 第３「応急仮設住宅等の提供」に準ずるも

のとする。 

第４ 広域一時滞在 

具体的な対策については、第３章 第７節 第４「広域一時滞在」に準ずるものと

する。 

第５ 県境を越えた広域避難者の受入れ 

具体的な対策については、第３章 第７節 第５「県境を越えた広域避難者の受入れ」

に準ずるものとする。 
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第８節 食料･飲料水･生活必需品等の調達、供給活動 

町は、被災者の生活を維持するため、必要な食料、飲料水及び毛布等生活必需品等を

調達・確保し、需要に応じて供給・分配を行う。 

第１ 飲料水の供給 

具体的な活動については、第３章 第８節 第１「飲料水の供給」に準ずるものとする。 

第２ 食料の供給 

具体的な活動については、第３章 第８節 第２「食料の供給」に準ずるものとする。 

第３ 生活必需品等の供給 

具体的な活動については、第３章 第８節 第３「生活必需品等の供給」に準ずるもの

とする。 
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第９節 保健衛生・防疫・遺体の処置に関する活動 

地震災害時の被災地域においては、衛生条件が悪化し感染症の発生等が予想されるた

め、町は、避難所を中心とした被災者の健康保持のため必要な活動を行うとともに、地

域の衛生状態に十分配慮する。 

また、地震被害想定では、本町でも多数の死者、行方不明者が発生することが想定さ

れるため、これらの捜索、処理、埋火葬等を的確に実施する。 

第１ 保健衛生活動 

具体的な対策については、第３章 第９節 第１「保健衛生活動」に準ずるものとする。 

第２ 防疫活動 

  具体的な対策については、第３章 第９節 第２「防疫活動」に準ずるものとする。 

第３ 行方不明者の捜索及び遺体の処理 

  具体的な対策については、第３章 第９節 第３「行方不明者の捜索及び遺体の処理」

に準ずるものとする。 
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第 10 節 施設、設備の応急復旧活動 

大規模災害では、広い範囲での被害が予想され、迅速かつ円滑な応急対策を実施する

ための公共土木施設の応急復旧に加え、被災者の生活確保のため、ライフライン及び公

共施設の応急復旧を迅速に行う。 

第 1 公共土木施設の応急復旧 

具体的な対策については、第３章 第 10 節 第 1「公共土木施設の応急復旧」に準ずる

ものとする。 

第２ ライフライン施設の応急復旧 

具体的な対策については、第３章 第 10 節 第２「ライフライン施設の応急復旧」に準

ずるものとする。 
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第 11 節 自発的支援の受入れ 

第１ ボランティアの受入れ 

大規模地震発生時に被災地に駆けつけたボランティアが混乱なく円滑に活動できるよ

う、関係機関は適切な支援調整を行うものとする。 

具体的な対策については、第３章 第 11 節 第１「ボランティアの受入れ」に準ずるも

のとする。 

第２ 義援物資・義援金の受入れ 

大規模な災害の発生が報道されると、国内・国外から多くの善意の支援申し込みが寄

せられる。 

町は、被災者の必要物資等を把握し、広報機関を通して義援物資・義援金を募り、寄

せられた義援物資・義援金を的確に受け入れ、公平に配分する。 

具体的な対策については、第３章 第 11 節 第２「義援物資・義援金の受入れ」に準ず

るものとする。 
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第 12 節 要配慮者対策 

第 1 要配慮者への災害応急対策 

近年の高齢化、国際化等社会情勢の変化、核家族化等による家庭や地域の養育・介護

機能の低下に伴い、災害発生時には、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、傷病者、外

国人などの要配慮者が被害を受ける可能性が高まっている。 

このため、町、関係機関及び要配慮者利用施設の管理者は、平素より連携して要配慮

者の安全を確保するための対策を行う。 

具体的な対策については、第３章 第 12 節 第１「要配慮者への災害応急対策」に準ず

るものとする。 
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第 13 節 その他の災害応急対策 

第１ 農林業の災害応急対策 

災害による農業関係被害の応急対策は、県及び町が関係団体の協力のもとに実施する

ものとする。 

具体的な対策については、第３章 第 13 節 第１「農林業の災害応急対策」に準ずるも

のとする。 

第２ 学校等の災害応急対策 

児童・生徒等の生命、身体の安全確保を図るための応急措置、被災して通常の教育が

できない場合の適切な応急教育の実施、文化財の保護対策などの文教対策に必要な措置

を講ずる。 

具体的な対策については、第３章 第 13 節 第２「学校等の災害応急対策」に準ずるも

のとするが、地震情報の把握及び学校施設の安全点検等については、次によるものとする。 

１ 地震情報の把握 

学校管理者は、大規模な地震が発生したときは、テレビ、ラジオ等による地震情報に

注意を払い、地震による二次災害の危険性や余震の可能性等の情報の把握に努めるもの

とする。 

２ 学校施設の安全性の点検 

学校管理者は、大規模な地震が発生したときは、校舎の損壊状況を確認し、学校施設

の安全性を点検するものとする。 

また、災害危険区域における学校管理者は、校舎周辺の巡視を行い、地震後の降雨等

による洪水等の二次災害の危険性についても点検を行うものとする。 

第３ 文化財施設の災害応急対策 

地震発生直後は、負傷者の対処をし、観覧者等を安全な避難所に誘導する。その後、

文化財の被害状況を調査し、重要文化財等の一時避難等の応急措置を行うものとする。 

 具体的な対策については、第３章 第 13 節 第３「文化財施設の災害応急対策」に準ず

るものとする。 

第４ 災害救助法の適用 

町の被害が一定の基準以上、かつ応急的な復旧を必要とする場合、災害救助法を適用

し、被災者の保護及び社会秩序の保全を図る。災害救助法による救助は、県が実施する。 
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ただし、町長は、知事から委任された救助事務については、知事の補助機関として実

施する。 

具体的な対策については、第３章 第 13 節 第４「災害救助法の適用」に準ずるものと

する。 

第５ 孤立対策 

町は、孤立地区の状況が不明、あるいは支援が必要な場合は、県を通じて自衛隊、県

防災ヘリコプター等の出動を要請する。倒壊家屋や崩壊土砂による要救助者がいる場合

は、救助隊員や資機材をヘリコプターで搬送し、救助作業にあたる。 

具体的な対策については、第３章 第 13 節 第５「孤立対策」に準ずるものとする。 

第６ 観光客保護・帰宅困難者対策 

  町内には、国指定名勝「楽山園」など様々な観光地があり、多くの観光客が訪れている。

このため、観光地を訪問した旅行者が被災し、帰宅困難者となることが想定される。 

具体的な対策については、第３章 第 13 節 第６「観光客保護・帰宅困難者対策」に準

ずるものとする。 

第７ 動物愛護 

飼い主とともに避難所に避難してくる動物の保護や適正な飼育に関しての具体的な対

策については、第３章 第 13 節 第７「動物愛護」に準ずるものとする。 
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第５章 大規模事故等応急対策計画 

第１節 火山災害対策 

浅間山は、標高 2,568ｍ、群馬県と長野県の２県にまたがって位置し、頂上の噴火口は

両県の境にある。日本の活火山の中でも頻繁に活動を繰りかえす火山として有名であり、

爆発型の噴火が特徴である。 
その活動は活発で、平成 16 年９月 23 日、９月 29 日、11 月 14 日には中爆発が発生し、

浅間山周辺町村では降灰により農業被害が発生している。 

１ 火山情報の伝達 

（１）火山情報 
気象庁による噴火警報、火口周辺警報及び降灰予報が発表された場合、町は、速

やかに情報の収集を行うこととし、住民、観光客、学校長、消防本部、警察及びそ

の他関係機関に連絡する。 
この場合、概括的な情報も含め多くの情報を効果的な通信手段・機材を用いて伝

達し、被害規模の早期把握を行うものとする。 
（２）住民等に対する噴火警報等の周知 

町は、前橋地方気象台及び県から噴火警報等の伝達を受けたときは、住民等に対

し、防災行政無線、広報車、サイレン、使走等の方法により、速やかに周知するも

のとする。その際、高齢者、障がい者、外国人等要配慮者に確実に伝達するよう配

慮する。 
なお、町が、特別警報にあたる噴火警報（居住地域）（噴火警戒レベルでは４以上

に相当）の伝達を受けたときは、直ちに住民等に周知する。 
（３）災害即報 

町は、被害の発生状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情

報を含め、把握できた範囲から直ちに富岡行政県税事務所（同事務所に連絡がつか

ない場合又は緊急を要する場合は県危機管理室）に連絡する。 
また、被害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても逐

次連絡する。 
消防本部は、人的被害の状況等の情報を把握できた範囲から直ちに町災害対策本

部及び県に連絡する。 
また、被害情報の続報、応急対策の活動状況等についても逐次連絡する。 

●資料６－１ 風水害・地震災害等報告様式[p.269] 
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２ 応急活動体制の確立 

町は、火山災害の発生のおそれのある場合又は発生した場合は速やかに、職員の非常

参集、情報収集連絡体制の確立を行うとともに、必要な活動体制をとるものとする。 

３ 降灰の応急措置 

噴火に伴う降灰により、交通及び住民の日常生活等に支障を及ぼしている場合、町、

各関係機関、住民等はその役割を明確にし、速やかに降灰除去、障害の軽減を図る。 
（１）実施責任者 

噴火に伴う降灰の除去、障害の軽減については、それぞれの施設を管理する者が

行う。この場合において住民は、降灰除去の迅速化に寄与するよう協力するものと

する。 
（２）道路の降灰除去 

ア 主要道路の降灰除去については、国道指定区間については国が、その他の国

道及び県道については県が、町道については町が行うものとする。 
イ 主要道路以外の道路に係わる降灰除去については、住民が相互に情報を交換

し、降灰除去の迅速化、円滑化に努める。 
ウ 道路管理者は、建設業者との応援協定等に基づき、障害物の除去等応急復旧

等に必要な人員、資機材等の確保に努める。 
●資料２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定[p.212] 

（３）宅地内の降灰除去 
ア 宅地内の降灰については住民自らがその除去に努め、除去した降灰は、町が

指定する場所に集積し、町はこれらを収集する。 
イ 町は、宅地内の降灰除去の効率化、円滑化のため、各地区の自主防災組織と

協力を図り、地域ぐるみの降灰除去が推進されるよう努めるものとする。 
（４）農作物対策 

農作物によってその対応は異なるが、基本的には応急措置と事後措置とに区分し

て対応するものとする。 
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第２節 航空災害対策 

１ 事故情報の伝達 

（１）災害即報 
町は、墜落地点の位置、人的被害の状況等を収集するとともに、被害規模に関する

概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県行政県税事務所に連絡する。被害情

報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても逐次連絡する。 
消防本部は、墜落地点の位置、人的被害の状況等の情報を把握できた範囲から直

ちに県危機管理室に連絡する。被害情報の続報、応急対策の活動状況等についても

逐次連絡する。 
なお、事故の状況が、火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する場合は、

県に報告するとともに、消防庁にも直接報告する。 
●資料６－２ 救急・救助事故報告様式[p.279] 

●資料６－５ 火災・災害等即報要領における消防庁への直接即報基準[p.279] 

２ 交通規制 

（１）交通規制の実施 
二次災害による被害を防止するため、警察及び道路管理者は相互に調整の上、必

要に応じて周辺道路の進入禁止等の交通規制を行う。 
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第３節 鉄道事故災害対策 

１ 事故情報の伝達 

（１）災害即報 
町は、事故現場の位置、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規

模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県行政県税事務所に

連絡する。被害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても

逐次連絡する。 
消防本部は、人的被害の状況等の情報を把握できた範囲から直ちに県に報告する。

被害情報の続報、応急対策の活動状況についても逐次連絡する。 
なお、事故の状況が、火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する場合は、

県に報告するとともに、消防庁にも直接報告する。 
●資料６－２ 救急・救助事故報告様式[p.276] 

●資料６－５ 火災・災害等即報要領における消防庁への直接即報基準[p.279] 

（２）鉄道情報 
鉄道事業者は、大規模な鉄道災害が発生したときは、速やかに事故の態様、被害

の状況等に関する情報を収集し、国土交通省、県、町、消防及び警察に連絡する。 
また、被害状況の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても、

逐次連絡する。 

２ 鉄道の応急措置 

（１）初期消火・救出・救護等 
鉄道事故が発生した鉄道事業者は、初期消火、負傷者の救出・救護、避難誘導を

行うとともに、消防本部、警察署等、関係機関の災害対策に協力する。 
（２）代替交通手段の確保 

事故災害が発生した鉄道事業者は、他の路線への振替輸送、バス代行輸送等代替

交通手段の確保に努める。 
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第４節 道路事故災害対策 

１ 事故情報の伝達 

（１）災害即報 
町は、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情

報を含め、把握できた範囲から直ちに県行政県税事務所に連絡する。被害情報の続

報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても逐次連絡する。 
消防本部は、人的被害の状況等の情報を把握できた範囲から直ちに県に報告する。

被害情報の続報、応急対策の活動状況についても逐次連絡する。 
なお、事故の状況が、火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する場合は、

県に報告するとともに、消防庁にも直接報告する。 
●資料６－２ 救急・救助事故報告様式[p.276] 

●資料６－５ 火災・災害等即報要領における消防庁への直接即報基準[p.279] 

（２）道路情報 
道路管理者は、道路構造物の被害等により大規模な事故が発生したときは、速や

かに事故の態様、被害の状況等に関する情報を収集し、関東地方整備局、県、町、

消防本部及び警察に連絡する。被害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設

置状況等についても、逐次連絡する。 

２ 道路の応急措置 

（１）危険物等の流出対策 
道路管理者は、危険物等の流出が認められたときは、関係機関と協力して、直ち

に防除活動、避難誘導を行い、危険物等の流出による二次災害の防止に努める。 
消防本部、警察は、危険物等の流出が認められたときは、直ちに防除活動を行う

とともに避難誘導活動を行う。 
（２）道路施設・交通安全施設の応急復旧 

道路管理者は、迅速かつ的確に、障害物の除去、応急復旧を行い、早期に道路交

通を確保する。 
また、類似災害の再発防止のため、被災箇所以外の道路施設について緊急点検を

行う。 
なお、幹線道路の通行が長時間規制される場合は、迂回路を設定し、住民等に周

知する。 
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第５節 危険物等災害対策 

１ 事故情報の伝達 

（１）災害即報 
町は、人的被害の状況、火災の発生等の情報を収集するとともに、被害規模に関

する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県行政県税事務所に連絡する。

被害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても逐次連絡

する。 
消防本部は、人的被害の状況等の情報を把握できた範囲から直ちに県に報告する。 

被害情報の続報、応急対策の活動状況についても逐次連絡する。 
なお、事故の状況が、火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する場合は、

県に報告するとともに、消防庁にも直接報告する。 
●資料６－４ 特定事故報告様式[p.278] 

●資料６－５ 火災・災害等即報要領における消防庁への直接即報基準[p.279] 

（２）危険物情報 
危険物の管理者は、危険物等による大規模な事故が発生したときは、速やかに事

故の態様、被害の状況等に関する情報を収集し、当該危険物等の取扱規制担当公官

署、県、町、消防本部及び警察に連絡する。 
また、被害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても、

逐次連絡する。 
（３）専門情報の収集 

町及び消防本部は、避難誘導、救助・救急、医療活動、消火活動を安全かつ効果

的に実施するため、当該危険物等の性状等について、必要に応じ、事業者や当該危

険物等の取扱規制担当公官署等から情報を収集し、関係機関に提供する。 
また、必要に応じて当該危険物の取扱規制担当公官署に対し、専門家の派遣を要

請する。 

２ 危険物等の応急措置 

（１）初期消火・救出・救護等 
事故災害が発生した危険物施設等の管理者は、初期消火、負傷者の救出・救護、

避難誘導を行うとともに、消防本部、警察署等、関係機関の対策に協力する。 
消防本部、警察署等の関係機関は、当該危険物の性状に応じ、環境モニタリング、

防護用資機材の装着等の措置を講ずることにより、救助・救急、消防活動に従事す

る職員の安全を確保する。 
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（２）危険物等の流出対策 
危険物施設等の管理者、消防本部、県、河川管理者等は、危険物等が大量に流出

した場合、直ちに関係機関と協力の上、環境モニタリング、危険物等の処理等必要

な措置を講ずる。 
（３）水道水の安全措置 

町は、危険物の流出により飲料水が汚染されるおそれがある場合、緊急調査を行

い、必要に応じて汚染水源の使用禁止、水道水の摂取制限等の安全措置を講ずる。 
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第６節 県外の原子力施設事故対策 

県内には原子力施設は存在しない。しかしながら、平成 23 年３月 11 日に発生した

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故においては、大量の放射性物質が放出

され、本県においても高い放射線量が観測された。 
ここでは、県外の原子力施設において事故が発生した際に備え、応急対策について

必要な事項を定め、住民の不安を解消することを目的とする。 

１ 放射性物質検査の実施 

原子力施設において異常事象等発生の情報を得た場合は、放射性物質の観測等を行い、

実施結果は関係機関、住民等へ積極的に広報するものとする。 
（１）空間放射線量に関する情報 
（２）水道水の放射性物質に関する情報 
（３）農林水畜産物の放射性物質に関する情報 

２ 相談窓口の設置 

富岡保健福祉事務所等の関係機関と連携し、速やかに住民からの問い合わせに対応で

きるよう努める。 

３ 風評被害の未然防止 

各種測定の結果を踏まえ、農林水産物及び畜産物等の適正な流通の促進、観光客減少

の防止のための広報活動等を行う。 
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第７節 大規模火災対策 

１ 火災情報の伝達 

町は、火災の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に

関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県行政県税事務所に連絡する。 
被害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても逐次連絡する。 
消防本部は、火災の発生状況、人的被害の状況等を把握できた範囲から直ちに県に

報告する。 
被害情報の続報、応急対策の活動状況についても逐次連絡する。 
なお、事故の状況が、火災・災害等即報要領の直接即報基準に該当する場合は、県に

報告するとともに、消防庁にも直接報告する。 
●資料６－３ 火災報告様式[p.277] 

●資料６－５ 火災・災害等即報要領における消防庁への直接即報基準[p.279] 

２ 消火活動 

住民及び自主防災組織は、火災の拡大を防ぐため、自発的に初期消火活動を行うとと

もに、消防機関に協力する。 
企業は、自らの事業所から出火したときは、その初期消火に努める。 
なお、自衛消防隊を組織する企業は、近隣で発生した火災について、その消火に協力

する。 
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第８節 林野火災対策 

１ 火災情報の伝達 

（１）町は、火災の発生状況、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模

に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から、直ちに富岡行政県税事務所（同

事務所に連絡がつかない場合又は緊急を要する場合は県危機管理室）に連絡し、被

害情報の続報、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等についても、逐次連絡す

るものとする。 
（２）消防本部は、火災の発生状況、人的被害の状況等の情報を把握できた範囲から直

ちに県に連絡し、被害情報の続報、応急対策の活動状況等についても逐次連絡する。 
（３）町長は、消防本部等のみでは消火が困難と認めたときは、火災状況を勘案のうえ、

自衛隊の派遣要請を県に依頼するものとする。 
なお、自衛隊の派遣要請は「第３章 第１節 第４「自衛隊への災害派遣要請」の

定めるところによる。 

２ 消防本部の措置 

（１）関係機関への通報 
消防本部は、町の区域内に林野火災が発生した場合は、速やかに県（消防保安課）

及び富岡森林事務所に火災状況の通報を行うものとする。 
（２）他の消防機関への応援要請 

消防本部は、当該消防職・団員のみでは消火が困難と判断したときは、火災状況

を勘案したうえで、他の消防機関への応援の要請を行うものとする。 

３ 避難誘導 

町は、森林組合等と連携して、入山者への避難勧告等の広報、誘導を行うものとする。 

４ 消火活動 

消防本部は、林野火災防御図の活用、県への防災ヘリコプターによる空中消火の要請

等により効果的な消火活動を行う。 
●資料２－４ 群馬県防災航空隊支援協定[p.203] 

５ 二次災害の防止 

林野火災により荒廃した流域では、降雨による土石流の発生等の二次災害のおそれが

あるため、町は砂防関係機関と連携し、土砂災害危険箇所の点検を行う。危険性が高い

と判断された箇所について、関係機関や住民に周知し、適切な警戒避難を確保する。 
なお、砂防関係機関は、できる限り速やかに砂防設備、治山施設、地すべり防止施設

等の整備を行うものとする。 
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第６章 災害復旧・復興 

第１節 復旧・復興の基本方向の決定 

１ 災害復興対策本部の設置 

大規模な災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた災害において

は、町は、町長を本部長とする「災害復興対策本部」を設置し、各分野の災害復旧・復

興活動の一元化を図る。 

２ 基本方向の決定 

町は、被災の状況、地域の特性、住民の意向等を勘案しつつ、迅速な原状復旧を目

指すか、又は更に災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興

を目指すかについて早急に検討し、復旧・復興の基本方向を決定する。 

３ 住民の参加 

被災地の復旧・復興は、町及び県が主体となって住民の意向を尊重しつつ、国の支援

を受けながら共同して計画的に行う。 
この際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を

促進するものとする。併せて、障がい者、高齢者等の要配慮者の参画を促進するもの

とする。 

４ 国等に対する協力の要請 

町及び県は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ国、他の地方公共団体等

に対し職員の派遣、その他の協力を求める。 
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第２節 原状復旧 

１ 被災施設の復旧等 

（１）町その他の防災関係機関は、あらかじめ定めた物資、資材の調達計画及び人材の

広域応援等に関する計画を活用しつつ、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行い、

又は支援する。 
（２）町その他の防災関係機関は、被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本にし

つつも、再度災害防止等の観点から、可能な限り改良復旧等を行う。 
（３）土砂災害防止事業の実施機関は、地盤の緩みにより土砂災害の危険性が高まって

いる箇所について、二次災害防止の観点から、可能な限り土砂災害防止対策を行う。 
（４）ライフライン、交通輸送等の関係機関は、復旧に当たり、可能な限り地区別の復

旧予定時期を明示する。 

２ がれきの処理 

（１）がれきの処分方法を確立するとともに、仮置場、最終処分地を確保し、計画的な

収集、運搬及び処分を図ることにより、がれきの円滑かつ適切な処理を行う。 
（２）損壊建物の解体等に当たっては、コンクリート、金属、木質系可燃物、プラスチ

ック等の分別を徹底し、可能な限りリサイクルを図るよう努める。 
（３）損壊建物の解体、撤去等に当たっては、粉塵の発生防止に努めるとともに、アス

ベスト等有害物質の飛散等による環境汚染の未然防止や、住民及び作業者の健康管

理に配慮する。 
（４）がれきの処理に必要な人員、収集運搬車、処理施設等が不足する場合は、県（富岡保

健福祉事務所）に応援を要請する。 
 

  



第６章 災害復旧・復興 第３節 計画的復興の推進  

 

~ 185 ~ 
 

第３節 計画的復興の推進 

１ 復興計画の作成 

（１）大規模な災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた災害にお

いては、町は、自らが決定した復興の基本方向に基づき、具体的な復興計画を作成

する。 
（２）町の復興計画においては、町の復興、産業の復興及び生活の復興に関する計画を

定めるとともに、その事業手法、財源確保、推進体制に関する事項について定める。 
（３）復興計画を作成した場合は、県に報告するものとし、県は当該復興計画の内容を

踏まえ、県としての復興計画を作成する。 
（４）復興計画の作成に当たっては、計画策定の過程において、女性の参画を進めると

ともに、復興計画に障がい者、高齢者等の要配慮者など多様な住民の意見を反映す

るよう努める。 
（５）大規模災害からの復興に関する法律を活用する場合には、国の復興基本方針等に

即した復興計画を作成し、同計画に基づき市街地開発事業、土地改良事業等を実施

することにより、特定大規模災害によって土地利用の状況が相当程度変化した地域

等における円滑かつ迅速な復興を図るものとする。 

２ 防災まちづくりの実施 

（１）町は、必要に応じ、再度災害の防止により快適な生活環境を目指し、住民の安全と

環境保全等にも配慮した防災まちづくりを実施するものとする。 
防災まちづくりに当たっては、現在の住民のみならず将来の住民のためのものとい

う理念のもとに、計画作成段階で町のあるべき姿を明確にし、将来に悔いのないまち

づくりを目指すこととし、住民の理解を求めるものとする。 
併せて、障がい者、高齢者、女性等の意見が反映されるよう、環境整備に努めるも

のとする。 
（２）町は、既存の不適格建築物については、防災の観点から、その重要性を住民に説明

し、町の再開発事業等の適切な推進によりその解消に努めるものとする。 
（３）町は、防災まちづくりに当たっては、河川等の治水安全度の向上、土砂災害に対す

る安全性の確保、豪雨に対する安全性の確保等を目標とするものとする。 
また、ライフラインの共同収容施設としての共同溝の整備等については、耐水性等

に考慮しつつ、各種ライフラインの特性等を勘案し、各事業者と調整を図りつつ進め

るものとする。 

３ 事業の迅速、円滑化の促進 

（１）町は、新たなまちづくりの展望、計画決定までの手続き、スケジュール、施策情報
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の提供等を住民に対し行うものとする。 
（２）町は、被災施設等の復旧事業、がれきの処理事業に当たり、あらかじめ定めた物資、

資材の調達計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、可能な限り迅速か

つ円滑に実施するとともに、復興計画を考慮して、必要な場合には重点的に実施する。 

第４節 被災者等の生活再建の支援 

１ り災証明書の交付 

町は、各種の被災者等支援措置を早期に実施するため、り災証明書の交付体制を早期

に確立し、被災者にり災証明を交付する。 
なお、災害時にり災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査の担当者

の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結等を計画的に進めるなど、り

災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 
●資料６－９ り災証明書[p.284] 

２ 被災者台帳の作成 

町は、必要に応じて、個々の被災者の被害状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率

的な実施に努める。 

３ 災害弔慰金の支給等 

町及び社会福祉協議会は、災害弔慰金及び災害見舞金の支給、災害援護資金の貸付け、

生活福祉資金の貸付け、生活再建支援金の支給等により、被災者の自立的生活再建の支援

を行う。 

４ 税の徴収猶予及び減免等 

町は、被災者の納付すべき地方税について、法令又は条例の規定に基づき、納税の緩

和措置として期限の延長、徴収の猶予又は減免等の措置を講ずる。 

５ 住宅再建・取得の支援 

町は、被災者の自力による住宅の再建又は取得を支援するため、次の支援措置を講じ、

又は周知を図る。 

６ 恒久的な住宅確保の支援 

町は、必要に応じ、被災者の恒久的な住宅確保支援策として、災害公営住宅等の建設、

公営住宅等への特定入居等を行う。 
また、復興過程における被災者の居住の安全を図るため、公営住宅等の空き家を活用する。 
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７ 安全な地域への移転の推奨 

町は、災害危険区域等における被災者等の住宅再建に当たっては、防災集団移転促進

事業等を活用しつつ、極力安全な地域への移転を推奨する。 
●資料３－５ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域[p.234] 

８ 復興過程における仮設住宅の提供 

町は、復興過程の被災者については、仮設住宅等の提供により、その間の生活の維持

を支援する。 

９ 支援措置の広報等 

町は、被災者の自立に対する援助、助成措置について、広く被災者に広報するととも

に、できる限り総合的な相談窓口等を設置する。 
また、被災地域外へ一時避難等を行っている個々の被災者に対しても、広報・連絡体

制の構築に努める。 

10 災害復興基金の設立等 

町は、被災者の救済及び自立支援や、被災地域の総合的な復旧・復興対策等をきめ細

かに、かつ、機動的、弾力的に進めるために、特に必要があるときは、災害復興基金の

設立等、機動的、弾力的推進の手法について検討する。 
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第５節 被災中小企業等の復興支援 

１ 中小企業者に対する低利融資等の実施 

町は、中小企業者の災害復旧を支援するため、各種貸付け等を行い、又はこれらの制

度について周知する。 

２ 農林水産業者に対する助成・低利融資等の実施 

町は、農林水産業者の災害復旧を支援するため、各種助成、貸付け及び利子補給を行

い、又はこれらの制度について周知する。 

３ 地場産業・商店街への配慮等 

町は、地場産業、商店街の復興に配慮するとともに、内外経済の潮流を踏まえ、成長

産業のための基盤整備等により、地域が自立的発展の道を進めるような経済復興対策を

講ずる。 

４ 支援措置の広報等 

町は、被災中小企業等に対する援助、助成措置について、広く被災者に広報するとと

もに、相談窓口等を設置する。 
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第６節 公共施設の復旧 

１ 災害復旧事業計画の作成 

公共施設の管理者は、被災施設の復旧について速やかに災害復旧事業計画を作成する。 
なお、同計画には再度災害の発生を防止するための改良等を含めることにより、将来

の災害に備える。 

２ 早期復旧の確保 

（１）迅速な査定の確保 
公共施設の管理者は、復旧事業が国等の査定を受ける必要がある場合は、国等と

協議しながら査定計画を立てるなどして、迅速に査定が受けられるよう努める。 
（２）迅速な復旧事業の実施 

公共施設の管理者は、実施が決定した復旧事業が迅速に実施できるよう、請負業

者の確保等必要な措置を講ずる。 

３ 財政援助の活用 

公共施設の管理者は、施設の復旧に当たっては、各種法律等に基づく財政援助を積極

的に活用する。 
なお、公共施設の災害復旧費用に対する財政援助を定めている法律等は、次のとおり

である。 
ア 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 
イ 公立学校施設災害復旧事業費国庫負担法 
ウ 公営住宅法 
エ 土地区画整理法 
オ 感染症予防法 
カ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
キ 予防接種法 
ク 農林水産施設災害復旧費国庫負担の暫定措置に関する法律 
ケ 下水道法 
コ 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 
サ 都市災害復旧事業費国庫補助に関する基本方針 
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第７節 激甚災害法の適用 

町は、大規模な災害が発生した場合、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に

関する法律」に基づく激甚災害の指定を受けるため、災害状況を調査し、早期に指定が

受けられるよう措置を講ずる。 

１ 激甚災害に関する調査 

町は、県が実施する調査に協力する。 

２ 特別財政援助の交付手続き 

激甚災害の指定を受ける必要があると認められた場合は、町は関係機関との密接な連

絡のもとに、指定の促進を図る。 

３ 特別財政援助の交付手続き 

激震災害の指定を受けた場合、町長は速やかに関係調書等を作成し、県の主管課に提

出する。 
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１ 組織・条例関係 

１－１ 甘楽町防災会議条例 

昭和 38 年２月５日 条例第２号 
（目的） 
第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 16 条第６項の規定に

基づき、甘楽町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めること

を目的とする。 
（所掌事務） 
第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 
（１）甘楽町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 
（２）町長の諮問に応じて本町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 
（３）前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 
（４）前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する

事務 
（会長及び委員） 
第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 
２ 会長は、町長をもって充てる。 
３ 会長は、会務を総理する。 
４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 
５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 
（１）指定地方行政機関の職員のうちから町長が委嘱する者 
（２）群馬県の知事の部内の職員のうちから町長が委嘱する者 
（３）群馬県警察の警察官のうちから町長が委嘱する者 
（４）町長がその部内の職員のうちから指名する者 
（５）副町長及び教育長 
（６）消防団長及び副団長 
（７）富岡甘楽広域市町村圏振興整備組合消防本部消防長及び甘楽分署長 
（８）指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が委嘱する者 
（９）自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が委嘱する者 
（10）前各号に掲げる者のほか町長が特に必要と認める者 

６ 前項各号の委員の総数は、40 人以内とする。 
７ 第５項第８号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任

者の残任期間とする。 
８ 前項の委員は、再任されることができる。 
 



【資料集】  １ 組織・条例関係 

 

 
 

~ 194 ~ 
 

（専門委員） 
第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 
２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、群馬県の職員、町の職員、関係指定公共機関

の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が委嘱し、

又は任命する。 
３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 
（部会） 
第５条 防災会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 
３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 
４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者がその職務を代理する。 
（委任） 
第６条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要

な事項は、会長が防災会議にはかって定める。 
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
附 則（昭和 60 年 12 月 25 日条例第 15 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
附 則（平成９年６月 30 日条例第 21 号） 

この条例は、平成９年７月１日から施行する。 
附 則（平成 12 年３月 22 日条例第７号抄） 

この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。 
附 則(平成 24 年 12 月 14 日条例第 28 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
附 則（平成 29 年 9 月 19 日条例第 16 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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１－２ 甘楽町防災会議委員名簿 

No. 区分 役職名 備考 

1 会長 甘楽町長  

2 
1号 

国土交通省関東地方整備局 高崎河川国道事務所 総括地域防災調整官  

3 陸上自衛隊 新町駐屯地 第 12施設隊隊長  

4 

2号 

富岡土木事務所長  

5 富岡保健福祉事務所長  

6 富岡行政県税事務所長  

7 3号 富岡警察署長  

8 

4号 

甘楽町総務課長  

9 甘楽町企画課長  

10 甘楽町住民課長  

11 甘楽町健康課長  

12 甘楽町産業課長  

13 甘楽町建設課長  

14 甘楽町水道課長 

 

 

15 甘楽町会計課長  

16 甘楽町学校教育課長  

17 甘楽町社会教育課長  

18 甘楽町議会事務局長  

19 
5号 

甘楽町副町長  

20 甘楽町教育長  

21 
6号 

甘楽町消防団長  

22 甘楽町消防団副団長  

23 
7号 

富岡甘楽広域市町村圏振興整備組合 消防本部消防長  

24 富岡甘楽広域市町村圏振興整備組合 富岡消防署甘楽分署長  

25 

8号 

日本郵便株式会社小幡郵便局長  

26 日本郵便株式会社甘楽秋畑郵便局長  

27 日本郵便株式会社福島郵便局長  

28 日本郵便株式会社新屋郵便局長  

29 

9号 

甘楽町議会議長  

30 甘楽町議会総務文教常任委員長  

31 甘楽町区長会会長  

32 甘楽町区長会副会長  

33 甘楽町区長会理事 （２名） 

35 

10号 

（社福）甘楽町社会福祉協議会長  

36 甘楽町建設業協会会長  

37 甘楽町くらしの会会長  

38 甘楽町食生活改善推進協議会長  

39 甘楽町ボランティア連絡協議会長  
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１－３ 甘楽町災害対策本部条例 

平成 24 年 12 月 14 日 条例第 23 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 23 条の２第 8 項の規

定に基づき、甘楽町災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所属の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、

その職務を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

４ 災害対策本部長は町長とし、災害対策副本部長は副町長をもって充てる。 

（班） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に班を置くことができる。 

２ 班に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 班に班長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員をもってこれに充てる。 

４ 班長は、班の事務を掌理する。 

（現地災害対策本部） 

第４条 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職員を

置き、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指

名する者をもって充てる。 

２ 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部

長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
 
  



【資料集】  ２ 協定関係 

 

 
 

~ 197 ~ 
 

２ 協定関係 

〇協定一覧表 

No. 協定名 締結先 締結年月日 

2-1 災害時の相互応援協定 富岡市 平成7年5月29日 

2-2 北区と甘楽町との災害時における相

互応援に関する協定 

東京都北区 平成7年10月21日 

2-3 災害発生時における交通指導員の

運用に関する協定書 

富岡警察署 平成9年5月22日 

2-4 群馬県防災航空隊支援協定 群馬県 平成18年3月27日 

2-5 富岡甘楽広域市町村圏消防相互応

援協定書 

富岡市・下仁田町・南牧村 平成18年3月27日 

2-6 災害時の情報交換に関する協定 国土交通省関東地方整備局 平成23年2月10日 

2-7 災害時における飲料水の提供に関

する協定書 

株式会社 伊藤園 平成23年3月2日 

2-8 災害発生時における福祉避難所の

設置運営に関する協定書 

社会福祉法人 甘楽町社会福

祉協議会 

平成23年4月1日 

2-9 甘楽町災害応急対策業務に関する

協定書 

甘楽町建設業協会 平成23年12月21日 

2-10 災害時における生活物資の供給協

力に関する協定 

株式会社 カインズ 平成24年3月14日 

2-11 災害時非常無線通信の協力に関す

る協定書 

群馬県アマチュア無線赤十字

奉仕団甘楽町分団 

平成25年7月17日 

2-12 大規模土砂災害時等に備えた相互

協力に関する協定書 

国土交通省関東地方整備局利

根川水系砂防事務所 

平成26年4月1日 

2-13 災害時における救援物資提供に関

する協定書 

三国コカ・コーラボトリング 株式

会社 

平成26年4月11日 

2-14 災害時における応急生活物資供給

等に関する協定書 

生活協同組合コープぐんま 平成26年4月28日 

2-15 西毛地域水道事業者協議会災害時

相互応援に関する協定 

藤岡市・富岡市・安中市・神流

町・下仁田町・上野村・南牧村 

平成26年10月2日 

2-16 災害時におけるＬＰガス等供給協力

に関する協定書 

一般財団法人 群馬県ＬＰガス

協会 富岡支部 

平成27年9月2日 

2-17 災害発生時における甘楽町と日本

郵便株式会社高崎郵便局及び甘楽

町内郵便局の協力に関する協定 

高崎郵便局長・小幡郵便局長・

甘楽秋畑郵便局長・新屋郵便

局長・福島郵便局長 

平成29年3月30日 

2-18 地域における協力に関する協定 高崎郵便局長・小幡郵便局長・

甘楽秋畑郵便局長 

新屋郵便局長・福島郵便局長 

平成29年3月30日 
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２－１ 災害時の相互応援協定 

（趣旨） 

第１条 この協定は、富岡市長（以下「甲」という。）と甘楽町長（以下「乙」という。）

との協議により、富岡市又は甘楽町において、災害が発生し、被災団体独自では十分に

被災者の援護等の応急措置ができない場合に、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）

第 67条第１項の規定に基づき、甲又は乙が応援を必要とする場合の応急措置を円滑に遂

行するため、必要な事項について定めるものとする。 

（連絡の窓口） 

第２条 甲及び乙は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当部課を定め、災害が発生した

ときは、相互に連絡するものとする。 

（応援の種類） 

第３条 応援の種類は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）被災者の救出、医療、防疫施設の応急復旧等に必要な資器材及び物資の提供 

（２）生活必需物資及びその補給に必要な資器材の提供 

（３）救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

（４）救助及び応急復旧に必要な技術職、技能職等の職員等の応援 

（５）前各号に定めるもののほか、特に要求のあった事項 

（応援要求の手続） 

第４条 応援を受けようとする団体は、次の事項を明らかにして、文書により要求するも

のとする。ただし、緊急の場合は、電話又は電信等により要求し、その後、速やかに文

書を提出するものとする。 

（１）被害の状況 

（２）前条第１号から第３号に掲げるものの品名、数量等 

（３）前条第４号に掲げるものの職種別人員 

（４）応援の場所及び応援場所への経路 

（５）応援の期間 

（６）前各号に掲げるもののほか必要な事項 

（緊急応援） 

第５条 甲及び乙は、事態が緊急を要するときは、応援要求の有無にかかわらず、必要な

応援措置を行うものとする。 

（指揮権） 

第６条 応援団体の職員等は、被災団体の首長の指揮下に入り行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要した費用は、法令その他に特段の定めがある場合のほか、応援を行った

団体の負担とする。 
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（資料の交換） 

第８条 甲及び乙は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、地域防災計画その他

必要な資料を相互に交換するものとする。 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項で、特に必要が生じた場合は、甲及び乙がその都度協

議して定めるものとする。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、第２条に定める連絡担当部課が協議して定める

ものとする。 

第 10条 この協定は、平成７年５月 29日から効力を発生するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、おのお

のその１通を保有するものとする。 

 

平成７年５月 29日 

 

甲 富岡市長 

乙 甘楽町長 
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２－２ 北区と甘楽町との災害時における相互応援に関する協定 

（趣旨） 

第１条 北区並びに甘楽町は、相互協力の友愛的精神に基づき、いずれかの自治体の地域

において大規模な災害が発生し、被災した自治体独自では十分に被災者の救護等の応急

措置が実施できない場合に、被災した自治体の要請により、災害を受けていない自治体

が協力・応援を行い、もって、被災した自治体が応急対策や復旧対策を円滑に遂行でき

るようにするため、この協定を締結する。 

（連絡の窓口） 

第２条 北区並びに甘楽町は、あらかじめ相互応援に関する連絡担当の部局を定め、災害

が発生したときは、速やかに相互に連絡するものとする。 

（応援の手続き） 

第３条 応援を要請する自治体は、次の事項を明らかにし、前条に定める連絡担当部局を

通じて、ファクシミリ、電話または電信により応援を要請し、後日、速やかに公文書を

送付するものとする。 

（１）被害の状況 

（２）次条第１号及び第２号に掲げるものの品名、数量等 
（３）次条第３号に掲げるものの職種別人員 
（４）応援の場所及び応援場所への経路 
（５）応援の期間 
（６）その他必要な事項 
（応援の種類） 
第４条 応援の種類は、次のとおりとする。 
（１）食糧、飲料水、生活必需品等の救助救援用物資の提供 
（２）医療・防疫資機材、発電機、車両等の応急対策用資機材の提供または貸与 
（３）医療職、技術職、技能職等の職員の派遣 
（４）被災者の一時収容のための施設の提供 
（５）その他、特に要請のあった事項 
（物資の輸送等） 
第５条 救援物資、資機材、人員等の輸送は、原則として、応援を要請した自治体が実施

するものとする。ただし、応援を要請した自治体による輸送が困難な場合には、応援を

行う自治体にこれを依頼することができる。 
（経費の負担） 
第６条 応援に要した経費は、応援を受けた自治体の負担とする。 
２ 応援を受けた自治体が、前項に規定する費用を支弁するいとまがなく、かつ応援を受

けた自治体から要請があった場合には応援を行う自治体が、当該費用を一時繰替え支弁

するものとする。 
３ 応援職員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、または死亡した場合における災害
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補償は、応援を行う自治体の負担とする。ただし、被災地において応援治療する場合、

その治療費は、応援を受けた自治体の負担とする。 
（食料・情報の交換） 
第７条 北区並びに甘楽町は、この協定による応援が円滑に行われるよう、毎年、一定の

時期に、地域防災計画をはじめ災害に関する情報・資料を相互に交換するものとする。 
（その他） 
第８条 この協定に定めのない事項は、第２条に定める連絡担当部局が協議して決定する

ものとする。 
 
 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、記名押印のうえ、各１通を保有する。 
 
    平成７年 10 月 21 日 
 
        東京都北区長            群馬県甘楽町長 
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２－３ 災害発生時における交通指導員の運用に関する協定書 

  甘楽町長（以下「甲」という。）と富岡警察署長（以下「乙」という。）とは、群馬県

地域防災計画に基づき、災害発生時における緊急交通確保のため、警察官の補助者とし

て甘楽町交通指導員（以下「交通指導員」という。）の運用について次のとおり協定する。 

（趣旨） 

第 1 条 この協定は、災害発生時に災害対策の基本となる緊急交通路を確保するため、交

通指導員が、現場の警察官に協力してその活動を行うための必要な手続きを定める。 

（協力要請） 

第２条 災害が発生し、富岡警察署のみでは、緊急交通路の確保が困難であると乙が認め

た場合には、甲に対し、交通指導員の協力を要請することができる。 

（出動要請） 

第３条 甲は、この要請を受けたときは、交通指導員に出動要請するものとする。 

（業務の実施） 

第４条 交通指導員は、緊急交通路の確保業務を行うに当たっては、現場警察官の指示に

従い警察官を補助するものとする。 

（災害補償） 

第５条 交通指導員が、公務上の災害（負傷、疾病、障がい又は死亡）又は通勤による災

害を受けた場合は、「群馬県町村等非常勤職員の公務災害補償等に関する条例」を適用す

る。ただし、これに要した経費については、別途定める基準により、群馬県が負担する。 

（費用負担） 

第６条 乙が甲に要請し出勤した交通指導員にかかる経費（前条に定める経費を除く。）に

ついては、別途協議のうえ群馬県が負担するものとする。 

（実施細目） 

第７条 この協定の実施に関し必要な事項は、甲と乙が協議して定める。 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度甲と乙が

別途協議して決定するものとする。 

 

 上記のとおり、合意の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ、

各自１通を保有する。 

 

 平成９年５月 22日 

               甲 甘楽町長 

               乙 富岡警察署長 
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２－４ 群馬県防災航空隊支援協定 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震・台風・水火災及び事故等の災害の場合において、緊急の必要

があるときは、市町村長及び消防長（以下「市町村長等」という。）が、群馬県防災航空

隊（以下「防災航空隊」という。）の応援出動を求める場合の必要な事項を定めるものと

する。 

（適用区域） 

第２条 本協定は、市町村長等の求めに応じ、防災航空隊が応援出動した場合において、

当該市町村長等の管轄区域についてのみ適用する。 

（応援出動の要請） 

第３条 この協定に基づく応援出動の要請は、災害発生地を管轄する市町村長等が、次の

いずれかに該当し、群馬県防災ヘリコプター（以下「防災ヘリ」という。）の運航が必要

と認める場合に、群馬県知事（以下「知事」という。）に対して行うものとする。 

（１）市町村等の消防力によっては、災害の防除又は軽減が困難と認められる場合 

（２）災害が、隣接する市町村に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

（３）防災ヘリの運航により災害の予防・改善に相当の効果が期待できるものと認められ

る場合 

（４）その他救急搬送等、緊急性があり、かつ、防災ヘリ以外に適切な手段がなく、防災

ヘリによる活動が最も有効な場合 

（応援出動の要請の方法） 

第４条 応援出動の要請は、防災航空隊に電話等により、次の事項を明らかにして行うも

のとする。 

（１）応援の種別 

（２）災害発生（又は覚知）の日時、場所及び被害の状況 

（３）災害現場の気象状況 

（４）災害現場の最高指揮者の職名・氏名及び連絡方法 

（５）場外離着陸場の場所及び地上支援体制 

（６）その他の必要事項 

（防災航空隊の派遣） 

第５条 知事は、前条の規定により応援出動の要請を受けたときは、災害発生現場の気象

状況等を確認のうえ、防災航空隊を派遣するものとする。 

２ 前条の規定による応援出動の要請に応じることができない場合は、知事は、その旨を

速やかに市町村長等に回答するものとする。 

（市町村長等と防災航空隊との連携） 

第６条 前条第１項の規定により支援出動した場合の防災航空隊は、災害現場を管轄する

市町村長等との相互に密接な連携の下に行動するものとする。 
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（消防活動に従事する場合の特例） 

第７条 応援出動の要請に基づき防災航空隊員（消防本部派遣職員に限る）が消防活動に

従事する場合には、非常事態発生地の消防長から隊員を派遣している消防長に対し、消

防相互応援協定（昭和 50 年 12 月８日付締結）第３条の規定に基づく応援要請があった

ものとみなす。 

（経費負担等） 

第８条 この協定に基づく支援出動に要する派遣経費は、県が負担するものとする。 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項は、県及び市町村長等が協議して定めるものとする。 

（適用） 

第 10条 この協定は、平成 18年３月 27日から実施する。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、知事及び市町村等の長が記名押印の上、

各自その１通を所持する。 

 

平成 18年３月 27日 

 

群 馬 県 

群馬県知事 

甘 楽 町 

甘 楽 町長 
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２－５ 富岡甘楽広域市町村圏消防相互応援協定書 

消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 39 条の規定に基づいて富岡市、下仁田町、南

牧村及び甘楽町（以下「協定団体」という。）の各市町村長は、消防の相互応援に関して次

により協定する。 

（目的） 

第１条 この協定は、火災その他の災害（以下「災害」という。）が発生したとき、協定団

体相互間の消防力を活用して、災害による被害を最小限度に防止し、安寧秩序を保持す

ることをもって目的とする。 

（相互応援の区分） 

第２条 前条の目的を達成するため、協定団体は、次に掲げる区分によって消防団及び資

機材（以下「消防団」という。）を相互に出場させ、若しくは調達して応援活動させるも

のとする。 

（１）通常応援 

協定団体の隣接する区域内に発生した火災を覚知したとき、その隣接する消防団によ

り自動的に行うもの。 

（２）特別応援 

いずれかの協定団体の区域内に大火災が発生し、応援を特に必要とする場合で、災害

地の市町村長の要請によって、他の協定団体が消防団等により行うもの。 

（応援出場隊数） 

第３条 応援の出場隊数は、通常応援を原則として一隊、特別応援は要請の内容、消防力

及び消防事象の実情に即して応援を行う協定団体の消防団長が決定するものとする。 

（特別応援の要請） 

第４条 特別応援の要請を行う場合には、次の事項をできる限り明らかにしなければなら

ない。 

（１）災害の概況及び応援を要請する理由 

（２）応援を要請する消防団等の数 

（３）活動内容及び集結場所 

（４）誘導員又は担当責任者 

（５）その他必要な事項 

（応援の義務） 

第５条 応援要請（通常応援を含む。）を受けた協定団体は、直ちに消防団を出場させるも

のとする。ただし、自己区域内の災害又はやむを得ない事情がある場合は、この限りで

はない。 

（指揮権） 

第６条 応援出場した消防団は、災害地の消防団長の指揮下に入り行動するものとする。 

（経費の負担） 

第７条 応援に要する経費の負担は、法令その他に別段の定めがある場合のほか、次による。 
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（１）応援のため要した経常的経費は、応援を行った協定団体の負担とする。ただし、機

材等で応援の要請により調達し、若しくは立て替えたものについては現物により、又

はその経費は応援を受けた協定団体が負担するものとする。 

（２）応援出場した消防団が長時間にわたり、業務に従事し資機材の補給若しくは給食等

を必要とする場合は、応援を受けた協定団体において現物により、又はその経費を負

担するものとする。 

（３）応援出場した消防団員が、応援消防業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した

場合における消防賞じゅつ金の授与又は災害補償は、応援を行った団体の負担とする。 

（４）応援消防団員が、応援業務遂行中第三者に損害を与えた場合においては、応援を受

けた協定団体がその賠償の責めを負う。ただし、災害地への出場若しくは帰路途上に

おいて発生したものについては、この限りでない。 

（情報の交換） 

第８条 協定団体は、この協定の適切な運用を期するため必要な各種消防情報、資材等を

相互に通報するものとする。 

（委任） 

第９条 この協定による相互応援は、それぞれの消防団長が実施するものとし、この協定

実施のために必要な事項は、協定団体消防団長が協議決定するものとする。 

（協議） 

第 10条 この協定に記載のない事項又は疑義が生じた事項については、協議の上決定する

ものとする。 

（効力の発生） 

第 11条 この協定は、平成 18年３月 27日から効力を発生する。 

 

この協定を証するため本書４通を作成し、当事者記名押印の上、各１通を保有するもの

とする。 

 

平成 18年３月 27日 

協定者 

富岡市長 

下仁田町長 

南牧村長 

甘楽町長 
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２－６ 災害時の情報交換に関する協定 

国土交通省関東地方整備局長（以下「甲」という。）と、甘楽町長（以下「乙」という。）

とは、災害時における各種情報の交換等に関し、次のとおり協定する。 

（目的） 

第 1 条 この協定は、甘楽町において災害が発生または、災害が発生するおそれがある場

合において、甲及び乙が必要とする各種情報の交換等（以下、情報交換という。）につい

て定め、もって、適切迅速かつ的確な災害対処に資することを目的とする。 

（情報交換の開始時期） 

第２条 甲及び乙の情報交換の開始時期は、次のとおりとする。 

一 甘楽町において重大な被害が発生または、発生するおそれがある場合 

二 甘楽町に災害対策本部が設置された場合 

三 その他甲または乙が必要とする場合 

（情報交換の内容） 

第３条 甲及び乙の情報交換の内容は、次のとおりとする。 

一 一般被害状況に関すること 

二 公共土木施設（道路、河川、ダム、砂防、都市施設等）の被害状況に関すること 

三 その他甲または乙が必要とする事項 

（情報連絡員（リエゾン）の派遣） 

第４条 第２条の各号のいずれかに該当し、乙の要請があった場合または甲が必要と判断

した場合には、甲から乙の災害対策本部等に情報連絡員を派遣し情報交換を行うものと

する。 

なお、甲及び乙は、相互の連絡窓口を明確にしておき派遣に関して事前に調整を図る

ものとする。 

（平素の協力） 

第５条 甲及び乙は、必要に応じ情報交換に関する防災訓練及び防災に関する地図等の資

料の整備に協力するものとする。 

（協議） 

第６条 本協定に疑義が生じたとき、または本協定に定めのない事項については、その都

度、甲乙協議のうえ、これを定めるものとする。 

 

本協定は、２通作成し、甲乙押印のうえ各１通を所有する。 

平成 23 年２月４日 

甲）埼玉県さいたま市中央区新都心２番地１ 

さいたま新都心合同庁舎２号館 

国土交通省 関東地方整備局長 

乙）群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１－１ 

甘楽町長 
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２－７ 災害時における飲料水の提供に関する協定書 

甘楽町（以下「甲」という。）と株式会社伊藤園（以下「乙」という。）は、大規模な災

害が発生した場合（以下「災害時」という。）における飲料水の提供に関して、次のとおり

協定を締結する。 

（総則） 

第１条 この協定は、災害時において、乙が甲に対し、飲料水の提供を行うことにつき必

要な事項を定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として、甲が災害対策本部を設置し、

乙に対して要請を行った時をもって発動するものとする。 

（飲料水の提供） 

第３条 甲は災害時に、被災者に対して飲料水の提供が必要となるときには、乙の営業拠

点で保有する在庫飲料の提供協力を要請することができる。 

２ 前項の要請は、救援物資（飲料水）提供申請書（別記様式）をもって行うものとする。

ただし、文書をもって要請することができない場合は口頭で要請し、その後速やかに文

書を交付するものとする。 

３ 甲は災害時に、甲乙契約にかかる災害用自動販売機（以下「対象自販機」という。）内

の商品の無償提供を乙に要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、甲の要請を受けたときは、特別の理由がない限り、甲に協力するものとする。 

（鍵の管理） 

第５条 乙は、災害時の対応を迅速に行うため、対象自販機の鍵を甲に貸与する。 

２ 甲は、対象自販機の鍵の保管及び商品の提供を甲の責任により行う。 

３ 甲の過失による鍵の紛失、盗難、不正使用等に起因して、対象自販機本体、商品及び

売上金に損害が生じた場合、甲は乙に対し全ての賠償責任を負う。 

（通知義務） 

第６条 第３条第３項に基づき商品の無償提供を行った場合、甲は速やかにその旨並びに

日付及び数量等を乙に通知しなければならない。 

（費用負担） 

第７条 第３条第１項に定める飲料水の提供により発生した費用は、原則として甲が負担

するものとし、価格は、引渡しまでの運賃を含む災害等発生直前時における適正な価格

（災害等発生前の取引については取引時の適正な価格）を基準とする。 

２ 災害等について、その規模が著しく大きい場合は、甲乙協議の上前項に定める費用負

担割合について変更することができる。 

（運搬） 

第８条 第３条第１項に定める飲料水提供に伴う運搬は、甲乙相互の協力の下、これを行う。 
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２ 甲は乙に対して、必要とする飲料の種類、日時、運搬場所等について文書をもって指

示し、飲料の提供を求めることができるものとする。ただし、乙の営業拠点の在庫状況

又は交通事情等により、乙がその変更を求める場合は、原則としてこれに応ずるものと

する。 

（不可抗力等） 

第９条 災害等発生時における飲料水提供であることを鑑み、乙が不可抗力等により、第

３条、第４条及び第６条に定める乙の義務を履行できない場合であっても、乙はその責

めを負わないものとする。 

（代金の支払） 

第１０条 第３条第１項の規定に基づき乙が提供した飲料水の代金は、甲が負担する。 

２ 第３条第３項の規定に基づき乙が提供した飲料水の代金については無償提供とする。 

（協議） 

第１１条 この協定に定めない事項については、その都度、甲乙協議して定める。 

（有効期限） 

第１２条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもっ

て協定の終了を通知しない限り、その効力は有効なものとする。 

２ 前項に定める終了の通知は、期間満了日の３箇月前までに相手方に申し出るものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上、各１通を保有する。 

 

平成２３年３月２日 

甲 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡 161-1 

甘楽町長 

乙 東京都渋谷区本町 3 丁目 47 番 10 号 

株式会社 伊藤園 

総務部長 
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２－８ 災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書 

 甘楽町（以下「甲」という。）と社会福祉法人 甘楽町社会福祉協議会（以下「乙」とい

う。）とは、災害時における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、甘楽町内に大規模な地震、風水害及びその他の災害が発生した場合

における災害時要援護者への避難援護について、甲が乙に対して福祉避難所の設置運営

に関する協力を要請することができること及びその場合の手続きを定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 この協定における避難援護の対象となる者（以下「対象者」という。）は、福祉施

設や医療機関に入所又は入院するに至らない在宅の要援護者で、一般の避難所生活にお

いて何らかの特別な配慮を必要とするものをいう。 

（受入れの要請） 

第３条 甲は、災害時において前条の対象者の存在を把握した場合は、乙に対し、当該対

象者の受入れを要請するものとする。 

（指定する施設） 

第４条 福祉避難所として指定する施設は、甘楽町総合福祉センター（併設ディサービス

センターを含む）とする。 

（手続き） 

第５条 第３条の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとする。ただ

し、緊急を要する場合は、この限りでない。 

（１）対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

（２）身元引受人の住所、氏名及び連絡先 

（経費の負担） 

第６条 福祉避難所として、乙が対象者の受入れに要した経費については、甲が所要の実

費を負担するものとする。 

（対象者の移送） 

第７条 甲の要請に基づき、乙が受入れを了承した場合、福祉避難所への対象者の移送は、

原則として、当該対象者の家族と支援者が行うものとする。 

（物資調達及び介護者の確保） 

第８条 甲は、日常生活用品、食料等福祉避難所の運営に必要な物資の調達に努めるもの

とする。 

２ 甲は乙が対象者を適切に介護できるよう看護師、介護員、ボランティア等の介助者の

確保に努めるものとする。 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力） 

第９条 甲は、乙が早期に本来の目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福祉避

難所の早期閉鎖に努めるものとする。 

 



【資料集】  ２ 協定関係 

 

 
 

~ 211 ~ 
 

（受入れ可能人数の把握） 

第１０条 甲は平常時から乙の施設における受入可能人数を把握しておくものとする。 

（守秘義務） 

第１１条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の者

に漏らしてはならない。 

（協議） 

第１２条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議し

て定めるものとする。 

（効力） 

第１３条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成２４年３月３１まで

とする。ただし、期間満了の２月前までに、甲又は乙から書面による解約の申出がない

ときは、なお、１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。 

   

  この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保

有するものとする。 

 

  平成２３年４月１日 

   （甲）群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１番地１ 

        甘楽町長 

   （乙）群馬県甘楽郡甘楽町大字白倉１３９５番地１ 

        社会福祉法人 甘楽町社会福祉協議会 

        会長 
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２－９ 甘楽町災害応急対策業務に関する協定書 

甘楽町（以下「甲」という。）とは災害が発生する恐れがある場合の防止及び災害が発生

した場合の応急処置（以下「応急対策業務」という。）に関して、次のとおり協定を定める

ものとする。 

（目的） 

第１条 この協定は、甲が管理する区域内の公共土木施設及び公共建物等の機能の確保及

び回復のため、応急対策業務に関する甲と乙との実施事項を定め、迅速かつ的確に対応

することを目的とする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害が発生し、応急対策を行う必要が生じた場合は、乙に対し応急対策業

務の協力を要請することができる。 

２ 乙は、要請があった時は甲に対し速やかに協力するものとする。 

（費用負担） 

第３条 乙が実施した応急対策業務に要する費用は甲が必要に応じ負担する。 

（損害賠償） 

第４条 第２条に規定する業務に従事した者が、当該業務において負傷し、若しくは疾病

にかかり、又は死亡した場合の災害補償については、業務に従事した者の使用者の責任

において行うものとする。 

（雑則） 

第５条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じたときは、その都度、甲乙協議して定

めるものとする。 

 附則 

１ この協定は、平成２３年１２月２１日から適用する。 

２ この協定の成立を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、それぞれその１

通を所持するものとする。 

 

  平成２３年１２月２１日 

 

   甲 甘楽町大字小幡１６１番地１    乙 甘楽町大字福島１６９８番地１ 

     甘楽町長               甘楽町建設業協会長 
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２－10 災害時における生活物資の供給協力に関する協定 

甘楽町（以下「甲」という。）と、株式会社カインズ（以下「乙」という。）とは、災害

時における生活物資の供給協力について、次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時に甲と乙が相互に協力して町民生活の安定を図るため、生活

物資の供給協力に関する事項について定めるものとする。 

（協力要請） 

第２条 災害時において甲が生活物資を必要とする時は、乙に対し生活物資の供給につい

て協力を要請することができる。 

（調達物資の範囲） 

第３条 甲が、乙に供給を要請する生活物資の範囲は、次に掲げるもののうち要請時点で、

乙が調達可能な物資とする。 

（１）日用品等の生活必需品 

（２）災害時の応急対策に必要な物資として乙が供給できるもの 

（要請手続き） 

第４条 甲の乙に対する要請は、別に定める「物資発注書」をもって行うものとする。 

 但し、緊急を要するときは電話またはその他の方法をもって要請し、事後「物資発注書」

を提出するものとする。 

２ 甲と乙は連絡体制等について、常に点検、改善に努めるものとする。 

（協力実施） 

第５条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、生活物資の供給及び運搬に

対する協力等に積極的に努めるものとする。 

２ 乙は、前条の要請により生活物資の供給を実施したときは、速やかに別に定める「物

資供給報告書」により甲に報告するものとする。 

（生活物資の運搬） 

第６条 生活物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定場所への運搬は、乙ま

たは乙の指定する者が行うものとする。また、乙は必要に応じ甲に対して運搬の協力を

求めることができる。 

２ 甲は、乙が前項の規定により生活物資を運搬する車両を優先車両として通行できるよ

うに配慮するものとする。 

（費用負担） 

第７条 甲は、乙が提供した生活物資の代金及び運搬に要した費用は、甲が負担するもの

とする。 

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における乙の小売価格等を基準とし、甲と乙が

協議の上速やかに決定する。 

（費用の支払い） 

第８条 生活物資の代金及び運搬に要した費用は、乙の請求により甲が支払うものとする。 
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２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに乙に支払うものとする。 

（情報交換） 

第９条 甲と乙は、この協定の成立にかかる連絡責任者を協定締結後速やかに別に定める

「連絡責任者届」により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手

方に報告するものとする。 

（協議） 

第 10条 この協定に定めのない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲と

乙が協議の上決定するものとする。 

（有効期間） 

第 11条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

  

この協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙はそれぞれ記名押印の上、

各１通を保有するものとする。 

 

  平成２４年３月１４日 

 

           甲 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１番地 1 

             甘楽町長 

           乙 群馬県高崎市高関町３８０ 

             株式会社 カインズ 

             代表取締役 
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２－11 災害時非常無線通信の協力に関する協定書 

甘楽町長（以下「甲」という。）と群馬県アマチュア無線赤十字奉仕団甘楽分団長（以下

「乙」という。）は、大規模な災害から町民の生命、身体、財産を守るため、次の事項によ

り協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 52 条第４号に定める災害（以

下「災害」という。）が発生し、又は発生するおそれがある場合の非常通信について、甲

が乙に協力を求める場合の手続き等を定めるものとする。 

（協定の要請等） 

第２条 甲は甘楽町内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の災害情報の収集

及び伝達について、乙の協力を必要とするときは、乙の協力を要請することができる。 

２ 前項により要請を受けた乙は、情報の収集及び伝達に協力するものとする。 

（協議事項） 

第３条 この協定の実施について、疑義が生じたときは甲乙協議のうえ決定するものとす

る。 

（協定機関） 

第４条 この協定は、協定書締結の日から１年間とし、協定期間満了の１か月前までに双

方いずれかから協定解除の申入れがない場合、更に１年間自動更新し以後も同様とする。 

 

 甲乙この協定成立を証するため、協定書２通を作成し、双方押印のうえ各自１通を保有

する。 

 

  平成２５年７月１７日 

 

         甲 甘楽町大字小幡１６１－１ 

           甘楽町長 

         乙 甘楽町金井３１７－２ 

           群馬県アマチュア無線赤十字奉仕団 

           甘楽分団長 
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２－12 大規模土砂災害時等に備えた相互協力に関する協定書（申し合わせ） 

国土交通省関東地方整備局利根川水系砂防事務所（以下「甲」という。）と甘楽町（以下

「乙」という。）とは、その行政地区において大規模土砂災害等に備えた相互協力について

次のとおり協定する。 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模土砂災害時等に備え甲乙相互に協力し、有事における減災活

動や災害対応等が円滑に進むことを目的とする。 

（協力内容） 

第２条 相互に協力する内容については、次の通りとする。 

（１）危機管理計画の作成（情報収集・伝達） 

（２）防災に関する資料等の企画作成（防災業務計画の見直し、ハザードマップの作成等） 

（３）防災訓練等の実施 

（４）平常時における防災意識向上に関する活動（講演会等） 

（５）その他相互に必要と認めた活動 

なお、この具体的な内容については、相互に協議し、段階的に進めることとする。 

（体制） 

第３条 甲と乙は、第２条を進めるに当たって協議会等を設置し、情報交換を行うことと

する。 

（有効期限） 

第４条 この協定期間は、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの期間とする。 

  ただし、期間満了の 1箇月前までに甲乙いずれからも何ら申し出のないときは、引き続

き同一条件をもって 1年間延長するものとし、以後この例により、継続するものとする。 

（疑義の決定） 

第５条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に疑義が生じたとき、更に

この協定に定める事項を変更しようとするときは、甲乙協議して定めるものとする。 

 

 上記のとおり、合意の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ、

各自その１通を保有する。 

 

  平成２６年４月１日 

 

    甲 国土交通省 関東地方整備局 利根川水系砂防事務所長 

    乙 群馬県 甘楽町長 
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２－13 災害時における救援物資提供に関する協定書 

甘楽町（以下「甲」という。）と三国コカ・コーラボトリング株式会社（以下「乙」とい

う。）は、災害時における救援物資提供について次のとおり協定書を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について必

要な事項を定めるものとする。 

（協力の内容） 

第２条 震度５弱以上の地震または、同等以上の災害が発生若しくは発生する恐れがある

場合において、甲に対策本部が設置され、その対策本部から災害物資の提供について要

請があった時、乙は以下の内容により協力するものとする。 

（２）乙は、第１項の要請があった時、災害支援型自動販売機の機内在庫の製品を甲に無

償提供するものとする。 

（３）対象の自販機は別紙添付リストによる。 

（４）乙は、飲料水の優先的な供給を甲に行うものとする。 

（５）前号の飲料水の引渡し場所は、甲、乙が協議し決定するものとし、当該場所において乙

の納品書等に基づき甲が確認の上引き取るものとする。又、飲料水の対価については甲が

負担するものとし、価格は都度、甲乙協議の上決定するものとする。ただし、道路不通及

び停電等により供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を講ずるものとする。 

（要請の手続き） 

第３条 この協定による要請を行う時は、緊急物資提供要請書（様式１）をもって行うも

のとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるも

のとし、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とし、甲乙いずれかから協定解

消の申し出がないかぎり同一内容をもって延長するものとする。 

２ 前項の解消の申し出は、１ヶ月前までに相手方に申し出るものとする。 

（協議） 

第５条 この協定に定めるものの他、この協定の実施に関して必要な事項、その他この協

定に定めない事項については、その都度甲乙間で協議して定めるものとする。 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上各１通を保有する。 

 平成２６年４月１１日 

     甲 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１－１ 

       甘楽町 町長 

     乙 群馬県高崎市八幡町１９０－１ 

       三国コカ・コーラボトリング株式会社 

       群馬支社長  
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２－14 災害時における応急生活物資供給等に関する協定書 

甘楽町（以下「甲」という。）と生活協同組合コープぐんま（以下「乙」という。）は、

災害時における町民生活の安定を図るため、災害時における応急生活物資供給等に関する

協定（以下「協定」という。）を締結する。 
（趣旨） 
第１条 この協定は、甘楽町内に災害が発生した場合（以下「災害時」という。）に甲と乙

が相互に協力して、被災した町民等に対して行う応急生活物資（以下「物資」という。）

の供給、輸送、ボランティア活動等に関する協力事項について定めるものとする。 
（協力事項の発動） 
第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として、甲が乙に対して要請を行っ

た時をもって発動するものとする。 
（協力要請） 
第３条 災害時において、甲が物資を必要とする時は、乙に対し商品の供給、輸送につい

て協力を要請することができる。 
２ 前項の要請は、文書をもって行うものとする。ただし、急を要する場合で文書をもっ

て要請することができない時は、口頭又は電話等により要請し、後日速やかに文書を提

出するものとする。 
（協力実施） 
第４条 災害時に必要な物資の調達及び安定供給を行うため、甲は乙に対して情報の提供

及び必要な要請を行い、乙はそれを受けて必要な措置を講ずるものとする。 
（費用） 
第５条 前条の規定により、乙が供給した物資の対価は、甲が負担するものとする。 
２ 前項に規定する物資の対価については、災害時直前に組合員に供給していた生活物資

の対価を参考にし、甲乙協議の上、決定するものとする。 
（引渡し） 
第６条 物資の引渡し場所は、甲が指定するものとし、指定場所への輸送は乙が責任をも

って行うものとする。甲は、当該引渡し場所に職員を派遣し、物資の数量等を確認の上、

引取るものとする。 
（情報の収集及び提供） 
第７条 甲及び乙は、災害時において物価の高騰の防止等を図るため、協力して町民に対

して迅速かつ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 
２ 甲及び乙は、前項の情報提供を円滑に行うため、物価等の生活情報の交換を日常的に

行うものとする。 
（実施に関し必要な事項等の決定） 
第８条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、そ

の都度、甲乙協議して定めるものとする。 
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（効力の発生日） 
第９条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 
 
 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印の上、各自１通を保有する。 
 
   平成２６年４月２８日 
 

甲 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１番地１ 
甘楽町長 

乙 群馬県桐生市相生町一丁目１１１番地 
                生活協同組合コープぐんま 

理 事 長 
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２－15 西毛地域水道事業者協議会災害時相互応援に関する協定 

（趣旨） 
第１条 この協定は、西毛地域水道事業者協議会に所属する構成員（以下「会員」という。）

が災害の発生により被災し、当該会員のみでは十分な応急措置ができない場合における

相互応援について、必要な事項を定めるものとする。 
（用語） 
第２条 この協定において「災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２

条第１号に定める災害及び渇水等により生ずる被害をいう。 
（連絡担当部課） 
第３条 会員は、あらかじめこの協定に基づく相互応援の連絡窓口として、連絡担当部課

を定め、災害が発生したとき又は災害発生のおそれのあるときの情報交換及び応援の要

請等は、この連絡担当部課を通じて行うものとする。 
（応援の種類） 
第４条 応援の種類は、次のとおりとする。 
（１）応急給水に必要な資機材、物資及び車両等の提供 
（２）施設の応急復旧に必要な資機材、物資及び車両等の提供 
（３）応急給水及び応急復旧に必要な職員の派遣 
（４）前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 
（応援の要請） 
第５条 災害を受け、他の会員の応援を要請しようとする会員（以下「被災会員」という。）

は、法令その他に別段の定めがあるものを除き、別に定める応援要請手続きにより応援

を要請するものとし、要請を受けた会員（以下「応援会員」という。）は極力これに応じ

援助に努めるものとする。 
２ 応援の要請は、被災会員が次の各号に掲げる事項を明示し、口頭又は電話、電信その

他の情報伝達手段により行い、後日、速やかに応援会員に文書を送付するものとする。 
（１）被災状況 
（２）応援に必要な資機材、物資及び車両並びに職種別人員 
（３）応援を受ける場所 
（４）応援を受ける期間 
（５）前各号に掲げるもののほか、応援に関する必要な事項 
（応援経費の負担） 
第６条 この協定に基づく応援に要した経費は、法令その他別段の定めがあるものを除き、

原則として被災会員が負担するものとする。 
（連絡会議） 
第７条 この協定に定める事項の円滑な推進を図るため、必要により幹事市は、連絡会議

を開くものとする。 
２ 連絡会議は、西毛地域水道事業者協議会に属する市町村で構成するものとする。 
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（資料の交換） 
第８条 この協定に基づく応援が円滑に行われるよう必要な資料を随時相互に交換するも

のとする。 
（実施細目） 
第９条 この協定の実施に関して必要な細目事項については、別に協議して定めるものと

する。 
（その他） 
第１０条 この協定に定めのない事項又はこの内容に疑義若しくは変更する必要が生じた

場合はその都度協議して定めるものとする。 
   附 則 
 この協定は、平成２６年１０月２日から施行する。 
 
この協定の締結を証するため、本書８通を作成し、各自記名押印のうえ、その１通を保

有するものとする。 
 

  平成２６年１０月２日 
 
       藤岡市 市長 
       富岡市 市長 
       安中市 市長 
       神流町 町長 
      下仁田町 町長 
       甘楽町 町長 
       上野村 村長 
       南牧村 村長 
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２－16 災害時におけるＬＰガス等供給協力に関する協定書 

甘楽町長 茂原荘一（以下「甲」という。）と一般社団法人群馬県ＬＰガス協会富岡支部

長 高間孝行（以下「乙」という。）は、災害時におけるＬＰガスの供給に関して、次のと

おり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、甘楽町において地震等の災害が発生し、又は発生の恐れがある場合

（以下「災害時」という。）において、甲と乙とが相互に協力して、被災者にＬＰガスを

供給するために必要な事項を定め、住民生活の安定を図ることを目的とする。 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時において必要とするときは、乙に対し避難場所等へのＬＰガスの供

給について、協力を要請することができる。 

２ 前項の規定による要請は、文書をもって行うものとする。ただし、文書をもって要請

するいとまがないときは口頭で要請し、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（協力実施） 

第３条 乙は、前条の規定による要請をうけたときは、速やかに可能の限り優先的に協力

するものとする。 

２ 乙は、緊急時に際し、甲の要請に円滑に対応するために、ＬＰガス及びＬＰガス資機

材の調達並びに要員の確保を行うこととし、備蓄物資の内容及び数量については、甲と

乙が事前に協議のうえ定めることとする。 

（引渡し） 

第４条 甲は、乙に供給要請を行う際、予め引き渡し場所を指定し、当該場所へ職員を派

遣し、引き受けるものとする。 

（費用負担） 

第５条 前条の規定により、乙が供給したＬＰガスの代金については、甲が負担するもの

とする。 

（情報の提供等） 

第６条 甲及び乙は、この協定が円滑に機能するため、地域防災にかかわる情報収集や支

援活動のあり方について、平時から協議を行うものとする。 

（協議） 

第７条 この協定の実施に関し、必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、

その都度甲と乙が協議して定めるものとする。 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２８年３月３１日までとし、期間

満了１ヶ月前までに、甲・乙のいずれからもこの協定の解除又は変更について意思表示

がないときは、さらに１年延長するものとし、以降も又同様とする。 

 この協定を締結したことを証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１

通を保有する。 

  平成２７年 ９月 ２日 

          甲 群馬県甘楽町大字小幡１６１－１ 

甘楽町長 

          乙 富岡市富岡２７７２－１ 

一般社団法人群馬県ＬＰガス協会富岡支部 

支部長   
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２－17 災害発生時における甘楽町と日本郵便株式会社高崎郵便局及び甘楽町

内郵便局の協力に関する協定 

甘楽町（以下「甲」という。）と日本郵便株式会社高崎郵便局、小幡郵便局、甘楽秋畑郵便

局、新屋郵便局及び福島郵便局（以下「乙」という。）は、甘楽町内に発生した地震その他に

よる災害時において、甲及び乙が相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行するために次のと

おり協定する。 

（定義） 

第１条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第２

条第１号に定める被害をいう。 

（協力要請） 

第２条 甲及び乙は、甘楽町内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、

相互に協力を要請することができる。 

（１）緊急車両等としての車両の提供 

（車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用車両は除く。） 

（２）甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難

先リスト等の情報の相互提供 

（３）郵便局ネットワークを活用した広報活動 

（４）災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び援護対策 

ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除 

エ 被災地宛て寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

（５）乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供 

（６）避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等並

びにこれらを確実に行うための必要な事項(注) 

（７）株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

（８）前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

    (注) 避難者情報確認シート (避難先届)又は転居届の配布・回収を含む。 

（協力の実施） 

第３条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けた場合は、その緊急性に鑑み、業務に

支障のない範囲内において協力するものとする。 

（経費の負担） 

第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令

その他に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者

が負担する。 

２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協

議の上、決定するものとする。 

（災害情報連絡体制の整備） 

第５条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものと

する。 

（情報の交換） 

第６条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を

行う。 
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（連絡責任者） 

第７条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 

甲 甘楽町 総務課長 

乙 日本郵便株式会社 高崎郵便局 総務部長   

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し決定

する。 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までとす

る。ただし、有効期間満了の１か月前までに、甲及び乙のいずれからも申出がない場合

は、当該期間満了の日の翌日から起算して１年間、この協定を更新するものとし、以後

もまた同様とする。 

 

この協定を証するため、本書６通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するもの

とする。 
 

平成２９年３月３０日 

 

甲 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１番地１ 

              甘楽町長 

               

乙 群馬県高崎市高松町５番地６ 

日本郵便株式会社 

高崎郵便局長 

 

群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡７２７番地３ 

日本郵便株式会社 

小幡郵便局長 

               

群馬県甘楽郡甘楽町大字秋畑１５１５番地１ 

日本郵便株式会社  

甘楽秋畑郵便局長 

               

群馬県甘楽郡甘楽町大字金井５３７番地１ 

日本郵便株式会社 

新屋郵便局長 

               

群馬県甘楽郡甘楽町大字福島１０９１番地 

日本郵便株式会社 

福島郵便局長 
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２－18 地域における協力に関する協定 

甘楽町（以下「甲」という。）は、日本郵便株式会社高崎郵便局、小幡郵便局、甘楽秋畑

郵便局、新屋郵便局及び福島郵便局（以下「乙」という。）と、地域における協力について、

次のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、住民が住み慣れた地域で安心して暮らせる地域社会づくりに資する

ための甲乙間の協力に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（協力の内容） 

第２条 乙は、甘楽町内における業務中、次に掲げる場合には、業務に支障のない範囲で、

甲に情報（乙の守秘義務に係るものを除く。以下同じ。）を提供することにより、甲に協

力するものとする。 

なお、緊急を要する場合には、直接消防又は警察等の関係機関に通報するものとする。 

（１）高齢者、障がい者、子どもその他の甲の住民等の何らかの異変に気付いた場合 

（２）道路及び漏水等の異状を発見した場合 

（３）不法投棄が疑われる廃棄物等を発見した場合 

（４）適切な管理が行われていない家屋等を発見した場合 

２ 前項の規定により乙が情報を提供した場合において、甲は、その個別の事実を第三者

に開示しないものとする。ただし、住民生活に危険があると判断された場合はこの限り

ではない。 

（情報提供の方法） 

第３条 乙は、別に定める様式により甲へ情報提供するものとする。ただし、乙が緊急を

要するとした場合は、電話等で行うことができる。 

（免責） 

第４条 乙は、前条第１項の規定による情報の提供をした場合及び提供しなかった場合の

いずれにおいても、その責任を負わないものとする。 

（個人情報の保護） 

第５条 乙はこの協定の実施にあたり、個人情報の保護に配慮するとともに、業務上知り

得た情報を関係機関以外の外部に漏らしてはならない。 

（有効期間） 

第６条 本協定の有効期間は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までとする。

ただし、有効期間満了の１か月前までに、甲及び乙のいずれからも申出がない場合は、

当該期間満了の日の翌日から起算して１年間、この協定を更新するものとし、以後もま

た同様とする。 

（その他） 

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定の解釈に関する疑義が生じた場合には、

甲及び乙が協議の上、これを決定するものとする。 
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 この協定を証するため、本書６通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するもの

とする。 

 

平成２９年３月３０日 

 

甲 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡１６１番地１ 

              甘楽町長 

               

乙 群馬県高崎市高松町５番地６ 

日本郵便株式会社 

高崎郵便局長 

 

群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡７２７番地３ 

日本郵便株式会社 

小幡郵便局長 

               

群馬県甘楽郡甘楽町大字秋畑１５１５番地１ 

日本郵便株式会社  

甘楽秋畑郵便局長 

               

群馬県甘楽郡甘楽町大字金井５３７番地１ 

日本郵便株式会社 

新屋郵便局長 

               

群馬県甘楽郡甘楽町大字福島１０９１番地 

日本郵便株式会社 

福島郵便局長 

 

  



【資料集】  ３ 災害危険区域関係 

 

 
 

~ 227 ~ 
 

３ 災害危険区域関係 

３－１ 土石流危険渓流 

区 分 渓流数 内 容 

危険渓流Ⅰ 23 

３度以上(火山砂防地域では２度)の傾きがある渓流のうち、土石

流が発生した場合に被害が予想される人家が５戸以上、または公

共施設や社会福祉施設などのある場所に土砂が流入する渓流 

危険渓流Ⅱ 19 

「Ｉ」と同様の傾きがある渓流のうち、土石流が発生した場合に

被害が予想される人家が１戸以上５戸未満ある場所に土砂が流

入する渓流 

準ずる渓流Ｊ 9 

「Ｉ」、「Ⅱ」と同様の傾きがある渓流のうち、調査時点では人家

がないものの、今後住宅などの立地の可能性があると考えられる

区域に流入する渓流 

 

渓流番号 区分 水系名 河川名 渓流名 大字（字） 

384-Ⅰ-001 Ⅰ 利根川 雄川 掘沢川 小幡（町谷） 

384-Ⅰ-002 Ⅰ 利根川 雄川 水越沢川 轟 

384-Ⅰ-003 Ⅰ 利根川 雄川 西萩沢 秋畑（西萩） 

384-Ⅰ-004 Ⅰ 利根川 雄川 森戸川 秋畑（内久保） 

384-Ⅰ-005 Ⅰ 利根川 雄川 ごろた沢 秋畑（内久保） 

384-Ⅰ-006 Ⅰ 利根川 雄川 雄川 秋畑（那須） 

384-Ⅰ-007 Ⅰ 利根川 雄川 足ノ萱沢川 秋畑（河振） 

384-Ⅰ-008 Ⅰ 利根川 雄川 地神平沢 秋畑（那須） 

384-Ⅰ-009 Ⅰ 利根川 雄川 谷津ケ堀沢 秋畑（来波） 

384-Ⅰ-010 Ⅰ 利根川 雄川 浦山沢川 秋畑（内久保） 

384-Ⅰ-011 Ⅰ 利根川 赤谷川 伏鹿沢 秋畑（赤谷） 

384-Ⅰ-012 Ⅰ 利根川 赤谷川 入山川 秋畑（入山） 

384-Ⅰ-013 Ⅰ 利根川 赤谷川 谷ノ口川 秋畑（谷ノ口） 

384-Ⅰ-014 Ⅰ 利根川 赤谷川 谷ノ口東沢 秋畑（谷ノ口） 

384-Ⅰ-015 Ⅰ 利根川 赤谷川 栗ノ沢川 秋畑（赤谷平） 

384-Ⅰ-016 Ⅰ 利根川 赤谷川 峯ノ沢川 秋畑（峰） 

384-Ⅰ-017 Ⅰ 利根川 雄川 萩ノ久保沢 秋畑（萩の久保） 

384-Ⅰ-018 Ⅰ 利根川 雄川 裏根川 秋畑（裏根） 

384-Ⅰ-019 Ⅰ 利根川 下川 城中沢 国峰（城） 

384-Ⅰ-020 Ⅰ 利根川 下川 大光寺東川 国峰（大光寺） 

384-Ⅰ-021 Ⅰ 利根川 下川 日向沢 国峰（日向） 
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渓流番号 区分 水系名 河川名 渓流名 大字（字） 

384-Ⅰ-022 Ⅰ 利根川 下川 永洲中西沢 国峰（永州） 

384-Ⅰ-023 Ⅰ 利根川 下川 永洲中東沢 国峰（永州） 

384-Ⅱ-001 Ⅱ 利根川 天引川 下鳥谷沢 天引（下鳥屋） 

384-Ⅱ-002 Ⅱ 利根川 天引川 上鳥屋南下沢 天引（上鳥屋） 

384-Ⅱ-003 Ⅱ 利根川 天引川 上鳥屋南上沢 天引（上鳥屋） 

384-Ⅱ-004 Ⅱ 利根川 天引川 天引川 天引（上鳥屋） 

384-Ⅱ-005 Ⅱ 利根川 雄川 八丁河原沢 秋畑（河振） 

384-Ⅱ-006 Ⅱ 利根川 雄川 大石平沢 秋畑（那須） 

384-Ⅱ-007 Ⅱ 利根川 雄川 御宮沢 秋畑（那須） 

384-Ⅱ-008 Ⅱ 利根川 雄川 河振沢 秋畑（河振） 

384-Ⅱ-009 Ⅱ 利根川 赤谷川 入山南沢 秋畑（入山） 

384-Ⅱ-010 Ⅱ 利根川 赤谷川 谷ノ口東沢 秋畑（谷ノ口） 

384-Ⅱ-011 Ⅱ 利根川 赤谷川 谷ノ口東沢 秋畑（百々瀬） 

384-Ⅱ-012 Ⅱ 利根川 雄川 丸山沢 秋畑（小平） 

384-Ⅱ-013 Ⅱ 利根川 雄川 小平小沢 秋畑（裏根） 

384-Ⅱ-014 Ⅱ 利根川 雄川 小平沢 秋畑（裏根） 

384-Ⅱ-015 Ⅱ 利根川 下川 城川 国峰（城） 

384-Ⅱ-016 Ⅱ 利根川 下川 大光寺川 国峰（大光寺） 

384-Ⅱ-017 Ⅱ 利根川 下川 竹ノ内沢 国峰（竹ノ内） 

384-Ⅱ-018 Ⅱ 利根川 下川 竹ノ内中沢 国峰（竹ノ内） 

384-Ⅱ-019 Ⅱ 利根川 下川 永州西沢 国峰（永洲） 

384-Ｊ-001 J 利根川 天引川 入木屋沢 天引（田口） 

384-Ｊ-002 J 利根川 天引川 入木屋北沢 天引（田口） 

384-Ｊ-003 J 利根川 雄川 仙洞院沢 小幡（光善入、仙洞院） 

384-Ｊ-004 J 利根川 雄川 入道谷沢 小幡（光善入、仙洞院、紅葉山） 

384-Ｊ-005 J 利根川 雄川 光善入沢 小幡（紅葉山、丸山） 

384-Ｊ-006 J 利根川 雄川 富士ノ越沢 小幡・轟 

384-Ｊ-007 J 利根川 下川 茂木沢 国峰（日向） 

384-Ｊ-008 J 利根川 下川 日向西沢 国峰（日向） 

384-Ｊ-009 J 利根川 下川 永洲東沢 国峰（永州、中沢） 
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３－２ 地すべり危険個所・地すべり防止区域 

区 分 区域名 河川名 所在地 指定面積 指定年月日 備 考 

土木関係 

那須 雄川 秋畑 53.0ha S 3 6 . 4 . 8 
危険個所 
防止区域 

荻の久保 雄川 秋畑 15.4ha S54.3.16 
危険個所 
防止区域 

那須南 八丁川原沢 秋畑 14.8ha 無 危険個所 

河振南 八丁川原沢 秋畑 31.5ha 無 危険個所 

滝ノ沢 雄川 秋畑 45.6ha 無 危険個所 

入山 雄川 秋畑 13.2ha 無 危険個所 

枇杷ノ沢 雄川 秋畑 4.7ha 無 危険個所 

日向 大川 国峰 8.9ha 無 危険個所 

林務関係 

梅ノ木入 雄川 秋畑 31.5ha S38.1.21 防止区域 

粟ノ沢 赤谷川 秋畑 16.2ha S61.3.17 防止区域 

二ツ石 赤谷川 秋畑 6.0ha H15.2.25 防止区域 

内久保 犬ノ沢 秋畑 20.6ha H20.11.19 防止区域 

耕地関係 河振 雄川 秋畑 30.2ha S47.3.24 防止区域 
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３－３ 急傾斜地崩壊危険区域 

（平成 28年 4月 1日現在） 

No. 整理番号 区域名 大字 字 指定年月日 告示番号 

1 15- 裏根 秋畑 森下、大日 S47.10.20 582 

2 20- 東梅の木平 秋畑 東梅の木平 S48.8.10 470 

3 20-2 東梅の木平(追加) 秋畑 東梅の木平 S52.2.22 158 

4 20-3 東梅の木平(追加) 秋畑 東梅の木平 S54.12.11 910 

5 20-4 東梅の木平(追加) 秋畑 東梅の木平 H11.7.6 427 

6 35- 赤谷 秋畑 赤谷 S50.12.9 802 

7 35- 赤谷(追加) 秋畑 赤谷 S52.2.22 158 

8 183- 谷の口 秋畑 谷の口 S56.4.3 236 

9 183-2 谷の口(追加) 秋畑 谷の口 S61.8.19 590 

10 226- 来波 秋畑 来波 S57.4.1 291 

11 311- 滝の沢 秋畑 滝ノ沢 S61.8.19 590 

12 319- 上来波 秋畑 柳平、来波 S62.6.9 417 

13 319-2 上来波(追加) 秋畑 柳平、来波 S62.6.9 333 

14 339- 谷 轟 日向、厳島、谷ノ上 S62.10.16 780 

15 339-2 谷(追加) 轟 日向、厳島、谷ノ上 H1.8.22 747 

16 340- 内久保 秋畑 北平、内久保 S62.10.16 780 

17 349- 粟の沢 秋畑 上の谷戸、粟の沢 S63.4.22 333 

18 378- 久保 天引 久保 H1.8.22 747 

19 431- 入山 秋畑 入山 H 4 . 3 . 3 162 

20 431-2 入山(追加) 秋畑 入山 H14.12.3 605 

21 448- 赤谷平 秋畑 赤谷平 H5.1.26 61 

22 472- 板穴 秋畑 御宮澤 H6.11.22 646 

23 499- 西梅ノ木平 秋畑 西梅ノ木平、伏鹿 H9.4.22 312 

24 578- 御宮澤 秋畑 御宮澤 H15.1.17 46 
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３－４ 急傾斜地崩壊危険箇所 

（平成 14 年度発表） 
区  分 個所数 内  容 

危険箇所Ⅰ 30 
傾斜度 30 度以上、高さ５ｍ以上の斜面のうち、がけ崩れが発

生した場合に被害が予想される人家が５戸以上、または公共

籍設や社会福祉施設がある斜面 

危険箇所Ⅱ 43 「Ｉ」と同様の傾きや高さがある斜面のうち、がけ崩れが発

生した場合に被害が予想される人家が１～４戸ある斜面 

準ずる箇所Ⅲ 15 
「Ｉ」、「Ⅱ」と同様の傾きや高さがある斜面のうち、調査時

点では人家がないものの、今後人家や観光宿泊施設等が建設

される可能性が高い斜面 
計 88  

 
（平成 14 年度発表） 

No. 危険度区分 広域的斜面番号 箇所番号 大字 箇所名 
1 Ⅰ 32 0710 秋畑 梅の木入 
2 Ⅰ 32 0711 秋畑 足の萱 
3 Ⅰ 32 0712 秋畑 大入 
4 Ⅰ 32 0713 秋畑 御宮沢 
5 Ⅰ 32 0714 秋畑 板穴 
6 Ⅰ 32 0715 秋畑 上来波 
7 Ⅰ 32 0716 秋畑 来波 
8 Ⅰ 32 0717 秋畑 内久保 
9 Ⅰ 33 0718 秋畑 滝の沢(B) 

10 Ⅰ 33 0719 秋畑 滝の沢 
11 Ⅰ 33 0720 秋畑 入山 
12 Ⅰ 33 0721 秋畑 谷の口 
13 Ⅰ 33 0722 秋畑 赤谷 
14 Ⅰ 33 0723 秋畑 赤谷平 

15 Ⅰ 33 0724 秋畑 粟上 

16 Ⅰ 33 0725 秋畑 粟の沢 

17 Ⅰ 33 0726 秋畑 西梅ノ木平 

18 Ⅰ 33 0727 秋畑 東梅ノ木平 

19 Ⅰ 33 0728 秋畑 戦場 

20 Ⅰ 33 0729 秋畑 裏根 

21 Ⅰ 33 0730 轟 谷 

22 Ⅰ 33 0731 天引 久保 
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No. 危険度区分 広域的斜面番号 箇所番号 大字 箇所名 
23 Ⅰ 33 0732 秋畑 来波 1 

24 Ⅰ 33 0733 国峰 大光寺 3 

25 Ⅰ 33 0734 善慶寺 御台面 1 

26 Ⅰ 33 0735 秋畑 西荻 1 

27 Ⅰ 33 0736 秋畑 琴平山 1 

28 Ⅰ 33 0737 白倉 東天寺 1 

29 Ⅰ 33 0738 天引 久保 2 

30 Ⅰ 33 0739 轟 轟 1 

31 Ⅱ 44 2975 秋畑 川振 

32 Ⅱ 44 2976 秋畑 大久保 1 

33 Ⅱ 44 2977 秋畑 谷ノ口 1 

34 Ⅱ 44 2978 秋畑 沼久保 1 

35 Ⅱ 44 2979 秋畑 坂穴 2 

36 Ⅱ 44 2980 秋畑 来波 2 

37 Ⅱ 45 2981 国峰 大光寺 1 

38 Ⅱ 45 2982 国峰 大光寺 2 

39 Ⅱ 45 2983 国峰 恩田 1 

40 Ⅱ 45 2984 国峰 中沢 1 

41 Ⅱ 45 2985 国峰 中沢 2 

42 Ⅱ 45 2986 国峰 中沢 3 

43 Ⅱ 45 2987 国峰 中沢 4 

44 Ⅱ 46 2988 国峰 大光寺 4 

45 Ⅱ 46 2989 善慶寺 御台面 2 

46 Ⅱ 46 2990 秋畑 南下沢 1 

47 Ⅱ 46 2991 秋畑 戦場 1 

48 Ⅱ 46 2992 秋畑 西荻 2 

49 Ⅱ 46 2993 秋畑 琴平山 2 

50 Ⅱ 46 2994 秋畑 内久保 1 

51 Ⅱ 46 2995 秋畑 小平 1 

52 Ⅱ 46 2996 秋畑 小平 2 

53 Ⅱ 46 2997 秋畑 北下沢 1 

54 Ⅱ 46 2998 秋畑 北下沢 2 

55 Ⅱ 46 2999 秋畑 台持 1 

56 Ⅱ 46 3000 秋畑 琴平山 3 
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No. 危険度区分 広域的斜面番号 箇所番号 大字 箇所名 
57 Ⅱ 46 3001 秋畑 赤谷戸 1 

58 Ⅱ 46 3002 秋畑 中郷 1 

59 Ⅱ 46 3003 白倉 稲荷前 1 

60 Ⅱ 46 3004 白倉 下引田 1 

61 Ⅱ 46 3005 白倉 下引田 2 

62 Ⅱ 46 3006 白倉 道階神谷 1 

63 Ⅱ 46 3007 白倉 道階神谷 2 

64 Ⅱ 46 3008 天引 久保 1 

65 Ⅱ 46 3009 天引 下鳥屋 1 

66 Ⅱ 46 3010 天引 湯の場 1 

67 Ⅱ 47 3011 天引 前河原 1 

68 Ⅱ 47 3012 天引 前河原 3 

69 Ⅱ 47 3013 秋畑 舟沢１ 

70 Ⅱ 47 3014 秋畑 地神平 2 

71 Ⅱ 47 3015 天引 上鳥屋１ 

72 Ⅱ 47 3016 小幡 堀沢１ 

73 Ⅱ 47 3017 国峰 中沢イ 

74 Ⅲ 9 5070 秋畑 坂穴 1 

75 Ⅲ 9 5071 秋畑 地神平 1 

76 Ⅲ 9 5072 秋畑 赤谷戸 2 

77 Ⅲ 9 5073 白倉 上鳥屋 1 

78 Ⅲ 9 5074 天引 前河原 2 

79 Ⅲ 9 5075 天引 天引イ 

80 Ⅲ 9 5076 白倉 神谷イ 

81 Ⅲ 10 5077 白倉 神谷ロ 

82 Ⅲ 10 5078 善慶寺 能面台イ 

83 Ⅲ 11 5079 小幡 赤城イ 

84 Ⅲ 11 5080 小幡 久保町イ 

85 Ⅲ 11 5081 小幡 久保町ロ 

86 Ⅲ 11 5082 秋畑 来波イ 

87 Ⅲ 11 5083 秋畑 中郷イ 

88 Ⅲ 11 5084 秋畑 内久保イ 
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３－５ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域 

（平成 28年 4月 1日現在） 

区 分 土砂災害の種類 
土砂災害 

警戒区域（注 1） 

土砂災害特別 

警戒区域（注 2） 

平成 25年 1月 18日 

群馬県告示 第 9号 

急 傾 斜 地 の 崩 壊 123 123 

土 石 流 51 46 

地 す べ り 20 0 

計 194 169 
注）１ 土砂災害警戒区域：急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は身体に

危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、土砂災害を防止するために警

戒避難体制を特に整備すべき土地の区域 

２ 土砂災害特別警戒区域：上記土砂災害警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生し

た場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれ

があると認められる土地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室を有する建築物の

構造の規制をすべき土地の区域 

 

整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

K0710-1 梅の木入-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0710-2 梅の木入-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0710-3 梅の木入-3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0711-1 足の萱-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0711-2 足の萱-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0711-3 足の萱-3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0712-1 大入-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0712-2 大入-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0713-1 渡井戸 1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0713-2 渡井戸 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0713-3 渡井戸 3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0714-1 板穴-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0714-2 板穴-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0715 来波 1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0716 来波 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

K0717-1 内久保-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0717-2 内久保-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0718 滝の沢（B） 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0719 滝の沢 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0720-1 入山-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0721 谷の口 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0722-1 赤谷-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0722-2 赤谷-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0724 粟上 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0725-1 粟の沢-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0725-2 粟の沢-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0726 西梅ノ木平 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0727-1 東梅ノ木平-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0727-2 東梅ノ木平-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0727-3 東梅ノ木平-3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0728-1 戦場-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0728-3 戦場-3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0728-4 戦場-4 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0729-1 裏根-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0729-2 裏根-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0730 谷 轟 H25.1.18 9 〇 〇   

K0731 久保 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K0732 来波 3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0733 永州 1 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K0734-1 福厳寺 1 善慶寺 H25.1.18 9 〇 〇   

K0734-2 福厳寺 2 善慶寺 H25.1.18 9 〇 〇   

K0735 峯１ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K0736 角崎１ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

K0737 西天神 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K0738-1 岡平 1 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K0738-2 岡平 2 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K0739 長嚴寺 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K2972-1 西大久保 1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2972-2 西大久保 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2973 二ツ石 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2974 沼久保 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2975 河振 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2979 御宮沢 A 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2980 来波 4 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2981 日向 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2982 竹ノ内 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2983 恩田 1 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2984 中沢 1 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2985 中沢 2 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2986 中沢 3 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2987 永州 4 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2988-1 永州 2 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2988-2 永州 3 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K2989-1 萩宮 1 善慶寺 H25.1.18 9 〇 〇   

K2989-2 萩宮 2 善慶寺 H25.1.18 9 〇 〇   

K2990-1 枇杷の沢 1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2990-2 枇杷の沢 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2990-3 枇杷の沢 3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2991-1 荻の久保１ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2991-2 荻の久保２ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2991-3 荻の久保３ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

K2991-4 荻の久保４ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2992-1 峯２ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2992-2 峯３ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2993 角崎２ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2994-1 西梅の木平 1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2994-2 西梅の木平 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2995-2 裏根-3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2996 裏根-4 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2997-1 北下沢 1-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2997-2 北下沢 1-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2998 北下沢 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K2999 片角 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3000-1 西梅の木平３ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3000-2 森戸 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3001 赤谷戸１ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3002-1 中郷 1-1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3002-2 中郷 1-2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3002-3 御宮沢 B 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3003 稲荷前 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K3004 下引田 1 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K3005 下引田 2 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K3006-1 平石 1 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K3006-2 平石 2 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K3007 堂ノ入 1 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K3008 黒渕 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K3009 下鳥屋 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K3010 上ノ場 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K3011 前河原 1 天引 H25.1.18 9 〇 〇   
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

K3012 前河原 2 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K3013 中入 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3014-1 浜井場 1 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3014-2 浜井場 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K3015 上鳥屋 1 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K3016-1 堀沢 1-1 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K3016-2 堀沢 1-2 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K3016-3 堀沢 1-3 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K3017 中沢イ 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K5070 河振向 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K5071 浜井場 3 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K5072 赤谷戸 2 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K5074-1 入木屋 1 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K5074-2 入木屋 2 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K5075 草喰 天引 H25.1.18 9 〇 〇   

K5076 堂ノ入 2 白倉 H25.1.18 9 〇 〇   

K5078-1 紅葉山西 1 善慶寺、国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K5078-2 紅葉山西 2 国峰 H25.1.18 9 〇 〇   

K5079 仙洞院 1 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K5080 仙洞院 2 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K5081 仙洞院 3 小幡 H25.1.18 9 〇 〇   

K5082 来波 5 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K5083 中郷イ 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

K5084 芳の元 秋畑 H25.1.18 9 〇 〇   

384-Ⅰ-003 西萩沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-004-1 森戸川-1 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-004-2 森戸川-2 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-005 ごろた沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

384-Ⅰ-006 雄川 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-007 足ノ萱沢川 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-008 地神平沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-009 谷津ケ堀沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-010 浦山沢川 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-011 伏鹿沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-012 入山川 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-013 谷ノ口川 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-014 谷ノ口川東沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-015 粟ノ沢川 秋畑 H25.1.18 9   〇  

384-Ⅰ-016 峯ノ沢川 秋畑 H25.1.18 9   〇  

384-Ⅰ-017 荻ノ久保沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-018 裏根川 秋畑 H25.1.18 9   〇  

384-Ⅰ-019 城中沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-020 大光寺東川 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-021 日向沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅰ-022 興厳寺 1 国峰 H25.1.18 9   〇  

384-Ⅰ-023 興厳寺 2 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-001 下鳥屋沢 天引 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-002 上鳥屋南下沢 天引 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-003 上鳥屋南上沢 天引 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-004 天引川 天引 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-005 八丁河原沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-006 大石平沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-007 御宮沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-008 河振沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-009 入山南沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-010 谷ノ口東沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

急傾斜地 土石流 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

384-Ⅱ-011 谷ノ口西沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-012 丸山沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-013 小平小沢 秋畑 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-014 小平沢 秋畑 H25.1.18 9   〇  

384-Ⅱ-015 城川 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-016 大光寺川 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-017 竹ノ内沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-018 竹ノ内中沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-Ⅱ-019 永州西沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-002 入木屋北沢 天引 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-003 仙洞院沢 小幡 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-004 入道谷沢 小幡 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-005 光善入沢 小幡 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-006 富士ノ越沢 轟、小幡 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-007 茂木沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-008-1 日向西沢-1 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-008-2 日向西沢-2 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-009-1 永洲東沢-1 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

384-J-009-2 長善寺中沢 国峰 H25.1.18 9   〇 〇 

計  123 123 51 46 

 

整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

地すべり 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

99 那須平 秋畑 H25.1.18 9 〇  

100 八丁河原 秋畑 H25.1.18 9 〇  

101 河振向 秋畑 H25.1.18 9 〇  

102 滝の沢 秋畑 H25.1.18 9 〇  
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整理番号 区域名 大字 
指 定 
年月日 

告示 
番号 

地すべり 

警戒 
区域 

特別 
警戒 
区域 

103 入山 秋畑 H25.1.18 9 〇  

104 荻の久保 秋畑 H25.1.18 9 〇  

105 台持 秋畑 H25.1.18 9 〇  

106 日向 国峰 H25.1.18 9 〇  

384-1 城 国峰 H25.1.18 9 〇  

384-2 粟の沢 秋畑 H25.1.18 9 〇  

384-3 赤谷 秋畑 H25.1.18 9 〇  

384-4 伏鹿 秋畑 H25.1.18 9 〇  

384-5 芳の元 秋畑 H25.1.18 9 〇  

384-6 沼 秋畑 H25.1.18 9 〇  

384-7 赤谷戸 秋畑 H25.1.18 9 〇  

384-8 梅の木入 秋畑 H25.1.18 9 〇  

441 河振 秋畑 H25.1.18 9 〇  

505 東梅ノ木平 秋畑 H25.1.18 9 〇  

506 御宮沢 秋畑 H25.1.18 9 〇  

507 板穴 秋畑 H25.1.18 9 〇  

計 20 0 
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３－６ 山地災害危険地区 

（１）山地崩壊危険地区 

危険 
地区 
番号 

地区名 
危 険 
地区の 
危険度 

位  置 被災害 

危険度 

山腹崩壊 

危 険 度 大字 字 

1 小平 Ａ 秋畑 小平 a2 b1 
2 北下沢 B 秋畑 北下沢 c2 a1 
3 西梅木平 A 秋畑 西梅木平 a2 b1 
4 入山 A 秋畑 入山 a2 a1 
5 滝の沢 B 秋畑 滝の沢 b2 b1 
6 沼 A 秋畑 沼 a2 b1 
7 枇杷ノ沢 B 秋田 枇杷ノ沢 b2 b1 
8 萩ノ宮 B 善慶寺 萩ノ宮 a2 c1 
9 入木屋 B 天引 入木屋 c2 a1 

10 桑ノ木沢 B 秋畑 桑ノ木沢 c2 a1 
11 裏根 A 秋畑 裏根 a2 b1 
12 西萩 A 秋畑 西萩 a2 b1 
13 戦場 A 秋畑 戦場 a2 a1 
14 来波 A 秋畑 来波 a2 b1 
15 出仁田 C 秋畑 出仁田 c2 b1 
16 永洲 B 国峰 永洲 b2 b1 
17 西大久保 B 秋畑 西大久保 b2 b1 
18 欠下 B 小幡 欠下 a2 c1 

 

（２）地すべり危険地区 

危険 
地区 
番号 

地区名 
危 険 
地区の 
危険度 

位  置 被災害 

危険度 

地すべり 

危 険 度 大字 字 

1 城 B 国峰 城 b2 b1 
2 粟の沢 A 秋畑 粟の沢 a2 a1 
3 赤谷 A 秋畑 赤谷 a2 a1 
4 伏鹿 C 秋畑 伏鹿 c2 b1 
5 内久保 C 秋畑 内久保 c2 b1 
6 来波 C 秋畑 来波 c2 b1 
7 赤谷戸 A 秋畑 赤谷戸 a2 b1 
8 梅ノ木入 A 秋畑 梅ノ木入 b2 a1 
9 内久保２ B 秋畑 内久保２ c2 a1 
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（３）崩壊土砂流出危険地区 

危険 
地区 
番号 

地区名 

危 険 
地区の 
危険度 

位  置 
被災害 

危険度 

崩壊土砂

流  出 

危 険 度 大字 字 

1 竹ノ内 A 国峯 竹ノ内 a2 b1 
2 大光寺 B 国峯 大光寺 a2 c1 
3 大光寺 B 国峯 大光寺 a2 c1 
4 大光寺 A 国峯 大光寺 a2 b1 
5 久保 C 天引 久保 c2 b1 
6 大平 A 秋畑 大平 a2 a1 
7 大平２ A 秋畑 大平２ b2 a1 
8 ムカイ A 轟 向井 a2 a1 
9 小巻平 B 秋畑 小巻平 c2 a1 

10 谷ノ口 A 秋畑 谷ノ口 a2 a1 
11 赤谷戸 A 秋畑 赤谷戸 a2 a1 
12 芳ノ沢 A 秋畑 芳ノ沢 a2 a1 
13 クロモト B 秋畑 黒本 c2 a1 
14 梅ノ木入 A 秋畑 梅ノ木入 a2 a1 
15 オクヤマ B 秋畑 奥山 c2 a1 
16 黒本 B 秋畑 黒本 c2 a1 
17 沼 A 秋畑 沼 b2 a1 
18 日向 C 国峰 日向 c2 c1 
19 梅ノ木入 B 秋畑 梅ノ木入 c2 a1 
20 仙堂院 C 小幡 仙堂院 c2 c1 
21 丸山 B 小幡 丸山 c2 a1 
22 稲含２ A 秋畑 稲含２ a2 a1 
23 八丁河原 B 秋畑 八丁河原 c2 a1 
24 伏鹿 B 秋畑 伏鹿 a2 c1 
25 赤谷 A 秋畑 赤谷 a2 a1 
26 討出 A 秋畑 討出 a1 a1 
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３－７ 災害危険区域に関する類似用語の説明 

区分 用 語 所管省庁 説     明 

土
石
流 

砂防指定

地 

国土交通省 砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第２条の規定に基づき、砂防設

備を要する土地又は治水上砂防のために一定の行為を禁止若しくは

制限すべき土地として、国土交通大臣が指定する土地。 

土石流危

険渓流 

国土交通省 土石流が発生する危険性があり、人家、公共施設等に被害が生ずるお

それがあるとして、地形等が国土交通省の定めた基準に該当する渓流。 

崩壊土砂

流出危険

地区 

林野庁 山腹の崩壊等により発生した土砂、火山噴出物が土石流となって

流出するおそれがある地区のうち、人家、公共施設等に被害が生ず

るおそれがあるとして、地形等が林野庁の定めた基準に該当する地

区。 

地
す
べ
り 

地すべり

防止区域 

国土交通省 

農林水産省 

地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第３条の規定に基づ

き、地すべりしている区域又は地すべりするおそれの極めて大きい

区域であって、公共の利害に密接な関連を有するものとして、国土

交通大臣又は農林水産大臣が指定する区域。 

地すべり

危険箇所 

国土交通省 地すべりが発生する危険性があり、河川、道路、鉄道、公共建物、

人家等に被害が生ずるおそれがあるとして、地形等が国土交通省の

定めた基準に該当する箇所。 

農林水産省 地すべりが発生する危険性があり、農地等に被害が生ずるおそれ

があるとして、地形等が農林水産省の定めた基準に該当する箇所。 

地すべり

危険地区 

林野庁 地すべりが発生したか、又は発生するおそれがある地区のうち、

人家、公共施設等に被害が生ずるおそれがあるとして、地形等が林

野庁の定めた基準に該当する地区。 

急
傾
斜
地
崩
壊 

急傾斜地

崩壊危険

区域 

国土交通省 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44年法律第

57 号）第３条の規定に基づき、崩壊するおそれのある急傾斜地で、

その崩壊により、相当数の居住者その他の者に危害が生ずるおそれ

のあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾斜地の崩壊を

防止するために一定の行為を制限すべき土地として、都道府県知事

が指定する区域。 

急傾斜地

崩壊危険

箇所 

国土交通省 急傾斜地の崩壊が発生する危険性があり、人家、公共施設等に被

害が生ずるおそれがあるとして、地形等が国土交通省の定めた基準

に該当する箇所。 

山腹崩壊

危険地区 

林野庁 山腹の崩壊が発生したか、又は発生するおそれがある地区のうち、

人家、公共施設等に被害が生ずるおそれがあるとして、地形等が林

野庁の定めた基準に該当する地区。 

土
砂
災
害
防
止
法 

土砂災害

警戒区域 

国土交通省 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成 12 年法律第 57 号）第６条の規定に基づき、急傾斜地の崩

壊等が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそ

れがあると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害を

防止するために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域として、

都道府県知事が指定する区域。 

土砂災害

特別警戒

区域 

国土交通省 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成 12 年法律第 57 号）第８条の規定に基づき、警戒区域のう

ち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損壊が生じ住民

等の生命又は身体に著しい危害生ずるおそれがあると認められる土

地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室を有する建築物の構造

規制をすべき土地の区域として、都道府県知事が指定する区域。 
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４ 災害対策関係 

４－１ 指定緊急避難場所及び指定避難所一覧表 
番
号 

避難 
区域 名  称 所在地 一時避

難場所 緊急 指定 備考 
1 

小幡 

第１区住民センター 小幡 43 〇    
2 城町公会堂 小幡 668-1 〇    
3 第３区住民センター 小幡 1325-4 〇    
4 上野公民館 上野 242-2 〇    
5 轟産業文化センター 轟 406-6 〇    
6 国峰住民センター 国峰 1675 〇    
7 第７区住民センター 善慶寺 1340 〇    
8 下井公会堂 善慶寺 686-1 〇    
9 小幡小学校＊ 小幡 846 〇 〇 〇 【福祉避難所】 

10 旧第二中学校＊ 小幡 684-1 〇 〇 〇  
11 保健センター 小幡 852-1 〇    
12 甘楽ふるさと館＊ 小幡 2014-1 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
13 道の駅甘楽＊ 小幡 444-1 〇    
14 

秋畑 

梅の木平住民センター 秋畑 1614-2 〇   土砂災害に注意 
15 第１０区住民センター 秋畑 4447 〇    
16 第１１区住民センター 秋畑 5112-2 〇   土砂災害に注意 
17 第１２区住民センター 秋畑 2634-2 〇   土砂災害に注意 
18 谷の口公会堂 秋畑 2994-14 〇   土砂災害に注意 
19 旧第１３区住民センター 秋畑 2147-1 〇   土砂災害に注意 
20 旧第１４区住民センター 秋畑 485-1 〇   土砂災害に注意 
21 旧秋畑小学校 秋畑 1553-1 〇 〇 〇  
22 旧第三中学校＊ 秋畑 2438-1 〇 〇 〇 土砂災害に注意 
23 秋畑地域交流センター＊ 秋畑 1539-2 〇   土砂災害に注意 
24 

福島 

第１５区公会堂 福島 1132-5 〇    
25 福島公会堂 福島 718-1 〇    
26 第１７区公会堂 福島 1155-1 〇    
27 鹿島公民館 福島 532-1 〇    
28 笹公会堂 小川 279-2 〇    
29 笹森公会堂 福島 1583-1 〇    
30 二日市公会堂 小川 692-2 〇    
31 第２１区区民センター 白倉 18-19 〇    
32 福島小学校＊ 福島 939-1 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
33 甘楽町図書館 ら･ら･かんら＊ 福島 1258-2 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
34 

新屋 

新田公会堂 白倉 640-1 〇    
35 本村公会堂 白倉 967-2 〇    
36 第２３区住民センター 白倉 2254-1 〇    
37 第２４区住民センター 天引 1169-1 〇    
38 天引農村婦人の家 天引 649-2 〇    
39 金井研修センター 金井 882-1 〇    
40 造石公会堂 造石 185-1 〇    
41 庭谷公会堂 庭谷 649 〇    
42 新屋小学校＊ 天引 38-1 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
43 白倉研修センター 白倉 618-1 〇    
44 甘楽町文化会館＊ 白倉 1322-1 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
45 甘楽町体育館＊ 白倉 1355 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
46 甘楽町総合福祉センター＊ 白倉 1395-1 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
47 甘楽中学校＊ 白倉 1411 〇 〇 〇 【福祉避難所】 
48 防災交流センター＊ 白倉 1411 〇 〇 〇 【福祉避難所】 

  (注) ＊印：特設公衆電話設置(可能)施設  緊急：指定緊急避難場所 指定：指定避難所 

   一時避難場所：近所の人たちが集まって様子を見る場所、集団で避難するための身近な集合場所 
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４－２ 防災関係機関連絡先 

１ 群馬県 

機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

総務部危機管理室 〒371-8570 

前橋市大手町 1-1-1 

 027-226-2244 

027-226-2241 

県防災 

4-3001-2244 

027-221-0158 

 

県防災 

4-300-6800 

西部県民局 

富岡行政県税事務所 

〒370-2316 

富岡市田島 343-1 

総務振興係 0274-62-9525 

0274-63-5141 

県防災 

4-315-1110 

0274-63-5141 

 

県防災 

4-315-6800 

富岡土木事務所 〒370-2454 

富岡市田島 343-1 

 0274-63-2255 

県防災 

4-315-1731 

0274-64-3524 

県防災 

4-315-6801 

群馬県警察本部 〒371-0026 

前橋市大手町 1-1-1 

警備部警備第

二課 

027-243-0110  

富岡警察署 〒370-2316 

富岡市富岡 1198 

警備課 0274-62-0110  

２ 消防本部 

機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

富岡甘楽広域市町村 
圏振興整備組合 
富岡甘楽広域消防本部 

〒370-2316 
富岡市富岡 1922-7 

 0274-62-4325 0274-64-5665 

総務課 0274-62-4326  

予防課 0274-62-4306  

警防課 0274-62-4333  

富岡消防署 〒370-2316 
富岡市富岡 1922-7 

 0274-62-4325 0274-64-5665 

富岡消防署 甘楽分署 〒370-2202 
甘楽町大字小幡162-4 

 0274-74-3139 0274-74-3139 

３ 指定行政機関 

（*印は勤務時間外の連絡先） 

機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

関東管区警察局 〒330-9726 
さいたま市中央区新都心 2-1 

広域調整部 

広域調整第二課 

048-600-6000 

内線 5541 

048-600-6000 

内線 5529 

*当直室 内線 2070 内線 2079 

関東総合通信局 〒102-8795 
東京都千代田区九段南 1-2-1 

総務部総務課 03-6238-1623  

関東財務局 〒330-9716 
さいたま市中央区新都心 1-1 

総務課 048-600-1078  

 前橋財務事務所 〒371-0026 
前橋市大手町 2-10-5 

総務課 027-221-4491 027-224-4426 

関東信越厚生局 〒330-9713 
さいたま市中央区新都心 1-1 

総務課 048-740-0711 048-601-1325 

群馬労働局 〒371-8567 
前橋市大渡町 1-10-7 

総務課 027-210-5000 027-210-5100 

関東農政局 〒330-9722 
さいたま市中央区新都心 2-1 

生産経営流通部

農政課 

048-601-0545 048-601-0533 

 群馬農政事務所 〒371-0025 
前橋市紅雲町 1-2-2 

総務課 027-221-1181 027-221-7015 
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機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

関東森林管理局 〒371-8508 

前橋市岩神町 4-16-25 

企画調整室 027-210-1150 027-210-1154 

関東経済産業局 〒330-9715 

さいたま市中央区新都心 1-1 

総務企画部 

総務課 

048-600-0213 048-601-1310 

関東東北産業保安監督部 〒330-9715 

さいたま市中央区新都心 1-1 

管理課 048-600-0433 048-601-1279 

関東地方整備局 〒330-9724 

さいたま市中央区新都心 2-1 

企画部防災課 048-600-1333 

内線 3426･3427 

048-600-1376 

 高崎河川国道事務所 〒370-0841 

高崎市栄町 6-41 

河川管理課 027-345-6041 

内線 331･334 

027-345-6091 

道路管理第二課 027-345-6043 

内線 511･441 

027-345-6093 

*情報連絡員 027-345-6000 027-345-6099 

利根川水系砂防事務所 〒377-8566 

渋川市渋川 121-1 

 0279-22-4177  

関東運輸局 〒231-8433 

横浜市中区北仲通 5-57 

総務部 045-211-7269 045-211-7270 

 群馬運輸支局 〒371-0007 

前橋市上泉町 399-1 

企画輸送監査 027-263-4440 027-261-0032 

東京航空局 

（東京空港事務所） 

〒144-0041 

東京都大田区羽田空港 3-3-1 

総務部総務課 03-5757-3000 

内線3030･3031 

03-5756-1542 

東京管区気象台 〒100-0004 

東京都千代田区大手町 1-3-4 

総務部業務課 03-3212-2949 03-3212-0524 

 前橋地方気象台 〒371-0034 

前橋市昭和町 3-20-12 

防災業務課 027-231-1404 027-234-6551 

４ 陸上自衛隊 

機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

第 12旅団     

 司令部 〒370-3503 

北群馬郡榛東村大字新井

1017-2 

第三部防衛班 0279-54-2011 

内線 433･434 

（夜間 208） 

0279-54-2011 

第 12施設隊 〒370-1300 

高崎市新町 1080 

第 12施設隊 0274-42-1121 

内線 266 

 

５ 指定公共機関 

（*印は勤務時間外の連絡先） 

機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

郵便事業(株) 

(前橋支店) 

371-0016 

前橋市城東町 1-6-20 

総務課 027-234-5503 027-232-8957 

東日本電信電話(株) 

(群馬支店) 

〒370-8666 

高崎市高松町 3 

設備部災害対策室 027-321-5660 027-330-1033 

*113担当 027-324-0001 027-325-9503 

*災害対策室 027-325-7999  

(株)エヌ･ティ･ティ･ 

ドコモ(群馬支店) 

〒379-2196 

前橋市東善町 122 

ネットワーク部 

ネットワーク管

理担当 

027-290-4113 027-266-8104 

日本銀行(前橋支店) 〒371-8640 

前橋市大手町 2-6-14 

総務課 027-225-1111 027-220-1025 
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機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

日本赤十字社 

(群馬県支部) 

〒371-0833 

前橋市光が丘町 32-10 

事業推進課 027-254-3636 027-254-3637 

 群馬県赤十字血液 

センター 

〒379-2181 

前橋市天川大島町 2-31-13 

総務課 027-224-2118 027-221-4490 

*供給課 027-221-2555 027-220-1666 

日本放送協会 

(前橋放送局) 

〒371-8555 

前橋市元総社町 189 

企画総務 027-251-1711 027-253-0368 

東日本高速道路（株） 

(関東支社) 

〒330-0854 

さいたま市大宮区桜木町1-11-20 

事業統括課 

防災対策室 

048-631-0001 048-631-0002 

さいたま市岩槻区加倉 260 道路管制センター 048-758-4035 048-758-3303 

独立行政法人水資源機

構(本社) 

〒330-6008 

さいたま市中央区新都心 11-2 

管理事業部施設課 048-600-6544 048-600-6589 

独立行政法人日本原子

力研究開発機構 

（高崎量子応用研究

所） 

〒370-1292 

高崎市綿貫町 1233 

管理部保安管理課 

 

027-346-9290 

 

027-346-9692 

 

*正門警備詰所 027-346-6698 027-346-9668 

東日本旅客鉄道(株) 

(高崎支社) 

〒370-0841 

高崎市栄町 6-26 

総務課広報 027-328-7258 027-320-7115 

東京ガス(株) 

(群馬支社) 

〒370-0045 

高崎市東町 134-6 

設備グループ 027-322-2523 027-323-1913 

日本通運(株) 

(群馬支店) 

〒370-0849 

高崎市八島町 43 

総務 027-322-5941 027-322-5193 

東京電力パワーグリッ

ド(株) (高崎支社) 

〒370-0828 

高崎市宮元町 1-2 

渉外担当 027-377-8205 027-324-8460 

027-377-8221 

６ 指定地方公共機関 

（*印は勤務時間外の連絡先） 

機関名 所在地 防災担当部署 
連絡先 

電話 FAX 

(社)群馬県医師会 〒371-0022 

前橋市千代田町 1-7-4 

 027-231-5311 027-231-7667 

(社)群馬県歯科医師会 〒371-0847 

前橋市大友町 1-5-17 

 027-252-0391 027-253-6407 

(社)群馬県看護協会 〒371-0007 

前橋市上泉町 1858-7 

 027-269-5565 027-269-8601 

上信電鉄(株) 〒370-0848 

高崎市鶴見町 51 

鉄道部 027-323-8073 027-323-8650 

(社)群馬県バス協会 〒379-2166 

前橋市野中町 588 

 027-261-2072 027-261-5537 

(社)群馬県トラック協会 〒379-2166 

前橋市野中町 595 

総務課 027-261-0244 027-261-7576 

群馬テレビ(株) 〒371-8548 

前橋市上小出町 3-38-2 

総務課 027-219-0001 027-234-8157 

(株)エフエム群馬 〒371-8533 

前橋市若宮町 1-4-8 

報道部 027-230-1882 027-230-1903 

* 027-230-1860  

甘楽多野用水土地改良区 〒370-2343 

富岡市七日市 729-1 

 0274-62-0226 0274-62-0226 

鏑川土地改良区 〒370-2316 

富岡市富岡 1726-1 

 0274-63-6393 0274-64-1394 
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４－３ 災害備蓄品等備蓄状況 

（平成 29 年 4 月 1 日） 

品

名 

規

格

等 

単

位 

(

旧)

秋
畑
小
学
校 

秋
畑
地
域
交
流
セ
ン
タ
ー 

小
幡
小
学
校 

防
災
倉
庫 

甘
楽
総
合
公
園 

防
災
倉
庫 

神
明
山
防
災
広
場 

福
島
北
防
災
広
場 

防
災
交
流
セ
ン
タ
ー
（
甘
楽
中
） 

甘
楽
町
役
場 

合

計 
 

食

品・

物

品 

乾燥米（アルファ米） 
五目ごはん､わか

めごはん､ドライカ

レー､白がゆ 他 
食 600      1350  1950 

乾パン  食 128      432  560 

インスタント麺（袋） 味噌ラーメン 食 120        120 

缶詰（主食：パン）  食 144        144 

缶詰等（副食） 
クラッカー、ビスケ

ット、ようかん 他 
食 54      1600  1654 

飲料水 ２ℓ 本 564        564 

飲料水 500㎖ 本       1200  1200 

毛布  枚 180        180 

毛布（3WAY 毛布）  枚       400  400 

ブルーシート  枚 30        30 

マスク（大人）  枚 2000        2000 

マスク（子供）  枚 2700        2700 

機

具

等 

浄水機（造水機） 
耐震性貯水槽設

置場所に配備 
式   1 1 1 1 1  5 

発電機 
燃料：ガソリン、

LP ガス、カセット

ボンベ 
台   1   1 5 2 9 

投光器  式        1 1 

災害用簡易トイレ マンホールトイレ 式      4   4 

ストーブ 燃料：石油 台       17  17 

畳 軽量タイプ 式  1       1 

スコップ 剣型・平形 本       96  96 

チェーンソー  台        2 2 
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４－４ 気象警報・注意報の種類及び発表基準 

（平成 29 年 7 月 4現在 前橋地方気象台） 

種  類 発 表 基 準（甘楽町） 

一
般
の
利
用
に
適
合
す
も
の 

気

象

注

意

報 

風 雪 注 意 報 平均風速がおおむね13m/sを超え、雪を伴い、被害が予想される場合。 

強 風 注 意 報 平均風速がおおむね13m/sを超え、強風による被害が予想される場合。 

大 雨 注 意 報 

かなりの降雨により、被害が予想される場合。 
雨量が次の基準に到達することが予想される場合。 
・表面雨量指数(※1)基準 10 
・土壌雨量指数(※2)基準 70 

大 雪 注 意 報 
大雪による被害が予想される場合。12時間の降雪の深さが平地で5
㎝、山地で5㎝を超えると予想される場合。 

低 温 注 意 報 
夏期：低温のため、農作物に著しい被害が予想される場合。 
冬期：最低気温が-6℃以下と予想される場合（前橋地方気象台の値）。 

濃 霧 注 意 報 
濃霧のため、交通機関等に著しい支障を及ぼすおそれのある場合。 
視程が100m以下になると予想される場合。 

雷 注 意 報 落雷等により被害が予想される場合 

乾 燥 注 意 報 
空気が乾燥し、火災の危険が大きいと予想される場合。 
最小湿度が25％以下で、実効湿度が50％以下になると予想される場
合（前橋地方気象台の値）。 

な だ れ 注 意 報 

なだれによる被害が予想される場合。 
次の条件に該当する場合。 
１．積雪があって、24時間の降雪の深さが30㎝以上のとき。 
２．積雪が50㎝以上で、日平均気温が5℃以上、又は日降水量が15

㎜以上のとき。 

着氷(雪)注意報 着氷(雪)が著しく、通信線や送電線等に被害が予想される場合。 

霜 注 意 報 
早霜、晩霜等により、農作物に著しい被害が予想される場合。 
早霜、晩霜期に最低気温が3℃以下と予想される場合。 

地面現象注意報（※3） 大雨、大雪等に伴い、山崩れ、地すべり等による被害が予想される場合。 

浸 水 注 意 報（※3） 
大雨、長雨、融雪等に伴い、低い土地、田畑等が浸水し、若しくは冠
水し、又は下水道が溢水し、若しくは氾濫する等により、被害が予想
される場合。 

洪 水 注 意 報 

大雨、長雨、融雪等に伴い河川の水が増し、河川の堤防、ダムに損傷
を与える等により、被害が予想される場合。 
雨量が次の基準に到達することが予想される場合。 
・流域雨量指数(※4)基準 鏑川流域=34.6、天引川流域4、白倉川流域

4.7、雄川流域=9.9 
・複合基準 なし ･指定河川洪水予報による基準 なし 

水防活動 
の利用に 
適合する 
もの 

水防活動用 
大雨注意報(※5) 

一般の利用に適合する大雨注意報と同じ。 

水防活動用  
洪水注意報(※5) 

一般の利用に適合する洪水注意報と同じ。 

一
般
の
利
用
に
適
合
す
る
も
の 

気

象

警

報 

暴 風 警 報 平均風速がおおむね18m/sを超え、重大な被害が予想される場合。 

暴 風 雪 警 報 
平均風速がおおむね18m/sを超え、雪を伴い、重大な被害が予想され
る場合。 

大 雨 警 報 

大雨により重大な被害が予想される場合。 
雨量が次の基準に到達することが予想される場合。 
・浸 水 害：表面雨量指数基準 15 
・土砂災害：土壌雨量指数基準 140 

大 雪 警 報 
大雪により重大な被害が予想される場合。12時間の降雪の深さが平
地で20㎝、山地で20㎝を超えると予想される場合。 
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地 面 現 象 警 報（※3） 
大雨、大雪等に伴い、山崩れ、地すべり等により重大な被害が予想さ
れる場合。 

浸 水 警 報（※3） 大雨、長雨、融雪等に伴い、低い土地、田畑等が浸水し、若しくは冠
水し、又は下水道が溢水し、若しくは氾濫等により、重大な被害が予
想される場合。 

洪 水 警 報 大雨、長雨、融雪等に伴い河川の水が増し、河川の堤防、ダムに損傷
を与える等により、重大な被害が予想される場合。 
雨量が次の基準に到達することが予想される場合。 
・流域雨量指数基準 鏑川流域=43.3、天引川流域5.7、白倉川流域6.8、 

雄川流域=12.4 
 ･複合基準 なし ･指定河川洪水予報による基準 なし 

水防活動 
の利用に 
適合する 
もの 

水防活動用  
大 雨 警 報(※5) 

一般の利用に適合する大雨警報と同じ。 

水防活動用  
洪 水 警 報(※5) 

一般の利用に適合する洪水警報と同じ。 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100㎜ 

※1 表面雨量指数とは、短時間強雨による浸水害の危険度の高まりを把握するための指標。降った雨が地

中に浸み込まずに、地表面にどれだけ留まっているかを指数化したもの。 

※2 土壌雨量指数とは、降った雨が土壌中に水分量としてどれだけ貯まっているかを、これまでに降った

雨（解析雨量）と今後数時間に降ると予想される雨（降水短時間予報）等の雨量データから「タンク

モデル」という手法を用いて指数化したもの。地表面を 1km四方の格子（メッシュ）に分けて、それ

ぞれの格子で計算する。 

※3 この注意報・警報は、標題を出さないで気象注意報・警報に含めて行う。 

※4 流域雨量指数とは、河川の流域に降った雨水が、どれだけ下流の地域に影響を与えるかを、これまで

に降った雨（解析雨量）と今後数時間に降ると予想される雨（降水短時間予報）から、流出過程と流

下過程の計算によって指数化したもの。 

※5 水防活動の利用に適合する注意報・警報は、一般の利用に適合する注意報・警報のうち水防に関する

ものを用いて行い、水防活動の語は使用しない。 

※6 平坦地とは、概ね傾斜が 30パーミル以下で、都市化率（ここでは、国土数値情報の土地利用情報に基

づき、（建物用途＋幹線交通用地）／（すべて－河川・湖沼・海浜・海水）として算出）が 25パーセ

ント以上の地域 

≪警報・注意報基準一覧表の解説≫ 

（1）警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報であり、注意報とは、災害が起こ

るおそれのある旨を注意して行う予報である。警報・注意報は気象要素が本表の基準に達すると予想

される当該市町村等に対して発表される。 

（2）大雨、洪水、大雪、高潮、波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報お

よび記録的短時間大雨情報では、基準における「…以上」の「以上」を省略した。また、乾燥注意報、

濃霧注意報では、基準における「…以下」の「以下」を省略した。なお、上記以外の注意報では、基

準の表記が多岐にわたるため、省略は行っていない。 

（3）地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化し、通常の基準を適用する

ことが適切でない状態となることがある。このような状態がある程度長期間継続すると考えられる場

合には、特定の警報・注意報について、対象地域を必要最小限の範囲に限定して「暫定基準」を設定

し、通常より低い基準で運用することがある。 
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４－５ 消防団責任分担区域 

                   （平成 29 年 4 月 1 日現在） 
名 称 責任者 団員 担当区域 

第１分団 
第１部 

第１分団長 
18 人 小幡（１区）、善慶寺、国峰 

第２部 18 人 小幡（２区、３区）、上野、轟 
第３部 15 人 秋畑 

第２分団 
第１部 

第２分団長 
22 人 福島、小川、白倉（大山） 

第２部 20 人 白倉（大山以外）、天引 
第３部 20 人 金井、造石、庭谷 

 

４－６ 要配慮者利用施設 

１ 老人福祉施設                     （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

施設の名称 所在地 電話 備考 

特別養護老人ホーム シルク 
特別養護老人ホーム シルク ゆにっと 
デイサービスセンター・シルク 

白倉 1384-1 60-4151  

特別養護老人ホーム シルク・おばた 
ショートステイ シルク・おばた 

善慶寺 1351 67-5533  

社会福祉法人 甘楽町社会福祉協議会 白倉 1384-1 74-5700  

グループホーム こころ 白倉 557 74-4300  

グループホーム さいら 小幡 376-1 74-7666  

グループホーム さら 白倉 831-58 67-5356  

グループホーム めぐみ 善慶寺 900-12 74-7708  

アットホーム尚久かんら 
尚久デイサービスセンター かんら 

金井 279-1 67-5600  

アットホーム尚久かんら小幡別邸 
アットホーム尚久かんら小幡別邸（デイ） 

福島 1594-4 64-8500  

メリイホームかんら 
メリイホームかんら（デイ） 

小幡 541-1 67-7691  

ケアコートさくら 
デイサービスセンター さくら 

小幡 109-1 67-7155  

ふるさとホーム甘楽町 
ケアステーションあさひ甘楽町（デイ） 

金井 57-1 67-7102  
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２ 障がい児（者）福祉施設                （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

施設の名称 所在地 電話 備考 

甘楽町地域活動支援センター あゆみ 小幡 699 74-4454  

放課後等デイサービス ワンセルフかんら 善慶寺 636-5 67-7615  

放課後等デイサービス カラフルかんら 福島 972-20 67-7766  

放課後等デイサービス 双葉 福島 289-1 67-5177  

就労移行支援事業所 Leaves（リーブス） 福島 289-1 67-5177  

就労継続支援 B型 クラリスファーム 小幡 143-1 67-7705  

就労継続支援 B型 プレパレ 善慶寺 1415-4 67-5280 （H29.7開設） 

 

３ 保育園・幼稚園・学童クラブ・子ども教室       （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

施設の名称 所在地 電話 備考 

かんら保育園 白倉 1380-1 74-3172  

小幡幼稚園 小幡 846 74-4453  

福島幼稚園 福島 957-1 74-4455  

新屋幼稚園 天引 26 74-4452  

かんら学童保育クラブ 小幡 820 74-4235  

小幡小放課後子ども教室（小幡小学校内） 小幡 846 74-4147  

福島小放課後子ども教室（福島小学校内） 福島 939-1 74-4451  

新屋小放課後子ども教室（新屋小学校内） 天引 38-1 74-4113  

 

４ 医療等提供施設                   （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

施設の名称 所在地 電話 備考 

小幡医院 小幡 966 74-2018  

小幡医院分院（秋畑地域交流センター） 秋畑 1508-3 74-9007 土砂災害警戒区域 

篠原整形外科医院 福島 1151 74-2227  

原医院 金井 453 74-5656  

奥村クリニック 福島 750-2 74-7182  
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こがはらクリニック 白倉 622-1 70-4066  

庭谷クリニック 庭谷 468-1 89-4005  

安藤医院 福島 110-5 74-7717  

もみの木こどもクリニック 福島 818-4 67-1040  

萩原歯科医院 上野 3073-1 74-3735  

大貫歯科医院 善慶寺 1353-2 74-6480  

上條歯科医院 金井 437 74-6430  

かんら歯科医院 善慶寺 1195-1 74-6556  

きたはら歯科医院 福島 1337-1 74-6487  

ふくしま町歯科クリニック 福島 818-1 74-7451  

カズデンタルオフィス 小幡 175-1 67-7874  

原歯科医院 金井 76-1 67-7768  

中村接骨院 福島 1250-4 74-6200  

気風舎鍼灸接骨院 小川 692-1 74-3733  

阿部接骨院 福島 122-4 74-6841  

堀口接骨院 福島 1712-1 67-5329  
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４－７ ヘリポート予定地 

（平成 29 年 4 月 1 日現在） 
名称 所在地 面積 備考 

甘楽中学校 甘楽町白倉 1411 150 m× 100m  
甘楽総合公園 甘楽町小幡 1343 57,526 ㎡  
琴平山運動公園 甘楽町秋畑 1414 30,000 ㎡  
福島河川緑地広場 甘楽町福島 36,930 ㎡  
甘楽町陸上競技場 甘楽町白倉 1326 5,695 ㎡  

 

４－８ 緊急輸送道路 

（平成 29 年 4 月 1 日現在） 
指定区分 種別 路線名 管理者 備考 

群馬県 高速道路 上信越自動車道 東日本高速道路（株）  

国道 国道 254号 群馬県  

主要地方道 富岡神流 群馬県  

一般県道 下高尾小幡 群馬県  

 

４－９ 輸送拠点 

（平成 29 年 4 月 1 日現在） 
名称 所在地 備考 

甘楽中学校 甘楽町大字白倉 1411  

甘楽町陸上競技場 甘楽町大字白倉 1326  

 

４－10 応急仮設住宅設置予定地 

（平成 29 年 4 月 1 日現在） 
名称 所在地 敷地面積(㎡) 戸数 備考 

甘楽総合公園 甘楽町大字小幡 1343他 17,000 148  

琴平山運動公園 甘楽町大字秋畑 1430他 2,000 30  

甘楽町陸上競技場 甘楽町大字白倉 1326他 9,000 70  
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４－11 甘楽町災害時要支援者避難支援プラン（全体計画） 

 
１． 基本的な考え方 

（１） 計画の目的 

近年、全国的に多発した自然災害における犠牲者の多くが高齢者であり、災害時に自力で

避難することが困難な方（「避難行動要支援者」という。以下「要支援者」と略す。）に対する支援

が防災対策上の喫緊の課題となっている。 

このため、高齢者や障がい者など災害時の避難にあたって支援が必要となる人を特定し、そ

の一人ひとりについて、災害時に誰が支援して、どこの避難所等に避難させるかを定める「災害

時避難行動要支援者避難支援プラン」（以下「避難支援プラン」と略す。）を策定（H29.7 修正）

する。 

この計画は、災害発生時における要支援者への支援を適切かつ円滑に実施するため、国の「避

難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（H28.8 内閣府）」を踏まえ、本町における要

支援者の避難支援対策について、その基本的な考え方や進め方を明らかにしたものであり、要支

援者の自助・地域（近隣）の共助を基本として、要支援者への情報伝達体制や避難支援体制の整

備を図ることにより、もって地域の防災体制を強化することを目的とする。 

（２） 計画の位置づけ 

避難支援プランは、要支援者対策を具体化し、支援体制の整備を図るための対応マニュアル

として位置付けるものである。 

避難支援プランは、支援に関する概要を示した「全体計画」と、要支援者一人ひとりに対する

避難支援者、避難先、避難方法等を記載した「個別計画」（名簿・台帳）で構成する。 

今後、町は計画を実効性のあるものとするために、自主防災組織などの組織率を向上させる

とともに、随時、関係機関等で内容を検討し、必要に応じて見直しを行っていくものとする。 

（３） 自助・共助・公助の役割分担 

災害発生時に最も重要となるのは、自ら身を守る「自助」であり、このことは要支援者及びその

家族にもあてはまるものである。 

しかし、要支援者は、その身体的特性等から「自助」が困難である場合が想定されることから、

要支援者支援においては、自治会や自主防災組織、近隣住民等の地域における支援活動

（「共助」）が特に重要となる。 

よって、要支援者支援については、「自助」及び近隣の「共助」による支援のあり方、並びに

「自助」・「共助」では必要な支援が受けられない場合における「公助」による支援のあり方につい

ての検討を進める。 
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２． 避難支援プランの対象者の考え方 

（１） 対象者の範囲 

本町における避難支援プラン（個別計画）の対象者となる要支援者とは、必要な情報を迅

速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難するなどの災害時の一連

の行動をとるのに支援を要する人々をいい、一般に高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊婦

等がその対象の範囲と考えられる。 

しかしながら、要支援者すべてに対して、避難支援プランを作成することが理想であるが、対

象者が広範囲になることによって、その特定や現実的な対応が困難になることが予想されるため、

当町における避難支援プラン(個別計画）の対象者となる要支援者の範囲は、次の方々のうち、

直接的な支援が必要であり、在宅かつ家族による避難支援が困難な方を対象者とする。 

① 介護保険における要介護者（要介護３以上） 

② 身体障がい者（身体障がい１・２級） 

③ 知的障がい者（療養手帳Ａ） 

④ 精神障がい者（精神保健福祉手帳1級） 

⑤ 難病患者 

⑥ 一人暮らし高齢者、高齢者のみの世帯の者 

⑦ その他町長が認める者 

なお、避難支援プラン（個別計画）の策定にあたっては、支援すべき要支援者の優先度を検

討し、災害危険地域など被災リスクの高い地域や孤立の恐れのある地域の者を重点的･優先的

に進めるものとする。 

（２） 特徴把握の必要性 

要支援者には、様々なハンディキャップを抱えた人が含まれていることから、その支援を的確かつ

有効に行うためには、対象者の一人ひとりに対する個別的、具体的な対応が必要である。 

このため、個人情報の取り扱いに十分配慮した上で、要支援者一人ひとりに関する各種状

況及びそれに付随する関連情報を的確に把握するとともに、把握した情報に基づく要支援者ご

との特性に配慮した支援内容を作成するものとする。 

 

３． 要支援者情報の収集・共有方法 

（１） 要支援者の把握 

災害発生時において、要支援者の避難誘導や安否の確認、また避難所等での生活支援を

的確に行うためには、要支援者の把握と地元行政区や自主防災組織、民生委員・児童委員等

の関係者間での情報共有が必要であり、日ごろから要支援者の居住地や生活状況等を把握し、

災害時には、これらの情報を迅速に活用できるよう名簿（リスト）等を作成しておくことが重要である。 
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なお、これらの情報を災害時以外に庁内や関係者間で共有する場合には、甘楽町個人情報

保護審査会の意見を聴いて行うものとする。 

災害時の避難などについて、町は次に掲げる通常業務等を通じて、要支援者情報の把握に

努めるものとする。 

① 要介護者の情報に関しては、要介護認定情報等により把握する 

② 障がい者の情報に関しては、各種障がい者手帳台帳における情報、障がい程度

区分情報等により把握する 

③ 一人暮らしの高齢者世帯などの情報に関しては、一人暮らし高齢者基礎調査を活

用する等により把握する 

④ 民生委員・児童委員等からの情報収集により把握する 

⑤ 福祉団体、国際交流団体などの関係者からの情報収集により把握する 

(２) 要支援者情報の収集 

避難支援プランを策定し、避難支援体制の整備を進めていくためには、平常時からの要支援

者情報の収集・共有が不可欠である。このため、上記により要支援者の把握をするほか、次に示

す三つの方式による取り組みを進める。 

＜ Ⅰ 関係機関共有方式 ＞ 

要支援者本人から同意を得ずに、平常時から福祉関係部局等が保有する要支援者情報等を防

災関係部局、自主防災組織、民生委員・児童委員などの関係機関等で共有する方式。 

町は、福祉関係部局等が把握している要支援者に関する上記の情報について、甘楽町個

人情報保護条例の規定に基づき、関係部局での共有に努めるとともに、住所や氏名等の基

本的な情報については、自主防災組織、民生委員・児童委員等に対して、個人情報保護審

査会への諮問・了承を経て、当該情報の提供を行うものとする。 

なお、要支援者リストの整備や避難支援プラン（個別計画）の策定にあたっては、これらの

基本的な情報に加え、さらに詳細な情報を把握する必要がある場合には、要支援者本人の

同意を得ながら収集するものとする。 

自主防災組織等に要支援者に関する情報を提供する場合については、誓約書等の提出

により守秘義務を確保するとともに、研修会の実施などにより、その周知を図る。 

＜ Ⅱ 手上げ方式 ＞ 

要支援者登録制度について広報・周知した後、自ら要支援者リスト等への登録を希望した

者の情報を収集する方式。 

要支援者の該当者で、災害時の避難支援を希望し、平常時から地元行政区や自主防災

組織、民生委員・児童委員などの避難支援者等に対して、個人情報を開示することに同意す

る者は、登録申請書に必要事項を記入し、町長に提出するものとする。当該記載事項に変更

が生じた場合も同様とする。 
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◆具体的な取り組み方法 

① 制度の広報・周知 

広報誌、ホームページ等により、要支援者登録制度の周知を図る。 

② 手上げ者の制度登録 

      制度登録の意思を示した者に対して、個別訪問等により本人の生活実態を調査し、支援

の必要性を検討する。 

実態調査の結果、要支援者に該当する者には、避難支援の仕組みを説明し、個人情報

を避難支援関係者（避難支援者、民生委員・児童委員、自主防災組織等）に提供すること

について確認する。 同意者については、支援制度への登録手続きを取る。 

③ 避難支援プラン（個別計画）の作成・共有・管理 

登録手続きの際に、避難支援関係者の協力を得ながら、要支援者一人ひとりが複数の

避難支援者を定め、避難場所及び避難経路などを整理した上で、登録届を「避難支援プラ

ン（個別計画）」として取りまとめる。 

記載内容は、別添「甘楽町災害時要支援者避難支援制度登録届」のとおり。 

避難支援プラン（個別計画）は、町関係部局及び避難支援関係者間で共有・管理する。 

④ 避難支援プラン（個別計画）の追加・更新等 

適宜、関係者の届出により最新の情報に更新するとともに、年1回は新規要支援者の追

加等の更新を行う。 

＜ Ⅲ 同意方式 ＞ 

自主防災組織、民生委員・児童委員等は、地域において支援が必要な人を把握し、要支

援者リストへの登録を直接働きかける方式。 

登録に際しては、手上げ方式と同様に個人情報を開示することについて、要支援者から同

意を得る。 

◆具体的な取り組み方法 

① 対象予定者の把握 

関係部局の要支援者情報を収集し、要支援者リストを作成する。 

② 実態調査及び同意確認 

要支援者リストに基づき、民生委員・児童委員が対象予定者を個別訪問し、面接により

生活実態等の調査を実施する。 

実態調査の結果、要支援者に該当する者には、避難支援の仕組みを説明し、個人情報

を避難支援関係者（避難支援者、民生委員・児童委員、自主防災組織等）に提供すること

についての同意を確認する。 

同意者については、支援制度への登録手続きをとる。 

不同意者については、別に台帳を（不同意リスト）を作成し、町関係部局のみで共有する

とともに、災害時には当該情報を安否確認等に利用する。 

③ 避難支援プラン（個別計画）の作成・共有・管理 

同意者からの登録手続きの際に、避難支援関係者の協力を得ながら、要支援者一人
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ひとりが複数の避難支援者を定め、避難場所及び避難経路などを整理した上で、登録届を

「避難支援プラン（個別計画）」として取りまとめる。 

記載内容は、別添「甘楽町災害時要支援者避難支援制度登録届」のとおり。 

避難支援プラン（個別計画）は、町関係部局及び避難支援関係者間で共有・管理する。 

④ 避難支援プラン（個別計画）の追加・更新等 

適宜、関係者の届出により最新の情報に更新するとともに、年1回は新規要支援者の追

加等の更新を行う。 

いずれの方式も単独での実施のみでは、避難支援プランの策定内容が不十分になるこ

とも考えられることから、いくつかの方式を組み合わせて実施することも考慮する。 

＜補足＞ 

・ 要支援者情報の収集・共有に関しては、まず、関係機関共有方式により、対象とする要支

援者の情報を共有し、その後、避難支援プランを策定するために必要な情報をきめ細かく

把握するために、同意方式により本人から確認しつつ進めることが望ましい。 

・ 要支援者情報を把握する場合においては、上記の（１）、（２）、（３）の方式を単独で行うだ

けでなく、手上げ方式と同意方式の併用（手上げ方式で広く登録を呼びかけるとともに、自

主防災組織等において支援が必要と考えられる人に直接働きかける）などの方法も考慮する。 

 

４． 避難支援体制 

(１) 災害時要支援者支援チームの設置 

役場内に、情報の共有、避難支援プランの策定、要支援者に対する情報伝達及び避難支援

を的確に進めるため、横断的組織として「災害時要支援者支援チーム」を設ける。 

支援チームの位置づけ、構成及び業務は以下のとおりとする。 

① 位置づけ 

平常時は、防災担当部局（防災担当）や福祉担当部局（福祉・介護担当）等による横断的なプ

ロジェクトチームとする。災害時は、災害対策本部の救護衛生班に設置する。 

② 構成 

平常時は、班長（福祉担当係長・介護担当係長）、班員（福祉担当者、介護担当者等）で構成する。 

避難支援体制の整備に関する取り組みを進めていくにあたっては、社会福祉協議会、自主防

災組織等の関係者の参加を得ながら進める。 

災害時は、基本的に福祉・介護担当課長、福祉・介護担当者で構成する。 

③ 業務 

平常時 ： 要支援者情報の共有化、避難支援プランの策定、要支援者参加型の防災訓練

の計画・実施、広報等。 

災害時 ： 避難準備情報等の伝達業務、避難誘導、安否確認・避難状況の把握、避難所

の要支援者サポーター（仮称）等との連携・情報共有等。 
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（２） 関係機関との連携 

町は、自治会組織、自主防災組織、消防団、福祉関係者と連携し、個々の要支援者に対応

する避難支援者を明確化するものとする。 

避難支援者は、要支援者本人の意向を極力尊重した上で、原則として、自主防災組織、民生

委員・児童委員やボランティア等の構成員から複数名選出する。 

（３） 避難支援者の選定 

災害時の緊急性を考慮すると、避難支援者は要支援者の近隣に居住していることが望ましい

ため、要支援者本人や家族の希望を尊重しながら、民生委員・児童委員の協力を得て、避難支

援者を選定する必要がある。 

避難支援者の選定にあたっては、要支援者に対し、要支援者の支援は避難支援者の任意の

協力により、行われるものであることや避難支援者の不在や被災などにより、要支援者の支援が

困難となる場合もあり、要支援者の自助が必要不可欠であることについて、十分に周知すること

とする。 

さらに、要支援者の支援体制を整備するにあたっては、地域において要支援者支援に関する

人材を育成し、避難支援者を増やしていくこととする。 

 

５． 避難情報の発令・伝達方法 

災害発生または発生の恐れのある場合は、避難情報を発令する判断基準を明確化するもの

とし、判断基準は、災害ごと、具体的な地域ごとに留意すべき事項を個別具体的に定めるものと

する。 

情報伝達は、下記によって行う。 

（１） 情報伝達ルート 

避難準備情報等については、要支援者及び避難支援者等へ直接伝達する必要がある。 

そのため、災害時要支援者支援チームは、平常時から要支援者と接している民生委員・児

童委員、社会福祉協議会等の福祉関係者と連携を図り、各団体のネットワークを情報伝達に

活用し、要支援者及び避難支援者に対し、確実に情報伝達する体制を整備するものとする。 

なお、緊急の場合や適切な情報伝達手段がない場合には、避難支援者等が要支援者宅を

直接訪問して、避難準備情報等を伝えることも考慮する。 

(２) 情報伝達手段 

情報の伝達手段は、障がいの状況に応じて、次の手段についても活用を検討する。 

・ 聴覚障がい者 ： インターネット（電子メール、携帯メール等）、テレビ放送、ＦＡＸ 

・ 視覚障がい者 ： 防災行政無線個別受信機、携帯電話（受信メールを読みあげる 

機能付き） 

・ 肢体不自由者 ： フリーハンド用機器を備えた携帯電話 等 
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(３) 避難情報の発令と発令時の状況等 

区 分 発令時の状況 住民に求める行動 

避難準備・高齢者等 

避難開始 

要支援者等、特に避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始しなけ

ればならない段階であり、人的被害

の発生する可能性が高まった状況 

要支援者等、特に避難行動に

時間を要する者は、指定された避

難場所への避難行動を開始 

（避難支援者は支援行動開始） 

上記以外の者は、家族等との

連絡、非常用持出品の用意等、

避難準備を開始 

避難勧告 通常の避難ができる者が、避難行動

を開始しなければならない段階であ

り、人的被害の発生する可能性が明

らかに高まった状況 

通常の避難行動ができる者

は、指定された避難所等への避

難行動を開始 

避難指示（緊急） ・前兆現象の発生や現在の切迫し

た状況から、人的被害の発生する

危険性が非常に高いと判断され

た状況 

・崖の隣接地等、地域の特性等から

人的被害の発生する危険性が非

常に高いと判断された状況 

・人的被害の発生した状況 

避難勧告等の発令後で避難

中の住民は、確実な避難行動を

直ちに完了 

まだ避難していない対象住民

は、直ちに避難行動に移るととも

に、そのいとまがない場合は、生

命を守る最低限度の行動をとる。 

※ 自然現象のため不測の事態等も想定されることから、避難行動は計画された避難所等に避難
することが必ずしも適切ではなく、事態の切迫した状況等に応じた対応も必要となる。 

 

 

６． 防災マップ等の整備・活用 

町は防災マップ（土砂災害ハザードマップ）等を作成し、住民に活用されるよう各世帯への直

接配付や転入者に対する窓口での配布に努めるものとする。 

また、各種マップを用いて要支援者関連施設の位置や避難場所、施設への情報伝達方法、

避難経路等を平時から確認するよう、説明会などを通じて住民への周知に努めるとともに、特に

要支援者を支援する人などへの周知を徹底し、地域防災に関する意識向上を図るものとする。 

あわせて、消防、警察、自主防災組織、避難支援者等と平時から災害時に避難支援を必要と

する在宅の要支援者に関する情報を共有し、これら情報を各種マップを組み合わせて、円滑に

避難支援を実施できる体制を構築するものとする。 

さらに、防災訓練を行うことにより、避難場所や避難経路の確認等を行い、洪水、土砂災害に

備えるものとする。 
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７． 安否確認 

(１) 安否確認の方法 

要支援者の安否確認については、町は次のような手段を講じて行うこととし、地元行政区や自

主防災組織、地域包括支援センター等の福祉関係機関・団体のネットワークを活用するとともに、

避難支援者からの情報も集約するなど、確実に安否確認ができる体制を整備するものとする。 

確認方法 

・ 避難者名簿 

・ 民生・児童委員の調査に基づく報告 

・ 障がい者団体、福祉関係団体等の調査に基づく報告 

・ 自主防災組織の調査に基づく報告 

・ 庁内関係部署の調査に基づく報告 

・ その他関係機関の調査に基づく報告 

（２） 安否情報窓口の設置 

町は、関係機関や避難支援者による安否確認、安否情報の集約、要支援者に係る問い合わ

せ等に一元的に対応するため、災害時の救護衛生班に安否情報窓口を設置する。 

 

８． 避難誘導の手段・経路等 

風水害等の災害が発生するおそれがあるため、避難準備情報等を発令した場合は、町と地

域住民等が連携し、避難支援プラン（個別計画）に基づき、避難誘導を行う。 

そのため、平時から、避難所配置職員の役割分担を明確にするとともに、町、消防本部、消防

団、自主防災組織等の役割分担を明確にしつつ、連携して対応する。 

また、要支援者自身も、平時に自宅から避難場所等まで、実際に避難支援者とともに移動し

てみるなど、避難経路を確認しておくよう努めるものとする。 

なお、避難経路の選定にあたっては、地震の際に家屋倒壊の恐れのある場所や洪水初期の

浸水予想箇所などの危険な箇所を避け、要支援者の避難・搬送形態を考慮した浸水時にも機

能する避難経路を優先的に選定するなど、安全な避難の確保に努めるものとする。 

 

９． 避難所における支援方法 

（１） 避難所における支援対策 

避難所においては、要支援者の避難状況に応じて、障がい者用トイレ、スロープ等の段差解消

設備を仮設する。特に体育館等が避難所で避難が長期化する場合は、畳・マットを敷く、プライバ

シー確保のための間仕切り用パーテーションを設けることや冷暖房機器等の増設など環境の整

備に努める。 

これらの、環境整備に必要な設備については、備蓄で対応するほか、関係団体、事業者との

事前協定を締結するなどにより、通常時から対応等を講じておくものとする。 
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避難所には、要支援者の要望を把握するため、救護衛生班が中心になり、自主防災組織や福

祉関係者、そして避難支援者の協力を得て、要支援者用相談窓口を設ける。 

避難生活が長期化する場合は、高齢者、障がい者等の心身の健康管理や生活リズムを取り戻す

取り組みが重要であるので、保健師等による健康相談、二次的健康被害（エコノミークラス症候群、

生活不活発病等）の予防、こころのケア等、福祉関係職員による相談等の必要な生活支援を必要

に応じて、実施するとともに、災害時要支援者の状況に応じて、一般避難所から福祉避難所への移

動や社会福祉施設への緊急入所、病院への入院等の手続きを行う。 

なお、発災後、速やかな対応をとるために、予め、関係団体、事業者等との協定を結ぶなど、

通常時から役割分担を明確にしておくものとする。 

避難所における情報提供は被災者にとって大変重要なものであるので、特に視覚障がい者

や聴覚障がい者等に対する伝達方法については、特段の配慮を行うものとする。 

（２） 福祉避難所の指定 

町は、要支援者が相談等の必要な生活支援が受けられるなど、安心して生活できる体制を整

備した福祉避難所を予め指定するよう努めるものとする。 

指定にあたっては、把握した要支援者情報をもとに、福祉避難所への避難が必要な者の状況

等を把握し、災害時に必要数を確保できるよう、施設管理者との協議に努める。 

福祉避難所として、指定する施設は、原則として耐震を備え、バリアフリー化されているなど、要

支援者の利用に適しており、かつ、生活相談職員等の確保が比較的容易である甘楽町総合福祉

センター等の既存施設を活用する。 

福祉避難所を指定した場合は、その所在や避難方法などについて、要支援者を含む地域住

民に周知するとともに、町内の福祉関係者（施設）の理解・協力を得るものとする。 

 

１０． 要支援者避難訓練の実施 

要支援者の避難を迅速かつ適切に行うためには、要支援者と避難支援者との信頼関係が不

可欠であることから、消防団、自主防災組織等は、普段から防災活動だけでなく、声かけや見守

り活動等、地域における各種活動との連携を深めることが重要である。 

また、在宅の要支援者を適切に安全な場所へ避難誘導するためには、平常時から避難支援

者を中心とした近隣のネットワークづくりを進め、地域住民の協力関係を作ることが重要である。 

このため、地元行政区や自主防災組織、福祉関係者と連携し、要支援者や避難支援者ととも

に、要支援者の避難計画の作成や避難訓練の実施等を行うことにより、支援体制の充実を図る

ものとする。 

避難訓練には、地域住民や要支援者、避難支援者が積極的に参加し、要支援者の居住情

報を共有し、災害準備情報等の伝達の確認、具体的な避難支援方策の検証や障害物の確認

等を行うことにより、地域全体の防災意識の向上が図られる。 

具体的には、要支援者に対する情報伝達や避難支援、福祉避難所設置運営訓練などの訓

練を行うものとする。 
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１１． 避難支援プラン（個別計画）の策定の進め方 

災害が発生し又はその恐れが高まったときに、要支援者の避難誘導等を迅速かつ適切に実

施するためには、あらかじめ、災害時要支援者一人ひとりについて、誰が支援して、どこの避難

所等に避難させるかを定めておくことが必要である。 

このため、自主防災組織、民生委員・児童委員等の協力を得ながら、避難支援プラン（個

別計画）を策定する。 

（１） 個別計画の策定方法 

個別計画の策定にあたっては、個人情報保護条例の規定に基づき、町は自主防災組織の実

際に避難支援に携わる関係者と要支援者に関する基本的な情報（住所や氏名など）を共有した

上で、これら関係者が中心となって、要支援者本人と避難支援者、避難場所、避難経路、避難

方法、情報伝達方法等について、具体的に話し合いながら作成する。 

なお、避難支援者については、消防団、自主防災組織、民生委員・児童委員などの話し合い

などで、あらかじめ要支援者に紹介できる候補者を定めるとともに、避難支援者自身の不在や被

災も考慮し、複数の支援者を決めておくものとする。 

（２） 守秘義務の確保 

個別計画は、要支援者本人、その家族及び町の必要最小限の関係課のほか、避難支援者

等の要支援者本人が同意した者に配布する。その際には、誓約書等の提出により、守秘義務を

確保する。 

（３） 個別計画の更新 

個別計画は、一人ひとりの要支援者を対象としていることから、要支援者の個人情報が多く含

まれている。したがって、上記（２）のとおり、その保護に留意する。 

また、災害時に迅速かつ適切な避難を行うため、情報の更新を定期的に行うものとする。 

具体的には、個別計画の内容に変更が生じた場合や本人等からの変更の申請があった場合

は、その都度速やかに更新する。その他の場合は、避難支援者等の協力を得て更新を行う。 

（４） 個別計画の管理 

個別計画の内容は、配布先として（１）に列記した者以外が閲覧することのないようにするとと

もに、あわせて、災害発生時の緊急の閲覧に支障をきたさないように留意する。 

個別計画を電子情報で保管する場合は、パスワード等を使用して管理し、紙媒体で保管する

場合には、施錠付きの保管庫に保管する等、情報管理に十分配慮する。 
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５ 通信関係 

５－１ 防災行政無線一覧表 

【固定系】                      （平成 28 年 3 月 31 日現在） 

施設名 局 名 設置場所 備 考 

固
定
局 

基地局 ぼうさいかんら 

甘楽町役場（小幡 161-1） 69.195MHz 5W 

消防本部（富岡市富岡 1922-7） 遠隔制御装置 

甘楽分署（小幡 162-4） 遠隔制御装置 

防災交流センター（白倉 1411） 遠隔制御装置 

屋
外
拡
声
子
局 

0号 甘楽町役場 12号 下井 24号 福島小 36号 田口 

1号 小幡下町 13号 川久保 25号 殿町 37号 天引本村 

2号 城町 14号 (旧)秋畑小 26号 鹿島 38号 新屋小 

3号 城南 15号 内久保 27号 (旧)一中 39号 金井上 

4号 町谷 16号 来波 28号 笹森 40号 権現堂 

5号 上野 17号 板穴 29号 二日町 41号 金井下 

6号 畑中 18号 那須平 30号 大山 42号 造石 

7号 轟 19号 大入 31号 新田 43号 庭谷 

8号 恩田 20号 谷ノ口 32号 白倉本村 44号 中町 

9号 中組 21号 赤谷 33号 白倉原 45号 菜園 

10号 善慶寺原 22号 峰 34号 引田 46号 浦畑 

11号 西川 23号 裏根 35号 久保  

戸別受信機 290台 

 

【移動系】 

施設名 局 名 設置場所 備 考 

基地局 ぼうさいかんら 甘楽町役場（小幡 161-1） 466.3MHz 5W 

陸
上
移
動
局 

車載無線機 

かんら１ 総務課（赤パジェロ） 10W 

かんら２ 総務課（交通指導車） 10W 

かんら３ 総務課（軽消防車） 10W 

かんら４ 総務課（予備：倉庫１F） 10W 

かんら５ 水道課 10W 

かんら１００ 甘楽分署 10W 

かんら１０１ １分団 10W 

かんら１０２ １分団 10W 

かんら１０３ １分団 10W 
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かんら２０１ １分団 10W 

かんら２０２ １分団 10W 

かんら３０１ ２分団 10W 

かんら３０２ ２分団 10W 

かんら４０１ ２分団 10W 

かんら４０２ ２分団 10W 

かんら４０３ ２分団 10W 

可搬無線機 かんら５００ 総務課 10W 

携帯無線機 

かんら１１ 総務課 1W 

かんら１２ １分団 4W 

かんら１３ 総務課 4W 

かんら１４ 総務課 4W 

かんら１５ 総務課 4W 

かんら１６ 役場 5W（故障） 

かんら１７ １分団 5W 

かんら１８ １分団 4W 

かんら１９ 役場 5W（故障） 

かんら２０ ２分団 5W 

かんら２１ ２分団 5W 

かんら２２ ２分団 5W 

かんら２３ ２分団 5W 

かんら２４ ２分団 5W 

かんら２５ ２分団 5W 

かんら２６ 役場 5W（故障） 

かんら２７ １分団 5W 

かんら２８ ２分団 4W 

かんら２９ ２分団 4W 

かんら３０ １分団 4W 

かんら３１ １分団 4W 

かんら３２ ２分団 4W 

かんら３３ １分団 4W 

かんら３４ １分団 4W 

かんら３５ ２分団 4W 
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５－２ 災害時優先電話等 

１ NTT 東日本 群馬支店 

施 設 名 回 線 数 備  考 

甘楽町役場 ４ 本庁舎 

地域コミュニティ施設 １ 秋畑地区 

水道施設 ２  

小学校 ３  

中学校 １  

※災害時優先電話は発信のみ優先扱いとなり、着信については一般電話と同じです。 

 

２ 衛星携帯電話 

配備台数 利用形態等 備  考 

３台 総務課（町長・副町長・防災担当） SoftBank 
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６ 様式関係 

６－１ 風水害・地震災害等報告様式 

【様式１ 災害概況即報】 
 

 消防庁受信者氏名             
 

 災害名          （第   報） 

災 

害 

の 

概 

況 

発生場所  発生日時 年 月 日  時 分 

 

被 

害 

の 

状 
況 

死傷者 
死 者 人 不明 人 

住 家 
全壊    棟 一部破損 棟 

負傷者 人 計 人 半壊    棟 床上浸水 棟 

 

応 

急 

対 

策 

の 

状 

況 

災害対策本部等
の設置状況 

（県） （市町村） 

 

（注）第１報については、原則として、覚知後 30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告す

ること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入すれば足り

ること。） 

  

報告日時 年 月 日  時 分 

報告機関  
報告者名  
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【様式２ 被害状況即報】 

報告機関  区   分 被 害 

災 害 名 

・ 

報告番号 

災害名 

第 報 

（ 月 日 時現在） 

そ 
 
 

の 
 
 

他 

田 
流失・埋没 ha  

冠 水 ha  

畑 
流失・埋没 ha  

報告者名  冠 水 ha  

区   分 被  害 文 教 施 設 箇所  

人 

的 

被 

害 

死 者 人  病 院 箇所  

行方不明者 人  道 路 箇所  

負
傷
者 

重傷 人  橋 り ょ う 箇所  

軽傷 人  河 川 箇所  

住 
家 

被 

害 

全 壊 

棟  砂 防 箇所  

世帯  清 掃 施 設 箇所  

人  が け 崩 れ 箇所  

半 壊 

棟  鉄 道 不 通 箇所  

世帯  被 害 船 舶 隻  

人  水 道 戸  

一 部 破 損 

棟  電 話 回線  

世帯  電 気 戸  

人  ガ ス 戸  

床 上 浸 水 

棟  ブロック塀等 箇所  

世帯     

人  

床 下 浸 水 

棟  り 災 世 帯 数 世帯  

世帯  り 災 者 数 人  

人  
火
災
発
生 

建 物 件  

非
住
家 

公 共 建 物 棟  危 険 物 件  

そ の 他 棟  そ の 他 件  
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区   分 被 害 

等
の
設
置
状
況 

災
害
対
策
本
部 

県 

 

公 立 文 教 施 設 千円  

農林水産業施設 千円  

市
町
村 

 

公 共 土 木 施 設 千円  

その他の公共施 千円  

小  計 千円  

公共施設被害市町村数 団体  

そ 

の 

他 

農 業 被 害 千円  

林 業 被 害 千円  

畜 産 被 害 千円  

適
用
市
町
村
名 

災

害
救

助

法 

 

水 産 被 害 千円  

商 工 被 害 千円  

   

計

 

 

そ の 他 千円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千円  消防団員出動延人数 人  

備 
 
 
 
 

考 

災害発生場所 

災害発生年月日 

災害の種類概況 

応急対策の状況 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

 

・避難の勧告・指示の状況 

 

・避難所の設置状況 

 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

※被害額は省略することができる。 
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【様式３ 被害状況即報続紙】 

市町村名  第 報続紙   月  日  時現在 

被害の区分 被害発生地区 数（名称） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

応急対策の実施状況 
 

救助・救出活動状況 

避難場所の設置状況 

消火活動状況 

その他 
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【様式４ 被害確定報告】 

報告機関  区   分 被 害 

災 害 名 

・ 

確 定 日 

 

 

 月 日 時確定 

そ 
 
 

の 
 
 

他 

田 
流失・埋没 ha  

冠 水 ha  

畑 
流失・埋没 ha  

報告者名  冠 水 ha  

区   分 被  害 文 教 施 設 箇所  

人 

的 

被 

害 

死 者 人  病 院 箇所  

行方不明者 人  道 路 箇所  

負
傷
者 

重傷 人  橋 り ょ う 箇所  

軽傷 人  河 川 箇所  

住 
家 

被 

害 

全 壊 

棟  砂 防 箇所  

世帯  清 掃 施 設 箇所  

人  が け 崩 れ 箇所  

半 壊 

棟  鉄 道 不 通 箇所  

世帯  被 害 船 舶 隻  

人  水 道 戸  

一 部 破 損 

棟  電 話 回線  

世帯  電 気 戸  

人  ガ ス 戸  

床 上 浸 水 

棟  ブロック塀等 箇所  

世帯     

人  

床 下 浸 水 

棟  り 災 世 帯 数 世帯  

世帯  り 災 者 数 人  

人  
火
災
発
生 

建 物 件  

非
住
家 

公 共 建 物 棟  危 険 物 件  

そ の 他 棟  そ の 他 件  
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区   分 被 害 

等
の
設
置
状
況 

災
害
対
策
本
部 

県 

 

公 立 文 教 施 設 千円  

農林水産業施設 千円  

市
町
村 

 

公 共 土 木 施 設 千円  

その他の公共施 千円  

小  計 千円  

公共施設被害市町村数 団体  

そ 

の 

他 

農 業 被 害 千円  

林 業 被 害 千円  

畜 産 被 害 千円  

適
用
市
町
村
名 

災

害
救

助

法 

 

水 産 被 害 千円  

商 工 被 害 千円  

   

計

 

 

そ の 他 千円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千円  消防団員出動延人数 人  

備 
 
 
 
 

考 

災害発生場所 

 

災害発生年月日 

 

災害の概況 

 

消防機関の活動状況 

 

その他（避難の勧告・指示の状況） 
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【様式５ 被害確定報告続紙】 

市町村名     月   日   時確定 

被害の区分 被害発生地区 数（名称） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

応急対策の実施状況 
 

救助・救出活動状況 

避難場所の設置状況 

消火活動状況 

その他 
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６－２ 救急・救助事故報告様式 

第 報 

報告日時 年 月 日 時 分 

報告機関  

報告者名  
消防庁受信者氏名           

発 生 場 所  
発 生 日 時 

（覚知日） （ 

月 

月 

日 

日 

時 

時 

分 

分） 
覚 知 方 法  

事 故 の 概 要 

 

死 傷 者 等 

死者 （性別・年齢）  負傷者等 人（ 人） 

   重 症 人（ 人） 

 計 人 中等症 人（ 人） 

不明             人 軽 症 人（ 人） 

救助活動の

要 否 

 

要 救 助 者 数 

（ 見 込 ） 
 救 助 人 員  

救急・救助活

動 の 状 況 

 

災害対策本部
等の設置状況 

 

その他参考事項 

（注）負傷者等欄の（ ）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。 

（注）第１報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告すること。 

（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入すれば足りること。） 
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６－３ 火災報告様式 

第   報 

報告日時 年 月 日 時 分 

報告機関  
報告者名  

 消防庁受信者氏名           
※爆発を除く 

火 災 種 別 １ 建物 ２ 林野 ３ 車両 ４ 船舶 ５ 航空機 ６ その他 

出 火 場 所  
出 火 日 時 
（覚知日時） 

月 日 時 分 
（ 月 日 時 分） 

（鎮圧日時） （ 月 日  時分） 
月 日  時分 鎮 火 日 時 

火元の業態・
用 途 

 事 業 所 名  
(代表者氏名) 

出 火 箇 所  出 火 原 因  

死 傷 者 

死者（性別・年齢） 人 

死者の生じ

た 理 由 

 

負傷者 重 症 人 

中等症 人 

軽 症 人 

建 物 の 概 要 

構造  建物面積 

  
階層 延べ面積 

焼 損 程 度 
焼損
棟数  

全 焼  棟  
焼 損 面 積 

建物焼損面積 

建焼損表面積 

林野焼損面積 

㎡ 

㎡ 

ａ 

半 焼  棟 計 

部分焼  棟 

棟 

ぼ や  棟  
り 災 世 帯 数  気 象 状 況  

消防活動状況 

消防本部（署） 台 人 

消 防 団 台 人 

そ の 他  人 

救急・救助活

動 状 況 

 

災害対策本部
等の設置状況 

 

その他参考事項 

注）第１報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して 報告すること。 

（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入すれば 足りること。） 
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６－４ 特定事故報告様式 

【特定事故即報】                          第    報 
１ 危険物等に係る事故 

事故名 ２ 原子力災害 

３ その他 

消防庁受信者氏名           

事 故 種 別 １ 火災 ２ 爆発 ３ 漏えい ４ その他（         ） 

発 生 場 所  
事 業 所 名  

発 生 日 時 

（覚知日時） 

月  日  時  分 

（  月  日  時  分） 

発 見 日 時 

鎮 火 日 時 

（処理完了） 

月 日 時 分 

月 日 時 分 

消防覚知方法  気 象 状 況  

物  質  の  区  分 

１危険物 ２指定可燃物 ３高圧ガス 

４可燃性ガス ５毒劇物 ６ＲＩ 

７その他（ ） 

物質名 
 

施  設  の  区  分 １ 危険物施設 ２ 高危混在施設 ３ 高圧ガス施設 ４ その他 

施  設  の  概  要  危  険  物  施  設  の 

区 分 
 

事  故  の  概  要  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）   人 負傷者等     人 （  人） 

重症   人 （  人） 

中等症  人 （  人） 

軽症   人 （  人） 

消防防災活動 

状 況 及 び 

救 急・ 救 助 

活 動 状 況 

 

 

 

 

 

 

警戒区域の設定  月 日 時 分 

使用停止命令   月 日 時 分 

出 場 機 関 出場人員 出 場 資 機材 

事 

業 

所 

自衛防災

 

人  
共同防災

 
人  

そ の 他 人  

消 防 本 部（署） 
台 

人 
 

消 防 団 
台 

人 
 

自 衛 隊 人  
そ の 他 人  

災害対策本部 

等の設置状況 
    

その他参考事項 

注）第１報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して 報告すること。 

（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入すれば 足りること。） 

報告日時 年 月 日 時  

報告機関  

報告者名  
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６－５ 火災・災害等即報要領における消防庁への直接即報基準 

区
分 基  準 

火 

災 

等 

即 

報 

１ 交通機関の火災 

ア 交通機関の火災 

航空機、列車、自動車の火災で、次に掲げるもの 

① 航空機火災  ② トンネル内車両火災  ③ 列車火災 

２ 危険物等に係る事故 

ア 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下、「危険物等」という。）

を貯蔵しまたは取扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの。 

① 死者（交通事故によるものを除く。）または行方不明者が発生したもの 

② 負傷者が５名以上発生したもの 

イ 危険物等を貯蔵しまたは取扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内または

周辺で、500平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵しまたは取扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当するもの 

① 河川等へ危険物等が流出し、防除・回収等を要するもの 

② 500キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

エ 市街地または高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民

の避難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ 市街地または高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

３ 原子力災害等 

ア 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中

に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

イ 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素または放射線の漏

えいがあったもの 

４ ホテル、病院、大規模店舗、遊技場において発生した火災 

５ 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの（武

力攻撃事態等または緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

救
急
・
救
助
事
故
即
報 

１ 死者及び負傷者の合計が 15人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

ア 列車、航空機の衝突、転覆等による救急・救助事故 

イ バスの転落等による救急・救助事故 

ウ ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故 

エ 大規模店舗、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

オ その報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの 
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６－６ 自衛隊災害派遣要求様式 

 
 年 月 日 

 

群馬県知事 様 

 

 

甘楽町長        印 

 

自衛隊の災害派遣要請の要求について 

災害対策基本法第６８条の２第１項の規定に基づき、下記のとおり自衛隊の 

災害派遣を要請するよう要求します。 

 

記 

 

 

１ 災害情況及び派遣を要請する理由 

 

 

 

２ 派遣を希望する期間 

 

 

 

３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 

 

 

４  その他参考となるべき事項  

例）・必要な車両、航空機、資機材 

・必要な人員 

・連絡場所及び連絡責任者 
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６－７ 緊急通行車両確認申請書、証明書及び標章 

【緊急通行車両使用申出書】 

年  月  日 

緊急通行車両使用申出書 

            様 

申出者（住所又は所在地） 
（氏名又は団体名） 

（電話番号） 

車両の登録番号  

車両の用途（緊急
輸送にあっては輸
送人員又は品名） 

 

通 行 日 時  

通 行 経 路 

出 発 地   目 的 地 

  
備 考  
 

【緊急通行車両確認証明書】 

第  号 

年 月 日 

緊急通行車両確認証明書 

知 事   印 

公安委員会 印 

車 両 の 登 録 番 号  

車両の用途（緊急
輸送にあっては輸
送人員又は品名） 

 

使
用
者 

住所又は所在

 
 

氏名又は団体

 
 

電 話 番 号  
通 行 日 時  

通 行 経 路 
出 発 地 目 的 地 

  
備 考  
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【標章】 

備考１ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、

「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する部

分を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の面像が光の反射角度に応じて変化する 措置を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

 

【確認処理簿】 

 

緊急通行車両確認処理簿 

受付年月日 申出者 車両番号 交付年月日 指令番号 
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６－８ 避難者名簿 

避難者名簿（様式例） 

避難所の名称：        

番
号 

(フリガナ) 

氏  名 
性
別 

年
齢 

住所･電話番号 
(同一世帯の場合は

一括記入) 

心身の状況 
（傷害、疾病等） 

自宅の状況 
(全壊、半壊、一部破損、

断水、停電、ガス停止、

電話不通等) 

入所日 退所日 
そ の 他 
特記事項 
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６－９ り災証明書 

 

り 災 証 明 書 

 
  年  月  日 

甘楽町長 様 

                  （申請者） 住 所 

                        氏 名           ㊞ 

                        電 話    （   ） 

                     現在の連絡先    （   ） 

 

下記のとおりり災しましたので、証明願います。 

被害物件 

所 在 地  群馬県甘楽郡甘楽町大字 

所 有 者   

□ 住宅 

□ 倉庫・物置 

□ 車庫 

□ その他（                          ） 

被害程度 

□ 全 壊 

□ 大規模半壊（                        ） 

□ 半 壊（                          ） 

□ 一部損壊（                         ） 

□ その他（                          ） 

 

被害原因 

 

 

参考資料（見積書写し・写真等）添付 

  

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

      年  月  日 

 

甘楽町長        印 

 

  



 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    甘楽町地域防災計画 

発行：平成 30年 2月 

編集・発行：甘 楽町防災 会議 

甘楽郡甘楽町大字小幡 161番地 1 

甘楽町 総務課 庶務係 

電話 0274（74）3131（代表） 
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